




1

新しい「令和」の時代が幕を開け、２年目を迎えました。

新たな時代にふさわしい「三重県らしい、多様で、包容力あ

る持続可能な社会」の実現をめざし、「みえ県民力ビジョン・

第三次行動計画」を令和２（2020）年度にスタートさせます。

「みえ県民力ビジョン」を策定した平成24（2012)年度以

降の私たちを取り巻く社会情勢をみると、人口減少や少子・高

齢化、グローバル化の進展が加速するとともに、ＡＩ等デジタ

ル技術が飛躍的に進歩しており、従来の社会モデルが通用しな

い時代を迎えています。また、新型コロナウイルス感染症が急

速に拡大し、私たちの命と健康、そして日々の暮らしを脅かす

とともに、好調に推移してきた県内経済にも重大かつ深刻な影

響を与えており、リーマン・ショックを超え、戦後最大ともい

うべき危機的な状況に直面しています。この新たな危機への対

応をはじめ、気候変動に伴う自然災害の頻発化・激甚化、人生

100年時代の到来、生きづらさを抱える人びとへの対応など、

複雑に絡み合う課題を克服するためには、昭和や平成の成功体

験に頼るのではなく、新しい時代の持続可能な社会モデルを構

築していく必要があります。

第三次行動計画では、こうした状況をふまえ、「みえ県民力

ビジョン」の基本理念で掲げる「県民力でめざす『幸福実感日

本一』の三重」の社会の姿を、改めて「三重県らしい、多様で、

包容力ある持続可能な社会」ととらえるとともに、県政を推進

していく際の新たなアプローチとして、「新しい豊かさ・協創」

の視点に加え、「Society 5.0」と「ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）」の視点を積極的に取り入れていきます。

また、人口減少に歯止めをかけ、地域の自立的かつ持続的な

活性化を実現するためには、対症療法的な取組ではなく、多岐

にわたる分野の取組を有機的かつ効果的に結びつけ、相乗効果

を発揮し、挑んでいかなければなりません。そこで、施策を総

動員し、オール三重で地方創生の実現に取り組んでいけるよう、

第2期の「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を第三次

行動計画と一体化しました。

平成28（2016）年に開催された伊勢志摩サミットでは、

先人達が時代や文化を自らの手で築き上げたように、われわれ

県民一人ひとりが自らの手で、またオール三重でさまざまな成

果を生み出すことができました。

ＳＤＧｓの17番目のゴールは、パートナーシップです。サ

ミットのレガシーを生かし、「アクティブ・シチズン」である

県民の皆さんとのパートナーシップを大切に、「三重県らしい、

多様で、包容力ある持続可能な社会」をめざしていきます。

県民の皆さん、力を合わせて「新しい豊かさ」を享受できる

三重づくりを進めましょう。

令和２（2020）年４月

三重県知事三重県知事　　鈴 木 英 敬鈴 木 英 敬
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※行動計画の進行管理は、

　毎年度策定する経営方針と

　みえ成果向上サイクルによって行います。 （単年度の経営方針）

2012
Ｈ24

2013
Ｈ25

2014
Ｈ26

2015
Ｈ27

2016
Ｈ28

2017
Ｈ29

2018
Ｈ30

2019
Ｒ1

2020
Ｒ2

2021
Ｒ3

2022
Ｒ4

2023
Ｒ5

おおむね 10 年先を見据えた計画（みえ県民力ビジョン）

第一次行動計画 第二次行動計画 第三次行動計画

第三次行動計画策定の趣旨はじめに

県では、平成24（2012）年４月に、長期的な視点から、三重のあるべき姿を展望し、県政運営の

基本姿勢や政策展開の方向性を示した、おおむね10年先を見据えた県の戦略計画「みえ県民力ビジョ

ン」を策定しました。また、「みえ県民力ビジョン」を着実に推進するため、「みえ県民力ビジョン・

行動計画」＜平成24（2012）年度～平成27（2015）年度＞、「みえ県民力ビジョン・第二次行動

計画」（以下「第二次行動計画」という。）＜平成28（2016）年度～令和元（2019）年度＞を策定

し、さまざまな施策、事業等に取り組んできました。

「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」（以下「第三次行動計画」という。）は、「みえ県民力ビ

ジョン」策定後のこれまでの取組の成果と課題を検証するとともに、時代潮流や社会経済情勢の変化

などを的確にとらえて、「みえ県民力ビジョン」が掲げる基本理念「県民力でめざす『幸福実感日本

一』の三重」を具体化するための取組方向を示す中期の戦略計画です。

●計画期間
令和２（2020）年度から令和５（2023）年度までの４年間

●みえ県民力ビジョンと行動計画の関係

●行動計画と三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略との関係
人口減少に係る課題の解決に向けて、施策を総動員し、オール三重でより一層相乗効果を図れるよ

うに、第三次行動計画は、「まち・ひと・しごと創生法」第９条に基づく、「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」としても位置づけ、一体的に取り組んでいくこととします。
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みえ県民力ビジョンの基本理念
県民力でめざす「幸福実感日本一」の三重

「第三の分水嶺」とも言うべき大きな時代の転換期に、県自らの変革を進める中で、県民の皆さん

にもアクティブ・シチズンとして積極的に社会に参画していただくことを呼びかけながら、県民の皆

さんとの協創により「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実現をめざし、取り組みます。

●自立し、行動する県民（アクティブ・シチズン）へ
新しい三重を創るために、私たち一人ひとりが力を注いでいくことが必要です。しかし、一人ひとり

の力には限界があります。さまざまな事情により社会で十分に力を発揮できないでいる人たちや社会的

に弱い立場に置かれた人たちもいます。こうした人びとが社会の一員として多様な人びととつながりを

持ち、共に生きることのできる社会に変えていく必要があります。

私たちは、誰もが自分の夢や希望を持ち、その思いを実現するために生きています。夢や希望を

持って人生を主体的によくしていこうとする力や、住んでいる地域をよくしていこうとする力を発揮

できたときに、私たちの人生は輝きます。

私たちは自立し、行動する県民（アクティブ・シチズン）でありたいと思います。

「自立し、行動する」とは、一人で生きることではなく、自らの判断と責任のもとで、公共心を持っ

て社会の一員として生きていくことです。地域社会や企業などの一員として、進んで責任を果たして

いくことです。

身の回りの家族や地域の絆を大切なものととらえ、その中で自分にできることに取り組んでいきます。

私たち一人ひとりが夢の実現に向け、希望を持って生きていくことができるように、私たちがみんなで

支え合うことにより、さまざまな課題に取り組んでいく必要があります。

●県民力による「協創」の三重づくり
私たちが創りあげようとする新しい三重は、次の三つのことがイメージされる社会です。

まずは、さまざまな生活のリスクに対して、社会全体で備える仕組みが整い、住み慣れた地域で安

心して暮らせることです。このことがあって、私たちは自らの夢や希望の実現に向けて行動すること

ができます。

次に、私たち一人ひとりが、人生のステージに応じて、自らの未来を切り拓
ひら

くために必要な能力を

身につけ、個性や能力を発揮して自由に生き方を選択し、地域の中で活動できることです。

最後に、三重という地域が強みを生かして発展し、私たちの生活や地域の活力を支える産業が活発

であり、働きがいのある仕事に就くことができることです。

私たちは、それぞれが「公
おおやけ

」を担う主体として自立し、行動することで、協働による成果を生み出

し、新しいものを創造していくことを「協創」と呼び、みんなで力を合わせて新しい三重を創る「県民

力による『協創』の三重づくり」を進めていきたいと考えます。

（みえ県民力ビジョン抜粋）
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「新しい豊かさ」を享受できる三重づくり

県民１万人を対象とした「みえ県民意識調査」では、家族の存在や子どもを持つこと、働くことは、

県民の皆さんの幸福実感と深い関わりがあることがわかりました。一方で、結婚や出産、就労に関し

て、県民の皆さんの理想と現実にギャップがあることも明らかになりました。

また、私たちは今、本格的な人口減少社会を迎えており、地域の活力の低下が懸念されています。

このような時代だからこそ、誰もが、どこに住んでいても、夢や希望を持ち、幸福を感じながら暮

らせるようにしなければなりません。県民の皆さん一人ひとりが地域をより良くするために行動し、そ

れが原動力となって、将来にわたり地域が発展していくことが重要です。

そのためには、「精神的な豊かさ」「経済的な豊かさ」はもちろん、安心した暮らしのためのセーフ

ティネット（社会保障）や能力を発揮できる環境、支え合いのベースとなる人と人との絆など「社会

のシステムやつながりの豊かさ」がとても大切であり、第二次行動計画では、これら３つの豊かさ全

てを高めていくという「新しい豊かさ」の考え方を打ち出しました。

三重には、多様な資源を活用し、時代の変化に対応した豊かさを創造してきたＤＮＡがあり、それ

は県民の中にも脈々と受け継がれています。こうした三重のＤＮＡをあらためて認識し、「協創」を進

めることで、時代の分水嶺の先にある「新しい豊かさ」を実現できると考えます。

県民の皆さんが三重で暮らす幸せを感じられるよう、「新しい豊かさ」の実現に挑戦していきます。

 

～みえ県民力ビジョン・第二次行動計画より～

参考資料
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第二次行動計画の総括と今後の課題

１　第二次行動計画を振り返って
第二次行動計画では、人口減少、少子高齢化やグローバル化の進行が加速し、人びとのライフ

スタイル・価値観の多様化や大規模自然災害の頻発など、私たちを取り巻く社会情勢が変化する中

で、「みえ県民力ビジョン」で掲げた基本理念「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実

現に向けて、県民の皆さんに成果を届けられるよう、着実に施策を展開してきました。

第二次行動計画の＜施策＞の達成状況を平成30（2018）年度の実績で見ると、61の＜施策

＞のうち、数値目標は５割強にとどまりましたが、施策の進展度は「進んだ」または「ある程度

進んだ」と評価したものが57施策となっており、進捗はおおむね順調と考えられます。

一方で、教育・人づくり、介護、子育て支援の分野など、取組が道半ばの施策もあり、今後に向

けた課題ととらえています。

第二次行動計画におけるこれまでの成果と課題については、次のとおりです。

伊勢志摩サミット

三重県誕生から140年の節目にあたる平成

28（2016）年には、県史に残る歴史的な出来

事として成功した「伊勢志摩サミット」にオール

三重で一丸となって取り組んだ結果、さまざま

な成果が生まれました。

三重県が誇る美しい自然や豊かな食の魅力、日

本を象徴する伝統・文化が、日本国内はもとよ

り世界に発信されるとともに、G7首脳が伊勢神

宮を訪れ、平和を希求し多様性を寛容に受け入

れてきた、日本人を象徴する文化が三重の地に

おいて育まれてきたことを世界に強く印象づけま

した。また、伊勢志摩サミットは、平成27

（2015）年９月の国連サミットで「持続可能な

開発のための2030アジェンダ（以下「2030ア

ジェンダ」という。）」が採択されて以降、初めて開催されたG7サミットであり、「G7伊勢志摩首脳

宣言」においては、人間中心かつ地球に配慮した形で、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を掲げた

2030アジェンダを進めることにコミットすることが世界に発信されました。

伊勢志摩サミットによる経済効果は、報道等

によるＰＲ効果を含めて4,000億円以上にのぼ

り、サミット終了後の観光客の増加等によるポ

ストサミット効果は、1,000億円以上と見込まれ

ています。

サミットで発揮された地域の総合力は、58万

人の来場者で賑わった「第27回全国菓子大博

覧会・三重（お伊勢さん菓子博2017）」でも生

伊勢志摩サミット

第１章

お伊勢さん菓子博2017オープニングセレモニー
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かされました。また、三重県の知名度向上が一つの要因となり、国際会議が令和２（2020）年１月

末までに53件開催されたことをはじめ、外資系企業による県内投資の増加、日本酒等の県産品の出

荷拡大などが実現するとともに、サミットを通じて自信を深めた県内企業や地域の団体が活発な事業

活動を行っています。

さらに、サミットを契機に、官民が一体となってテロの未然防止に恒常的に取り組む枠組みである

「テロ対策パートナーシップ」を構築し、テロを許さない社会・地域づくりを進めています。

サミット開催１周年の節目には、志摩市の近鉄賢島駅２階に伊勢志摩サミット記念館「サミエール」

がオープンし、令和２（2020）年１月末までに約44万人もの方々が来館されました。また、サミッ

トを通じて高まった本県の国際化の機運をさらに広げていくため、サミットが開催された５月に「みえ

国際ウィーク」を設け、毎年、県内全域で国際交流や国際理解を深める取組を進めています。

伊勢志摩サミットから５周年の節目となる令和３（2021）年には、「第９回太平洋・島サミット」

が三重県で開催されることが決定しました。オール三重で成功に向けて取組を進めていくことで、

ＭＩＣＥ注） １ 開催地としてのブランド価値をさらに向上させていきます。

新たな一歩への決意をまとめた「伊勢志摩サミット三重県民宣言」をふまえ、新たに人や事業を呼

び込み、地域の力を発揮することで、サミットの開催により地域にもたらされた有形無形の好影響で

あるサミットのレガシーを新しい時代の三重を担う次世代につないでいくことが私たちの大きな使命

となっています。

スポーツ

平成28（2016）年にブラジルのリオデジャ

ネイロで開催されたオリンピック・パラリンピッ

クにおいて、女子レスリングの吉田沙保里選手

と土性沙羅選手がメダルを獲得するなど、三重

県ゆかりの選手が素晴らしい活躍をされ、県民

の皆さんはもとより、国内外の人びとに多くの夢

と感動を届けてくれました。

オール三重で準備を進めた平成30（2018）

年度全国高等学校総合体育大会（インターハイ）

「2018彩る感動　東海総体」が盛大に開催され、

全国から集まった高校生トップアスリートの全力

でプレーする姿や平成最高の入賞数52件となっ

た三重県勢の活躍、大会を支えた本県高校生による最高のおもてなしは、観る人に多くの勇気と感動

を与え、平成最後のインターハイとして記憶に残る大会となりました。

東京2020オリンピック・パラリンピックに向けて、各国代表チームの県内への事前キャンプ地誘

致に市町と連携し取り組んだ結果、４か国６チームの事前キャンプ実施が決定しました。

また、東京2020オリンピック聖火リレーについては、ランナーを募集した結果、29人の公募枠に

第二次行動計画の総括と今後の課題

インターハイの総合開会式の様子

注） １　�企業等の会議（Meeting）、企業等が行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団体、
学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市・イベント（Exhibition/Event）の頭文字のことであり、多くの集
客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称のこと。
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対して1,627人の応募をいただき、各市町１名ずつのランナーを選定しました。今後は、県民の皆さ

んがオール三重で何らかの形で聖火リレーに参画し、地域の魅力を十分に発信できるような方策を検

討するとともに、安全・確実に実施できるよう、全ての市町の協力を得ながら的確に準備を進めてい

く必要があります。

令和３（2021）年の三重とこわか国体・三重とこわか大会の成功に向けて、三重交通Ｇ  スポーツ

の杜  伊勢  陸上競技場等の施設整備を行い、本県選手の練習環境や競技環境の整備などに取り組み

ました。また、ジュニア・少年選手の育成・強化に加え、三重とこわか国体の後も継続して三重の競

技スポーツを支える人材育成につなげるため、「チームみえ・コーチアカデミーセンター」の取組を開

始し、指導者の養成、資質向上に取り組みました。これらの結果、令和元（2019）年の第74回国民

体育大会（いきいき茨城ゆめ国体）における本県の成績は、天皇杯順位（男女総合成績）が平成27

（2015）年の27位から14位に躍進することができました。さらに、平成30（2018）年には、日本

で初開催となる「ボッチャ国際大会」が県営サンアリーナで開催され、日本チームは、個人と団体合

わせて６個のメダルを獲得しました。これを契機に、ボッチャが障がいのある人もない人も一緒に参

加できるスポーツとして広く知られることとなり、三重とこわか大会から正式競技として採用される

など、障がい者スポーツの裾野の拡大につながりました。

インターハイ開催の成果を生かし、東京2020

オリンピック・パラリンピック開催の気運を三重

とこわか国体・三重とこわか大会につなげる必

要があります。また、創意工夫を凝らしつつ、簡

素・効率化が図られた大会となるよう、会場地

市町や各競技団体と緊密に連携し、オール三重

で開催準備に取り組むとともに、三重とこわか

国体での天皇杯・皇后杯の獲得に向けて着実に

競技力の向上を図っていく必要があります。

人口減少への対応（地方創生）

三重県の人口は、全国よりも１年早い平成19（2007）年をピークに減少に転じ、現在まで減少が

続いています。地域の自立的かつ持続的な活性化を図るため、平成27（2015）年10月に「三重県

まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、少子化対策をはじめとする自然減対策と、担い手づく

りや移住促進などの社会減対策の両面から人口減少に係る課題に取り組んできました。

このうち社会減対策については「学ぶ」・「働く」・「暮らす」のライフシーンごとに取組を実施し、

人口の県外への流出抑制と県内への流入促進を図ってきたところです。また、地方創生の推進にあ

たっては、市町をはじめ、さまざまな主体から構成される地方創生会議において現状や課題の情報共

有や意見交換を行い、取組につなげてきたところです。しかしながら、依然として転出超過の改善が

進まず、人口減少に歯止めがかかっていません。

人口減少に係る問題は、一朝一夕に解決できない構造的な問題であり、その課題解決に向けては多

岐にわたる分野の取組を結びつけ、相乗効果が発揮されるよう対策を進めることが不可欠です。その

ため、県の施策を総動員する姿勢をさらに強め、若者の県内定着など、人口減少に係る課題に対して

切れ目のない取組を実施していく必要があります。

ボッチャ国際大会の様子
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少子化対策

結婚や出産について理想と現実にギャップがあり、ま

た、社会環境の変化により家族のあり方が多様化し、地域

のつながりが希薄化するなど、子どもを取り巻く環境が変

容する中で、平成27（2015）年３月に「希望がかなうみ

え 子どもスマイルプラン」（以下「子どもスマイルプラン」

という。）を策定し、「結婚・妊娠・子育てなどの希望がか

ない、すべての子どもが豊かに育つことのできる三重」を

めざしてきました。

子どもスマイルプランでは、「子ども・思春期」「若者／

結婚」「妊娠・出産」「子育て」のライフステージごとに切

れ目のない対策を展開し、ライフプラン教育の推進や出会

いの支援、不妊に悩む家族への支援、男性の育児参画の

推進、長時間労働の抑制やワーク・ライフ・バランスの推

進など、「働き方」も含めたさまざまな取組を全国に先駆

けて進めてきました。国の調査によると、三重県の６歳未

満の子どもがいる世帯の夫の育児時間は、平成23（2011）

年の１日あたり35分が、平成28（2016）年には53分と全国平均を上回る増加となりました。また、

全国でイクボス注） ２ の普及啓発に取り組んでいるＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパンによる平成29

（2017）年イクボス充実度アンケート調査では、本県が都道府県部門で第１位となりました。

子どもスマイルプランの２つの総合目標のうち、合計特殊出生率注） ３ については、目標とする希望

出生率注） ４ 1.8台とは依然としてかい離がありますが、平成30（2018）年は1.54と３年ぶりに増加

し、全国１位の増加幅注） ５ となりました。また、出生数の減少幅を前年より大幅に抑えることができ

ました。

一方で、もう一つの総合目標である「地域社会の見守りの中で、子どもが元気に育っていると感じ

る県民の割合」は、計画策定時から減少傾向にあります。また、平成30（2018）年度に実施した調

査では、子どもたちについて「元気がある」と感じる県民の割合は増加傾向であるものの、「子ども

の育ちを見守り、応援したい」と思う割合が減少傾向にあることから、普段から子どもとふれあう機

会の少ない人も含め、「地域で子どもを育てる」という気運醸成を図ることが重要です。

少子化対策は成果があらわれるまでに一定の期間を要することから、今後も、子どもスマイルプラ

ン等に基づき、さまざまな主体との協創により効果的な取組を着実に推進していく必要があります。

第６回ファザー・オブ・ザ・イヤーinみえ
フォトコンテスト　ベストショット賞より

注） ２　�職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、その人のキャリアと人生を応援しながら、組織の業績も結
果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司（経営者・管理職）。

注） ３�　15～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもの。
注） ４　県民の結婚や出産の希望がかなった場合の水準で、三重県が意識調査結果等をもとに試算したもの。
注） ５　厚生労働省「平成30年（2018）人口動態統計（確定数）の概況」に基づき県が独自集計したもの。
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市町との連携

県と市町が連携強化を図り、協働して地域づくりの基盤を整備し、地域づくりを推進することによ

り、地域主権社会の実現をめざすため、「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」において地域の

さまざまな課題について協議を行ってきました。また、対等なパートナーシップの関係にある県と市

町が、各市町固有の課題について、共通した認識を醸成し、課題の解決に向けて一歩でも前へ進め

ることを目的として、知事と市町長がオープンな場で議論する「１対１対談」を開催してきました。

移住の促進については、首都圏での移住相談窓口として設置した「ええとこやんか三重　移住相談

センター」や、関西圏、中京圏での「移住相談デスク」の開催などを通じて、市町等と連携して総合

的に取り組んだ結果、県および市町の施策を利用した県外からの移住者数は、順調に増加していま

す。

南部地域の市町が連携し、効果的な事業を実施することで、定住の促進や働く場の確保につなげ

ていくため、南部地域活性化基金を活用し、複数市町が連携したさまざまな取組に対して支援を行い

ました。また、南部地域の関係人口を創出する「度会県プロジェクト」を立ち上げ、南部地域にゆか

りや興味・関心のある人びとが継続的に地域に関わることで、主体的な地域づくり活動につなげる取

組を進めました。

木曽岬干拓地において立地企業の募集を開始し、令和２（2020）年１月末現在で約7.7haの土地

の売買契約を締結するなど、地域の特性やニーズに合った土地の利活用に取り組みました。

人口減少や少子高齢化の進展など、複雑に絡み合う地域の課題解決に向けて、住民に最も身近な

自治体である市町との連携を一層強化していくことが必要です。

防災・減災

大規模自然災害が全国で頻発する中、近年の

災害事例における課題やこれまでの取組を検証

し、平成30（2018）年３月にソフト対策とハー

ド対策を盛り込んだ「三重県防災・減災対策行

動計画」を策定し、「防災の日常化」に向けた取

組を進めてきました。また、全国知事会の活動

を通じ、平成30（2018）年に発生した災害等

の検証を行い、全都道府県で教訓や効果的な取

組等を共有するとともに、被災者生活再建支援

制度の見直し検討を実施するなど、全国の防災・

減災対策に係る議論を先導してきました。さら

に、平成30年７月豪雨により被災した広島県安芸郡熊野町に対し、県内市町の協力を得て、県・市

町合わせて144名の職員を派遣するなど、全国各地で発生した地震や風水害の被災地の支援を行い

ました。

平成 26（2014）年４月に三重大学と共同で設置した「みえ防災・減災センター」には、市町、大

学、企業、地域等を結びつける「防災ハブ」機能を整備し、防災人材の育成・活用など、地域防災力

の向上を進めました。また、伊勢志摩サミット開催に係る地震・津波対策の一環として「DONET 注） ６ 

を活用した津波予測・伝達システム」を平成28（2016）年５月に整備しました。さらに、災害対策

本部活動の支援機能を充実・強化するため、新しい防災情報プラットフォームの運用を平成29（2017）

図上訓練をする様子
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年４月から開始しました。

平成30（2018）年３月には、南海トラフ地震等の大規模災害時に国や他県、関係機関等の応援を

円滑に受け入れ、効果的な被災者支援につなげるため、ボランティアや介護職員等の受入れなど、他

県に例のない受援活動も幅広く定めた「三重県広域受援計画」を策定しました。

また、発災前からの事前対応が可能である台風の接近に合わせて時系列で行動項目を整理した「三

重県版タイムライン」を策定し、抜け・漏れ・落ちのない対策を講じるとともに、これまでの災害対

策活動による課題をふまえ、停電に向けた対応や台風災害時の市町への緊急派遣チームの派遣など

にも取り組んでいます。

今後は、平成31（2019）年３月に策定した「三重県市町受援計画策定手引書」および「市町タイ

ムライン基本モデル」により、市町における対策が水平展開されるよう、引き続き支援していく必要

があります。また、災害への備えや適切な避難行動の促進につなげるため、LINEやTwitter等も活

用して、県民の皆さんに対して気象情報等を提供していますが、避難率は依然として低い状況にある

ことから、新たなツールや手法等を研究し、よりわかりやすい情報提供に努める必要があります。

復興対策については、発災直後から速やかに復興作業に着手できるよう、復興プロセスにおいて必

要となる対策や手順を示す「三重県復興指針」を平成28（2016）年３月に策定しました。

自然災害が頻発化する中、県内中小企業・小規模企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定割合は、他

県と比べて低いことから、ＢＣＰの策定を支援するなど、中小企業・小規模企業の防災・減災対策を

推進していく必要があります。

伊勢湾台風から60年、昭和東南海地震から75年の節目となる令和元（2019）年には、「自治体

災害対策全国会議」を兼ねた「伊勢湾台風60年シンポジウム」や「伊勢湾台風60年の集い・みえ」、

「昭和東南海地震75年（みえ地震対策の日）シンポジウム」を開催し、これらの大規模災害による犠

牲者を追悼するとともに、過去の災害から得た教訓を次世代につなぐ機会としました。一方で、令和

元（2019）年９月、10月の集中豪雨や台風により県内各地で発生した被害や、関東地方を襲った台

風第15号による大規模かつ長期間の停電、台風第19号に伴う大規模な河川氾濫による水害などの

教訓もふまえ、風水害等に対する新たな備えの必要性も高まっています。

過去の災害を振り返りつつ、いつ発生してもおかしくない大規模自然災害に備えるとともに、適切

な避難行動を促すための情報伝達など、新たに明らかになった課題にも対応するため、国の「防災・

減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を活用しつつ、令和元（2019）年度６月補正予算にお

いて過去10年で最大となる公共事業費を計上するなど対策を進めてきました。引き続き、自助・共

助・公助の力を結集し、ソフト、ハードの両面から防災・減災、国土強靱化対策を一層強化していく

必要があります。

医療・介護・福祉

医療・介護サービスの充実については、いわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年

に向けて、各医療機関の具体的対応方針の協議を進めるなど、地域における医療および介護の総合

的な確保対策を推進しています。

医療分野の人材確保については、医師修学資金貸与制度の運用などにより、医師確保対策を総合

的に進めてきた結果、過去10年間（平成20（2008）年～平成30（2018）年）の医師数の増加が

全国11位となるなど、若手医師を中心に、県内の医師数は着実に増加しています。また、医療法改

注） ６　�Dense Oceanfloor Network system for Earthquakes and Tsunamis（地震・津波観測監視システム）。南海トラフを震
源とする地震・津波を常時観測監視するため、国立研究開発法人防災科学技術研究所が運用しています。
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正を受けて、医師の偏在解消により、地域における医療提供体制を確保するため、「三重県医師確保

計画」を策定するとともに、医師不足地域の医師確保に取り組んでいます。さらに、三重専門医研修

プログラムを活用し、若手医師の県内定着と偏在解消を進めるとともに、「女性が働きやすい医療機

関」認証制度により、女性の医療従事者が働きやすい環境づくりの促進などに取り組んできました。

地域包括ケアシステムの構築に向けては、市町と連携し特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備

を進めるとともに、三重県福祉人材センターによるマッチングや、三重県発の取組として全国に広がっ

ている地域の元気な高齢者が介護職場において補助的な業務を担う「介護助手」の取組を促進する

など、介護人材を確保するための取組を進めました。

認知症の人や家族への支援については、早期発見・早期治療のための体制整備や全国に先駆けて

実施してきた若年性認知症対策の充実に取り組みました。

健康づくりについては、女性の健康

寿命が全国２位、がんによる75歳未

満の年齢調整死亡率の低さも全国２

位、特に女性は全国１位となるなど、

一定の成果があらわれています。一方

で、「人生100年時代」の到来を見据

えると、県民の皆さんの幸福実感を高

めるためにも、「三重とこわか健康マ

イレージ事業」等により主体的な健康

づくりを促進するとともに、新たな手法を取り入れ、データやテクノロジーも活用しながら、「全国

トップクラスの健康づくり県」に向けて取り組んでいく必要があります。また、人口減少が進行する

中で、地方創生を推進し、若者に選ばれる三重につなげるためにも、企業等における健康経営の推進

が重要であることから、「三重とこわか県民健康会議」を設置し、企業、関係機関・団体、市町との

連携により、社会全体で継続的に健康づくりに取り組んでいます。

子どもの医療費については、家庭の経済状況にかかわらず、子どもが安心して医療を受けることが

できるよう、セーフティネットの拡充を目的に助成制度を見直し、窓口無料化を実施する市町を支援

しました。

高齢化が急速に進行する中、住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、患者本位の良質かつ

適切な医療を効率的に提供する体制の構築や、医師、看護師をはじめとした医療人材の確保・偏在

解消、介護・福祉分野における人材の育成・確保に取り組むとともに、誰もが生涯にわたりいきいき

と活躍できる社会を実現するため、社会全体で予防・健康づくりに取り組んでいく必要があります。

全国的に深刻な児童虐待事件が後を絶たず、県内でも相談対応件数が増加の一途をたどる中で、関

係機関のより緊密な支援体制の構築を図るため、平成30（2018）年８月に「児童虐待の防止、早期

発見及び早期対応に向けた連携の強化に関する協定」を三重県市長会、三重県町村会、三重県警察

本部および三重県の４者で締結しました。平成

31（2019）年４月には、県内では39年ぶりの

新設となる鈴鹿児童相談所を設置し、関係市や

施設等との連携を深め、児童相談支援に取り組

んでいます。また、令和元（2019）年７月から、

児童虐待対応リスクアセスメントの精度向上を

めざして、ＡＩを活用した実証実験に着手しまし

た。

さらに、全国平均を大きく上回るペースで里

三重とこわか県民健康会議

ＡＩを活用した実証実験の様子
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親等への委託を進めてきましたが、平成28（2016）年の「児童福祉法」改正により、「家庭養育優

先原則」が明確に示されたことから、これまで以上に里親への委託を推進するとともに、社会的養護

を必要とする全ての子どもが家庭的な養育環境の中で豊かに育つことができるよう、養育環境の一層

の充実を図る必要があります。

発達に課題のある子どもの支援を充実するため、平成29（2017）年６月に、三重県立子ども心身

発達医療センターを開設し、専門的な医療、福祉サービスを提供するとともに、市町の専門人材の育

成や発達障がい児の支援ツールである「ＣＬＭ注） ７ と個別の指導計画」の幼稚園、保育所等への導入

に取り組みました。

全ての県民の皆さんが、障がいの有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現に向けて、平成29（2017）年４月に「三重県手話言語条例」を施

行するとともに、平成31（2019）年４月に「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三

重県づくり条例」を全面施行するなど、障がいを理由とする差別の解消や障がい者の情報利用におけ

るバリアフリー化等、障がい者の権利擁護に係る体制整備を進めてきました。

今後も、これらの条例等に基づき、県民の皆さんの障がいに対する理解を促進するとともに、社会

全体で障がい者との積極的な対話を通じて、障がいを理由とする差別や障がい者の自立と社会参加を

妨げている諸要因の解消を図っていく必要があります。

また、農林水産業と福祉分野との連携により障がい者が活躍できる場を創出するため、民間の協議

会等と連携し、障がい者の適性や能力に応じて作業工程などを調整する農業版ジョブコーチの育成や

ノウフク商品をＰＲするノウフク・マルシェの開

催に取り組みました。さらに、本県が主導して

設立した「農福連携全国都道府県ネットワーク」

（全都道府県参加）を通じて、効果的な施策の展

開に向けた意見交換や国への提言、情報発信を

行いました。

引き続き、他の都道府県と情報共有を図りな

がら、福祉事業所と農林水産事業者・関連企業

等との連携機会の拡大、農林水産分野に参入し

た福祉事業所の経営安定・発展に向けた支援に

取り組んでいく必要があります。

暮らしの安全・安心

犯罪対策については、地域住民、事業者、関係機関・団体等と連携・協働し、地域の犯罪情勢に

即した効果的な犯罪抑止対策に取り組んだ結果、令和元（2019）年中の刑法犯認知件数は10,322

件と、戦後最少を記録しました。また、深刻化する特殊詐欺被害の減少に向けては、防犯指導・広報

啓発の推進、自動通話録音警告機の利用などによる被害に遭わないための環境整備の促進、顧客へ

の注意喚起依頼など金融機関・コンビニエンスストア等と連携した水際対策の強化に取り組んだ結

果、令和元（2019）年中の認知件数、被害額ともに前年から大幅に減少しました。

犯罪被害者等に対する支援については、犯罪被害に遭われた方やそのご家族の方々を社会全体で

支えるため、平成31（2019）年３月に「三重県犯罪被害者等支援条例」を制定し、都道府県初とな

農業版ジョブコーチ研修の様子

注） ７　�「Check List in Mie」の略称。保育所等に通う発達障がい児等の行動等を観察し、「個別の指導計画」
を作成するためのアセスメントツール。
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る「三重県犯罪被害者等見舞金制度」を創設し

ました。同条例に基づき、総合的な支援体制の

整備など犯罪被害者等に寄り添う支援や地域社

会における理解の促進に取り組んでいます。

交通安全対策については、さまざまな団体と

連携した交通安全教育や啓発活動、街頭指導等

に取り組んだ結果、交通事故死者数は75人と、

統計が残る昭和29年以降最少となりました。し

かしながら、子どもや高齢者が関わる重大事故

が全国で発生しています。令和元（2019）年

５月に滋賀県大津市で発生した園児死傷事故を受け、県内全ての保育所等を対象に、園児の移動経路

や危険箇所の把握と、１日あたりの交通量が１万台以上の県管理道路にある交差点に関する独自調査

を行い、関係機関との合同点検や必要な対策を進めています。このような取組を通じて、次代を担う

子どものかけがえのない命を、社会全体で守ることにつなげていく必要があります。

「人と動物が安全・快適に共生できる社会」の実現に向けて、動物愛護管理の拠点として三重県動

物愛護推進センター「あすまいる」を平成29（2017）年に開所し、動物愛護教室等の普及啓発活

動や犬・猫の譲渡事業など、さまざまな主体との協創により取組を推進した結果、平成26（2014）

年度から平成30（2018）年度の５年間で、犬・猫の殺処分数が81.7％減少しました。

新型コロナウイルス感染症については、令和２

（2020）年１月に県内で初めて患者が確認されたこ

とから、患者本人の行動歴や接触者の調査を確実に

行い、個別に対策を取るとともに、県民の皆さんが自

主的に感染防止のための行動を取れるよう、個人情

報に配慮しながら、必要な情報を随時公表するなど、

感染拡大防止と県民の皆さんの不安解消に向けて、全

力を挙げて取り組んでいます。また、観光をはじめと

した県内経済への影響を注視しつつ、状況に応じて中

小企業・小規模企業に対する支援など必要な対策を

講じていきます。

ＣＳＦ注） ８ については、官民あげて防疫対策を強化

している中で、令和元（2019）年７月、県内養豚農場において、その発生が初めて確認されました。

ＣＳＦの早期終息を図るため、関係機関と連携し、感染拡大防止、経営支援、風評被害の３つの対策

を全力で進めています。

ＳＤＧｓを掲げた2030アジェンダや、気候変動対策のさらなる推進を求める「パリ協定」等の重

要な国際的合意に対応するため、「三重県環境基本計画」を２年前倒して改定するとともに、地球温

暖化に伴う気候変動の影響と考えられる深刻な事象が県内においても増加していることを受け、2050

年までに県域からの温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ2050みえ～脱炭素社会

の実現を目指して～」を令和元（2019）年12月に宣言し、脱炭素社会の実現に向け取り組んでいく

こととしました。

過去に産業廃棄物が不適正処理され、生活環境保全上の支障等が生じていた４事案について、県

が行政代執行により国の支援を受けながら、廃棄物の飛散流出の防止や地下水の浄化等を進めてきま

子どもの登校時見守り活動

あすまいる来館者１万人達成記念セレモニー

注） ８　�ＣＳＦ（Classical Swine Fever）ウイルスにより起こる豚、イノシシの熱性伝染病。「家畜伝染病予防法」に基づき家畜伝
染病に指定されており、豚やイノシシへの強い伝染力と高い致死率が特徴であり、人に感染することはありません。
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した。引き続き、特別措置法の期限である令和４（2022）年度末までの完了をめざして、着実に取

組を推進していく必要があります。

ダイバーシティ

グローバル化、人びとの価値観・ライフ

スタイルの多様化が進み、さらにＡＩ等技

術の加速度的な進化をはじめ、社会経済環

境の変化が速く予測困難な状況にある中、

想定外の変化にも対応できる、多様性を受

容するダイバーシティ社会の実現が求めら

れています。

そのため、性別、年齢、障がいの有無、

国籍・文化的背景、性的指向・性自認など

にかかわらず、多様な人びとが参画・活躍

できるよう、平成29（2017）年12月に「ダイバーシティみえ推進方針～ともに輝
き ら り

く、多様な社会

へ～」、平成31（2019）年２月に「多様な性のあり方を知り、行動するための職員ガイドライン～Ｌ

ＧＢＴをはじめ多様な性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）について理解を深め、行動する～」を策定し、

ダイバーシティの考え方の浸透に取り組んできました。

新たな在留資格「特定技能」の施行など、多文化共生をめぐる社会情勢の大きな変化をふまえ、令

和元（2019）年８月に「みえ外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ（みえこ））」を設置するな

ど、外国人住民が安心して安全に暮らせる社会の実現に向けた取組を進めています。

「あらゆる分野における女性の活躍」をテーマに開催した「Women in Innovation Summit 

（ＷＩＴ）2016」を契機として、県内のさまざまな職業分野における女性活躍のロールモデルを創出

し、女性活躍推進のさらなる気運醸成に取り組みました。また、女性活躍推進法に基づく一般事業主

行動計画策定届出企業数（常時雇用労働者300人以下の努力義務）が、令和元（2019）年12月末

時点で329社と全国で３番目に多くなり、中小企業においても、女性活躍推進の気運が高まりを見せ

ています。

今後も、県民一人ひとりが多様性を認め合い、個人が尊重される社会をめざし、人権の大切さにつ

いて正しく理解し、相手の気持ちを考えて行動できるよう、さまざまな主体と連携・協働して多様な啓

発機会を提供することで、人権意識の高揚やダイバーシティ社会の推進を図っていく必要があります。

教育・文化

子どもたちの学力の向上に向けて「みえの学力向上県民運動」を実施し、家庭での生活習慣や学習

習慣等の確立、地域による学習支援等に取り組むとともに、みえスタディ・チェックやワークシート

等を活用した授業力の向上、平成28（2016）年度に新たに設置した教育支援事務所による所管小中

学校へのオーダーメイドの支援、市町教育委員会と連携した学校訪問、子ども一人ひとりの学びに寄

り添ったきめ細かな指導等の取組を進めてきました。

こうした取組により、令和元（2019）年度の「全国学力・学習状況調査」では、小中学校合わせ

た５教科中４教科で全国の平均正答率以上となり、調査開始以来、最もよい結果となりました。これ

Women in Innovation Summit（ＷＩＴ）2016
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まで学校、家庭、地域、市町、県が一体となっ

て、オール三重で取組を積み上げてきたことが

実を結びました。一方で、基礎的・基本的な知

識・技能の定着や、説明したり自分の考えを書

いたりする力の向上、学習習慣や読書習慣の確

立など、道半ばの課題もあることから、学習意

欲を高める授業改善や、「できなかったことをで

きる」ようにする取組の定着を図り、子どもたち

に「確かな学力」を育んでいく取組を継続的に

進めていく必要があります。

子どもたちの健やかな身体の育成に向けて、運

動の楽しさや喜びを味わうことができる授業への改善、１学校１運動の実践など体育の授業以外での

運動習慣の定着に取り組んできました。こうした中、令和元（2019）年度の「全国体力・運動能力、

運動習慣等調査」では、小学校・中学校の男女ともに全国平均を上回ることができませんでしたが、

中学校の男女は３年前の小学生時と比べて全国平均との差が縮まるとともに、小学校の女子において

も全国平均との差が改善しました。引き続き、子どもたちの体力向上に向けて、運動習慣の確立や基

本的な生活習慣の定着に取り組んでいくことが必要です。

特別な支援を必要とする子どもたちが自立と社会参画に必要な力を身につけられるよう、パーソナ

ルカルテ等を活用した支援情報の引継ぎなど、関係機関と連携した就学前から卒業までの支援体制を

充実させるとともに、特別支援学校におけるキャリア教育を推進し、子どもの進路希望の実現、地域

生活への円滑な移行に向けた取組を進めました。

また、平成29（2017）年度には、かがやき特別支援学校および東紀州くろしお学園を、平成30

（2018）年度には、松阪あゆみ特別支援学校を開校・整備し、地域における特別支援学校のセンター

的機能を強化するとともに、特別な支援を必要とする子どもたちが安心して学習できる環境を整備し

ました。引き続き、関係機関と連携し、特別な支援が必要な子どもたちへの切れ目ない支援体制の整

備と一人ひとりの教育的ニーズに応じた早期からの一貫した指導体制をより一層充実していく必要が

あります。

平成30（2018）年４月に「三重県いじめ防止条例」を制定し、社会総がかりでいじめの防止に向

けた取組を進めるとともに、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用した相談体

制の充実やスクールロイヤーによる「いじめ予防授業」等を通じて、いじめの未然防止および早期発

見・早期解決に取り組んできました。

また、屋内運動場等の天井等落下防止対策や安全性が確認できないブロック塀等の撤去、命に関

わるような猛暑に備えるための空調整備など、学びの基盤となる学校施設における子どもたち等の安

全確保に向けた取組を進めました。

子どもたちが安心して学校生活を送り、意欲的に学ぶことができるよう、引き続き、いじめの防止に

取り組むとともに、通学路の安全確保や不登校児童生徒への支援に取り組んでいく必要があります。

急速な技術革新による超スマート社会の到来や成年年齢の引下げなど、子どもたちを取り巻く環境

が変化する中、新しい時代を生きる子ども一人ひとりに、自ら課題を発見し、多様な人びととの協働

を通じて乗り越えていく力を育んでいくことが重要です。また、その基盤として、生まれ育った環境

や障がい・国籍等にかかわらず、誰もが質の高い教育を受け、夢や希望を実現し、活躍し続けること

ができるよう、それぞれの状況に応じた学びの場づくりが求められています。

こうした取組を進めるには、「教育への県民力の結集」の考え方のもと、学校・地域住民、企業等

が一体となって教育の充実を図っていく必要があります。

授業の様子
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また、平成28（2016）年に県内高等教育機関と県で創設した「高等教育コンソーシアムみえ」に

より県内高等教育機関の魅力向上を図るとともに、学びの選択肢の拡大に向けた取組をさらに進め、

県内で学び、働き、住み活躍する若者を増やしていく必要があります。

三重県総合博物館（ＭｉｅＭｕ）は、三重の特徴が一目でわかる基本展示や多彩なテーマでの企画

展示をはじめ、企業や公的機関等と連携した交流展示や各種講座を開催しました。また、次世代育成

の取組の充実を図るとともに、企業パートナーシップ制度の会員企業やミュージアム・パートナー等

と連携し、「わたしの博物館づくり」としての活動を数多く実施しました。今後は、県内全域へのアウ

トリーチ活動を強化し、来館できない方に博物館を利用してもらえるよう取り組むとともに、学校と

連携して子どもたちの主体的な学びの支援を充実させていく必要があります。

農林水産業

グローバル化の進展や消費者ニーズの多

様化など社会情勢が大きく変化する中、本

県の農林水産業や農山漁村を取り巻く環境

は、人口減少・高齢化による国内食市場の

縮小や担い手の不足などにより、厳しい状

況が続いています。

こうした中、平成30（2018）年４月に

「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」を開設、平成

31（2019）年４月には「みえ森林・林業

アカデミー」を本格開講し、農業をビジネ

スとして展開する経営人材や、次代の森林・林業を担う、新たな視点や多様な経営感覚を有する人材

の育成を進めています。また、若者が魅力を感じる働きやすい農林水産業の実現に向けて、ＩＣＴ

（情報通信技術）等の活用によるスマート化の推進に取り組んでいます。

みえ森と緑の県民税については、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づく

り」を進めるため、市町と連携し、地域の実情に応じて創意工夫したさまざまな森林づくりなどに取

り組みました。

東京2020オリンピック・パラリンピックを契機とする県産食材の販路拡大を図るため、戦略的な

プロモーションを展開した結果、首都圏等ラグジュアリーホテルなどにおいて知名度や評価が高まり、

恒常的な使用につながりました。また、国際水準ＧＡＰ注） ９ の認証取得を推進し、県内農畜産業経営

体による取得件数の増加や、農業大学校および全ての県立農業高校での取得につなげました。さら

に、県産農林水産物の輸出については、海外への販路開拓や輸出に対応する産地宣言の取組などを

進めることにより、タイへの柑橘の輸出量増加や、日本初となるシンガポールへの活
かつ

カキの輸出開始

など、販路の拡大につながりました。

伊勢志摩国立公園において、世界水準のナショナルパーク化をめざし、「伊勢志摩国立公園ステッ

プアッププログラム2020」を策定し、インバウンドの拡大に向けた人材育成などの取組を進めまし

た。また、さまざまな事業者等と連携しながら、三重の自然の魅力を「体験」「ツーリズム」という方

法で発信し、国内外から農山漁村地域に多くの人を呼び込み、交流の拡大を図る「三重まるごと自然

体験」の推進に取り組みました。

みえ森林・林業アカデミー開講式

注） ９　�農薬の使い方、土や水などの生産を取り巻く環境、農場の労働者の状況など、あらゆる工程を記録・点検・改善して、安全
な農産物の生産につなげる取組。Good Agricultural Practice（農業生産工程管理）の頭文字。
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今後も引き続き、産地の生産体制・生産基盤の整備や多様な担い手の確保・育成、国内外への販

路開拓支援、農山漁村の振興などに取り組み、若者が魅力を感じる「持続可能なもうかる農林水産

業」の実現につなげていく必要があります。

産業振興・雇用

県内経済は、平成29（2017）年度の県内総生産（実質）が平成18（2006）年度以降で最高額

を記録するとともに、有効求人倍率が高水準で推移しています。一方で、深刻な労働力不足が続いて

いるなど、中小企業・小規模企業を取り巻く環境は依然として厳しく、景気回復の実感が伴っていな

い状況もあります。そのため、成長を続ける三重県経済をさらに発展させ、厚みを増し、それを中小

企業・小規模企業の皆さんにも実感していただけるよう、より一層きめ細かな支援を行っていくこと

が重要です。

こうした中で、平成26（2014）年４月に施行した「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基

づき、関係団体と連携し、中小企業・小規模企業に対するきめ細かな支援に取り組んだ結果、三重県

版経営向上計画の活用等による経営力の向上など、一定の成果を得ることができました。また、経営

者の高齢化が進む中、後継者難を理由とした廃業等による地域経済の損失などを抑えるため、全国に

先駆けて円滑な事業承継に向けた支援に重点的に取り組みました。

県内ものづくり企業の技術開発力・競争力を強化するため、「みえ産学官技術連携研究会」を設立し、

その活動等を通じて新たな産学官プロジェクトの創出につなげました。また、成長産業への投資、マザー

工場化、研究開発施設等高付加価値化につながる投資などを支援しました。特に外資系企業誘致につ

いては、体制整備や補助制度の拡充により、新たに６社の県内投資が実現しました。

伊勢志摩サミット、お伊勢さん菓子博2017の開催を契機とした「みえの食」の国内外での知名度

向上を生かすため、食関連産業のステージアップに向けた商品力の向上、販路拡大、人材確保・育成

の取組を進めました。特に、三重の日本酒については、国内出荷量および海外輸出量が増加するなど

の成果があらわれるとともに、国際的な日本酒コンクール等で高い評価を得ました。また、首都圏営

業拠点「三重テラス」では、平成25（2013）年９月のオープン以来、令和２（2020）年１月末時

点で400万人を超える来館者に対して、三重の「食」をはじめ「観光」、「歴史」、「伝統」、「文化」

等、さまざまな魅力を発信しています。

国際展開の推進については、タイ政府と協力し、食品加工分野における人材育成等の拠点として、

平成30（2018）年11月に「三重タイ イノベーションセンター」をバンコクに設置するなど、本県

がネットワークを有する国・地域を中心に県内企業の海外展開を支援しました。

障がい者雇用の推進に向けて、平成26（2014）年にオープンしたステップアップカフェ「Cotti

菜（こっちな）」は、令和２（2020）年１月末

までの総来店者数が12万人を超えています。ま

た、県内企業における障がい者の実雇用率は、

令和元（2019）年６月１日現在で2.26％とな

り、平成28（2016）年から４年連続で法定雇

用率を達成するとともに、平成25（2013）年

に47位であった全国順位も令和元（2019）年

には21位となっています。

安定的で良質な雇用を創出するため、自動車

や航空宇宙、食、観光等の分野において、地域 ステップアップカフェでの接客の様子
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の産業政策と一体となった雇用機会の拡大や求職者の能力開発・人材育成に取り組みました。また、

Ｕ・Ｉターン就職を支援するため、令和２（2020）年１月末時点で県外大学19校と就職支援協定を

締結し、学生への情報発信を強化するとともに、県内企業へのインターンシップの促進に取り組みま

した。さらに、働く場の質を向上させ、魅力ある働く場を提供し、人口減少に歯止めをかけ地方創生

につなげるという考えのもと、働き方改革の推進に全国に先駆けて取り組んできました。その結果、

平成30（2018）年には、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる県内事業所の割合が

68.3％となり、４年前から２倍近く増加しました。

ＡＩ、ＩｏＴ注） 10、ロボットをはじめとする第４次産業革命に伴う急速な技術革新など、県内産業

を取り巻く急激な環境の変化に的確に対応していくため、平成30（2018）年11月に、おおむね10

年先を見据え、産業政策の新しい方向性を示した「みえ産業振興ビジョン」を策定しました。ビジョ

ンの具現化に向けて、知恵や知識、技術を「ＫＵＭＩＮＡＯＳＨＩ（組み合わせ・繋ぎ直し）」、共感

と協創による新しい三重の産業創出に取り組んでいます。その際、地域の雇用・経済を支える中小企

業・小規模企業の振興に引き続き注力するとともに、強みであるものづくり産業を次世代につながる

産業としていくこと、世界に誇れる地域資源など多様な三重県の魅力を再認識し、それらの活用を一

層促進していくことで新しい付加価値を創出していくことが重要です。さらに、新たな知恵や知識、

技術を取り込んでいくためには、産学官の連携が一層求められています。平成31（2019）年２月に

東京大学地域未来社会連携研究機構の全国初の地方拠点である三重サテライト拠点、三重大学北勢

サテライト知的イノベーション研究センター、高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）が四日

市市内の同一施設内に設置されたことを契機とし、産学官連携を一層深めていく必要があります。

人口減少が進む中、地域経済が持続的に発展していくためには、「人づくり」の視点が一層重要で

す。女性や高齢者、障がい者、外国人など、働く意欲のある全ての県民の皆さんが活躍できる職場環

境づくりに取り組むとともに、将来の地域社会の担い手である若者にとって魅力あるしごとを創出し

ていく必要があります。

また、Society 5.0の実現を見据え、「空飛ぶクルマ」をはじめとした新たなテクノロジーに加えて、

今後の世界経済やイノベーションを支える「エンジン」となる「データ」の活用等の促進に取り組む

ことにより、新ビジネスの創出や地域課題の解決などにつなげていく必要があります。さらに、産業・

観光分野におけるキャッシュレス化に向けた取組を進め、中小企業・小規模企業の生産性向上や観光

消費額の拡大などにつなげていくことが必要です。

注） 10　�Internet of Thingsの略。「モノのインターネット」と呼ばれます。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがイ
ンターネットにつながり、相互に情報交換、機器制御等が行われる仕組みのこと。ＩｏＴによってモノから集められたデー
タをもとに、自動化の進展等、新たなサービス・付加価値が生み出されています。

観光地等での活用が期待される空飛ぶクルマ（イメージ図）
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観光

三重県が魅力ある観光の目的地として国内外から選ばれ続けるよう、伊勢志摩サミットやお伊勢さ

ん菓子博2017、インターハイ等の好機を生かし、オール三重で観光振興に取り組んだ結果、平成30

（2018）年の観光入込客数は、４年連続で増加し、過去最高の4,261万人を記録しました。また、観

光消費額についても5,338億円と４年連続で増加し、神宮式年遷宮のあった平成25（2013）年に

次ぐ過去２番目となるなど、観光で地域の稼ぐ力を伸ばす「観光の産業化」に向けた取組が着実に実

を結びつつあります。

観光客の周遊性・滞在性の向上と観光消費額の増加を

図るため、平成28（2016）年６月から平成31（2019）

年３月まで「みえ食旅パスポート」の取組を展開し、リ

ピーターの獲得や観光客データの蓄積、「みえ旅おもてな

し施設」や「みえ旅案内所」などのネットワークの構築に

つなげました。

海外誘客については、増加する個人の外国人旅行者（Ｆ

ＩＴ）の誘客を図るため、「MIE, Once in Your Lifetime

（一生に一度は訪れたい三重県）」をキャッチフレーズに、

インスタグラムを活用した「＃ｖｉｓｉｔｍｉｅ  キャンペー

ン」を展開し、観光ブランディングの確立や「客が客を呼

ぶサイクル」の構築に取り組んでいます。また、日本初の

「日本ゴルフツーリズムコンベンション  2018」の開催成

果をもとに、富裕層や欧米諸国からの誘客につなげられる

ようゴルフツーリズムに取り組んでいます。

熊野古道が世界遺産登録15周年を迎えた令和元

（2019）年には、熊野古道にゆかりのある15市町をはじ

め200を超える団体等を中心に、さまざまな記念事業を実施し、地域が一体となって15周年を盛り

上げました。

今後は、ＳＮＳによる情報発信や令和元（2019）年度から開始した「答えてラッキー！スマホで

みえ得キャンペーン」等、デジタルマーケティングを活用した取組を一層発展させ、戦略的な観光コ

ンテンツの開発やサービスの提供につなげられるよう、地域の観光地経営の核となる観光地域づくり

法人（ＤＭＯ） 注） 11 との連携を強化します。

また、次期神宮式年遷宮（令和15（2033）年）が行われる約10年先を見据え、観光の目的地と

して三重が世界の人びとから選ばれるよう、三重の強みを生かした観光の魅力づくりや国内外からの

誘客拡大、観光産業の魅力向上にオール三重で取り組むことが必要です。

基盤整備

県民生活の安全性・利便性の向上、地域の経済活動の発展や県内外との交流・連携に向けて、平

成31（2019）年３月に平成の悲願であった新名神高速道路の県内区間全線および東海環状自動車道

注） 11　�観光地のブランドづくり、情報発信・プロモーション、マーケティング、戦略策定などを担う観光地域づくりの推進主体の
こと。

＃ｖｉｓｉｔｍｉｅキャンペーンポスター
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の東員ＩＣ－大安ＩＣ間が開通しました。令和

元（2019）年のゴールデンウィークやお盆の交

通量を前年と比較すると、東名阪自動車道と新

名神高速道路を合わせた交通量は、東名阪自動

車道のみの前年より増加しているにも関わらず、

新名神高速道路の開通により交通量が分散され、

東名阪自動車道の渋滞が大幅に減少し、高速バ

スの運行の定時性が飛躍的に高まるなど、生産

性の向上につながりました。また、未事業化区

間であった近畿自動車道紀勢線の熊野市－紀宝

町間についても、令和元（2019）年度に国道42

号紀宝熊野道路として新規事業化されたことによ

り、待ち望んでいた「紀伊半島一周高速道路」の全線事業化が実現しました。

さらに、国道23号中勢バイパス（鈴鹿・津工区）や国道42号松阪多気バイパス、国道167号鵜方

磯部バイパス、国道422号三田坂バイパス、国道477号四日市湯の山道路、湯の山地区と国道477

号を結ぶ「湯の山かもしか大橋」を供用開始するなど、県内道路ネットワークの整備が着実に進みまし

た。三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けて、多くの選手や観客等の来県が期待されます。

開港120周年を迎えた四日市港は、平成30（2018）年４月に開通した臨港道路霞４号幹線（四

日市・いなばポートライン）による利便性向上と、港湾施設等の整備、官民一体のポートセールスを

背景に、平成30（2018）年の外貿コンテナ取扱個数は、過去最高の約20.5万ＴＥＵとなりました。

リニア中央新幹線の名古屋・大阪間のルート、駅位置の早期確定や円滑な事業着手に向けて、平

成29（2017）年度に立ち上げた「三重・奈良・大阪リニア中央新幹線建設促進会議」等の活動を

通じ、三府県およびＪＲ東海等との連携・協力活動に取り組みました。また、平成28（2016）年度

に立ち上げた「リニア中央新幹線東海三県一市連絡会議」において継続的に東京・名古屋間事業の

進捗等を把握するとともに、中部圏のリニアインパクトを高めるための具体的な連携活動の検討を進

めました。さらに、同会議の協力も得ながら、令和９（2027）年の東京・名古屋間先行開業が本県

にもたらす効果に関する調査・研究に取り組みました。

高齢者の交通事故が社会問題化し、運転免許の返納件数が増加傾向にある中で、交通不便地域等

での日常生活における移動手段の確保が重要であることから、交通部門と福祉部門が連携して、現状

把握や課題検討を行っているところであり、今後は地域の実情に応じた取組につなげていく必要があ

ります。また、自動運転バスやＭａａＳ（Mobility as a Service） 注） 12 の実証実験等の動きがある中

で、次世代モビリティの導入に向けて、引き続き、市町等と共に積極的に取組を進めていく必要があ

ります。

引き続き、大規模地震や激甚化する集中豪雨等による自然災害の脅威に備え、地域の経済活動や

国内外からの集客・交流等を支える基盤として幹線道路網の整備を促進するとともに、道路施設が将

来にわたって機能を十分発揮するよう、点検・診断・措置・記録のメンテナンスサイクルを確実に実

施し、計画的な修繕・更新を進めていく必要があります。

新名神高速道路亀山西JCT（写真提供：ＮＥＸＣＯ中日本）

注） 12　�出発地から目的地まで、利用者にとっての最適経路を提示するとともに、複数の交通手段やその他のサービスを含め、一
括して提供するサービス。
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行財政改革の推進

「第二次三重県行財政改革取組」では、「みえ県民力ビジョン」の着実な推進につなげるため、「協

創・現場重視の推進」、「機動的で柔軟かつ弾力的な行財政運営」、「残された課題への的確な対応」を

３つの柱として、全庁をあげて取り組んできました。

これまでの取組について成果と課題を検証したところ、協創・現場重視の推進に向けて、職員が現

場を重視し、さまざまな主体との協創を推進することができるような人材育成や実践体験につながる

取組により、県が行う事業・業務における協創が促進され、一定の成果があらわれています。

さらに、機動的な財政運営の確保のために、平成29（2017）年６月に「三重県財政の健全化に

向けた集中取組」（以下「集中取組」という。）を策定し、歳入・歳出両面における取組を進めてきた

結果、公債費等を一定抑制することができ、集中取組の数値目標である「経常収支適正度注） 13」が順

調に改善するなど、成果があらわれつつあります。しかしながら、引き続き、公債費等が高水準であ

ることなど、本県財政の構造的な要因は、短期間で解決できるものではありません。

一方で、コンプライアンスの徹底については、職員の意識向上や不適切な事務処理の防止に向けて

取り組んできたにもかかわらず、依然として県民の皆さんの信頼を損なうような不適切な事務処理や

職員の不祥事が続いています。平成31（2019）年３月に取りまとめた「不適切な事務処理及び不祥

事の再発防止に向けて」に基づき取り組んでいますが、引き続き、県民の皆さんからの信頼回復に強

い決意を持って、取組を進める必要があります。

注） 13　予算編成の段階で経常的支出の規模が適正かどうか判断するための指標として三重県独自に設定。

　　　　<算出式>

経常的支出（人件費、公債費、社会保障関係経費、庁舎管理経費等） 
×100

経常的収入（県税、地方交付税等の一般財源）
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２　県民の意識から見た変化
県では、「みえ県民力ビジョン」の取組を推進する中で、県民の皆さんの日ごろ感じている幸福感

や、政策分野ごとに設定した幸福実感指標に関する推移などを把握し、県政運営に活用するため、「み

え県民意識調査」を平成23（2011）年から毎年実施してきました。

また、令和元（2019）年度には、次代を担う若者の意識を把握し、計画づくりにつなげるため、県

内の高校生、大学生等を対象とした意識調査を実施しました。

【幸福感】
県民の皆さんが日ごろ感じている幸福感について、10点満点で質問したところ、第８回（平成30

（2018）年度）調査（以下「第８回調査」という。）の平均値は6.69点で、第二次行動計画がスター

トした前年度に調査した第５回（平成27（2015）年度）調査より0.02点高く、第１回（平成23

（2011）年度）調査と比べ0.13点高くなっています。

高校生、大学生等の日ごろ感じている幸福感については、高校生等の平均値が6.74点、大学生等

の平均値は6.62点となりました。

【幸福感を判断する際に重視した事項】
県民の皆さんが幸福感を判断する際に重視した事項については、第８回調査では、「健康状況」の

割合が68.2％と最も高く、次いで「家族関係」（65.5％）、「家計の状況」（57.8％）となっています。

また、同じ質問に対して高校生、大学生等ともに「友人関係」や「自由な時間」と回答した割合が上

位２項目を占めました。

【幸福感を高める手立て】
県民の皆さんが幸福感を高める手立てについては、第８回調査では、「家族との助け合い」の割合

が66.2％で最も高く、次いで、「自分自身の努力」（57.1％）、「友人や仲間との助け合い」（22.0％）

となっています。高校生、大学生等の回答は同じ傾向で、「自分自身の努力」の割合が最も高く、次

いで「友人や仲間との助け合い」となりました。

【協創への取組】
地域活動への参加状況等について質問した結果、第８回調査では、「ふだん参加している」と「参

加した経験がある」を合わせた「参加」の割合は、「まちづくり、地域振興の活動」（43.3％）が最

も高く、次いで「環境美化、自然保護、リサイクル運動など環境保全の活動」（33.9％）、「防犯・防

災・交通安全の活動」（32.9％）となりました。

同じ質問に対して、大学生等では、「環境保全の活動」（35.7%）が最も高く、次いで「まちづく

り、地域振興の活動」（33.4%）、「教育を助ける活動」（27.3％）という結果になりました。

【政策分野の重要度】
第７回（平成29（2017）年度）調査において、県民の皆さんが重要と考える政策分野を質問した

ところ、「医療」（67.5％）が最も高く、次いで「介護・高齢者福祉」（61.4％）、「防災・減災」（53.0％）

となっています。

同じ質問に対して、高校生等では「防災・減災」（46.5％）が最も高く、次いで「医療」（43.6％）、
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「防犯・交通安全」（39.0％）となり、大学生等では「医療」（52.9％）が最も高く、次いで「防災・

減災」（45.1％）、「結婚・妊娠・出産・子育て支援」（44.7％）という結果になりました。

【幸福実感指標】
県民の皆さんが生活の中で感じる、政策分野ごとの地域や社会の状況についての実感（幸福実感

指標）について、第５回（平成27（2015）年度）調査と第８回調査を比較すると、「実感している

層」は15項目中12項目で高くなっています。最も増加幅が大きくなったのは「必要な医療サービス

を利用できている」（10.1ポイント）、次いで「必要な福祉サービスを利用できている」（5.4ポイン

ト）、「犯罪や事故が少なく、安全に暮らせている」（5.0ポイント）、「自分の住んでいる地域に愛着が

あり、今後も住み続けたい」（4.4ポイント）となっています。

幸福感との関係を設問間で分析すると、幸福感が高い場合、「家族関係」、「健康状況」、「友人関係」

を重視する割合が高く、また、「家族との助け合い」、「友人や仲間との助け合い」を幸福感を高める

手立てとする割合が高くなりました。

さらに、地域活動への参加状況と幸福度の関係では、地域活動への参加度合や意欲が高まるにつ

れ、幸福感が高くなる傾向が見られました。

どの世代においても、友人、仲間、家族など「人と人との助け合い、つながり」が幸福感を高める

ために有効と考えていること、同時に「防災・減災」「医療」等、安全・安心に関わる分野を重要と

考える傾向にあることが明らかになりました。

幸福感と幸福実感指標との相関関係を見ると、幸福実感指標に係る実感が高い人ほど幸福感が高

いという関係にあり、また、15の幸福実感指標のうち、「自分の住んでいる地域に愛着があり、今後

も住み続けたい」、「結婚・妊娠・子育てなどの希望がかない、子どもが豊かに育っている」の２指標

には、一定の相関関係が見られることがわかりました。

「希望がかない、選ばれる三重」に向けた地方創生の取組は、県民の皆さんの幸福実感をより一層

高めるためにも、重要であることを再認識することができました。

 

  

「必要な医療サービスを利用できている」
と感じる県民の割合

第８回
(H30)

第５回
(H27)

49.0 40.1

59.1 33.1 7.8

10.9

＋10.1 ＋5.4

感じている 感じていない わからない

「必要な福祉サービスを利用できている」
と感じる県民の割合

第８回
(H30)

第５回
(H27)

29.8 47.0

35.2 44.1 20.7 

23.2 

感じている 感じていない わからない
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三重県を取り巻く時代潮流と現状認識

「みえ県民力ビジョン」策定以降の三重県を取り巻く国内外の時代潮流としてとらえておくべき主な

事象について、次のとおり整理しました。

（１）人口減少、少子・超高齢社会の進行
●	�人口減少、少子・超高齢社会の進行が加速し、人口増を前提とした右肩上がりの成長が見込めな

くなる中で、あらゆる分野において従来の社会モデルが通用しない時代に突入しています。

●	�人口減少下でも地域の持続的な活性化を図り、誰もが夢や希望を持ち、安心して自分らしい生き方

を選択し、いきいきと活躍できるよう、昭和や平成における成功体験のみに頼るのではなく、新し

い時代の社会モデルを構築していく必要があります。

●	�国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によると、全国と同様、本県で

も人口減少、少子・高齢化が続くものと推計されています。（「日本の地域別将来推計人口（平成

30（2018）年３月推計）」) 

図１　三重県の人口ピラミッド

※「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年３月推計）」より作成

020406080

三重県2015年人口1,815,865人 三重県2045年将来推計人口1,430,804人
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（２） 頻発する大規模自然災害の脅威、インフラの老朽化
●	�平成23（2011）年の東日本大震災以降、平成28（2016）年の熊本地震、平成29（2017）年

の九州北部豪雨、平成30（2018）年７月豪雨、大阪府北部を震源とする地震、北海道胆振東部

地震、令和元（2019）年の九州北部における豪雨、台風第19号等、全国各地において「想定外」

「数十年に一度」の大規模な自然災害が相次いでいます。

●	�本県でも、紀伊半島大水害以降も、平成29（2017）年台風第21号と第22号、平成30（2018）

年台風第21号、令和元（2019）年台風第19号等の大型台風が襲来するなど、県内各地で甚大な

被害が発生しました。また、南海トラフ地震の発生確率が引き上げられるなど、私たちの命や暮ら

しの安全・安心が脅かされています。

●	�「平成30年度防災に関する県民意識調査」によると、東日本大震災後、時間の経過とともに薄れて

いた県民の皆さんの防災・危機意識が再び高まりつつある中で、夜間の大地震や局地的大雨等の避

難行動で「避難しない」と回答した方の割合が増加傾向にあることなどから、さまざまな主体が連

携する「共助」の取組の活性化などの課題が明らかになりました。

●	�高度経済成長期に集中的に整備された公共施設等のインフラについて、建設後50年を経過する施

設が今後、急速に増加することから、財政負担の軽減・平準化を図りつつ、適切な維持管理・更新

を計画的に進めていく必要があります。

●	�伊勢湾台風から60年、昭和東南海地震から75年の節目を迎え、防災・減災対策の強化や公共施

設等のインフラの長寿命化・老朽化対策など、国土強靱化の取組を通じて、誰もが安心して安全

に暮らせる災害に強い地域づくりを進めていく必要があります。

図２　東日本大震災以降の県民の皆さんの意識の推移

※防災対策部「平成 30 年度防災に関する県民意識調査」

17.6%

11.0%

19.4%

15.5%

21.8%

21.6%

34.1%

44.3%

2.4%

4.2%

4.7%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

津波危険地域・
鳥羽市以南
（n=190）

全県
（n=2,641）

東日本大震災以前から、変わらず高い防災意識を持ち続けている

東日本大震災発生時に持った危機意識を今も変わらず持ち続けている（またはさらに高まった）

東日本大震災発生時には危機意識を持ったが、時間の経過とともに危機意識が薄れつつある

東日本大震災発生時に危機意識を持ち、その後、時間の経過とともに危機意識が薄れつつあったが、
近年頻発する地震により、再び高まった

東日本大震災発生時にも、近年頻発する地震発生時にも、特に危機意識は持たなかった

無回答
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（３）人生100年時代の到来
●	�65歳以上を一律に「高齢者」と線引きすることは、現実的なものではなくなりつつあり、70歳以

降も意欲・能力に応じた力を発揮できる時代が到来しています。人生100年時代の到来を見据え

て、誰もが生きがいを感じてその能力を思う存分に発揮できる社会をめざし、全世代型社会保障へ

の改革が進められています。

●	�70歳以降も働くことを希望している人の割合は、60歳代で約８割にのぼる一方で、高齢者の希望

する就労形態は、男性で４割弱、女性は７割がパートタイムであるなど、多様な働き方のニーズが

存在しています。（「成長戦略実行計画2019」）

●	�本県における65歳以上の世帯主の全世帯に占める割合は、社人研の推計によると、平成29（2017）年

の38.3％から令和７（2025）年に40.9％、令和22（2040）年に46.3％と大きく上昇し、全国平均よ

りも高い水準で推移する見込みです。（「世帯数の将来推計」（平成31（2019）年４月公表））

●	�本県の平均寿命および健康寿命の推移を見ると、男女とも延びている一方で、健康寿命の延びは、平均

寿命の延びを下回る状況にあります（平成22（2010）年度から平成29（2017）年度までの延びは、男

性：平均寿命＋1.7歳、健康寿命＋1.4歳、女性：平均寿命＋1.1歳、健康寿命＋0.5歳）。

●	�本県では、70歳以上まで働ける制度のある企業の割合は33.2％で、全国平均（28.9％）を上回

ります（全国11位）。（厚生労働省「高齢者の雇用状況」（令和元（2019）年11月公表））

●	�「第７回みえ県民意識調査」によると、「100歳まで生きることに不安を感じている」と回答した方

の割合は、全体の約７割で、不安に感じる理由として「健康の維持（病気や介護）」、「収入の確保」、

「家族や友人等人とのつながり」の順に回答した割合が高いことが明らかになりました。

●	�こうしたことをふまえると、健康寿命の延伸や生活習慣病予防に向けた健康づくり、質の高い医療・

介護・福祉サービスの提供などにより、あらゆる世代の人びとが、生涯にわたって、自らの希望に

応じて意欲・能力を生かし、いきいきと活躍できるエイジレスな社会づくりを進めていく必要があ

ります。

図３　70歳以上まで働ける企業の割合

※厚生労働省「高齢者の雇用状況」集計結果に基づき作成
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（４）「孤独や孤立」と新たな「つながり」の混在した社会構造
●	�少子・高齢化の進展、ＩＣＴの進歩、人びとの価値観・ライフスタイルの多様化、標準的な家族形

態の変化を背景とした行政ニーズの複雑化・多様化が進んでいる中で、単身世帯高齢者、一人親

家庭、中高年のひきこもりなど、「孤独や孤立」の状態から生きづらさを抱える方が増えており、孤

独死や児童虐待等の社会問題が顕在化しています。

●	�本県における65歳以上の高齢世帯に占める一人暮らしの割合は、社人研の推計によると、平成27

（2015）年の30.0％から令和７（2025）年に33.5％、令和22（2040）年に37.6％と増加する

見込みです。また、全世帯に占める一人親家庭の割合は、平成27（2015）年の8.3％から令和７

（2025）年に8.9％、令和22（2040）年に9.2％と増加する見込み（特に男性の一人親家庭の割

合は、全国平均よりも高い水準で推移する見込み）です。（「世帯数の将来推計」（平成31（2019）

年４月公表））

●	�本県におけるひきこもり（半年以上にわたり家族以外とほとんど交流せずに自宅でひきこもる）の

状態にある方は、中高年層（40～64歳）で8,570人、若年層（15～39歳）で7,570人と推計さ

れています。また、中高年層は、若年層と異なり、退職したことをきっかけとしてひきこもり状態

になった方が多い傾向があります。（内閣府　平成31（2019）年度「生活状況に関する調査」、平

成28（2016）年度「若者の生活に関する調査」から推計）

●	�「就職氷河期世代」と呼ばれる30代半ばから40代半ばの人の中には、バブル経済崩壊後の景気悪

化等により、安定した職に就けず、現在も不本意ながら非正規の仕事に就いている、または長期間

無業の状態にあるなど、さまざまな課題に直面している方がいます。

●	�一方で、ＳＮＳ、ボランティア活動、子ども食堂、認知症カフェ等による、新たな「つながり」が

生まれています。県が把握している子ども食堂の数は、平成29（2017）年の26か所から令和元

（2019）年５月には40か所、また県内の認知症カフェの数は、平成26（2014）年度の10か所か

ら平成30（2018）年度には113か所と大幅に増加しています。

●	�こうした新しい「つながり」も意識しつつ、支える側と受け手側が常に固定しているのではなく、誰もが役

割を持って、社会全体で支え合うセーフティネットの仕組みを構築していく必要があります。

図４　認知症カフェの設置数

※三重県作成
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（５）経済・雇用情勢
●	�県内経済は、令和元（2019）年11月の経済指標によると、回復が一服していますが、平成29

（2017）年度の県内総生産（実質）が平成18（2006）年度以降で最も高くなるとともに、一人あ

たり県民所得も３年連続で増加するなど、県民の皆さんの努力の結果、三重県の発展につながる成

果があらわれています。一方、有効求人倍率が高水準で推移しており、県内企業における深刻な労
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働力不足が続いているほか、米中間の通商問題や英国のＥＵ離脱など、世界経済情勢に大きな影

響を及ぼす動きがある中で、先行き不透明感が増しています。

●	�令和元（2019）年10月の消費税率引上げの県内経済への影響についても、前回平成26（2014）

年４月の税率引上げ時に需要が後退した経験をふまえ、引き続き注視していく必要があります。

●	�県内経済のよい流れを継続し、さらに厚みを増していくためにも、県内企業数の99.8％を占める中

小企業・小規模企業の振興、農林水産業の成長産業化などに引き続き注力し、強じんで多様な産

業構造への転換を図っていく必要があります。

図５　県内総生産と経済成長率（実質）

※三重県「平成29年度三重県民経済計算結果」
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図６　三重県の有効求人倍率

※三重労働局「労働市場月報」に基づき作成
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（６）グローバル化の進展
●	�あらゆる場所でグローバル化が加速し、情報通信や交通分野における技術革新により、人びとの生

活圏が広がっています。また、社会のあらゆる分野におけるつながりが国境を越え、ヒト、モノ、

カネ、情報の流れが活発化し、人材の流動化、人材獲得競争などグローバル競争が激化するとと

もに、国際協調の重要性が一層増しています。

●	�平成30（2018）年12月のTPP11（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協

定）注）１や平成31（2019）年２月の日本ＥＵ経済連携協定（日欧ＥＰＡ）注）２ の発効により、巨

大な自由貿易圏が誕生し、国内企業にとってビジネスチャンスの拡大が期待されます。

●	�世界経済の重心がアジアへシフトしつつある中、急成長するアジア市場を取り込むためにも、県内

企業の海外展開を支援していく必要があります。

●	�世界的な日本食ブーム等により拡大する海外需要を好機ととらえ、県産農林水産物や食品の輸出拡

大を一層促進していく必要があります。

●	�新たな在留資格「特定技能」の施行に伴い、今後ますます外国人労働者が増加することが予想さ

れることから、多文化共生社会の実現に向けた三重県の真価が問われることになります。

●	�訪日外国人旅行者（インバウンド）が平成30（2018）年に3,000万人を超え、令和12（2030）

年には6,000万人をめざす中、観光産業を持続的に発展させ、県内全域に波及効果をもたらすた

め、拡大するインバウンド需要を一層取り込んでいく必要があります。

図７　外国人労働者数、外国人雇用事業所数

※厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめに基づき作成
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注） １　�環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定。日本を含む11か国が加盟する、アジア太平洋地域においてモノの
関税だけでなく、サービス、投資の自由化を進め、さらには知的財産、金融サービス、電子商取引、国有企業の規律など、幅広
い分野で21世紀型のルールを構築する経済連携協定。平成30（2018）年12月に発効。

注） ２　�経済上の連携に関する日本国と欧州連合（ＥＵ）との間の協定。日本とＥＵとの間で、貿易や投資など経済関係を強化する目的
で締結された経済連携協定。平成31（2019）年２月発効。
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（７）柔軟で多様な働き方の拡大
●	�人びとのライフスタイル・価値観の多様化、標準的な家族形態等の変化、ＡＩ等の先端技術の進展

等を背景に、テレワーク、フレックスタイム制度の導入や、雇用関係によらないフリーランス、兼

業・副業の解禁、ギグ・エコノミー（インターネットを通じて短期・単発の仕事を請け負い、個人

で働く新しい就業形態）など、新しい働き方が出現しています。

●	�女性活躍推進法、働き方改革関連法、高年齢者雇用安定法等が制定され、女性、高齢者、障がい

者など、誰もが働きやすい職場づくりに向けた環境整備が進んでいます。また、70歳までの就業

機会の確保や、中途採用・経験者採用の拡大、新卒一括採用の見直しについて、社会的な議論が

開始されています。

●	�生産年齢人口が減少する中で、全国と同様、本県においても中小企業・小規模企業を中心に労働

力不足が深刻化しています。令和元（2019）年度県内事業所アンケートによると、全体の46.3％

の企業が「従業員の確保難」を経営課題にあげています。

●	�こうしたことをふまえると、企業の生産性向上や人材確保・定着促進のためにも、長時間労働の是

正、柔軟な就労形態の導入、有給休暇の取得促進、出産・育児、介護と仕事の両立に向けたワー

ク・ライフ・バランスの実現など、働き方改革をさらに進めていく必要があります。また、働く意

欲のある女性や高齢者、障がい者、外国人など、誰もが希望する働き方を選択し、自らの能力・ス

キルを発揮することにより、いきいきと働き、活躍できる社会づくりを進めていく必要があります。

図８　ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる県内中小企業の割合

※三重県「三重県内事業所労働条件等実態調査」に基づき作成
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（８）環境保全、脱炭素化の動き
●	�国際社会において、気候変動に伴う異常気象、地球温暖化の進行、海洋プラスチック問題等、さ

まざまな環境問題への対応が喫緊の課題となっています。

●	�地球規模での資源・廃棄物制約や海洋プラスチック問題への対応は、ＳＤＧｓ（持続可能な開発

目標）でも求められており、令和元（2019）年６月のG20大阪サミットでは、海洋プラスチック

ごみによる新たな汚染を2050年までにゼロにすることをめざす「大阪ブルー・オーシャン・ビジョ

ン」が共有され、世界全体の取組としてプラスチック資源循環体制を早期に構築するとともに、海

洋プラスチックごみによる汚染の防止を実効的に進めていく必要があります。国では、令和元

（2019）年５月に「プラスチック資源循環戦略」を策定し、施策を推進しています。本県では、令

和元（2019）年10月から「三重県庁プラスチックスマートアクション」として「マイバッグ・マ

イボトル運動」等によりワンウェイプラスチックの削減に向けて取り組んでおり、この取組を県内

全域に広げていく必要があります。

●	�世界では約８億人の人びとが飢餓や栄養不足で苦しんでいる一方で、日本では世界全体の食料援

助量である約320万トンを大きく上回る約640万トンの食品ロスが発生しています。令和元（2019）

年10月に施行された「食品ロスの削減の推進に関する法律」に基づき、県としても、これまでの

食品ロス削減に向けた取組に加え、フードバンク活動が円滑に行われるよう必要な施策を講じる必

要があります。

●	�国では、福島第一原子力発電所事故の経験、反省と教訓をふまえ、「第５次エネルギー基本計画」

に基づき、令和32（2050）年に向けて、原子力を含めたエネルギーミックスの政策を推進してい

ます。平成27（2015）年に採択された「パリ協定」発効後の世界的な脱炭素化の動きの中で、令

和元（2019）年６月に策定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」に基づき、令

和32（2050）年までに温室効果ガスの80%削減に取り組むこととし、環境と成長の好循環の実

現をめざしています。

●	�本県では、「三重県新エネルギービジョン」に基づき、家庭・事業所における省エネ・革新的なエ

ネルギー高度利用、創エネ・蓄エネ・省エネ技術を活用したまちづくり、環境・エネルギー関連産

業の育成と集積、次世代の地域エネルギー等の活用などに取り組んでおり、新エネルギーの導入

が広がりつつあります。

●	�脱炭素社会の実現に向けて、令和元（2019）年12月に宣言した「ミッションゼロ2050みえ～脱

炭素社会の実現を目指して～」をもとに、ライフスタイルや事業活動の変革を促し、地球温暖化の

原因となる温室効果ガスの排出抑制に貢献できるよう、エネルギー効率のさらなる向上や消費量増

加の抑制、さらには地域との共生が図られることを前提とした新エネルギーの導入などを進めてい

く必要があります。
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図９　県域の温室効果ガス排出量の推移

※三重県「令和元（2019）年版環境白書」
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（９）三重県の知名度を高め、発展するチャンスの到来
●	�ラグビーワールドカップ2019日本大会、東京2020オリンピック・パラリンピック等、世界規模

のスポーツ大会が開催されるゴールデン・スポーツイヤーズが到来しています。県内では、それに

続く令和３（2021）年には三重とこわか国体・三重とこわか大会が開催され、多くの選手や観客

等の来県が期待されています。

●	�中部国際空港にＬＣＣ専用の第２ターミナルが令和元（2019）年９月にオープンしたほか、令和

７（2025）年には大阪・関西万博が開催される予定であり、インバウンドの増加が期待されてい

ます。

●	�リニア中央新幹線が、東京・名古屋間で令和９（2027）年に、名古屋・大阪間で令和27（2045）

年より最大８年間前倒しで開業する見込みであることから、三大都市圏が一体化したスーパー・メ

ガリージョンが形成され、この成長力が全国に波及することが期待されています。また、東京・大

阪間が約１時間で結ばれ、国内各地間の移動時間が劇的に短くなることにより、交流の活性化によ

るイノベーションの創出に寄与するとともに、ＩＣＴの進展と相まって、時間と場所に縛られない

新たなビジネススタイル・ライフスタイルを生み出す可能性があります。引き続き、リニア中央新

幹線の名古屋・大阪間のルート、駅位置の早期確定や円滑な事業着手が望まれます。

●	�こうした三重県の知名度を高め、発展するチャンスを生かして、よい経済の流れを加速させ、明る

い未来をつくるため、万全の態勢で営業力を強化していく必要があります。

図10　リニア中央新幹線による鉄道一日交通圏の拡大

※国土交通省「スーパー・メガリージョン構想検討会　最終とりまとめ」
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第二次行動計画では、「経済的な豊かさ」、「社会のシステムやつながりの豊かさ」、「精神的な豊か

さ」の３つの豊かさを高めていくことで享受できる豊かさを「新しい豊かさ」ととらえ、県民の皆さ

んが「新しい豊かさ」を享受できるよう三重づくりを進めることで、「県民力でめざす『幸福実感日本

一』の三重」の実現を図ってきました。

第三次行動計画においては、「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の社会像を、あらため

て「三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会」ととらえた上で、「令和」の時代に留意す

べき新しい概念である「Society 5.0」と「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の視点を取り入れて、

その実現をめざすこととします。

１　三重県らしい、多様で、
　　包容力ある持続可能な社会について

めざすべき三重の姿

「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の社会像について、第二次行動計画では、「新しい

豊かさ」を享受できる、時代の分水嶺の先のめざすべき三重の姿として、次のような社会をイメージ

しています。

■	将来に対して不安を感じることなく、安心して暮らすことができる社会

■	自分に合った暮らし方・自分らしい生き方を選択できる社会

■	ライフステージに応じて多様な働き方ができる社会

■	より高い目標に向けてチャレンジができ、失敗しても何度でも挑戦できる社会

■	家族の絆や地域のつながりを感じ、支え合って暮らすことができる社会

■�	美しい自然や多彩な文化などの魅力あふれる地域に、愛着や誇りを感じながら暮らすことができる

社会

■�	活力のあるさまざまな産業が発展する中で、めざす仕事に就き、いきいきと働くことができる社会

第三次行動計画においては、このめざすべき社会の姿を「三重県らしい、多様で、包容力ある持続

可能な社会」と表現します。

三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会

三重は、名古屋、大阪の両大都市圏にまたがり、東西文化の交わるところに位置し、南北に長く多

彩な県土、豊かな自然の恵みを有しています。縦横に発達した街道交通の要衝として県内各地が賑わ

い、人、情報、文化等の交流の場が形成され、それぞれの地に住む人びとが先人から受け継いだ自

然、歴史、文化等を育んでいる、多様性に満ちた地域です。

松浦武四郎や本居宣長、松尾芭蕉、御木本幸吉などの三重の偉人に代表されるように、人、もの、

情報が交流することで、三重から世界に誇る多くの人材が輩出され、新たな価値観や考え方を生み出

第２章 三重県らしい、多様で、包容力ある
持続可能な社会の実現をめざして
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すという気概やＤＮＡが受け継がれるとともに、最先端の半導体の生産拠点等、世界に貢献する最先

端の技術も生み出されてきました。

三重の生んだ偉大な国学者である本居宣長は、三重に居ながら多様な伊勢への来訪者との交流を

通じて、世界に目を向け研究に尽力し、ありのままの美しさを受け入れるという「もののあはれ」と

いう考え方、日本人の精神性を解き明かしました。三重で生まれた探検家であり、北海道の名付け親

の松浦武四郎は、北海道を調査する中でアイヌの人びとと出会い、多くのことを学び、文化の違いを

正しく理解し、異なる文化や価値観を受け入れていこうとして、アイヌの人びとの生活と独自の文化

を守るために尽力しました。真珠に生涯を捧げ、「真珠王」と呼ばれた御木本幸吉は、さまざまな困

難を乗り越え、誰も実現することができなかった真珠の養殖を世界で初めて成功させ、世界展開を果

たし、ベンチャーの先駆けと言えます。「奥の細道」を記した俳人の松尾芭蕉が唱えた、時を越えて

も変わらないものがある一方、時代や環境の変化によって絶えず革新されていくものがあるとする

「不易流行」の考え方は、「伝統」と「革新」が共存する三重の地に息づいています。

このように、よきものを守りながら進歩を続け、次世代につないでいくという「伝統」と「革新」

が共存し、人種・世代・性別などを超えて、多様なものを寛容に受け入れ合う“和”の精神が育まれ

てきた三重の地に暮らす私たちは、平成25（2013）年の第62回神宮式年遷宮や平成28（2016）

年の伊勢志摩サミットの経験を通じて、「自然と人との共生」や「伝統文化の継承」、「多様性への寛

容」など、時代を超えて育んできた先人の精神性や価値をあらためて認識することができました。

また、平成28（2016）年11月に発表した「伊勢志摩サミット三重県民宣言」では、「自分とは違

うことを価値と認め合い、国内にとどまらず、さまざまな国のさまざまな立場の人たちとつながって、

誰もが挑戦、活躍できる社会にします。〔親和〕」、「美しい自然をはじめとする豊かな環境を守り育み、

共生して、持続可能な社会にします。〔調和〕」、「三重の伝統・文化を、学び、伝え、創造し、発展さ

せ、心豊かな社会にします。〔和の文化〕」、「安全・安心な社会をつくりながら、平和を強く希求して

いきます。〔平和〕」の４つの決意を表明しました。

さらに、三重県らしい取組として、全国に先駆けて「ダイバーシティみえ推進方針～ともに輝
き ら り

く、

多様な社会へ～」を策定し、ダイバーシティ社会の実現に向けた取組を進めているところです。

こうした背景をふまえると、共感性を高く持ち、他人の痛みを感じ、いたわり、助け合う、そして、

文化や価値観の違う人に対しても、理解し、包み込むという「多様性」「包容力」は、先人から継承

されてきた県民性と考えられます。そして、この県民性は、日本、さらに世界における先進的な存在

となりうるものです。

人口減少、少子高齢化や経済のグローバル化が加速し、価値観やライフスタイルの多様化などが

進展する中で、性別、年齢、障がいの有無、国籍・文化的背景、性的指向・性自認などにかかわら

ず、全ての県民の皆さんが自ら希望の実現に向けて主体的に社会に参画し、自分らしく挑戦すること

で、地域の自立的かつ持続的な発展につなげていくためには、お互いの違いを価値と認め合い、多様

性を受容する社会づくりがより一層必要になると考えられます。

第三次行動計画では、三重の持つポテンシャルである「多様性」「包容力」を深化させ、未来にしっ

かり継承していくことで、「三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会」の実現をめざして

いきます。
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２　Society 5.0 の考え方
国の「第５期科学技術基本計画」において提唱されたSociety 5.0は、「必要なもの・サービスを、

必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる

人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、いきい

きと快適に暮らすことのできる社会」を「超スマート社会」ととらえた上で、その未来社会の実現に

向けた一連の取組として整理される概念です。

Society 5.0は、持続可能で、インクルーシブな社会経済システムであると考えられ、狩猟社会、

農耕社会、工業社会、情報社会に続く新たな社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導

し、仮想空間と現実空間を高度に融合させることで、「経済発展と社会的課題の解決を両立する人間

中心の社会」の実現をめざしています。

人口減少と少子高齢化が並行して進展する中で、こうしたSociety 5.0の考え方を取り入れ、地域

課題を解決し、快適で活力に満ちた質の高い生活を実現することは、「三重県らしい、多様で、包容

力ある持続可能な社会」をめざす第三次行動計画の方向性に通じるものと考えられます。

また、新しい産業政策の方向性を示した「みえ産業振興ビジョン」においても、Society 5.0によ

る超スマート社会の到来を強く意識し、既存の価値にとらわれずに、知恵や知識、技術を国内外から

積極的に取り込み、それらを組み合わせ、あるいは繋ぎ直していく「ＫＵＭＩＮＡＯＳＨＩ」を進め

ることで、新しい価値の創出につなげていくことを基本理念として掲げているところです。

複雑に絡み合う地域の課題を解決するとともに、強じんで多様な産業構造を構築していくには、今

後の施策展開においてSociety 5.0の視点をこれまで以上に積極的に取り込んでいく必要があります。

Society 5.0の実現による超スマート社会は、いずれ訪れるものではなく、私たちが、未来の三重

県の姿を思い描き、社会のあらゆる領域において、その視点を積極的に取り入れていくことにより、

創りあげていかなければなりません。

３　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の考え方
SDGs（持続可能な開発目標）は、平成27（2015）年９月の国連サミットで採択された2030ア

ジェンダにおける2030年までに達成すべき国際社会全体の開発目標で、貧困の解消など、17のゴー

ルと169のターゲットで構成されています。また、「誰一人取り残さない（no one will be left behind）」

ことを理念とし、持続可能で、多様性と包摂性のある社会の実現をめざすこととされています。

2030アジェンダの採択後、初めて開催された伊勢志摩サミットでは、「G7伊勢志摩首脳宣言」に

おいて、人間中心かつ地球に配慮した形で、国内的および国際的に2030アジェンダの実施を推進す

ることにコミットすることが世界に発信されました。

ＳＤＧｓの17の目標（ゴール）は、経済・社会・環境の３つの側面を一体不可分なものととらえ、

相互のつながりを深く理解し、紐解くことで、地域が取り組むべき複数の課題の同時解決をめざすも

のであり、こうしたＳＤＧｓの考え方は、私たちがめざす社会の姿である「三重県らしい、多様で、

包容力ある持続可能な社会」の実現に大きく寄与するものと考えられます。

また、ＳＤＧｓでは、17番目の目標（ゴール）としてパートナーシップの活性化が掲げられており、

個人や企業、地域の団体、行政など、多様なステークホルダーによる効果的なパートナーシップが奨

励・推進されています。ＳＤＧｓの導入は、多様なステークホルダーの自治体活動への参加をより具

体化し、地方行政の一層の活性化に資するものと言えます。
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こうした考え方は、「みえ県民力ビジョン」が掲げる「自立し、行動する県民（アクティブ・シチズ

ン）」が、「公」を担う主体として、協働による成果を生み出し、新しいものを創造していく「協創」

の考え方に通ずるものと考えられます。

４　県の施策展開
「令和」という新しい時代を迎えた今、人口増を前提とした右肩上がりの成長は見込めなくなり、従

来の社会モデルが通用しない時代に突入しています。

こうした中、Society 5.0やＳＤＧｓの実現によりめざす未来の社会像は、「行動に制約がある高齢

者や障がいのある方々が、自由に移動でき、充実した生活が送れる」、「地域にかかわらず、質の高い

医療や介護のサービスが受けられる」、「ＡＩの活用や情報の共有によりさまざまなロスが削減され、

経済的損失と環境負荷の低減を図れる」など、先端技術を取り入れることで、イノベーションが生ま

れ、さまざまなつながりが増え、多様な知識や情報が共有され、新たな価値を生み出すことで、社会

的課題が克服されるとともに、一人ひとりが快適で活力に満ちた、質の高い生活を送ることができる

新しい社会の姿です。

そこで、第三次行動計画においては、Society 5.0とＳＤＧｓの考え方に基づき、次のとおり視点

を整理しました。

Society 5.0の視点

視
点 
①

「イノベーション」による新たな価値の創出と課題解決
・�さまざまな知識・情報・データの共有や組み合わせを進めることにより、分野横断的

な連携を活性化させ、今までにない新たな価値を創出するとともに、社会的課題や困

難を克服します。

・�業務プロセスに新しい技術・知恵・情報を組み込むことでイノベーションを生み、成

果の拡大、生産性の向上、環境負荷の低減、コストの抑制等を実現します。

・�人間の能力では限界のある業務や負担感の大きい作業を先端技術で代行・支援する

ことにより、業務の効率化、労働負荷の低減、機械ではなく人間にしかできない業務

へのシフトを進めます。

視
点 

②

多様なニーズへのきめ細かな対応による生活の質の向上
・�さまざまな情報・データ・技術の活用により、県民一人ひとりの多様なニーズ、潜在

的なニーズを把握して、きめ細かなサービスを充実し、快適で活力に満ちた質の高い

生活を実現します。

・�先端技術の導入・活用により、性別、年齢、障がいの有無、言語等による格差や制

約を解消し、県民一人ひとりが個性や能力を発揮し、活躍できる環境づくりを進めま

す。
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ＳＤＧｓの視点

視
点 
①

誰一人取り残さない（包摂性）
・�性別、年齢、障がいの有無、国籍・文化的背景、性的指向・性自認などにかかわら

ず、全ての県民の皆さんが自らの希望の実現に向けて、主体的に社会に参画し、自分

らしく挑戦することで、地域の自立的な発展につなげていきます。

・�特にジェンダーの平等を達成するためには、性別にかかわらず、自立した個人として、

その能力と個性を十分に発揮することができ、それぞれに多様な生き方が認められ、

男女が対等な立場で、社会のあらゆる分野に共に参画し、責任を分かち合うことがで

きる環境づくりが必要です。

視
点 

②

全てのステークホルダーが役割を担う（参画型）
・�全ての県民の皆さんが、自立し、行動する県民（アクティブ・シチズン）として、協

働による成果を生み出し、新しいものを創造していく「協創」を進めます。

・�地域住民はもとより、産官学金労言士をはじめとする多様なステークホルダーと、そ

れぞれの知識やノウハウ、経験を活用し連携することにより、効果的に地方創生の取

組を推進します。

・�次代を担う子どもたちが夢や希望を抱き、三重県に愛着と誇りを感じ、地域社会で活

躍、成長していけるような人づくりを進めます。

視
点 

③

いつでもどこでも「つながる」ことによる機会の創出
�・�先端技術の導入・活用により、地理的・空間的課題を克服し、遠隔地や過疎地域など

距離や時間の制約がハンデにならない働き方の推進やサービスの創出を図ります。

・�自動運転やＭａａＳ（Mobility as a Service）など新たな移動手段の普及により、交

通ネットワークの新たな「つながり」を創出し、県内における移動の利便性を向上さ

せます。

・�先端技術の導入・活用により、県内に居住するかどうかにかかわらず、地域の担い手

とのコミュニケーションを拡大し、新たな「つながり」を創出することで、地方創生

の取組を進めます。

視
点 

④

Society 5.0を支える人材・基盤づくり
・�データリテラシーを備えるデジタル人材を育成するとともに、ＡＩ時代に産業界で求

められる人材を確保します。

・�時代の変化や新たな職務に応じて学び直すリカレント教育を広げ、多様な人材が活躍

できる機会を創出します。

・�デジタル時代のデータの利活用を支える情報通信基盤の整備を促進するとともに、行

政情報のオープンデータ化や、個人情報保護等の情報セキュリティの高度化を図りま

す。
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これら２つの視点に基づき、三重県を取り巻く複雑かつ多岐にわたる課題を克服するため、Society 

5.0を支える技術を利活用した取組や、経済・社会・環境の３つの側面からの統合的な取組に挑戦す

ることで、全ての県民の皆さんが快適で活力に満ちた質の高い生活を送り、「新しい豊かさ」を享受

することができる三重づくりが進むものと考えます。

第三次行動計画では、「協創」の視点に加えて、Society 5.0およびＳＤＧｓの視点を取り入れるこ

とにより、三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会の実現をめざします。

視
点 

③

経済・社会・環境の３つの側面で統合的に取り組む（統合性）
・�経済・社会・環境の各分野の課題を解決するため、課題相互の関連性を意識し、統

合的に取り組むことで、相乗効果を発揮し、持続可能な経済成長と、人と自然との共

生の両立を進めます。

協創による「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを進めることで、
三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会の実現をめざします。
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ＳＤＧｓの視点
誰一人取り残さない（包摂性）●

全てのステークホルダーが役割を担う（参画型）●
経済・社会・環境の３つの側面で統合的に取り組む（統合性）●

Society5.0の視点
●「イノベーション」による新たな価値の創出と課題解決
●多様なニーズへのきめ細かな対応による生活の質の向上
●いつでもどこでも「つながる」ことによる機会の創出
● Society 5.0を支える人材・基盤づくり

協 創
Society 5.0を
支える技術

経済・社会・環境
の3つの側面から
の統合的な取組

三重県らしい、多様で、
包容力ある持続可能な社会

 将来に対して不安を感じることなく、安心して暮らすことが
できる社会

 自分に合った暮らし方・自分らしい生き方を選択できる社会
 ライフステージに応じて多様な働き方ができる社会
 より高い目標に向けてチャレンジができ、失敗しても何度で

も挑戦できる社会
 家族の絆や地域のつながりを感じ、支え合って暮らすことが

できる社会
 美しい自然や多彩な文化などの魅力あふれる地域に、愛着や

誇りを感じながら暮らすことができる社会
 活力のあるさまざまな産業が発展する中で、めざす仕事に就

き、いきいきと働くことができる社会

経済発展と社会的課題の解決を
両立する人間中心の社会の実現に寄与

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の
17のゴールと169のターゲットの実現に寄与

出典︓内閣府作成資料 出典︓国際連合広報センター作成



Column 1 みんなでできる SDGs
　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、17のゴールと169のターゲッ
トがあります。この目標は、2030年に向けて世界が合意した「持
続可能な開発目標」です。「自分に関係あるの？」、「私たちにでき
ることって何？」と思われている方もいるかもしれません。
　そこで「国連広報センター」が紹介している世界を変えるた
めにあなたができることである「持続可能な社会のためにナマ
ケモノにもできるアクション・ガイド」を紹介します。

出典：持続可能な社会のために　ナマケモノにもできるアクション・ガイド（改訂版）
　　　国際連合広報センター　https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/24082/

● 電気を節約しよう。電気機器を電源タップに差し込んで、使ってない時は完全に電源を切ろう。

● 印刷はできるだけしない。覚えておきたいことをオンラインで見つけたら、どうするかって？
ノートにメモしたり、もっといいのはデジタル付箋を使って、紙を節約すること！

● いいね！　するだけじゃなく、シェアしよう。女性の権利や気候変動についてソーシャルメ
ディアでおもしろい投稿を見つけたら、ネットワークの友達にシェアしよう。

ソファーに寝たままできることレベル1

● 紙やプラスチック、ガラス、アルミをリサイクルすれば、埋立地を増やす必要がなくなる。

● 窓やドアの隙間をふさいでエネルギ－効率を高めよう！

● 短時間のシャワーを利用しよう。ちなみに、バスタブ入浴は５～ 10分のシャワーに比べて、
水が何十リットル余計に必要になるよ。

家にいてもできることレベル2

● 詰め替え可能なボトルやコーヒーカップを使おう。無駄がなくなるし、コーヒーショップで
値引きしてもらえることも！

● 買い物は地元で！　地域の企業を支援すれば、雇用が守られるし、長距離トラックの運転も
必要なくなる。

● レストランに行ってシ－フ－ドを注文したら必ず、「サステナブル・シ－フ－ドを使ってい
ますか？」と聞いてみて！　あなたが海にやさしいシ－フ－ドを求めていることを、行きつ
けの店に知らせてあげよう。

家の外でできることレベル3

● 若者の相談相手になろう。それは誰かをよりよい未来へと導くための、思いやりある、刺激
的でパワフルな方法です。

● 職場で差別があったら、どんなものであれ声を上げよう。性別や人種、性的指向、社会的背景、
身体的能力に関係なく、人はみんな平等だから。

● 日々の決定を見つめ直し、変えてみよう。職場でリサイクルはできている？会社が、生態系
に害を及ぼすようなやり方をしている業者から調達していないかな？

職場でできることレベル4

44
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第１章 政策体系の概要

政策体系は、「みえ県民力ビジョン」で示す基本理念を実現するために、県が行う取組を目的と手

段の関係で整理したものです。

＜政策展開の基本方向＞（三つの柱）のもとに、＜政策＞－＜施策＞－＜基本事業＞－＜事務事業

＞の階層で、県の取組等を網羅し、体系的に整理しています。

「みえ県民力ビジョン」で示した＜政策展開の基本方向＞（三つの柱）に加え、本行動計画では、

＜政策＞と、＜施策＞の内容を、構成する＜基本事業＞とあわせて示しています。

＜施策＞には、それぞれの＜施策＞をより適切に評価するとともに、県民の皆さんに成果をわかり

やすくあらわす指標（「主指標」）と、＜施策＞を適切に評価する際に、「主指標」を補足するのにふ

さわしい代表的な指標（「副指標」）を複数設定します。

＜施策＞は、数値目標の達成状況や基本事業の取組状況等を総合的に判断して、＜施策＞を担当

する副部長または次長が評価を行い、毎年度「成果レポート」として取りまとめ、＜施策＞の成果と

改善方向を公表します。

＜施策＞の進行管理を的確に行うとともに、県民の皆さんに取組の進捗状況をお示しするため、

「主指標」、「副指標」について、それぞれの性質をふまえた実現可能かつ挑戦的な目標値を掲げ、

数値目標としています。

○主指標
「主指標」は、各＜施策＞の第三次行動計画における目標（「県民の皆さんとめざす姿（令和５年

度末での到達目標）」）をふまえ、当該＜施策＞において、県がさまざまな主体との協創の取組に

よって得られる最終的な成果を、県民の皆さんにわかりやすくあらわそうとしたものです。

＜施策＞の進行管理において、基本的な指標として活用します。

○副指標
「副指標」は、各＜施策＞の成果や課題を適切に把握するために、県がさまざまな主体との協創

の取組によって得られる成果、あるいは県が取り組んだことの効果をあらわす指標で、「主指標」

を補足するのにふさわしい代表的な指標を複数設定しています。

第二次行動計画では、＜施策＞を構成する＜基本事業＞に１つ以上の「県の活動指標」を設定

していましたが、「副指標」は、＜基本事業＞にかかわらず、＜施策＞を進行管理するため、「主指

標」と共に各＜施策＞の成果をわかりやすくあらわす指標として活用します。

第１節 政策体系とは

● 施策の指標の考え方 ●
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基本事業政策 施策

施策

事務事業

基本事業

基本事業

事務事業

事務事業

事務事業

図　「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の政策体系

おおむね 10 年間の体系
（「みえ県民力ビジョン」に記載）

４年間の体系（「みえ県
民力ビジョン・第三次
行動計画」に記載）

「みえ県民力ビジョン
・第三次行動計画」
の施策の目標を達成
するために、年度ご
とに具体化する事業

政策展開の
基本方向
（三つの柱）

15 政策 58 施策

政策体系については、社会経済情勢の変化やこれまでの成果と課題の確認・検証等をふまえて、新

たな課題に対応するために必要な施策の新設・改変や、関連する基本事業が有機的に結びつき、効果

的かつ効率的な取組の成果が得られるような施策の再構築など必要な見直しを行いました。

１　政策体系の見直しの考え方
（１）政策展開の基本方向（三つの柱）

「みえ県民力ビジョン」策定当時における時代潮流と現状認識は、大規模な自然災害の脅威への

対応、環境問題を含めたエネルギー政策の見直し、人口減少と少子・超高齢社会への対応、グロー

バル化への対応を含めた強じんで多様な産業構造への転換など、現時点においても通ずるものと考

えられるため、第三次行動計画の４年間においても、「みえ県民力ビジョン」の基本理念の実現に

向けて、引き続き「守る」「創る」「拓
ひら

く」の三つの柱に沿って取り組んでいきます。

（２）政策・施策
政策・施策については、少子・超高齢社会への対応をはじめとする人口減少対策など、第二次

行動計画において残された課題をふまえた見直しや、「三重県教育施策大綱」や「みえ産業振興ビ

ジョン」、「三重県環境基本計画」など、計画の策定・改定等による見直しを行いました。

第２節 政策体系の見直し
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（３）数値目標
施策をより適切に評価し、かつ、わかりやすさを重視するため、第二次行動計画における「県民

指標」、「県の活動指標」に替えて、施策に「主指標」、「副指標」を設けることとしました。その上

で、各施策の「主指標」および「副指標」については、第二次行動計画策定後の社会経済情勢の

変化を考慮するとともに、県民の皆さんから見てわかりやすいか、施策のめざす姿や目的との関係

が適切に反映されているか、また県民の皆さんのニーズや社会的関心の高い課題をとらえた指標と

なっているか、などの観点から指標を設定しました。

第一次行動計画では、４年間をとおして課題に重点的に取り組む「選択・集中プログラム」（「緊急課

題解決プロジェクト」、「新しい豊かさ協創プロジェクト」、「南部地域活性化プログラム」）を設けて、「み

え県民力ビジョン」を推進してきましたが、第二次行動計画では、具体的な重点取組の内容を特定せず、

毎年度の県政推進の基本方針である「三重県経営方針」において定めることで、さまざまな状況変化に

柔軟に対応できるように取組を進めてきました。

第三次行動計画においても、第二次行動計画と同様、社会経済情勢の変化に柔軟かつ的確に対応で

きるよう、「三重県経営方針」において定めていきます。

１　「重点取組」の概要
三重県でも、全国と同様に人口減少が深刻な問題となっており、県内の人口減少に歯止めをかけ、

人口減少下でも「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりに取り組んでいく必要があります。県では、

平成27（2015）年度に「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少への対応と

地域の自立的かつ持続的な活性化に向けて総合的に取り組んできており、第二次行動計画において

は、その中で毎年度特に重点化する内容を選定して、取り組んできました。

第三次行動計画においても、人口減少への対応に重点的に取り組むとともに、社会経済情勢の変化

や各施策の進捗状況等を的確にとらえ、機会を逃さずに重点化を図っていきます。

そのため、第三次行動計画においても、重点取組の具体的な取組内容を特定せず、毎年度の県政

推進の基本方針である「三重県経営方針」において、当該年度の重点取組を設定して、重点の置き

どころを毎年度見直すことができるようにし、より効果的・効率的に予算や人材を重点配分すること

で、機会を逃さず最大限の成果を得ることをめざします。

第３節 重点取組
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基本理念の実現に向けて、次のとおり＜政策展開の基本方向＞（三つの柱）を定めるとともに、そ

の下に15の＜政策＞を位置づけて、県政を推進していきます。

政策展開の基本方向 政　　　　　　　　策

～命と暮らしの安全・安心を

実感できるために～

Ⅰ－１　防災 ・減災、 国土強靱化

Ⅰ－２　命を守る

Ⅰ－３　支え合いの福祉社会

Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

Ⅰ－５　環境を守る

～人と地域の夢や希望を

実感できるために～

Ⅱ－１　人権の尊重とダイバーシティ社会の推進

Ⅱ－２　学びの充実

Ⅱ－３　希望がかなう少子化対策の推進

Ⅱ－４　�三重とこわか国体 ・ 三重とこわか大会の成功とレガ

シーを生かしたスポーツの推進

Ⅱ－５　地域の活力の向上

ひ　ら

～強みを生かした経済の

躍動を実感できるために～

Ⅲ－１　持続可能なもうかる農林水産業

Ⅲ－２　強じんで多様な産業

Ⅲ－３　世界の三重、 三重から世界へ

Ⅲ－４　多様な人材が活躍できる雇用の推進

Ⅲ－５　安心と活力を生み出す基盤

第４節 政策の概要
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この章では、58の＜施策＞について記載しています。記載にあたっては、＜政策展開の基本方向＞

（三つの柱）ごとに節を分けた上で、15の＜政策＞順にまとめています。

● 政策体系一覧

　

～
命
と
暮
ら
し
の
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　　　　策 頁数

Ⅰ－１
防災 ・減災、
国土強靱化

111	 災害から地域を守る自助・共助の推進 58

112	 防災・減災対策を進める体制づくり 60

113	 災害に強い県土づくり 62

Ⅰ－２ 命を守る

121	 地域医療提供体制の確保 64

122	 介護の基盤整備と人材の育成・確保 66

123	 がん対策の推進 68

124	 健康づくりの推進 70

Ⅰ－３
支え合いの
福祉社会

131	 地域福祉の推進 72

132	 障がい者の自立と共生 74

133	 児童虐待の防止と社会的養育の推進 76

Ⅰ－４
暮らしの
安全を守る

141	 犯罪に強いまちづくり 78

142	� 交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）をめざす安全
なまちづくり 80

143	 消費生活の安全の確保 82

144	 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進 84

145	 食の安全・安心の確保 86

146	 感染症の予防と拡大防止対策の推進 88

147	 獣害対策の推進 90

Ⅰ－５ 環境を守る

151	 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり 92

152	 廃棄物総合対策の推進 94

153	 豊かな自然環境の保全と活用 96

154	 生活環境保全の確保 98

第２章 施策の概要

～命と暮らしの
安全・安心を実感
できるために～

～人と地域の
夢や希望を実感
できるために～

ひ　ら

～強みを生かした
経済の躍動を実感

できるために～
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～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　　　　策 頁数

Ⅱ－１
人権の尊重と
ダイバーシティ
社会の推進

211	 人権が尊重される社会づくり 102

212	� あらゆる分野における女性活躍とダイバーシ
ティの推進

104

213	� 多文化共生社会づくり 106

Ⅱ－２ 学びの充実

221	� 子どもの未来の礎となる「確かな学力・豊か
な心・健やかな身体」の育成

108

222	� 個性を生かし他者と協働して未来を創造する
力の育成

110

223	� 特別支援教育の推進 112

224	� 安全で安心な学びの場づくり 114

225	� 地域との協働と信頼される学校づくり 116

226	� 地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機
関の充実

118

227	� 文化と生涯学習の振興 120

Ⅱ－３
希望がかなう
少子化対策の
推進

231	� 県民の皆さんと進める少子化対策 122

232	� 結婚・妊娠・出産の支援 124

233	� 子育て支援と幼児教育・保育の充実 126

Ⅱ－４

三重とこわか国体・
三重とこわか大会
の成功とレガシー
を生かしたスポー
ツの推進

241	� 競技スポーツの推進 128

242	� 地域スポーツと障がい者スポーツの推進 130

Ⅱ－５
地域の活力の
向上

251	� 南部地域の活性化 132

252	� 東紀州地域の活性化 134

253	� 農山漁村の振興 136

254	� 移住の促進 138

255	� 市町との連携による地域活性化 140
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ひ  ら

　

～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　　　　策 頁数

Ⅲ－１
持続可能な
もうかる
農林水産業

311	� 農林水産業の多様なイノベーションの促進と
ブランド力の向上

144

312	� 農業の振興 146

313	� 林業の振興と森林づくり 148

314	� 水産業の振興 150

Ⅲ－２
強じんで多様な
産業

321	� 中小企業・小規模企業の振興 152

322	� ものづくり産業の振興 154

323	� Society 5.0 時代の産業の創出 156

324	� 戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進 158

Ⅲ－３
世界の三重、
三重から世界へ

331	� 世界から選ばれる三重の観光 160

332	� 三重の戦略的な営業活動 162

333	� 国際展開の推進 164

Ⅲ－４
多様な人材が
活躍できる雇用の
推進

341	� 次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援 166

342	� 多様な働き方の推進 168

Ⅲ－５
安心と活力を
生み出す基盤

351	� 道路網・港湾整備の推進 170

352	� 安心を支え未来につなげる公共交通の充実 172

353	� 安全で快適な住まいまちづくり 174

354	� 水資源の確保と土地の計画的な利用 176
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんとめざす姿の実現にあたって、新しい豊かさ・協創の視点から、この施策での方向性を記

載しています。

● 

現
状
と
課
題

■�この施策を取り組むにあたって、これまでの取組をふまえた現在の状況や解決しなければな

らない課題を記載しています。

■

■

■

■

県民の皆さんとめざす、施策の行動計画期間内（令和５（2023）年度末）の目標を記載

しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 000 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

施
策
の
概
要
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↑　施策の番号と名称を記載しています。

施策の
各ページの

見方
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● 

取
組
方
向

■�この施策を構成する基本事業の名称と、新しい豊かさ・協創の視点をふまえ、県がこの施策で
4年間に取り組むことを記載しています。

■

■

■

■

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

施策の成果をあらわす代表的な
指標を示します。

現在（最新の
実績）の数値
を示していま
す。注） １

令和５年度
における目
標値を示し
ています。注） 2

この数値目標の意味、内容、用語の説明などを記
載しています。

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

施策を適切に評価する際に、県の
取組によって得られた成果や県の
取組の効果がわかる指標で、「主
指標」を補足するのにふさわしい
代表的な指標を示します。

現在（最新の
実績）の数値
を示していま
す。注） １

令和５年度
における目
標値を示し
ています。注） 2

この数値目標の意味、内容、用語の説明などを記
載しています。

政策　○－○　○○○○○○○

主担当部局 ：○○○○○○○

注） １　�現時点で、令和元年度の現状値の把握が困難な指標について、把握可能な最新年度の数値を用いた場合は「（○○年度）」と記載し
ています。

注） ２　�令和５年度の取組結果を評価する時点（令和６年５月頃を予定）で、令和５年度実績の把握が困難な指標については、把握可能な
最新年度の実績により評価することとし、評価に用いる対象年度について「（○○年度）」と記載しています。
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策
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政策体系におけるこの施策の位置づけ（施策が属する政策）を示しています。→

この施策を担当する部局名を記載しています。→
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第１節 Ⅰ　「守る」
　　～命と暮らしの安全・安心を
� 実感できるために～　　　　

政　　　　　　　　策

Ⅰ－１　防災・減災、 国土強靱化

Ⅰ－２　命を守る

Ⅰ－３　支え合いの福祉社会

Ⅰ－５　環境を守る

Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

111　災害から地域を守る自助・共助の推進

121　地域医療提供体制の確保

131　地域福祉の推進

151　�環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり

141　犯罪に強いまちづくり

112　防災・減災対策を進める体制づくり

122　介護の基盤整備と人材の育成・確保

132　障がい者の自立と共生

152　廃棄物総合対策の推進

142　�交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）をめざ
す安全なまちづくり

113　災害に強い県土づくり

123　がん対策の推進

124　健康づくりの推進

133　児童虐待の防止と社会的養育の推進

153　豊かな自然環境の保全と活用

154　生活環境保全の確保

143　消費生活の安全の確保

144　�医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の
推進

145　食の安全・安心の確保

146　感染症の予防と拡大防止対策の推進

147　獣害対策の推進

施　　　　　　　　策
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や頻発する台風・

風水害など「必ず起こる」災害に備えて、被害を最小限にする

ため、さまざまな主体との連携・協働や新しいツール・手法の

活用により、「防災の日常化」が定着するとともに、災害時に適

切な避難行動を行えるよう「自助」「共助」の取組を推進しま

す。

● 

現
状
と
課
題

■	� 近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や頻発する風水害に備えるため、「みえ防災・

減災センター」と連携し、「自助」「共助」の活性化や環境づくりを支援する防災人材の育

成をはじめ、県民の防災意識の醸成、市町の支援などに取り組んできました。気候変動や

防災・減災に関する技術革新、近年の災害等から得られた検証結果をふまえて、さまざま

な防災関係機関、県民等が相互に連携して、引き続き、防災対策に取り組む必要がありま

す。

■	� 災害時の県民の適切な避難行動を促進するために、わかりやすい情報提供に取り組んでき

たところです。新たに発生した災害の経験や教訓をふまえ、今後も、避難を必要とする人

が適切に避難を行えるよう、新たな情報提供ツールや手法なども検討し、「共助」につなが

る活動も促進しながら、取組を進めていく必要があります。

■	� 自然災害から子どもたちの命を守るため、学校における防災教育を推進する必要がありま

す。また、子どもたちの発達段階に応じて地域の一員として行動できる力を育成すること

が求められています。さらに、南海トラフ地震等の大規模災害の発生に備え、教職員の実

践的な災害対応力の向上を図るとともに、学校教育を速やかに復旧させる体制を整える必

要があります。

■	� 大規模災害発生時に、県内外からのボランティアや専門性を有したＮＰＯ等が、円滑かつ

効果的に支援活動ができる環境を充実・強化していく必要があります。

■	� 住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行ってきました。

引き続き、住宅・建築物の耐震化や危険な空き家対策等の取組を進め、地震災害などに対

するまちの安全性を確保する必要があります。

　県民の皆さんが日ごろから防災に関心を持って正しく理解し、災害に備えることで、

適切な避難行動をとることができるようになっているとともに、地域や学校、職場等で

防災に関する取組が継続的に行われています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 111 災害から地域を守る自助・共助の推進

ＳＮＳ等を活用した実証訓練の様子
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　多様な主体が連携した防災活動の促進
　発生が予想される南海トラフ地震や頻発する風水害などに備え、「みえ防災・減災センター」と連
携して防災人材の育成・活用や防災・減災に関する普及啓発を行うとともに、地区防災計画の策定
や自主防災活動など、市町の「共助」の取組を支援すること等により、地域や学校・職場において、
さまざまな主体が連携して、地域の特性や課題に応じた防災活動が促進されるよう取り組みます。

■	 基本事業２　県民の適切な避難行動を促進するための防災情報の提供
　災害時に県民一人ひとりの「命を守る」ために、避難行動要支援者等も含めて適切な避難がで
きるよう、日ごろから防災情報の理解や事前の備えの促進を図るとともに、ＳＮＳ（ソーシャル・ネッ
トワーキング・サービス）などさまざまなツールや新しいＩＣＴ（情報通信技術）等も活用しながら、

「自助」「共助」の取組に必要となるきめ細かな防災情報を迅速に提供します。

■	 基本事業３　学校における防災教育の推進
　子どもたちが自分の命を自分で守る力を身につけられるよう、防災学習教材の充実や教職員の防
災に関する知識の向上などに取り組みます。また、子どもたちが災害時に地域の支援者として行動
できるよう、平常時から学校と家庭・地域が連携した取組を推進します。さらに、災害時における
学校教育の早期復旧に向け、被災した学校を支援する体制の整備に取り組みます。

■	 基本事業４　災害ボランティアの活動環境の充実・強化
　「みえ災害ボランティア支援センター」の強化を図りつつ、市町における受援体制の整備を支援
するとともに、大規模災害発生時に、県内外からのボランティアや専門性を有したＮＰＯ等が円滑
かつ効果的な支援を展開できるよう活動環境の充実・強化に取り組みます。

■	 基本事業５　住宅・建築物の耐震化の促進
　木造住宅や「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により耐震診断が義務付けされた民間
建築物の耐震化を促進するとともに、危険な空き家除却の取組を支援することにより、まちの安全
性の向上に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和5年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

率先して防災活動に参加する県
民の割合 50.0％ 60.0％ 過去1年間に地域・職場での防災活動に参加したこ

とがある県民の割合（防災に関する県民意識調査）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和5年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

地区防災計画等を作成している
市町数

4市町
（30年度） 29市町 地区防災計画やそれに準じる計画を作成している

市町の数

「防災みえ.jp」から防災情報等
を入手している県民の割合 24.5% 33.3%

「防災みえ.jp」から気象情報や災害情報などの防
災情報等を入手している県民の割合（防災に関す
る県民意識調査）

大雨等の際に避難行動をとろう
とする県民の割合 82.7% 100% 住居地において大雨・洪水等の際に避難行動をとろ

うとする県民の割合（防災に関する県民意識調査）

家庭や地域と連携した防災の取
組を実施している学校の割合

92.4％
（30年度） 100%

家庭やPTA、自主防災組織、地域住民など、他
の主体と連携した防災の取組を実施している公立
小中学校および県立学校の割合

耐震性のない木造住宅の耐震改
修と除却の補助件数（累計） － 1,200件 市町が行う耐震性のない木造住宅の耐震改修と除

却の補助事業に対して、県が財政支援した件数

政策　Ⅰ－１　防災 ・減災、 国土強靱化

主担当部局 ：防災対策部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　近い将来に発生が予想される南海トラフ地震、頻発する台風・集中豪雨などの自然災害、コンビナート

における事故等の災害に備え、県民の皆さんが安全・安心に暮らせるよう、ＩＣＴの活用等により、市町、

消防その他防災関係機関と連携した防災・減災対策のさらなる深化を図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� 東日本大震災や紀伊半島大水害、熊本地震といった大規模災害で明らかになった課題や教

訓等をふまえて策定した各種の計画に基づき、地域の防災・減災対策を推進してきました。

近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害等に備え、今後、

計画の見直しも進め、災害対応に携わる人材の育成等を含めた防災・減災体制の強化を進

める必要があります。

■	� 「三重県広域受援計画」や「三重県版タイムライン」等の策定、それに基づく訓練の実施な

ど、災害時に的確な対策を実践できるよう国、市町、防災関係機関等と連携して取組を進

めてきました。気候変動や防災・減災に関する技術革新等もふまえ、県民の生命・財産を

守るため、さまざまな関係機関との連携をさらに進め、災害対策活動体制の充実・強化に

取り組む必要があります。

■	� 災害拠点病院における施設整備の支援や、保健医療活動を支える人材の育成などに取り組

んでいます。今後も引き続き、南海トラフ地震等の大規模災害発生時における保健医療体

制の充実・強化に取り組んでいく必要があります。

■	� 学校施設においては、屋内運動場等の天井等落下防止対策、ブロック塀等の撤去、猛暑に

備えるための空調整備などの防災・安全対策の取組を進めてきました。今後も、子どもた

ちが安全に安心して学校生活を送れるよう、学校施設の防災・安全対策を進めていく必要

があります。

■	� 消防団の入団促進や消防本部の連携強化に取り組んできたところですが、近年の大規模な

災害の発生により、消防に寄せられる県民の期待はますます大きくなっていることから、

消防体制および消防力のさらなる充実・強化に取り組んでいく必要があります。
　	� また、高圧ガス等の保安の確保に向けた取組を行っていますが、高圧ガス施設等において

事故が発生していることから、高圧ガス等の取扱事業者に対して保安検査および立入検査

等を実施し、適正な保安管理等の徹底を指導することにより、事業者の自主保安を推進し、

産業保安の確保を図る必要があります。

　災害への備えから復旧・復興までの防災・減災対策の新たなステージへの進化に向け

て、県、市町、防災関係機関などのさまざまな主体が、それぞれの役割を果たすととも

に、各機関の連携・協力体制がより強化され、県民の皆さんの命と暮らしを守る災害に

強い社会づくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 112 防災・減災対策を進める体制づくり
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　防災・減災対策の計画的な推進
　「三重県防災・減災対策行動計画」等の計画を推進するとともに、新たな知見の導入や気候変

動への適応、訓練等による実効性の検証を通じた改善を図り、その成果を県民に周知していきます。

また、「三重県職員防災人材育成指針」等に基づく職員の育成とともに、災害への備えから復旧・

復興までを見据えて、防災・減災体制の強化を図ります。

■	 基本事業２　災害対策活動体制の充実・強化
　防災・減災に関する技術革新等をふまえ、気象庁等の防災関係機関や県民からの情報を災害対

策活動に活用することや、さまざまな訓練を通じて、地域の特性や課題に応じたきめ細かな対応に

向け災害対策活動体制の充実・強化を図ります。また、災害が発生した場合にも、早期の復旧・復

興ができるよう、ライフライン事業者やインフラ事業者、国、他の都道府県等との連携を進めます。

■	 基本事業３　災害保健医療体制の整備
　災害時においても必要な保健医療が提供できるよう、災害拠点病院の施設整備や病院における

業務継続計画（ＢＣＰ）の整備を支援するとともに、保健医療活動を支える人材の育成を進めます。

■	 基本事業４　教育施設の防災対策
　県立学校の計画的な老朽化対策を進め、学校施設の防災・安全対策の強化に取り組みます。ま

た、市町等の学校設置者に対して、防災・耐震対策に係る情報提供と助言を行い、地域における

学校等の防災機能の強化を図ります。

■	 基本事業５　消防・保安対策の充実・強化
　消防学校等での教育を通じた消防職員や消防団員の資質向上に努めるとともに、引き続き消防

団の入団促進や消防本部の連携強化などに取り組むことで、消防本部および消防団の組織の活性

化を支援し、消防体制および消防力の充実・強化を図ります。また、高圧ガス等を取り扱う事業者

に対して保安検査等を実施し、事故の発生防止に努めるとともに、研修会の開催等により、産業

保安の確保を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「三重県防災・減災対策行動計
画」における「公助」を対象と
した行動項目の進捗率

98.2％
（30年度） 100％ 「三重県防災・減災対策行動計画」における「公

助」を対象とした行動項目の進捗率の平均値

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県が主催し、市町・防災関係機
関と連携して継続的に実施して
いる訓練等の回数

13回
（30年度） 13回

県が主催し、継続的に実施している市町・防災関
係機関と連携した実動訓練および図上訓練の実施
回数

業務継続計画（ＢＣＰ）を整備
する病院の割合

31.2％
（30年度） 100％ ＢＣＰの考え方に基づく災害医療マニュアルを整

備した病院の割合

消防団員の条例定数の充足率 92.4％
（30年度） 93.3％ 各市町における消防団員の条例定数に対する実団

員数の割合

政策　Ⅰ－１　防災 ・減災、 国土強靱化

主担当部局 ：防災対策部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんの安全で安心な暮らしを確保するため、頻発・激甚化する水害・土砂災害や、発生が懸念

されている南海トラフ地震に対する備えとして、施設整備を推進するとともに、老朽化した施設の適切な

維持管理や警戒避難体制整備を支援する取組等、ハード・ソフト両面での取組を進め、「三重県国土強靱化

地域計画」に基づき地域の強靱化を図ります。

　また、施設の維持管理について、県民の皆さんの参画や協力を得ながら進めていきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 令和元（2019）年台風第 19 号や平成 30（2018）年７月豪雨など頻発・激甚化する水

害・土砂災害や大規模地震から、県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防災・減

災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を活用し、河川・海岸・治山・土砂災害防止施

設の整備や橋梁の耐震対策等を進めています。これらの防災・減災対策の必要性は依然と

して高く、さらなる推進が求められています。

■	� 「施設では防ぎきれない洪水は必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で洪水に備え

る「水防災意識社会」を構築する取組として、洪水浸水想定区域図の作成や高潮浸水想定

区域図の作成、土砂災害警戒区域等の指定などのソフト対策を進めています。これらの対

策は、県民の皆さんがリスクを把握し主体的な避難行動をとるための情報として、継続し

て取り組むことが求められています。

■	� 河川堆積土砂および河川内の樹木繁茂により浸水被害が助長されるおそれがあることか

ら、河川の流下能力を回復するため、堆積土砂撤去および樹木伐採を進めています。また、

老朽化が進んでいる河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の機能を確保するため、修繕・

更新を実施しています。引き続き、適切な維持管理と施設の老朽化対策が求められていま

す。

■	� 南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水

被害を軽減するため、海抜ゼロメートル地帯などにおける河川・海岸堤防や河口部の大型

水門、ダム等の耐震対策を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機

能の確保と強化が求められています。

■	� 災害発生時に災害対応を迅速かつ効率的に実施するため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化や

のり面の防災対策を重点的に進めてきました。引き続き、災害対応力の充実・強化に取り

組むことが求められています。

　自然災害からの被害を軽減させる「減災」の観点から、地域の実情をふまえた施設整

備や適切な維持管理が行われ、自然災害への対策が講じられている人家数が増加してい

ます。また、県民の皆さんの主体的な警戒避難に資する取組が進むとともに、災害発生

時に対応できる緊急輸送道路等の機能確保を図ることで、災害に対して安全・安心な県

土づくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 113 災害に強い県土づくり
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　洪水対策の推進
　洪水、高潮等による災害から、県民の皆さんの生命・財産を守るため、河川堤防の整備、河川

管理施設等の耐震化や計画的な老朽化対策、堆積土砂の撤去および樹木伐採等と併せて、想定

し得る最大規模の降雨を対象とした河川の洪水浸水想定区域図の作成等に取り組みます。

■	 基本事業２　土砂災害対策の推進
　土石流、がけ崩れ、地すべり等の土砂災害から、県民の皆さんの生命・財産を守るため、土砂災

害防止施設の整備や適切な維持管理等と併せて土砂災害警戒区域の指定等に取り組みます。特

に自力での避難が困難な要配慮者が利用する施設や避難所の保全を重点的に取り組みます。

■	 基本事業３　高潮・地震・津波対策の推進
　高潮、地震、津波による災害から、県民の皆さんの生命・財産を守るため、高潮災害防止のため

の海岸堤防の整備や、地震・津波対策としての堤防耐震化、粘り強い構造とする施設整備、計画

的な老朽化対策等に取り組みます。また、ソフト対策として高潮浸水想定区域図の作成に取り組み

ます。

■	 基本事業４　山地災害対策の推進
　山崩れや土石流等の山地災害から県民の皆さんの生命・財産を守るため、治山施設の整備や計

画的な老朽化対策等に取り組みます。

■	 基本事業５　緊急輸送道路等の機能確保
　災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路等の橋梁の計画的な耐震対

策やのり面の防災対策に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

自然災害への対策が講じられて
いる人家数（累計） 242,300戸 246,000戸 河川、砂防、海岸、治山事業により自然災害から

守られる人家数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

洪水浸水想定区域図作成河川
数（累計） 109河川 210河川 洪水による浸水想定区域図を作成した河川数

要配慮者利用施設、避難所の保
全施設数（累計） 302施設 314施設 砂防事業および急傾斜地崩壊対策事業による要

配慮者利用施設、避難所の保全施設数

緊急輸送道路上の橋梁の耐震
補強進捗率 84.0％ 93.0％ 緊急輸送道路上の橋梁のうち、耐震対策を完了し

た橋梁の割合

政策　Ⅰ－１　防災 ・減災、 国土強靱化

主担当部局 ：県土整備部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　誰もが住み慣れた地域で、安心して必要な医療を受けられるよう、

県民一人ひとりが医療提供体制に関する理解を深め、適切な受療行

動につなげていくことや、地域の関係者が医療機関の役割分担や連

携体制について協議する場を設けて意思形成していくことを通じて、

県民や関係者の皆さんと共に、地域の実情に応じた医療提供体制の

構築を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「団塊の世代」が全て 75 歳以上となる令和７（2025）年を見据え、地域における効率的

かつ質の高い医療提供体制を構築するため、病床の機能分化・連携、在宅医療等の充実に

向けた取組をさらに進めていく必要があります。

■	� 医師確保対策を総合的に進めてきたところ、過去 10 年間（平成 20（2008）年～平成 30

（2018）年）の医師数の増加が全国 11 位となるなど、若手医師を中心に、県内の医師数

は着実に増加しています。

■	� 一方、人口 10 万人あたりの医師数は、依然として全国平均を下回っているなど、医師不

足の状況は続いており、また、地域偏在や看護職員の不足等も課題となっていることから、

地域医療に従事する医師・看護職員の確保・定着を図っていく必要があります。

■	� 救急搬送件数が増加する中、高齢化の進展等をふまえ、救急医療体制をより一層、充実・

強化していく必要があります。また、安全・安心な医療を確保するため、県内医療機関に

おける医療安全体制の強化を図っていく必要があります。

■	� こころの医療センター、一志病院および志摩病院においては、地域医療構想など病院を取

り巻く状況をふまえながら、県立病院に求められる役割を適切に担うとともに、より一層

健全な病院経営に努めていく必要があります。

■	� 国民健康保険の財政運営の責任主体として、市町と共に各市町の保険財政の安定化や医療

費適正化を図っていく必要があります。

　病床の機能分化・連携、医療従事者の確保等、地域の医療提供体制の充実に取り組む

とともに、県民の皆さんと将来のあるべき医療提供体制を共有することで、患者の状態

に応じた適切な医療が提供される体制の整備が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 121 地域医療提供体制の確保

医師の訪問診療



第
２
章

第
１
節　

Ⅰ
「
守
る
」
～
命
と
暮
ら
し
の
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

第
２
編

65

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　地域医療構想の実現
　地域医療構想の実現に向けて、県内８地域の地域医療構想調整会議等において、関係者によ

る協議を進めるとともに、地域において不足する医療機能を担う病床や在宅医療提供体制の整備

支援等に取り組みます。

■	 基本事業２　医療分野の人材確保
　医師の地域偏在等の解消により地域における医療提供体制を確保するため、「三重県医師確保

計画」に基づき、地域医療に従事する医師確保対策に取り組みます。

　また、看護職員の確保に向けて、「人材確保」、「定着促進」、「資質向上」、「助産師確保」の４つ

の視点から総合的に看護職員確保対策に取り組みます。

■	 基本事業３　救急医療等の確保
　救命救急センターの運営やドクターヘリの運航、二次救急医療機関や周産期母子医療センター

の運営支援、救急医療情報システムや子ども医療ダイヤルの運営、県民への啓発活動等、救急医

療体制の整備等を進めるとともに、医療安全の推進に取り組みます。

■	 基本事業４　県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供
　県立病院では良質で満足度の高い医療サービスを提供するとともに、適切な経営計画に基づく

健全な病院経営を進めます。また、志摩病院の指定管理者に対して適切な指導監督を行います。

■	 基本事業５　適正な医療保険制度の確保
　国民健康保険財政を安定的に運営するため、「三重県国民健康保険運営方針」に基づき、財政

運営の責任主体として各市町の保険財政の安定化や事務の効率化に取り組むとともに、医療に要

する費用の適正化が図られるよう、各市町における地域の実情に応じた予防・健康づくりの取組を

支援します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

病院勤務医師数 2,142人
（30年度） 2,292人 県内の病院で勤務する常勤医師数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

地域医療構想の進捗度 48.5％ 79.0％
地域医療構想における必要病床数の達成に向け
た、医療機能ごとの割合の進捗度と、病床総数の
進捗度の平均

看護師等学校養成所の定員に
対する県内就業者の割合

70.2％
（30年度） 71.4％ 県内看護師等学校養成所の定員に対する県内に

看護職員として就業した者の割合

政策　Ⅰ－２　命を守る

主担当部局：医療保健部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　介護が必要となったり、認知症になっても、高齢者が安心して、可能な限り住み慣れた地域で暮らして

いけるよう、元気な高齢者をはじめとする地域のさまざまな主体による生活支援サービスの充実や、認知

症サポーターの養成および活動促進等に市町や関係団体と連携して取り組み、介護や認知症に対する県民

の理解と支援の輪を広げ、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年を目途に、重度な要介護状態となっても

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介

護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制（地域包括ケアシステム）を深化・

推進していく必要があります。

■	� 施設サービスを必要とする方の増加が見込まれる中で、市町と連携し、介護基盤の整備を

進めることにより、特別養護老人ホームの入所待機者の解消を図る必要があります。

■	� 介護ニーズが増加する中で、介護サービスの担い手となる介護人材の確保が課題となって

おり、市町や関係団体と協働して、総合的な対策を行っていく必要があります。

■	� 認知症高齢者の増加が見込まれることから、早期から適切な診断や対応ができるよう医療

と介護の連携を図るとともに、若年性認知症の方も含め、住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるよう、それぞれの地域で本人と家族を支えるための支援体制を構築していく

必要があります。

■	� 高齢者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、まちづくり活動と連携

し、それぞれの地域特性に応じた介護予防・重度化防止の取組や生活支援サービスの充実

を図る必要があります。

　利用者のニーズに応じた介護サービス等が一体的に提供されるとともに、地域住民等

による見守りや多様な生活支援が行われるなど、地域の特性に応じた地域包括ケアシス

テムが構築され、高齢者が介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしく

安心して暮らしています。また、介護基盤の整備と介護人材の確保等により、特別養護

老人ホームへの入所待機者が解消されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 122 介護の基盤整備と人材の育成・確保
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　介護基盤の整備促進
　特別養護老人ホーム等の介護施設の整備を行うとともに、市町等における介護保険事業の安定

的な運営を支援します。

■	 基本事業２　介護人材の確保
　介護人材の確保のため、三重県発の取組である「介護助手」のさらなる普及展開に向けた支援、

業務負担の軽減に資する介護ロボット等の導入促進を行うとともに、市町や事業者団体等と協働し、

参入促進、資質向上、労働環境の改善等の取組を行います。

■	 基本事業３　認知症施策先進県に向けた取組
　「共生」と「予防」を車の両輪として、認知症の人の視点を積極的に取り入れたピアサポートの推

進、認知症サポーターのステップアップによるチームオレンジの立ち上げ支援と活動促進、市町と

の協働によるＳＩＢ注） １ を活用した認知症予防に係る取組の検討等を行い、認知症施策を先進的・

総合的に推進します。

■	 基本事業４　介護予防・生活支援サービスの充実
　高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防・重度化防止等に係る市町、地域包括支援センター

等の取組を支援するため、研修会の開催、アドバイザーの派遣等を行います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

介護度が重度で在宅の特別養
護老人ホームの入所待機者数

210人
（30年度） ０人

介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入
所待機者数（入所を辞退した者等を除く実質的な
待機者数）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

特別養護老人ホーム施設整備定
員数（累計）

10,408床
（30年度） 10,998床 特別養護老人ホーム（広域型、地域密着型および

ショートステイの転換）の施設整備定員数

県内の介護職員数 27,818人
（29年度）

33,849人
（４年度）

都道府県介護職員数の県内介護職員数（厚生労
働省「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材
の必要数」）

政策　Ⅰ－２　命を守る

主担当部局：医療保健部

注） １　ＳＩＢ：�ソーシャル・インパクト・ボンド。民間の活力を社会的課題の解決に活用するため、民間資金を呼び込み成果報酬型の委
託事業を実施する新たな社会的インパクト投資の取組。
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　企業、関係機関・団体、市町との連携により、がんに対する啓発活動を行い、がん検診および精密検査

の受診率の一層の向上を図ります。また、蓄積された精度の高いがん患者罹患状況等の情報を分析し、が

ん予防等へ積極的に活用していきます。さらに、がん患者とその家族が、がんと向き合いながらよりよい療

養生活を送ることができるよう相談体制等の充実を図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� がんは、県内における死亡原因の第１位であり、重要な健康問題の一つとなっています。

「三重県がん対策推進条例」に基づき、さまざまな主体が連携・協力して、「がん予防」「が

ん医療の充実」「がんとの共生」など、それぞれの段階に応じた総合的ながん対策を推進し

ていく必要があります。

■	� がんの予防や早期発見を推進するためには、生活習慣の改善や、がん検診および精密検査

の受診率向上を図る必要があります。また、学習指導要領の改訂をふまえたがん教育を推

進する必要があります。

■	� 国のがん診療連携拠点病院の整備指針をふまえ、県内のがん診療連携体制を整備するとと

もに、蓄積されたがん登録データを活用して、がんの早期発見やがん治療の推進につなげ

る必要があります。

■	� がん患者やその家族の持つ不安や悩みを軽減し、がんと共生しながら可能な限り質の高い

療養生活を送ることができるように、緩和ケアの推進や、相談支援体制、情報提供等の充

実が必要です。

　がんの予防・早期発見から治療・予後までのそれぞれの段階に応じたがん対策が進

み、がんにかかる人やがんで亡くなる人が減少するとともに、がんと向き合って生活し

ていく患者やその家族への支援が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 123 がん対策の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　がん予防・早期発見の推進
　避けられるがんを防ぐため、がんに対する正しい知識の普及啓発や、医療関係者および教育関

係者と連携した児童、生徒へのがん教育を推進します。また、ナッジ理論注） １ などの手法を活用し

たがん検診の受診勧奨や、「三重とこわか県民健康会議」において企業、関係機関・団体、市町

との連携によるがん検診および精密検査受診率の向上を図ることにより、がんによる死亡率のより

一層の低減に取り組みます。

■	 基本事業２　がん医療の充実
　県内のがん患者が適切ながん医療を受けられるよう、がん診療連携体制の一層の充実を図ると

ともに、医科歯科連携等、多職種との連携を推進します。また、がん登録により得られた罹患率、

生存率等のデータの分析結果について、がんの早期発見やがん治療の推進につながるよう、市町、

医療機関等と連携しながら、情報の利活用を進めます。

■	 基本事業３　がんとの共生
　がん患者やその家族が診断時から適切な緩和ケアを受け、療養生活の質の向上を図るため、緩

和ケアに係る人材育成を支援します。また、がんに対する不安等を軽減するため、ライフステージ

に応じた支援の充実を図るとともに、治療と仕事の両立を支援するため、関係機関や団体、医療機

関等と連携した就労支援の取組を推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

75歳未満の人口10万人あたり
のがんによる死亡者数（年齢調
整後）

64.1人
（30年）

60.9人
（４年）

がんによる75歳未満の死亡状況について、年齢
構成を調整した県の人口10万人あたりの死亡者
数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

がん検診受診率（乳がん、子宮
頸がん、大腸がん）

乳がん
41.1％

子宮頸がん
47.8％

大腸がん
26.8％

（29年度）

乳がん
55.0％

子宮頸がん
55.0％

大腸がん
50.0％

（４年度）

乳がん、子宮頸がんおよび大腸がんに係るがん検
診受診率

がん診療連携拠点病院および三
重県がん診療連携準拠点病院
指定数

７か所
（30年度） 10か所

手術、薬物療法およびこれらの効果的な組み合わ
せによる、がんの標準的・集学的治療を提供する
医療機関数（がん診療連携拠点病院は国指定、三
重県がん診療連携準拠点病院は県指定）

がん患者等の就労について理解
を得られた企業数（累計）

1,045社
（30年度） 2,286社 説明会および事業所訪問で就労支援について理解

を得られた企業数

政策　Ⅰ－２　命を守る

主担当部局：医療保健部

注） １　ナッジ理論：�行動経済学で用いられる理論の一つで、「選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘導する方法」のこと。「ナッ
ジ（nudge）」とは「そっと後押しする」という意味。
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　企業、関係機関・団体、市町など、健康づくりに関するさ

まざまな主体・分野が連携し、オール三重で健康づくりに取

り組むことで、健康無関心層を含めた全ての県民にアプロー

チを図り、「誰もが健康的に暮らせるとこわかの三重」の実

現をめざします。

三重とこわか健康マイレージ事業キックオフイベント

● 

現
状
と
課
題

■	� 「人生 100 年時代」を迎える中、県民の皆さんの健康への関心がより一層高まっている一

方で、県民の皆さんの約半数が健康づくりに取り組んでいないことが課題となっています。

■	� 糖尿病については、年齢調整受療率は全国第２位となっているものの、新規透析患者数は

減少傾向にあります。糖尿病などの生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、企

業、関係機関・団体、市町と連携し、健康づくりの取組を進めるとともに、県民による主

体的な健康づくりの推進に取り組んでいます。

■	� 人口減少が進む中、地方創生を推進し、若者に選ばれる三重につなげるためには、企業に

おける健康経営の推進が必要です。

■	� 「全国トップクラスの健康づくり県」をめざすため、Society 5.0 やＳＤＧｓなどの新しい

考え方を取り入れ、さまざまなデータやテクノロジーを活用しながら、健康無関心層を含

めた全ての県民に対して、健康づくりの取組を推進するとともに、企業における主体的な

健康経営の取組を推進することが必要です。

■	� むし歯のない 12 歳児の割合が全国平均を下回る状況が続いていることから、効果的なむ

し歯予防対策が必要です。また、さまざまなニーズに対応するため、在宅歯科医療や障が

い児（者）歯科診療、医科歯科連携の推進が必要です。

■	� 難病医療費助成制度の円滑な運営のために、難病指定医の育成や指定医療機関の増加に取

り組むとともに、難病患者が身近な医療機関で適切な治療を継続できるように、拠点病院、

協力病院が連携し、さまざまなニーズに対応できる医療提供体制の拡充に取り組む必要が

あります。

　企業、関係機関・団体、市町と連携して健康づくりに取り組み、病気の予防、早期発

見、治療、療養生活の質の維持向上のための対策が進み、県民一人ひとりが適正な生活

習慣を身につけることにより、生涯を通じて健康的な生活を送っています。また、県民

の皆さんが生活習慣病や難病等にかかった時も、適切な治療や支援を受けています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 124 健康づくりの推進
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政策　Ⅰ－２　命を守る

主担当部局：医療保健部

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　健康づくり・生活習慣病予防活動の推進
　生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、企業、関係機関・団体、市町と連携し、さ

まざまなデータやテクノロジーを活用しながら、県民が主体的に取り組む健康づくりや企業の健康

経営の取組を推進するなど、社会全体で継続的に健康づくりに取り組みます。

■	 基本事業２　歯科保健対策の推進
　全身の健康につながる歯と口腔の健康を保つことで、生涯にわたり生活の質の向上が図られるよ

う、ライフステージに応じた歯科疾患予防や口腔機能の維持・向上に取り組みます。また、むし歯

予防の効果が高いフッ化物洗口の実施に向けて、教育委員会等と連携して積極的に取り組むととも

に、地域口腔ケアステーションを核とした在宅歯科保健医療連携などに取り組みます。

■	 基本事業３　難病対策の推進
　難病指定医等の育成や指定医療機関の増加により、医療費助成制度を円滑に運営するとともに、

拠点病院を中心とする医療提供体制の拡充に取り組みます。また、難病患者等の療養生活の質の

向上を図るため、生活・療養相談、就労支援を行います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

健康寿命
男性78.5歳
女性80.9歳

（29年）

男性79.6歳
女性81.4歳

（４年）

国の定める健康づくりの基本的方針である「健康
日本21（第２次）」の目的の一つであり、県民が
日常的に介護を必要とせず、自立して心身ともに
健康的な日常生活を送ることができる期間

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

特定健康診査受診率 52.2％
（29年度）

59.7％
（４年度）

三重県保険者協議会に所属する医療保険者が行
う特定健康診査（生活習慣病に関する健康診査）
の受診率

フッ化物洗口を実施している施
設数（累計）

159施設
（30年度） 259施設 フッ化物洗口を実施している幼稚園、保育所等の

数
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民や地域のさまざまな主体が参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに

創っていくことが求められています。このため、市町、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ボランティ

ア、ＮＰＯ、事業者等の皆さんとの協働・連携のもとに、地域の支え合い体制づくり、生活困窮者の自立

支援、ユニバーサルデザインのまちづくりなどを進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 相互扶助としての地域コミュニティの機能が失われつつある中、社会的に弱い立場に置か

れた人びとが社会から孤立し、地域で暮らし続けることが困難な状況が生じています。ま

た、複数の課題を抱えており、一つの側面からだけでは対応できないケースも見られます。

高齢者や障がい者、子育て家庭、生活困窮者などの支援を必要とする人を、地域住民やさ

まざまな主体が連携し、社会全体で支え合う体制づくりを進めていくことが必要です。

■	� 刑法犯認知件数が平成 14（2002）年をピークに年々減少している一方で、検挙者に占め

る再犯者の割合は上昇し 50％を占めるに至っており、再犯を防止し、県民の安全・安心を

確保するには、犯罪をした者等が地域で孤立せず、社会の一員として、地域社会とかかわ

りを持ちながら日常生活を営めるよう支援することが必要です。

■	� 福祉サービスを提供する社会福祉法人等が増加する中、効率的、効果的な指導監査等の実

施により、適正な運営と健全な経営を確保するとともに、提供される福祉サービスの質の

向上を図ることが必要です。

■	� ひきこもりや自殺の背景にはさまざまな事情や原因がありますが、こうした生きづらさを抱

えている人にしっかりと寄り添いながら、個々の状況に応じた適切な支援につなげるため、

関係機関の連携による包括的な支援体制を整備し、誰一人取り残さない支援が必要です。

■	� 生活困窮状態に陥った背景にはさまざまな要因が考えられ、生活困窮者の個々の状態に応

じた生活の保障や自立に向けた支援が必要です。

■	� ユニバーサルデザインの考え方をさらに広めるため、ユニバーサルデザインの考え方の浸

透を図り、さまざまな主体と連携して、ユニバーサルデザインの意識づくりに取り組むこ

とが必要です。また、事業者・設計者等の理解、協力を得ながら、よりユニバーサルデザ

インに配慮した公共施設や商業施設を整備することが必要です。

■	� 戦後生まれの世代が人口の大部分を占めるようになっているため、戦争の悲惨さと平和の

尊さを次世代に継承していくことが必要です。

　地域における支え合い体制づくりが進み、高齢者、障がい者、子育て家庭、生活困窮

者など、地域でさまざまな課題を抱える人が、社会から孤立することなく、質の高い福

祉サービスや必要とする支援を受けながら、誰一人取り残されることなく、住み慣れた

地域で安心して暮らすことができるとともに、一人ひとり個性や能力を発揮しながら、

希望を持って日々自分らしく生活しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 131 地域福祉の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供
　「三重県地域福祉支援計画」に基づき地域福祉の推進を図り、市町や社会福祉協議会との連

携を深め、民生委員・児童委員、ボランティア、地域住民等による地域福祉活動を支援するととも

に、福祉的援助を必要とする人が地域で安心して暮らすことができるよう支援します。また、犯罪を

した者による再犯を防止するため、「三重県再犯防止推進計画」に基づく取組を進め、関係機関等

と連携しながら、就労・住まいの確保、保健医療・福祉サービスの利用促進等の支援を行います。

さらに、社会福祉施設および事業所に対して効率的な指導監査等を実施するとともに、福祉施設

の第三者評価の受審促進、福祉サービスに対する苦情解決を行います。

■	 基本事業２　生きづらさを抱えている人を受け止める社会づくり
　ひきこもりなどで生きづらさを抱えている人が、社会の中で孤立することなく、安心して生活でき

るよう、電話や面談による相談対応のほか、支援者研修などに取り組みます。また、県、市町、関

係機関・団体等で構成するネットワーク組織の連携を強化し、子ども・若者から高齢者まで幅広い

世代に対応した対策を進めるとともに、さまざまな課題を抱える人を包括的に受け止め、誰一人取

り残すことなく、適切なサービスにつなぐ相談支援体制の構築を進めます。

■	 基本事業３　生活困窮者の生活保障と自立支援
　生活保護の適正実施、生活保護受給者の自立支援を進めるとともに、さまざまな課題を抱えた

生活に困窮する人に対して、相談支援等を実施することで自立の促進を図ります。

■	 基本事業４　ユニバーサルデザインのまちづくりの推進
　ヘルプマーク、おもいやり駐車場利用証制度の普及や学校での出前授業等に取り組むとともに、

「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に定める整備基準や適合証の啓発、鉄道

駅等のバリアフリー化の支援等を進めます。

■	 基本事業５　戦没者遺族等の支援
　戦争犠牲者への慰霊事業を行うとともに、戦争の悲惨さと平和の尊さを次世代へ継承するため、

慰霊事業への次世代遺族の参列を促します。また、戦没者遺族や戦傷病者に必要な支援を行いま

す。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

地域福祉計画を策定している市
町数 18市町 29市町 地域共生社会の実現に向けた地域福祉計画を策

定している市町数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

40歳未満の自殺死亡率 14.2
（30年）

12.1
（４年）

40歳未満（子ども・若者世代）における人口10
万人あたりの自殺者数

自立相談支援機関の面談・訪
問・同行支援の延べ件数

8,736件
（30年度） 10,426件

福祉事務所設置自治体において、自立相談支援機
関（相談窓口）で実施している生活困窮に関する
相談に対する、面談や訪問、同行支援の件数

（出典：生活困窮者自立支援統計システム）

ヘルプマークを知っている県民
の割合

58.1％
（30年度） 85.0％ ヘルプマークを知っている県民の割合

政策　Ⅰ－３　支え合いの福祉社会

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　障がい者が地域社会で生きがいを感じながら安心して暮らすことができるよう、障害者権利条約におけ

る「障害者を保護の客体から権利の主体へ」との考え方に基づき、県民の皆さんが社会全体で障がい者と

の対話を通じて社会的障壁の除去に取り組み、地域の多様な構成員が相互の理解と支え合いにより、障が

い者の自立と社会参加を妨げているさまざまな要因の解消を図っていくことで、障がい者がその個性と能力

を発揮し、社会のあらゆる分野に参加・参画できるための取組を進めていきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 障がい者の地域生活を支援するための取組を進めることで、グループホームなどの障害福

祉サービスの充実、工賃の向上や一般就労者数の増加など障がい者の自立に向けた環境整

備は進みつつありますが、引き続き居住の場や日中活動の場、地域生活を支える障害福祉

サービス等の充実や、医療的ケアが提供できる事業所の拡充を図る必要があります。また、

工賃向上や多様な就労の場の確保と定着への支援を強化し、さらには、社会的事業所をは

じめとした障害者就労施設等からの優先調達を推進することで、障がい者が住み慣れた地

域で自立した生活を送ることができるよう、より一層取組を進めることが必要です。

■	� 農林水産分野における障がい者の就労の場の創出に取り組んでいます。今後、障がい者が

農林水産分野でさらに活躍できるよう、引き続き就労支援の充実を図る必要があります。

■	� 障がい者が身近な市町で相談が受けられる相談支援の提供体制構築と支援の質的向上のた

め、広域的・専門的な相談支援体制の整備に取り組んでいますが、さまざまな障がい状況

に対応し、誰もが望む生活が送れるよう、引き続き相談支援の強化を図り、地域における

人材育成体制の構築を推進することが必要です。

■	� 精神科病院の長期入院患者の地域生活への移行をさらに進めるとともに、精神障がい者が

不調を来した場合も早期かつ適切に医療や支援が受けられ、地域で安心して生活できる体

制づくりの推進が必要です。

■	� 障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現に向けて、国においては障害者差別解消法や障害者虐待防止法、また、

県においては「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」や

「三重県手話言語条例」の整備が進められてきましたが、障がいを理由とする差別の解消や

障がい者虐待の防止、障がい者の情報保障など社会参加環境の整備のより一層の取組が必

要です。

　障がい者がライフステージをとおして、どこで誰と生活するかを選択する機会が確保

されています。また、多様な働き方が選択でき、働くことを通じた自己実現の機会や、

レクリエーション・文化活動などに参加する機会が確保されるとともに、障がい者差別

の解消および虐待の防止、障がい者の情報保障など、障がい者の権利を守るための取組

が進み、障がい者が地域で生きがいを感じながら安心して暮らすことができる社会づく

りが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 132 障がい者の自立と共生
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実
　障がい者が地域で必要な支援を受けながら、自立し安心して暮らすことができるよう、障害福祉

サービスや地域生活支援事業の充実、医療的ケア児・者の受け皿の拡充、就労の場の確保および

職場への定着支援、福祉的就労事業所における工賃向上に取り組みます。

■	 基本事業２　農林水産業と福祉との連携の促進
　障がい者が農林水産分野で活躍できるよう、農福連携に取り組む福祉事業所や農林水産事業

者の経営発展を促進するとともに、農林水産業と福祉をつなぐ人材の育成やマッチングの仕組みづ

くりなどの支援体制を強化することで、障がい者の就労機会の拡大に取り組みます。

■	 基本事業３　障がい者の相談支援体制の整備
　障がい者が自ら生活の場や暮らし方を選択し、地域で暮らし続けることができるよう、広域的・

専門的な相談支援の強化と、地域における人材育成体制の構築による相談支援の一層の質的向

上を図り、障がい者のニーズの多様化、高度化に適切に対応できる相談支援体制の整備を推進し

ます。

■	 基本事業４　精神障がい者の保健医療の確保
　精神障がい者の地域移行の取組やアウトリーチ、精神科救急医療体制の整備など、精神障が

い者や家族が適切な医療や支援を受けて安心して暮らせるよう、「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステム」の構築を図ります。また、依存症について、相談体制の整備や、専門医療機関の確

保に努めるとともに、相談機関、専門医療機関と自助グループ等との連携を進めます。

■	 基本事業５　障がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進
　「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」についての普及啓発、障

がいを理由とする差別の解消のための支援体制等の強化や、障がい者虐待の未然防止、早期発見、

迅速で適切な対応のための取組を進めるとともに、情報コミュニケーションに係る支援、スポーツや

芸術文化活動などへの参加機会の充実など、障がい者の社会参加環境の整備に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

グループホーム等において地域
で自立した生活をしている障が
い者数

1,568人
（30年度） 2,128人

居住支援系サービスであるグループホーム（共同
生活援助）や自立生活援助を利用することで、地
域で生活している障がい者数（出典：三重県国民
健康保険団体連合会「サービス利用状況集計」）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

障がい児・者の日中活動を支援
する事業所の利用者数

12,665人
（30年度） 16,143人

日中活動系サービスである生活介護、療養介護、
就労系サービスである就労移行支援、就労継続支
援、就労定着支援、障害児通所系サービスである
児童発達支援、放課後等デイサービスを利用する
ことで、日中活動している障がい児・者数（出典：
三重県国民健康保険団体連合会「サービス利用状
況集計」）

農林水産業と福祉との連携によ
る新たな就労人数 － 70人 福祉事業所と農林水産事業体において、農林水産

業に新たに年間12日以上従事した障がい者数

政策　Ⅰ－３　支え合いの福祉社会

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部
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注） １　リスクアセスメントツール：�児童虐待による死亡等重篤な事例を発生させないことを目的に、緊急出動や一時保護についての判断
基準を明確化したもの。

注） ２　アドボケイト：�子どもや障がい者など、自分の意見を伝えるのが困難な人に代わりその意見を代弁し権利を擁護する者。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　社会的養育を必要とする要保護児童などが安心して健やかに暮らせるよう、県民一人ひとりが要保護児

童とその家族に対する理解を深めるとともに、地域の市町、医療機関、警察、里親、施設等が連携し合い、

地域社会がセーフティネットを機能させて支援を行います。

● 

現
状
と
課
題

■	� 児童虐待相談対応件数は全国的に増加しており、その内容もより複雑化する中、これまで

介入支援機能や法的対応力の強化に向けた専門職の配置、全国に先駆けた独自のリスクア

セスメントツール注） １ の導入、相談業務へのＡＩ活用に向けた実証実験、子どもの権利擁

護のためのアドボケイト注） ２ の養成など、相談支援体制の強化に取り組んできました。さ

らに、県民全体で児童虐待の防止に取り組む決意をあらためて示すため、社会情勢の変化

やこれまでの取組をふまえ、「子どもを虐待から守る条例」を改正し、引き続き、児童相談

所の機能の充実や市町や警察等との連携を強化し、社会全体で児童虐待の防止に取り組ん

でいく必要があります。

■	� 平成 23（2011）年３月、子どもの権利が尊重される社会の実現をめざして、「三重県子

ども条例」を制定し、県民をあげて、子どもが豊かに育つことができる地域社会づくりに

取り組んできました。さらに、平成 27（2015）年３月には、家庭から離れてもより家庭

的な環境で生活できるよう「三重県家庭的養護推進計画」を策定し、施設や里親関係者と

協力し、里親委託の推進や施設の小規模化および地域分散化を進めてきたところ、里親委

託率は全国平均を上回るペースで伸びているとともに、家庭的な養育環境の施設も年々増

加しています。そのような中、平成 28（2016）年には、「児童福祉法」が改正され、子

どもが権利の主体であることに加え、家庭養育優先原則が明確に示されたことから、今後

は「新しい社会的養育ビジョン」の理念に沿って、社会的養育の推進に向け、里親委託と

施設環境の充実をさらに推進するとともに、子どもの権利擁護の取組、自立支援の推進、

市町の子ども家庭支援体制の構築を進める必要があります。

　地域社会全体の児童虐待防止に対する理解が進み、児童虐待の未然防止や早期発見・

早期対応により、虐待被害から子どものかけがえのない命や尊厳が守られています。ま

た、全ての子どもが、家庭あるいは良好な家庭的環境でできる限り養育されるよう、市

町による子ども家庭支援の充実や里親委託の促進、施設の小規模グループケア化などの

取組が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 133 児童虐待の防止と社会的養育の推進
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取
組
方
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■	 基本事業１　児童虐待対応力の強化
　児童虐待対応力の強化に向け、児童相談所の専門職を増員して体制強化を図ります。また、子ど

もの安全を最優先に考えた迅速な初期対応、虐待があった家庭への支援を行うなど、的確な児童

虐待対応に取り組みます。さらに、市町における子ども家庭総合支援拠点の設置に向けた支援を行

い、市町の児童相談体制の強化を促進するとともに、児童虐待防止の啓発や関係機関との連携強

化等に取り組み、児童虐待の未然防止、早期発見および早期対応につなげます。

■	 基本事業２　社会的養育の推進
　社会的養護を必要とする全ての子どもが、家庭的な養育環境の中で豊かに育つことができるよう、

「三重県社会的養育推進計画」に基づき、里親制度の周知や里親登録者の増加と、里親の養育技

術の向上等に取り組み、里親委託を推進するとともに、児童養護施設等の小規模化・多機能化等

を促進します。さらに、子どもの権利擁護や社会的養護の子どもの自立支援、市町の子ども家庭

支援体制の構築に向けた取組を行います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

児童虐待の早期対応力強化に取
り組む市町数

15市町
（30年度） 29市町

県が派遣するスーパーバイザーやアドバイザーの
専門的知見の活用などにより児童虐待の早期発
見、早期対応力の向上に取り組む市町数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

児童養護施設・乳児院の多機能
化等の事業数（累計）

８事業
（30年度） 16事業

児童養護施設・乳児院が行う、児童家庭支援セン
ター、一時保護専用施設、フォスタリング注） ３ 機
関等の事業数

里親・ファミリーホームでケア
を受けている要保護児童の割合

28.8％
（30年度） 35.0％

里親・ファミリーホームへの委託児童数、児童養
護施設・乳児院に入所している児童数の総和のう
ち、里親・ファミリーホームへの委託児童の割合

（出典：福祉行政報告例）

政策　Ⅰ－３　支え合いの福祉社会

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部

注） ３　フォスタリング：�里親のリクルートおよびアセスメント、里親登録前後および委託後における里親に対する研修、子どもと里親家庭の
マッチング、委託期間中および委託解除後のフォローなど、質の高い里親養育のための包括的な支援。

子ども虐待防止啓発月間におけるオレンジリボンツリーの展示
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注） １　重要犯罪：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐および人身売買をいいます。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんの理解と協力を得ながら、地域ぐるみのきめ

細かな防犯対策や関係機関・団体等による自主防犯活動を促

進するとともに、適正捜査を推進し、発生した犯罪の徹底検

挙を図ります。また、犯罪被害者等に対する関係機関等と連

携した総合的な支援体制の整備や地域社会における理解の促

進に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県民の皆さんの安全と安心を確保するため、犯罪の防止と検挙に取り組んできた結果、令

和元（2019）年中の刑法犯認知件数は、戦後最少を記録しました。その一方で、被害者に

重大な危害を及ぼす重要犯罪注） １ や、高齢者等を狙った特殊詐欺は後を絶たず、また、ス

トーカー・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）事案の認知件数や、サイバー犯罪等に

関する相談件数が高止まりするなど、治安情勢は、依然、予断を許さない状況にあります。

さらに、近年、下校中の女児が殺害される事件、登校中の児童らが殺傷される事件、多数

の社員が放火により殺害される事件など、社会の耳目を集める凶悪事件が全国的に相次い

で発生していることも相まって、治安に対する県民の皆さんの不安を解消するには至って

いません。

■	� このような現状において、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社

会を構築するためには、自治体や地域住民、ボランティア団体など、さまざまな主体との

連携による犯罪防止に向けた取組と、重要犯罪をはじめ、特殊詐欺やストーカー・ＤＶ事

案、サイバー犯罪など、県民の皆さんに不安を与える犯罪に対する検挙活動を一層推進す

る必要があります。

■	� 犯罪被害者等を支える社会の形成を促進することを目的に「三重県犯罪被害者等支援条例」

を制定し、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図る「三重県犯罪被害者等見舞金」を創設

しました。しかし、犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援が適切に提供される必要があ

ることや、必要な支援は多岐にわたることから、市町をはじめとする関係機関等との連携

を強化し、総合的な支援体制を整備する必要があります。また、二次被害を防止するため、

犯罪被害者等に対する県民の理解促進を図る必要があります。

　市町や地域住民、ボランティア団体、事業者、学校等との連携による犯罪防止に向け

た取組と、発生した犯罪に対する検挙活動の推進により、県民の皆さんが安全で安心し

て暮らせる、犯罪の起きにくい社会が構築されています。また、社会全体で犯罪被害者

等に対する支援が行われています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

犯罪に強いまちづくり施策 141

街頭警戒活動
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進
　自治体等と連携した防犯設備の整備・拡充、自主防犯活動の活性化を図るための支援、子ども

の安全確保、少年の非行防止、特殊詐欺の被害防止など、犯罪防止に向けた取組を推進するとと

もに、サイバー空間の安全・安心の確保を図ります。

■	 基本事業２　犯罪の徹底検挙のための活動強化
　迅速・的確な初動捜査の徹底、捜査支援システムの活用や科学捜査の推進など、客観証拠確

保のための取組を強化し、検挙および暴力団対策等各種対策を行うことで、被害者に重大な危害

を及ぼす重要犯罪をはじめ、特殊詐欺やサイバー犯罪など、県民の皆さんに不安を与える犯罪の徹

底検挙を図ります。

■	 基本事業３　県民の安全を守る活動基盤の整備
　老朽・狭隘な交番・駐在所の建て替えや、装備資機材の充実・強化、捜査支援システムの拡充

など、警察活動を支える基盤の強化に取り組み、犯罪防止と徹底検挙を進めます。

■	 基本事業４　犯罪被害者等支援の充実
　犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が途切れなく提供されるよう、市町をはじめとする関

係機関等との連携を強化し、総合的な支援体制を整備するとともに、犯罪被害者等の置かれてい

る状況や支援の必要性について、県民の理解促進を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

刑法犯認知件数 10,322件 7,500件
未満

刑法犯（道路上の交通事故に係る業務上（重）過
失致死傷を除く）について、１年間に被害の届出
や告訴・告発を受理等した件数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「子ども安全・安心の店」認定事
業所数 262事業所

1,000
事業所

以上

通学路に面し、子どもの保護活動、見守り活動の
ほか、地域住民への犯罪被害防止に関する情報発
信、自主防犯活動に関する広報等を行う「子ども
安全・安心の店」として三重県警察が認定した営
業所・店舗数

重要犯罪の検挙率 94.8％ 90％以上 重要犯罪に係る当該年の認知件数に対する検挙
件数の割合

機動力の向上、施設の老朽化・
津波浸水への対策を講じた交
番・駐在所数

80か所 100か所
以上

さまざまな警察事象に迅速・的確に対応するため
の対策を講じた交番・駐在所の数

犯罪被害者等支援施策集を作
成した市町数 １市 29市町

市町における犯罪被害者等支援施策や相談窓口
等を取りまとめた「犯罪被害者等支援施策集」を
作成した市町数

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：警察本部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民一人ひとりの交通安全意識の醸成が図れるよう、市町、

国の機関、関係団体などさまざまな主体と連携して交通安全教

育や啓発活動などを行い、交通事故防止の取組を進めていき

ます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県内の交通事故死者数・交通事故死傷者数は、長期的に減少傾向が続き、過去最少レベル

にありますが、県民の皆さんが安全・安心に暮らしていくにはまだまだ厳しい情勢にある

ことから、現状の交通事故抑止対策を維持しつつ、さらなる対策の推進が求められていま

す。

■	� 飲酒運転違反の厳罰化にも関わらず、飲酒運転事故や飲酒運転違反者がなくならない現状

にあり、「飲酒運転はしない、させない」という意識の定着や、アルコール依存症などの関

連問題を含めた取組が求められています。

■	� 全国的に子どもや高齢運転者が当事者となる交通事故が問題となる中、本県でも高齢者が

当事者となる交通事故の占める割合が増加傾向にあり、また、次代を担う子どもを交通事

故から守ることは社会的要請であることから、子どもや高齢者の交通事故抑止対策の推進

が喫緊の課題となっています。

■	� 人口 10 万人あたりの死者数が、都道府県別に見て常に多いことから、交通事故死者数の

さらなる減少に向けて、交通安全意識や交通マナーの向上のための教育・啓発、交通指導

取締りや交通安全施設の整備など、ソフト・ハード両面から交通安全対策を一層強力に推

進することが求められています。

横断歩道“ＳＯＳ”の日　交通安全街頭活動

　県民の皆さんをはじめ、さまざまな主体と連携が進み、それぞれの特性を生かした交

通事故防止対策を実施するとともに、「飲酒運転をしない、させない」意識が高まり、

安全運転サポート車や後付け安全運転支援装置が普及することなどにより、幼児から高

齢者に至るまで安全・安心な交通環境が実現し、交通事故死者数が減少しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 142 交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）を
めざす安全なまちづくり
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■	 基本事業１　交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進
　四季の交通安全運動をはじめ、広報・啓発を推進するとともに、それぞれの年齢層に合わせた

参加・体験・実践型の交通安全教育を実施します。

　高齢者の交通事故防止対策として、市町や関係団体と連携の上、安全運転サポート車、後付け

安全運転支援装置などの普及、運転免許証自主返納の支援などの取組を重点的に進めます。

■	 基本事業２　飲酒運転０（ゼロ）をめざす教育・啓発および再発防止対策の推進
　県民一人ひとりに規範意識の定着を図るため、関係団体や教育機関などと連携し、教育・啓発

活動を推進します。

　また、飲酒運転違反者への教育やアルコール依存症の受診義務などの取組により再発防止を図

ります。

■	 基本事業３　安全で快適な交通環境の整備
　歩行者や運転者が安全で快適に通行できるよう、「ゾーン30」注） １ の整備および老朽化した信

号機や道路標識等の適正管理をはじめとする交通安全施設の整備を推進します。

■	 基本事業４　交通秩序の維持
　飲酒運転、横断歩行者等妨害、速度超過等の悪質性・危険性の高い違反、シートベルト着用

およびチャイルドシート使用に係る違反に重点を置いた交通指導取締りのほか、交通安全教育、広

報啓発活動を推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

交通事故死者数 75人 60人以下 交通事故発生から24時間以内の死者数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

交通事故死傷者数 4,763人 3,100人
以下 交通事故による死者数と負傷者数の合計

高齢運転者事故件数 783件 580件
以下 高齢者が第一当事者となった人身事故発生件数

飲酒運転事故件数 36件 23件
以下 飲酒運転が関係する人身事故発生件数

「ゾーン30」整備地区数
（累計） 47地区 55地区

以上
生活道路における歩行者等の安全確保対策である

「ゾーン30」の整備地区数

横断歩道の平均停止率 20.7％ 60.0％
以上

信号機のない横断歩道を人が渡ろうとした時の自
動車の停止する割合

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：環境生活部

注） １　ゾーン30：�生活道路における歩行者等の安全な通行を確保することを目的として、区域（ゾーン）を定めて最高速度30キロメー
トル毎時の速度規制を実施するとともに、その他の安全対策を必要に応じて組み合わせ、ゾーン内における速度抑制
や、ゾーン内を抜け道として通行する行為の抑制等を図る生活道路対策。
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんの人や社会・環境に配慮した消費活動を促進

します。

　また、消費生活の安全を地域で支え合う意識の醸成を図り、

県や市町、消費者団体、事業者団体、地域住民等さまざまな

主体の協創により、地域における見守りや消費者教育、啓発

活動等を行うことで、消費者トラブルの未然防止や早期解決

を図ります。

消費者啓発推進キャンペーンの様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 高度情報通信社会の進展や新技術を活用した新たなビジネスの登場など、消費者の利便性

が高まる一方で、新たな消費者トラブルの発生が懸念されることから、一層の消費者教育、

啓発活動を行うとともに、消費者に身近な市町における相談体制の充実に向けた取組が必

要です。

■	� 「民法」の改正により、令和４（2022）年４月から成年年齢が 18 歳に引き下げられるこ

とに伴い、これまで未成年者取消権で保護されてきた 18 歳、19 歳の若年者が保護対象か

ら外れることとなるため、若年者の消費者被害拡大防止に向けた取組の強化が必要です。

■	� 消費生活相談件数に占める高齢者の割合が年々増加していることから、高齢者の消費者ト

ラブル防止のための取組を一層進めるとともに、消費者に身近な市町における見守り体制

の充実に向けた取組が必要です。

■	� 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監

視・指導を行うほか、事業者における自主的な取組を支援していくことが必要です。

　県や市町、消費者団体、事業者団体、地域住民等さまざまな主体が連携することによ

り、消費者一人ひとりが消費生活に関する正しい知識を得て、事業者との契約トラブル

等を回避する自主的かつ合理的な消費活動を行うとともに、単なるサービスの受け手と

してではなく、社会、経済、環境などに消費が与える影響を考えて商品・サービスを選

ぶなど、公正で持続可能な社会の形成に寄与するような消費生活を営んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 143 消費生活の安全の確保
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■	 基本事業１　自主的かつ合理的な消費活動への支援
　公正で持続可能な社会を形成するためには、消費者が正しい知識を得て消費者トラブルを回避

し、人や社会・環境に配慮した消費活動である倫理的消費（エシカル消費）を意識するなど、消費

者の自覚や自発的な行動が重要であることから、市町やさまざまな主体が参画する「みえ・くらしの

ネットワーク」等と連携した取組を実施するとともに、幼児期から高齢期までのさまざまなライフス

テージに応じた効果的な消費者教育、啓発活動等を実施します。

　特に、令和４（2022）年４月から「民法」の成年年齢が引き下げられることをふまえ、教育機関

等と連携し、若年者に向けた取組を強化して実施します。

■	 基本事業２　消費者被害の救済、適正な取引の確保
　「三重県消費生活センター」の専門性を確保し、消費者被害救済のための相談に迅速かつ適切

に対応するとともに、市町を含む相談員の資質向上等を図り、県内どこに住んでいても質の高い相

談が受けられるよう、県全体の相談対応能力の向上を図ります。また、高齢者等の消費者トラブル

を防ぐため、市町における消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置を促進し、地

域における見守り体制の構築を推進します。

　さらに、適正な商取引や商品・サービスの表示が行われるよう、事業者を監視・指導します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

消費者トラブルに遭った時に消
費生活相談を利用するとした人
の割合

62.5％
（30年度） 70.0％

消費者トラブルに遭った時に消費生活センターや
市町の消費生活相談窓口を利用するとした人の割
合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

高齢者や若年者に向けた消費生
活講座等に参加した人数

5,244人
（30年度） 7,800人

消費者トラブルの防止等のために県が実施する高
齢者や若年者等に向けた消費生活講座等に参加
した人数

消費生活相談においてあっせん
により消費者トラブルが解決し
た割合

92.1％
（30年度） 95.0％

消費生活相談において、「三重県消費生活セン
ター」があっせんを行った相談のうち、消費者ト
ラブルが解決した割合

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：環境生活部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　安全な製品やサービスが供給され安心して利用でき

るよう、医薬品等製造業者等や生活衛生営業施設等営

業者に自主管理を促すとともに、県民一人ひとりの献血

意識の向上に取り組みます。

　また、県民一人ひとりが安心して豊かに暮らせるよう、

関係機関等と連携し、動物を愛護する意識の向上や動

物愛護管理の取組を推進するとともに、薬物乱用防止

に係る意識啓発を行うなど、薬物乱用防止の取組を強

化します。 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動における街頭啓発

● 

現
状
と
課
題

■	� 医薬品等製造業者等への監視指導や、県民の皆さんへの医薬品等の適正使用のための情報

提供などを行うとともに、患者本位の医薬分業の実現等をめざし「かかりつけ薬剤師・薬

局」を推進しています。引き続き、医薬品等の品質、有効性および安全性の確保を図ると

ともに、将来にわたり安全な血液製剤を安定的に確保するため、若年層に対する献血啓発

などに取り組む必要があります。

■	� 動物愛護管理の拠点として三重県動物愛護推進センター「あすまいる」を平成 29（2017）

年５月に開所し、動物愛護教室などの普及啓発活動、飼い主への終生飼養の指導や飼い主

のいない猫の不妊・去勢手術などの引取り数を減らす取組、譲渡事業等に取り組んだとこ

ろ、犬・猫の殺処分数が大幅に減少しました。引き続き、人と動物が安全・快適に共生で

きる社会をめざし、取組を推進する必要があります。

■	� 民間団体、学校、市町等の関係機関と連携し、薬物乱用防止に関する啓発、取締りなどに

取り組んでいます。近年、若年層を中心に大麻事犯検挙者数が増加していることから、こ

れまで以上に薬物乱用防止対策を進める必要があります。

■	� 生活衛生営業施設等に対する監視指導や衛生管理に関する講習会等を行っています。引き

続き、施設における衛生確保を図るため、監視指導などに取り組む必要があります。

　医薬品や医療機器などの品質管理体制の整備により医薬品等の安全が確保されると

ともに、生活衛生営業施設等の衛生が確保され、安全なサービスや製品が提供されてい

ます。

　また、さまざまな主体と連携し地域全体で取り組むことで、動物の殺処分がなくなる

とともに、薬物が容易に入手できない環境が整備されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 144 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進
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■	 基本事業１　医薬品等の安全な製造・供給の確保
　医薬品等製造業者等の監視指導を行うとともに、県民の皆さんに対する医薬品等の適正使用に

関する啓発や知識の普及を図るほか、「かかりつけ薬剤師・薬局」の推進に努めます。また、献血

について、県民の皆さんへの啓発に加え、高校生などを対象としたセミナーの開催や献血ボランティ

ア活動の推進を通じた若年層の献血者の確保に取り組みます。

■	 基本事業２　人と動物との共生環境づくり
　人と動物が安全・快適に共生できる社会をめざし、三重県動物愛護推進センター「あすまいる」

を県の動物愛護管理の拠点として、さまざまな主体と連携しながら、譲渡事業等、殺処分をなくす

ための取組等を推進するとともに、災害時におけるペットの防災対策や人型ロボットの配置により収

集した情報の利活用等に取り組みます。

■	 基本事業３　薬物乱用防止対策の推進
　学校等における薬物乱用防止教室などの講習会や「ダメ。ゼッタイ。」普及運動などの啓発によ

る「未然防止対策」、警察等関係機関と連携した「取締対策」、さらに薬物依存症者やその家族等

に対する支援を中心とした「再乱用防止対策」の３つの対策により、薬物乱用を許さない社会環境

づくりを進めます。

■	 基本事業４　生活衛生営業施設等の衛生確保
　生活衛生営業施設等の監視指導や講習会等を行い、生活衛生営業施設等営業者の自主的な

衛生管理の促進を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

やむを得ず殺処分を行った犬・
猫の数

115匹
（30年度） ０匹

保健所に収容した犬・猫のうち、やむを得ず殺処
分を行った犬・猫の数（治癒の見込みがない病気
などの理由により殺処分した数を除く）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内の医薬品等製造施設のうち
不良医薬品等を出さなかった施
設の割合

98.8％
（30年度） 100％

県内の医薬品等製造施設のうち、重篤な健康被害
の原因となる不良医薬品等や健康被害の原因とな
る可能性のある不良医薬品等を出さなかった施設
の割合

献血を行った10代の人数 2,095人
（30年度） 2,400人 県内の献血ルームおよび献血バスで献血を行った

10代の人数

薬物乱用防止に関する知識と理
解を深めた県内学校の児童生徒
等の人数

54,702人
（30年度） 58,000人 薬物乱用防止に関する知識と理解を深めた県内の

小中学校、高等学校の児童生徒や大学生等の人数

健康被害が発生しなかった生活
衛生営業施設の割合

100％
（30年度） 100％

生活衛生営業施設（公衆浴場、理容所、美容所、
クリーニング所、旅館、興行場）のうち健康被害
の発生がなかった施設の割合

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：医療保健部
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注） １　ＨＡＣＣＰ：�Hazard Analysis Critical Control Point（危害分析重要管理点）の頭文字。食品の製造において、施設の清掃や食品
取扱者の衛生管理等の従来の一般衛生管理に加え、製造の工程ごとに微生物や異物混入の危害があるか分析し、管理
することで食品の安全性を高め、食中毒等の被害を未然に防ぐ衛生管理方法。

注） ２　ＣＳＦ：�ＣＳＦ（Classical Swine Fever）ウイルスにより起こる豚、イノシシの熱性伝染病。「家畜伝染病予防法」に基づき家畜
伝染病に指定されており、豚やイノシシへの強い伝染力と高い致死率が特徴であり、人に感染することはありません。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　安全で安心な食品が供給され、県民の皆さんが安心して暮らせるよう、食品関連事業者や関係団体の皆

さんなど幅広い分野の方々と連携して、食品関連事業者等のコンプライアンス意識の向上や自主管理の促

進、消費者への啓発等に取り組むとともに、リスクコミュニケーションの機会を通じて相互理解を深めま

す。

● 

現
状
と
課
題

■	� 食の安全・安心の確保のためには、食品関連事業者や生産者のコンプライアンス意識の向

上を図るとともに、自主的な取組を促進することが必要です。また、消費者自らが食品に

対する知識と理解を深め、判断・選択することが必要なことから、食品関連事業者、生産

者および行政の取組を知る機会を増やし、相互理解を促進することが必要です。

■	� 食品の製造・加工・流通から消費に至る過程において、衛生管理や食品表示等の監視指導、

食品の検査等に取り組んでいます。引き続きこれらの取組を実施し、県内に流通する食品

の安全性を確保する必要があります。

■	� 食品事業者は、「食品衛生法」の改正に伴うＨＡＣＣＰ注） １ に沿った衛生管理や、「食品表

示法」の経過措置期間終了による新制度に基づく食品表示に対応する必要があることから、

ＨＡＣＣＰに沿った適切な衛生管理や新制度に基づく適切な食品表示が行われていること

を確認する必要があります。

■	� 食の安全・安心に対する消費者の不安を解消するため、農薬、肥料、動物・水産用医薬品

や飼料等の適正使用の管理および安全・安心な農水産物生産システムの構築を図る必要が

あります。

■	� 家畜伝染病の発生防止に向け、県内畜産農場における防疫体制の強化を図る必要がありま

す。特に、県内での野生イノシシへのＣＳＦ注） ２ 感染をふまえ、各農場における飼養衛生

管理基準の遵守・徹底など、発生防止に向けた取組を進めるとともに、家畜伝染病の発生

による畜産物への風評被害対策に取り組む必要があります。

　農水産物の生産や食品の製造・加工・流通から消費に至る全ての過程において監視指

導等を行うとともに、家畜伝染病等の食に関わる課題に対して、県民の皆さんへの影響

を最小限に抑えられている体制が整備され、安全で安心な食品が供給されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 145 食の安全・安心の確保
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取
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方
向

■	 基本事業１　食品の安全・安心の確保
　食品関係施設への監視指導等を行い、食品の検査や食品表示の適合性の確認を実施するとと

もに、食品事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の運用状況を確認します。

　また、と畜検査・食鳥検査を全頭（羽）実施するとともに、と畜場や食鳥処理場について

もＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の運用状況を確認します。

■	 基本事業２　農畜水産物の安全・安心の確保
　食品関連事業者や生産者におけるコンプライアンス意識の向上を図るとともに、食の安全・安心

に関する消費者との相互理解を深めるため、積極的な情報提供や研修会、意見交換会等によるコ

ミュニケーションの醸成・充実に取り組みます。また、ＣＳＦ等家畜伝染病の発生による畜産物への

風評被害の未然防止対策に取り組みます。

　米トレーサビリティ法や「農産物検査法」等に基づく監視指導体制を強化するとともに、農水産

物の生産工程管理および衛生管理の促進、さらに、「家畜伝染病予防法」に基づく飼養衛生管理

基準の遵守・徹底等を図ります。特に、ＣＳＦについては、飼養豚に対する予防的ワクチン接種の

取組を進めるとともに、野生動物や人、車両等を介した農場へのウイルスの侵入防止対策を徹底

指導します。さらに、野生イノシシへのＣＳＦ感染拡大を防止するため、経口ワクチンの散布や生息

数の低減に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を
適切に運用している施設の割合 － 100％

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が適切に運用されて
いることを監視等により確認した施設（不適切で
あったが指導等により改善したものを含む）の割
合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

食品表示を適切に行っている食
品関連事業者の割合

100％
（30年度） 100％

食品表示が適切に行われていることを監視等によ
り確認した食品関連事業者（不適切であったが指
導等により改善したものを含む）の割合

特定家畜伝染病発生防止率 81.9％ 100％ 発生農場での全頭（羽）殺処分が必要な家畜伝染
病の発生および感染拡大を防止した割合

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：医療保健部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　感染症に関して不安を感じることなく、安心して暮らすことができるよう、感染症発生動向調査システム

等を活用して情報提供を行い、県民一人ひとりが、感染予防に理解を深め、適切な予防行動が行うことが

できるよう取り組みます。また、発生すると社会的影響が大きい感染症については、適切な防疫措置がで

きるよう、関係機関と連携を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 感染症予防を普及啓発するための人材の養成や感染症発生動向調査システムの活用による

情報発信等を行うことで、危険性の高い感染症の集団発生の抑止に取り組んでいます。今

後も感染症の流行状況に応じた情報発信や普及啓発が必要であることから、感染予防に関

する研修会の開催やシステム活用による情報発信等、感染予防・拡大防止の取組を推進し

ていくことが必要です。

■	� 発生すると社会的影響の大きい感染症について、適切な治療や防疫措置を講じるため、感

染症指定医療機関の運営や設備整備への支援、防疫用品等の備蓄・更新、発生に備えた関

係機関と連携した訓練を行っています。今後も、新型コロナウイルスなど新たな感染症が

発生した際にも迅速な対応ができるよう、防疫体制の充実を図るとともに、感染拡大防止

と県民の皆さんの不安解消に向けて取り組んでいくことが必要です。

■	� ＨＩＶ（エイズの原因となるウイルス）や肝炎に対しては、無料検査や相談により、早期

発見・早期治療を促進するとともに、風しんについては、妊娠を希望する女性等を対象に

無料の抗体検査等を実施し、感染予防につなげる取組を行っています。引き続き、無料検

査や相談についての広報を行うなど、感染予防・拡大防止に向けた取組を行っていく必要

があります。

　県民一人ひとりが感染予防に自主的に取り組むとともに、感染症が発生した際は、地

域社会全体が的確な情報に基づき、速やかに感染拡大防止策をとることにより、県民が

安心して暮らせる環境が整っています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 146 感染症の予防と拡大防止対策の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　感染予防のための普及啓発の推進
　感染症の流行状況に合わせて適切に感染予防・拡大防止を図るため、引き続き、研修会の開催

による普及啓発や、感染症発生動向調査システムの活用による情報の収集・整理・分析を行い、情

報発信をしていきます。

■	 基本事業２　感染症危機管理体制の整備
　エボラ出血熱や新型インフルエンザ、新型コロナウイルス等、発生すると社会的影響の大きい感

染症の発生に備え、防疫用品等の備蓄・更新を行うとともに、医療機関、消防、警察等の関係機

関と連携して患者搬送や情報伝達の訓練等を実施し、発生時に迅速な対応ができるよう体制を整

えます。

■	 基本事業３　感染症対策のための相談・検査の推進
　麻しんや風しんについては、有効な予防手段であるワクチン接種を進めていきます。また、ＨＩＶ

や肝炎については、無料検査を実施するとともに、受検者の増加に向けて、イベント等にあわせて

啓発を行います。さらに、保健所等での相談体制の充実を図り、陽性者が安心して治療ができる

体制の整備を進めます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

危険性の高い感染症発生数のう
ち集団発生が抑止できた割合

100％
（30年度） 100％

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律」に基づく、一、二、三類感染症発生
数のうち、集団発生が抑止できた割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

感染症危機管理に関する訓練実
施率

50.0％
（30年度） 100％

感染症危機管理体制整備のために県内全域で実
施する訓練の実施率（本庁および各保健所ごと
に、年１回以上実施）

定期接種における麻しん、風し
んワクチンの接種率

95.6％
（30年度） 100％

「予防接種法」に基づく麻しん、風しんの第２期
接種時期におけるワクチン接種率（対象年度の４
月１日現在の接種対象者数のうち、当該年度にお
ける接種者数の割合）

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：医療保健部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　集落ぐるみの獣害対策を推進していく中で、地域の

皆さんが、アクティブ・シチズンとして主体的に取組に

参画していただくことで、獣害の減少や住みやすさの向

上、さらには農林漁業者の生産意欲の向上や生きがい

にもつながり、農林地の維持・再生が進みます。また、

獣害対策が進んでいく中で、人びとの地域への愛着が

深まり、地域の野生鳥獣との共生の心が芽生え、豊かに

暮らすことのできる三重の実現に近づきます。

イノシシの捕獲の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 獣害対策を集落ぐるみで行う「体制づくり」、侵入防止柵の整備などを行う「被害対策」、

捕獲などを進める「生息管理」、捕獲した野生獣を有効に生かす「獣肉等の利活用」に取り

組んできた結果、農林水産業被害金額は着実に減少しています。しかしながら、依然とし

て被害軽減が実感されていない集落があることや、自動車等との衝突事故など生活の安全・

安心が脅かされており、さらなる獣害対策の推進が求められています。

■	� 侵入防止柵整備後の管理など継続的な獣害対策活動を支援するとともに、地域の実情に応

じたきめ細かな対策を進め、被害防止効果の高い取組にしていく必要があります。

■	� ＩＣＴを活用した効果的・効率的な捕獲の推進や、新たに被害が発生した地域における初

期対応の徹底など、状況に応じた捕獲の強化を図っていくことが必要です。

■	� ＣＳＦの感染源と考えられている野生イノシシについては、捕獲の強化により、生息数の

減少に向けた対策を講じていく必要があります。

■	� 野生鳥獣の管理目標を定め、計画的な生息管理を行うことにより、被害を軽減し、人との

共生を進めていくことが必要です。

■	� 捕獲した野生獣のジビエ利用が１割程度にとどまっている中、捕獲した野生獣のより一層

のジビエ利用と農山村地域の所得向上につながる地域資源としての活用が求められていま

す。

　さまざまな主体がそれぞれの役割分担のもと、獣害対策に取り組み、被害が減少する

ことにより、人と獣との共生社会が実現し、県民の皆さんが安心して暮らし続けられる

三重につながっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 147 獣害対策の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　地域に応じた獣害対策による被害防止の推進
　加害獣の種類や被害程度等地域の状況に対応した侵入防止柵整備や環境整備等を行うことで、

人と獣の棲み分けを進め、農林水産業・生活被害の防止に関係者と連携して取り組みます。

　また、ＣＳＦの感染拡大防止に向けた野生イノシシの捕獲重点エリアを設定した上で、わな設置

数を増やすとともに、ＩＣＴの導入により見回り労力の軽減を図るなど、捕獲強化を図ります。

■	 基本事業２　野生鳥獣の生息数管理の推進
　科学的なモニタリングに基づいた生息数管理に取り組みます。特に、イノシシ、ニホンジカ、ニ

ホンザルによる被害の減少につなげるため、県の「鳥獣保護管理事業計画」の方針に基づき、計

画的な個体数調整などに取り組みます。

■	 基本事業３　獣肉等利活用の促進
　県が定めた「みえジビエフードシステム衛生・品質管理マニュアル」の普及や「みえジビエフードシ

ステム登録制度」の適正な運用等により、ジビエのさらなる安全性・品質の確保に取り組みます。

　また、関係市町・団体等と連携して、安定供給に向けた体制の強化や新商品の開発、販路拡大

などに取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

野生鳥獣による農林水産業被害
金額

463百万円
（30年度）

415百万円
以下

（４年度）

イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル、カワウ等に
よる農林水産業の被害金額

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

イノシシによる被害が減少した
と実感する集落等の割合

29.5％
（30年度） 43.5％

農業集落代表者アンケートで、イノシシ被害があ
ると回答した集落のうち、イノシシ被害が「前年
度より減少、または抑えられている」と回答した
集落の割合

ニホンジカの推定生息頭数 46,200頭
（30年度） 32,500頭

捕獲頭数、糞粒密度、目撃効率のデータを使用し、
階層ベイズモデル法により推定した二ホンジカの
生息頭数

食肉処理施設（みえジビエ登録
施設）で解体処理された野生獣
の頭数（ニホンジカ、イノシシ）

1,200頭
（30年度） 1,640頭

みえジビエフードシステムに登録された食肉処理
施設で解体・処理されたニホンジカ、イノシシの
頭数

政策　Ⅰ－４　暮らしの安全を守る

主担当部局 ：農林水産部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　「三重県環境基本計画」に基づく施策の着実な実施に向けては、ＳＤＧｓの基本的考え方の一つである

パートナーシップが重要です。県民の皆さんや事業者などのさまざまな主体が、当事者意識を持って自主

的・積極的に環境負荷の低減に取り組むよう促すとともに、各主体間のパートナーシップの充実・強化を

図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� 平成 27（2015）年９月、ＳＤＧｓが国連総会において採択され、地球環境の持続可能性

に対する国際的な危機感が高まっています。環境への負荷が少ない持続可能な社会の実現

に向け、さまざまな主体の協創により環境に係る課題の解決に取り組むとともに、環境教

育・環境学習の充実が求められています。

■	� 大規模な開発事業等の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の環境保全措置を講じ

るなど、適切な環境配慮が求められています。

■	� 温室効果ガス削減のための国際枠組みである「パリ協定」の取組が令和２（2020）年に始

まり、国内では、令和 12（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成 25（2013）年度比

で 26％削減することとしています。県では、令和元（2019）年 12 月に、2050 年まで

に県域からの温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす脱炭素宣言「ミッションゼロ 2050 み

え～脱炭素社会の実現を目指して～」を行いました。

■	� 三重県域からの温室効果ガス排出量（森林吸収量を含む）は、平成 28（2016）年度には

平成 25（2013）年度比 2.7％減となっています。排出割合が最も多い産業部門では削減

が進んでいますが、民生業務その他部門（オフィス、店舗等）と民生家庭部門については

削減が進んでいないことから、一層の取組が必要です。

■	� 温室効果ガスの排出削減等を行う地球温暖化の「緩和」だけでなく、既にあらわれている

気候変動の影響や中長期的に避けられない影響を回避・軽減する「適応」の取組を進める

ことが必要です。

　県民一人ひとりや事業者などのさまざまな主体が、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

の考え方をふまえ、環境保全や地球温暖化の緩和、気候変動影響への適応に取り組み、

環境への負荷が少ない持続可能な社会づくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 151 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　持続可能な社会を実現するための基盤づくり
　持続可能な社会を構築し、地域の環境を保全するため、ＳＤＧｓの考え方を取り入れた「三重県

環境基本計画」に基づく取組を推進し、環境・経済・社会の統合的向上を図ります。

　持続可能な社会の実現に向け自ら行動する人づくりを進めるため、三重県環境学習情報センター

等を活用して環境教育・環境学習に取り組むとともに、事業者における環境経営や環境影響評価

等の取組を進めます。

■	 基本事業２　地球温暖化対策の推進
　脱炭素社会の実現に向け、オール三重で地球温暖化対策に取り組む体制づくりを進めるととも

に、新たに「三重県地球温暖化対策総合計画（仮称）」を策定し取組を推進します。

　「三重県地球温暖化対策推進条例」に基づく地球温暖化対策計画書制度により事業者の自主

的な温室効果ガス排出削減の取組を促進するとともに、脱炭素化に先進的に取り組む企業等を支

援します。

　県民の皆さんや市町などさまざまな主体と連携し、三重県地球温暖化防止活動推進センター等

が取り組む普及啓発活動等を通じて、環境負荷の少ないライフスタイルへの転換を促進します。

　地球温暖化による本県の気候変動やその影響について、三重県気候変動適応センターと連携し、

情報収集や分析、情報発信を行い、気候変動適応の取組を促進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

家庭での電力消費による二酸化
炭素排出量

1,080
千t-ＣＯ２

（30年度）

991
千t-ＣＯ２

家庭での電力消費による二酸化炭素排出量の２年
間移動平均値

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

環境教育・環境学習講座等を通
じて自発的に環境活動に取り組
む意向を示した参加者の割合

91.1％
（30年度） 100％

環境学習情報センター、地球温暖化防止活動推進
センターが実施する環境教育・環境学習講座等の
受講者の方々が、受講後のアンケート調査におい
て、自発的に環境活動に取り組む意向を示した割
合

大規模事業所における地球温暖
化対策計画書制度に基づく目標
達成率

79.1％
（29年度） 80.0％

三重県地球温暖化対策推進条例に基づく地球温
暖化対策計画書対象事業者が、自ら定めた温室効
果ガス排出量目標を、過去３か年において達成し
た割合

政策　Ⅰ－５　環境を守る

主担当部局：環境生活部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　さまざまな主体との連携により、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の取組を進めるとともに、廃棄

物の適正処理の推進により県民の安全・安心を確保します。また、製品のライフサイクル全体での徹底的

な資源循環を図り、持続可能な循環型社会を実現することで、環境・経済・社会の統合的な向上を進めま

す。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県民の皆さん、事業者、行政などさまざまな主体が連携した 3R（発生抑制、再使用、再生

利用）の取組により、一般廃棄物の排出量、最終処分量は着実に削減されてきましたが、

近年は横ばい傾向にあることから、循環型社会の実現に向けた取組を一層推進する必要が

あります。

■	� 産業廃棄物については、事業者による 3R の取組が進められていますが、排出量や最終処

分量は事業活動の影響を受けることもあり、明確な削減傾向は見られない状況です。今後、

資源生産性の高い循環型社会の実現に向けて、事業者による 3R の取組を一層促進する必

要があります。

■	� 産業廃棄物の不法投棄等不適正処理については、依然として後を絶たず、特に建設系廃棄

物に係る不適正処理の割合が高い状況です。引き続き、排出事業者責任の徹底、処理状況

の透明化や厳正な監視・指導など、県民の皆さんが安全・安心を実感できる取組の推進が

必要です。また、南海トラフ地震等の大規模災害時においても速やかに対応できるよう、

災害廃棄物処理体制の強化が必要です。

■	� 過去に産業廃棄物が不適正処理され、行政代執行により生活環境保全上の支障等の除去を

行っている４事案（四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新田、桑名市五反田、四日市市

内山）については、着実に環境修復を行うことが必要です。

■	� 現在、大きな社会問題となっている海洋プラスチックを含むプラスチックごみ対策や食品

ロスの削減対策については、さまざまな主体と連携し、廃棄物の発生抑制や資源の有効活

用などに重点的に取り組む必要があります。

　ごみの発生・排出抑制が進むとともに、廃棄物が資源として最適な規模で一層循環し

ていくことにより、最終処分される廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の排出

事業者の処理責任の徹底や監視指導により、不法投棄等不適正処理の未然防止や早期対

応が進むとともに、不適正処理４事案が着実に是正されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 152 廃棄物総合対策の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　ごみゼロ社会の実現
　ごみの発生・排出が極力抑制され、排出された一般廃棄物が資源として最大限有効活用される

よう、消費者の意識改革や循環の質にも着目した取組などを通じて、3Rを推進していきます。

■	 基本事業２　産業廃棄物の３Rの推進
　産業廃棄物の発生・排出が極力抑制され、排出された産業廃棄物が資源として最大限有効活

用されるよう、廃棄物を排出する事業者と活用する事業者をつなぐ取組の推進や排出事業者等の

３Rの取組を進めます。

■	 基本事業３　廃棄物処理の安全・安心の確保
　電子マニフェストの活用や処理業者の優良化の促進による廃棄物の適正処理、建設系廃棄物の

不法投棄等不適正処理対策に重点的に取り組むとともに、災害廃棄物の処理体制を強化すること

で、生活環境の保全と安全・安心の確保を図ります。

■	 基本事業４　不適正処理の是正措置の推進
　産業廃棄物の不適正処理により生活環境保全上の支障等がある４事案について、令和４（2022）

年度末までに対策工事を完了させるとともに、その効果を確認するため、モニタリングを実施し、地

域の安全・安心を確保します。

■	 基本事業５　プラスチック等資源のスマートな利用の推進
　海洋プラスチックを含むプラスチックごみ対策については、河川でのプラスチックごみの流出実態

調査結果をふまえた取組やコンビニエンスストア等事業者と連携したワンウェイプラスチックの使用

削減をモデル地域で実施する取組などを進めるとともに、食品ロスの削減対策については、食品

提供企業とフードバンク団体等とのマッチングを促進する取組など、資源のスマートな利用を推進し

ます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

廃棄物の最終処分量 331千t
（30年度速報値） 318千t 最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総量

（速報値）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

１人１日あたりのごみ排出量（一
般廃棄物の排出量）

943g／人日
（30年度速報値） 918g／人日 一般廃棄物年間排出量を人口および365日で除

した数値（速報値）

建設系廃棄物の不法投棄件数 12件
（30年度） 10件以下 産業廃棄物の不法投棄件数のうち、解体廃棄物な

ど建設系の廃棄物の件数（10t以上）

不適正処理４事案に係る環境修
復の進捗率

65.0％
（見込） 100％

不適正処理４事案に係る対策工事等を実施範囲
等により区分し、区分に応じた是正措置が完了し
た割合

「資源のスマートな利用」を宣言
した事業所数（累計） － 1,000件

ワンウェイプラスチックや食品ロス削減など「資
源のスマートな利用」を宣言する事業所を公表す
る県の制度に登録した事業所数

政策　Ⅰ－５　環境を守る

主担当部局：環境生活部廃棄物対策局



第
２
編

第
２
章

第
１
節　

Ⅰ
「
守
る
」
～
命
と
暮
ら
し
の
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

96

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんが、豊かな自然環境やそこで生きる動植物に

ふれあうことで、自然環境や生物多様性の保全意識が高まる

とともに、心の豊かさや地域との絆が深まります。また、県

民の皆さんやＮＰＯ、事業者など、さまざまな主体による自

主的な自然環境や生物多様性の保全と活用が進むよう、自然

とのふれあいの機会や環境保全活動の拡大を促進します。

エコツーリズムの様子

● 

現
状
と
課
題

■	� ＮＰＯ等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動は広がりを見せており、こ

うした保全活動が持続的に展開されることが重要です。また、県内の希少野生動植物種の

生息・生育状況を継続的に調査し、県民の皆さんと情報を共有するとともに、保全活動者

に対して事業者等がサポートする「みえ生物多様性パートナーシップ協定」を進めること

で、これまで以上に、持続可能な生物多様性の保全活動を促進する必要があります。

■	� 県内の野生動植物が置かれている環境は依然厳しい状況であることから、希少野生動植物

種の生息・生育環境の保全に向け、太陽光発電施設や風力発電施設の設置などの開発等に

伴う自然環境への影響を軽減していく必要があります。

■	� 県内各地で、さまざまな活動団体によるエコツーリズムの取組が行われています。引き続

き、エコツーリズムの質の向上やガイド等の育成を進めることで、取組を一層広め、定着

させる必要があります。

■	� 県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園の施設整備や森林公園の

適正な維持管理を進めています。引き続き、自然公園施設の整備を進めるとともに、ニー

ズにあった公園管理やイベントの実施などを通じて、利用者数の増加や満足度の向上に取

り組む必要があります。

　県民の皆さんやＮＰＯ、事業者などさまざまな主体が、生物多様性をはじめとする自

然環境を自主的に保全・再生する社会が形成され、三重県の豊かな自然が継承されてい

ます。また、県民の皆さんが、自然とのふれあいや自然資源の持続可能な活用を通じ

て、自然からの恩恵を享受しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 153 豊かな自然環境の保全と活用
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　貴重な生態系と生物多様性の保全
　生物多様性の保全に対する関心の高まりや大規模な開発の増加など、生物多様性を取り巻く社

会状況の変化をふまえ改定した「第３期みえ生物多様性推進プラン」に基づき、新たに自然環境保

全上重要な地域について明確化するなど、重要な自然環境や野生生物の保全、豊かな里地・里山・

里海の保全、生物多様性への負荷の抑制等、生物が豊かに住める自然環境の保全に向けた取組

を進めます。

■	 基本事業２　自然とのふれあいの促進
　利用者が安全に自然公園を楽しめるよう、自然公園施設の維持管理に取り組むとともに、老朽

化や災害等で修繕が必要な公園施設等の整備を計画的に進めます。また、民間団体等による自然

公園等の資源を活用したエコツーリズムの取組を促進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

自然環境の保全活動団体数 84団体 94団体
絶滅のおそれのある野生動植物種の保全活動およ
び里地・里山・里海等の保全活動を継続している
実施団体数の合計

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

希少野生動植物種の保全活動
や貴重な生態系の維持回復活動
の実施率

67.0％ 100％
県指定および国内希少野生動植物種のうち、特に
保護が必要な種に対する保全活動および生態系維
持回復活動を実施した割合

自然体験施設等の利用者数 1,481千人
（30年度）

1,533千人
（４年度）

森林公園や自然環境の情報を伝える施設、長距離
自然歩道等の自然体験施設の利用者数

政策　Ⅰ－５　環境を守る

主担当部局：農林水産部
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注） １　光化学スモッグ：�大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽光の紫外線によって光化学反応を起こし、それにより生成する有害物質等
が空中に滞留し、白くもやがかかったような状態になること。

注） ２　ＢＯＤ：�生物化学的酸素要求量。河川の汚濁の指標として用いられ、水中の汚濁物質（有機物）を微生物によって分解させたとき
に消費される酸素の量。

注） ３　ＣＯＤ：�化学的酸素要求量。海域の汚濁の指標として用いられ、水中の汚濁物質（有機物）を化学薬品（酸化剤）によって分解さ
せたときに消費される酸素の量。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　美しい自然環境の中で、豊かで魅力ある地域づくりを進め、県民の皆さんが安全・安心で、快適で豊か

な生活を営むためには、大気環境、水環境と土壌環境が保全されている必要があります。そのため、工場・

事業場の法令遵守はもとより、負荷量の削減に向けた取組を促進します。また、人と人のつながりを深め

ることなどを通じて、環境を守ろうとする意識の醸成を図り、県民の皆さん、市町、民間団体、企業等のさ

まざまな主体による環境保全活動の拡大と活性化を図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� 大気環境はおおむね良好な状態を維持していますが、健康に影響を与える光化学スモッグ注） １ 

については、依然として、その濃度上昇に備えるための予報等を発令している状況です。

■	� 河川の水質は、環境基準（ＢＯＤ注） ２）の達成率が 90％以上で推移しており、改善傾向に

あります。一方、海域の水質については環境基準（ＣＯＤ注） ３）の達成率が 50％前後で推

移しており、伊勢湾においては貧酸素水塊等が毎年発生している状況です。水質汚濁の主

な要因である工場・事業場排水や生活排水について、汚濁負荷量の管理による水質改善が

求められています。

■	� 生活排水処理施設の整備は着実に進展してきましたが、整備率は全国平均と比較して低く、

引き続き未整備人口の解消が必要です。

■	� 伊勢湾等の海岸域では、河川を経由して流入したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化

のほか、漁業や生態系への影響が懸念されています。このような課題の解決に向けて、流

域圏での発生抑制対策も含めた環境保全活動の拡大と活性化が必要です。

■	� 港湾を経由して、大量に搬入される土砂等の無秩序な堆積による崩落事故の発生や、有害

物質の混入等による生活環境の影響について地域住民に不安が広がっています。その不安

を解消するため、土砂等の埋立地を把握し、無秩序な埋立て等を抑止する「三重県土砂等

の埋立て等の規制に関する条例」により必要な規制を行っていくことが必要です。

　大気や水環境などの身近な暮らしの環境問題に対する県民の皆さんの意識が高まり、

お互い協力しながら自ら環境の保全に取り組むことで、良好な生活環境が保たれていま

す。このことから、安全・安心で、快適で豊かな生活を営める社会となっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 154 生活環境保全の確保
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取
組
方
向

■	 基本事業１　大気環境の保全
　大気規制の対象工場・事業場に立入検査を行い法令遵守の徹底を指導するとともに、光化学ス
モッグ等による被害防止のため、予報等の情報提供を速やかに行います。
　自動車環境対策については、ＮＯｘ・ＰＭ法注） ４ に基づき、事業者や関係団体の協力を得なが
ら進めていきます。

■	 基本事業２　水環境の保全
　水質規制の対象工場・事業場に立入検査を行い法令遵守の徹底を指導するとともに、伊勢湾・
英虞湾をはじめとする海域や河川の公共用水域および地下水の水質常時監視を行います。また、伊
勢湾の水質改善に向け、工場・事業場から排出される汚濁負荷量の管理に取り組みます。
　生活排水対策については、市町と連携して、下水道や合併処理浄化槽等の整備を進めます。

■	 基本事業３　伊勢湾の再生
　県全域の海岸漂着物対策については、海岸管理者、民間団体、企業等による協力体制の構築
と、流域圏の自治体との連携により、発生抑制対策を含めた環境保全活動を推進します。また、「き
れいで豊かな海」の観点を取り入れた調査研究を進め、総合的に水環境の改善を図ります。

■	 基本事業４　土壌・土砂等の対策の推進
　「土壌汚染対策法」に基づき、必要に応じて事業者に調査を指導します。また、指定基準を超
過した汚染が確認された際には、事業者に必要な措置を指示し、土壌汚染の拡散防止に努めます。
　「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例」に基づき、無秩序な土砂等の埋立て等の行為
を抑止し、災害の未然防止および生活環境の保全を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

大気環境および水環境に係る環
境基準の達成率

90.2％
（30年度） 97.0％ 大気環境測定地点および河川・海域水域における

環境基準の達成割合注） ５

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

大気・水質の排出基準適合率 100％
（30年度） 100％

工場・事業場への立入検査において、大気中に排
出されるばい煙等および公共用水域への排出水が
排出基準に適合している割合および不適合であっ
たが適合するよう改善した割合

生活排水処理施設の整備率 85.3％
（30年度） 90.3％ 下水道、合併処理浄化槽、集落排水施設等により

生活排水処理が可能な人口の割合

海岸漂着物対策等の水環境の
保全活動に参加した県民の数

35,063人
（30年度） 41,000人 「伊勢湾　森・川・海のクリーンアップ大作戦」に

参加した県民の数

無許可による土砂等の搬入件数 － ０件 土砂条例に基づく許可を得ず、3,000m2以上の
面積かつ１ｍ超の土砂等の堆積が行われる件数

政策　Ⅰ－５　環境を守る

主担当部局：環境生活部

注） ４　ＮＯｘ・ＰＭ法：�自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法。自動車
から排出される窒素酸化物（ＮＯｘ）や粒子状物質（ＰＭ）による大気汚染を防止し、国民の健康を保護するた
め、平成４（1992）年に定められました。県内では、平成13（2001）年12月に四日市市、桑名市（旧多度町
を除く）、鈴鹿市、木曽岬町、朝日町、川越町が窒素酸化物対策地域・粒子状物質対策地域に指定されました。

注） ５　環境基準の達成割合：�大気環境測定地点における二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、有害大気汚染物質（ベ
ンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン）、河川におけるＢＯＤおよび海域に
おけるＣＯＤが環境基準を達成したと評価した割合。
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注）１　�SIB：ソーシャル・インパクト・ボンド。民間の活力を社会的課題の解決に活用するため、民間資金を呼び込み成果報
酬型の委託事業を実施する新たな社会的インパクト投資の取組。

第２節 Ⅱ　「創る」
　　～人と地域の夢や希望を
� 実感できるために～　　　

政　　　　　　　　策

Ⅱ－１　�人権の尊重とダイバー

シティ社会の推進

Ⅱ－２　学びの充実

Ⅱ－３　�希望がかなう少子化対策

の推進

Ⅱ－５　地域の活力の向上

Ⅱ－４　�三重とこわか国体・三重とこ
わか大会の成功とレガシー
を生かしたスポーツの推進

211　人権が尊重される社会づくり

221　�子どもの未来の礎となる「確かな学力・
豊かな心・健やかな身体」の育成

231　県民の皆さんと進める少子化対策

241　競技スポーツの推進

212　�あらゆる分野における女性活躍とダイバー
シティの推進

222　�個性を生かし他者と協働して未来を創造
する力の育成

232　結婚・妊娠・出産の支援

252　東紀州地域の活性化

251　南部地域の活性化

213　多文化共生社会づくり

223　特別支援教育の推進

224　安全で安心な学びの場づくり

225　地域との協働と信頼される学校づくり

226　�地域の未来と若者の活躍に向けた高等
教育機関の充実

227　文化と生涯学習の振興

233　子育て支援と幼児教育・保育の充実

253　農山漁村の振興

254　移住の促進

255　市町との連携による地域活性化

242　地域スポーツと障がい者スポーツの推進

施　　　　　　　　策



第
２
章

第
２
編

第
２
節　

Ⅱ
「
創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

102

　県民一人ひとりが個性や能力を発揮して、自由に生き方を選択し、いきいきと活動できる社会を実現する

ためには、互いの人格や個性を認め、「存在」を尊重する人権意識が定着する必要があります。そのため、

県民一人ひとり、企業、住民組織・ＮＰＯ等の団体、行政等が連携して人権が尊重されるまちづくりに取

り組んでいけるよう環境づくりを進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 人権が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進しましたが、偏見等による

差別や人権侵害は発生しています。

■	� 人権尊重社会の実現には、住民のあらゆる活動のベースに人権尊重の視点が根づき、人権

が尊重されるまちづくりが県内全域で実施される必要があります。

■	� 県民の皆さんに人権に関する知識や情報を提供し、理解の促進を図ります。また、あらゆ

る人権課題について自分自身の問題としてとらえることができるような啓発を行うととも

に、人権啓発イベント・講演会などに、より多くの県民の皆さんに参加いただくことで、

人権意識の高揚を図る必要があります。

■	� 子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を身につけ

られるよう教育を進める必要があります。

■	� 人権相談の内容が多様化・複雑化してきていることから、相談機関の相談員の資質向上が

求められるとともに、相談機関相互が連携できる体制づくりが必要です。

■	� 新たな人権課題について認識を深め、社会の動向を注視しながら、課題に対応していく必

要があります。

　さまざまな主体と連携した人権施策が展開され、県民一人ひとりが、互いの人権を尊

重し、多様性を認める意識を高めるとともに、あらゆる差別の解消が進み、個性や能力

を発揮して、いきいきと活動できる社会になっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

人権が尊重される社会づくり施策 211

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●
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主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

人権が尊重されている社会に
なっていると感じる県民の割合

39.5％
（30年度） 43.8％

「みえ県民意識調査」で、県民一人ひとりの人権
が尊重されている社会になっていると「感じる」、

「どちらかといえば感じる」と回答した県民の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

人権研修等を受講した県民が、
人権尊重の視点で行動しようと
感じた割合

97.7％
（見込） 100％

県民を対象とした人権研修等のアンケート調査に
おいて、「人権を大切にする行動をしていこう」と
思うかどうかを問う質問に「思った」、「どちらか
といえば思った」と回答した受講者の割合

人権学習によって人権を守るた
めの行動をしたいと感じるよう
になった子どもたちの割合

88.5％ 98.5％

県立学校の生徒を対象としたアンケート調査にお
いて、「差別をなくすために何かできることをした
い」と思うかどうかを問う質問に「思う」、「どち
らかといえば思う」と回答した生徒の割合

人権に関わる相談員を対象とし
た資質向上研修会受講者が、研
修内容を今後の業務に生かした
いと感じた割合

96.8％ 100％

人権に関わる相談員を対象とした資質向上研修会
受講者へのアンケート調査において、「研修内容
を今後の業務に生かしたい」と思うかどうかを問
う質問に「思った」、「どちらかといえば思った」
と回答した受講者の割合

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進
　住民組織、ＮＰＯ・団体、企業等、地域のさまざまな主体が行う人権尊重の視点に基づく活動

を支援し、人権が尊重されるまちづくりを推進します。また、さまざまな手段と機会を通じて、県民

の皆さんに人権に関する知識や情報を提供し、理解の促進を図るとともに、人権問題をより多くの

県民の皆さんが自分自身の問題としてとらえられるよう効果的な啓発に取り組みます。また、人権啓

発活動を担う人材の養成に取り組みます。

■	 基本事業２　人権教育の推進
　教育活動全体を通じた人権教育が行われるよう、子どもたちの発達段階に応じた人権教育カリ

キュラムの活用等を促進し、一人ひとりの存在や思いが大切にされる学校づくりを進めます。

■	 基本事業３　人権擁護の推進
　人権に関わる相談機関の相談員の資質向上を図るとともに、相談機関のネットワークを強化しま

す。また、インターネット上の差別的な書き込み等を防止するため、モニタリングを実施するなど、早

期の発見・拡大防止に努めるとともに、関係機関と連携し削除要請に取り組みます。

政策　Ⅱ－１　人権の尊重とダイバーシティ社会の推進

主担当部局 ：環境生活部
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ダイバーシティのワークショップの様子

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　女性活躍をはじめ、性別、年齢、国籍・文化的背景、障がい

の有無、性的指向・性自認など多様性を認め合い、県民一人ひ

とりが個性や能力を発揮し、参画・活躍できる社会をめざし、企

業や団体、関係機関や市町と連携し、県民の皆さんの意識向上

と多様な人びとが社会参画できるような環境づくりのための取

組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 少子高齢化により人口減少が進む中、社会が成長し豊かさを維持していくためには、県民

一人ひとりが性別等に関わらず、個性と能力を十分に発揮し、参画・活躍できる社会を築

いていくことが極めて重要です。

■	� 政策・方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできているものの、指導的地位に占める

女性の割合は低く、地域活動等における女性の参画についても未だ十分とはいえない状況

です。根強く残る固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男女共同参画意識の一層の普

及・啓発が必要です。また、性犯罪、性暴力等の相談件数は増加の傾向にあり、ドメス

ティック・バイオレンス（ＤＶ）の相談件数も依然として多いことから、性犯罪・性暴力

やＤＶを防止するための啓発や被害者支援の一層の推進が求められています。

■	� 職業生活における女性の活躍については、趣旨に賛同いただく企業等のネットワークが拡

大するなど、気運は高まりを見せているものの、リーダー層で活躍する女性の割合は未だ

低く、真に女性が活躍しているとはいえない状況です。働くことを希望する女性や職場で

ステップアップしたいと希望する女性が、その希望に応じた働き方を実現できるよう取り

組んでいく必要があります。

■	� 多様性を認め合い、誰もが参画・活躍するダイバーシティ社会に対する県民の皆さんの理

解や共感が高まり、ダイバーシティ推進に係る主体的な行動につながることが必要です。

　あらゆる分野における女性の参画・活躍が拡大するとともに、県民一人ひとりが性別

に関わらず、その個性や能力を発揮し、それぞれに多様な生き方が認められる男女共同

参画社会づくりが進んでいます。また、性別をはじめ年齢、国籍・文化的背景、障がい

の有無、性的指向・性自認など多様性を認め合い、誰もが希望を持って、挑戦し、参

画・活躍できるダイバーシティ社会の実現に向け、県民の皆さんの主体的な行動が広

がっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

あらゆる分野における女性活躍と
ダイバーシティの推進施策 212
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　男女共同参画の推進
　男女が社会の対等な構成員として、政策・方針決定過程に共に参画し、責任を担う社会づくりを

進めるため、あらゆる分野における指導的地位に就く女性割合の増加に取り組みます。また、市町

および関係機関等と連携し、男女共同参画意識の一層の浸透を図ります。

　また、ＤＶや性犯罪・性暴力を防止するための啓発を行うとともに、関係機関と連携し、それら

の被害者等に対する相談・保護・自立支援等の取組を進めます。

■	 基本事業２　職業生活における女性活躍の推進
　職業生活における女性活躍の推進については、これまでの気運醸成からステージを進め、企業・

団体等と連携し、経営者および男性の意識改革や女性のモチベーション向上等に取り組み、リー

ダー層で活躍する女性の割合を高めます。

■	 基本事業３　ダイバーシティ推進の気運醸成
　「ダイバーシティみえ推進方針～ともに輝

き ら り

く、多様な社会へ～」に基づき、誰もが参画・活躍でき

るダイバーシティ社会の実現に向けた気運醸成を図り、企業・団体等のダイバーシティ推進の取組

を促進します。また、多様な性的指向や性自認についての社会の理解促進を図ります。

政策　Ⅱ－１　人権の尊重とダイバーシティ社会の推進

主担当部局 ：環境生活部

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

性別による固定的な役割分担意
識を持つ県民の割合 23.3％ 20.1％

「みえ県民意識調査」で、「男は仕事、女は家庭」
のように性別によって役割を固定する考え方につ
いて、「同感する」、「どちらかといえば同感する」
と回答した県民の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律」に規定す
る事業主行動計画等を策定す
る、常時雇用労働者数100人以
下の団体数

310団体
（30年度） 397団体

常時雇用労働者数100人以下の企業・団体で、
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律」に規定する一般事業主行動計画の策定もしく
は「女性の大活躍推進三重県会議」における「取
組宣言」を行った企業・団体数

ダイバーシティ講座等の受講後
に、ダイバーシティ推進に取り
組む意向を示した受講者の割合

89.1％
（見込） 100％

県民の皆さんを対象としたダイバーシティに関す
る講座等の受講後のアンケート調査において、

「『ダイバーシティ』についての行動（人の多様性
を大切にした行動）をしていこう」と思うかどう
かを問う質問に「思った」、「どちらかといえば思っ
た」と回答した受講者の割合
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　外国人住民が将来に対して不安を感じることなく安心して暮らし、夢や希望を持って高い目標に向けて

チャレンジできる環境が整うとともに、地域社会の一員として地域づくりに積極的に参画することが求めら

れています。そのため、国際交流協会、ＮＰＯ、経済団体、国・県・市町等のさまざまな主体が適切な役

割分担のもと連携して、多文化共生社会づくりに取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県内の外国人住民数は、50,643 人（平成 31（2019）年１月１日現在）と県人口の 2.78％

を占め、外国人比率は全国４位となっています。外国人住民は、地域経済を支える大きな

力となっているものの、言葉の壁や文化の違いなどから、地域でのコミュニケーションが

十分に図られず、外国人住民の地域社会への参画が進んでいません。

■	� 新たな在留資格「特定技能」の導入により、在留外国人の一層の増加が見込まれており、

行政・生活情報や相談対応のさらなる多言語化をはじめとした、新たなニーズの拡大が予

想されます。

■	� 言葉の壁や文化・慣習の違いは、外国人への誤解や差別を生む原因ともなっています。ま

た、言語による意思疎通の困難等から雇用が安定しない外国人労働者が多いといった状況

は、依然として継続しています。

■	� 三重県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が全国的にも高く、今後も増加が

見込まれます。このような子どもたちの保護者に対して、日本の学校制度や学校生活につ

いて周知を行うなど、子どもたちの就学を促進する必要があります。また、外国につなが

る子どもたちの就学前教育を促進するとともに、学校における日本語習得の支援、進路実

現に向けた学びの支援をより一層充実させていく必要があります。

■	� 外国人も含め、義務教育未修了の学齢超過者、不登校により中学校での学習が十分にでき

なかった人など、さまざまな事情により学びを必要とする方の教育を受ける機会を確保し

ていく必要があります。

　外国人住民が抱える生活、就労、教育などの課題の解決に向け、国際交流協会、ＮＰＯ、

経済団体、県民、国・県・市町などのさまざまな主体が適切な役割分担のもと連携して

取り組むことにより、多様な文化的背景の人びとが、互いの文化の違いを認め合い、対

等な関係のもとで、地域社会を一緒に築いています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

多文化共生社会づくり施策 213
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注） １　外国人児童生徒：日本国籍であっても文化的背景やルーツが外国にある子どもたちを含みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

多文化共生の社会になっている
と感じる県民の割合

27.3％
（30年度） 37.3％

「みえ県民意識調査」で、外国人住民が地域社会
の一員として共に暮らせる社会になっていると「感
じる」、「どちらかといえば感じる」と回答した県
民の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

医療通訳者の配置や電話通訳
の活用により多言語対応が可能
な医療機関数

14機関
（見込） 26機関 多言語対応のため、医療通訳者を配置している、

あるいは電話通訳を導入している医療機関の数

日本語指導が必要な外国人児童
生徒に対して、日本語指導が行
われている学校の割合

86.8％ 100％
日本語指導が必要な外国人児童生徒に対して、教
育課程に位置づけた特別な日本語指導が継続的、
計画的に行われている公立小中学校の割合

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　多文化共生に向けた外国人住民の生活支援
　外国人住民が安心して暮らすことができるよう、行政・生活情報の多言語化や相談体制の充実を

図るとともに、外国人住民が抱える日常生活における課題の解決に向けた支援に、さまざまな主体

と連携して取り組みます。

■	 基本事業２　外国人住民に対する学習機会の提供
　外国人住民が日本で生活する上で必要となる、ライフステージに応じた日本語の学習機会の提供

や、「やさしい日本語」の普及に努めるとともに、日本人住民と外国人住民がお互いの文化の違いや

多様性を学び合う機会の提供に取り組みます。

■	 基本事業３　日本語指導が必要な外国人児童生徒への支援
　外国人児童生徒注） １ が社会的に自立する力を身につけられるよう、学校における受入体制の整備

や日本語指導、適応指導の充実を図るとともに、多言語によるガイドブック等を活用した情報提供

など学校制度や職業について理解を深め、希望する進路を選択できるようにするための取組を進

めます。また、外国人も含め、義務教育未修了者等の学びの機会を確保するため、夜間中学等に

係る検討を進めます。

政策　Ⅱ－１　人権の尊重とダイバーシティ社会の推進

主担当部局 ：環境生活部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　子どもたちが、「確かな学力」、「豊かな心」、「健やかな身体」を身につけ、自分のよさや可能性を認識し、

未来の創り手となるために必要となる力を育んでいけるよう、学校と家庭・地域が、それぞれの役割につ

いて当事者意識を持ち、連携・協働して取り組んでいきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「確かな学力」、「豊かな心」、「健やかな身体」が一体的・調和的に育まれる中で、一人ひと
りの子どもたちが自分のよさや可能性を認識し、自己肯定感を高め、新たな時代に対応し
ていくための力の基礎を形成していくことが必要です。

■	� 新しい時代を生き抜いていくためには子どもたちに、「何を理解しているか、何ができる
か」「理解していること・できることをどう使うか」「どのように社会・世界と関わり、よ
りよい人生を送るか」の視点から必要な資質・能力を育成することが求められています。

■	� 「みえの学力向上県民運動」を実施し、家庭での生活習慣・学習習慣等の確立、地域による
学習支援等に取り組むとともに、みえスタディ・チェック等を活用した授業力の向上や教
育支援事務所（平成 28（2016）年設置）による小中学校へのオーダーメイドの支援を進
めました。令和元（2019）年度の「全国学力・学習状況調査」では、小中学校合わせた５
教科中４教科で全国の平均正答率以上となりましたが、基礎的・基本的な知識・技能の定
着や、説明したり自分の考えを書いたりする力などに課題がみられ、道半ばであることか
ら、引き続き、学校・家庭・地域・市町・県が一体となりオール三重で子どもたちの学力
向上の取組を推進していく必要があります。

■	� 生命を軽視する事件や深刻ないじめ問題、インターネットでの誹謗中傷等が発生している中
で、子どもたちの生命倫理や情報モラルの確立、規範意識や人間関係を形成する力の向上が
求められています。また、多様な価値観を認識しつつ、自ら感じ、考え、他者と協働してよ
りよく生きるための基盤となる道徳性を養うことが、これまで以上に求められています。

■	� 子どもたちの身近な遊び場の減少や交通手段の発達等の社会環境の変化、家庭のライフス
タイルの多様化を背景として、子どもたちの健康づくりにつながる、運動・食事・睡眠等
に関する基本的な生活習慣の確立が難しくなってきています。

■	� 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果では、三重県の子どもたちの体力は、全国
と同程度に向上しましたが、１週間の総運動時間が 60 分未満の児童の割合が増加しており、
学校における体育活動を通じ、運動することの楽しさに気づく機会を増やす必要があります。

■	� 「全国学力・学習状況調査」の結果では、授業時間以外に読書をする本県の子どもたちの割
合は全国を下回っています。また、学校読書調査における不読者の割合は、年齢が上がる
につれ高くなる傾向にあり、発達段階に応じた読書習慣を形成していく必要があります。
さらに、美しいものや芸術的なものにふれることで豊かな感性・情操を育むとともに、生
涯にわたり文化や芸術に親しみ、その継承や創造に寄与しようとする意欲や態度を育むこ
とが必要です。

　子どもたちが、知識・技能、思考力・判断力・表現力等の「確かな学力」、命を大切

にする心や他者への思いやりなどの「豊かな心」、心身の健康や体力などの「健やかな

身体」を育み、自分のよさを認識し、失敗を恐れず夢と志を持って可能性に挑戦してい

くために必要な力を身につけています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 221 子どもの未来の礎となる「確かな学力・
豊かな心・健やかな身体」の育成
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　学力の育成
　子どもたちが、学習内容を自らの将来や社会のあり方と結びつけて理解し、対話を通じて考えを
広げ深める過程を重視した主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善に取り組みます。ま
た、子どもたちが学ぶ楽しさ・わかる喜びを実感し、基礎的・基本的な知識・技能、思考力・判断
力・表現力等、主体的に学習に取り組む態度を身につけられるよう、「全国学力・学習状況調査」、
みえスタディ・チェック等の活用を通じて、一人ひとりの理解と定着の状況を把握し、改善を図る組
織的な取組を推進します。

■	 基本事業２　道徳教育の推進
　子どもたちが、公共心、規範意識、自尊感情を高め、命を大切にする心やよりよく生きようとする
意欲と実践力を身につけられるよう、道徳教育推進教師を中心とした推進体制の充実に取り組みま
す。小中学校においては、答えが一つではない道徳的な問題について、考え、議論する道徳の授業
づくりに取り組むとともに、高等学校においては学校の教育活動全体を通じて道徳教育を推進します。

■	 基本事業３　体力の向上と健康教育の推進
　魅力ある体育授業づくりや「１学校１運動」の取組を推進し、子どもたちが運動の楽しさや喜びを
味わうことなどを通じて体力の向上を図るとともに、大規模大会の開催等を通じて子どもたちの競技
力やスポーツへの関心が高まるよう取り組みます。また、生涯にわたり心身の健康を自ら管理し、健
康で充実した生活を送るために必要な知識と実践力を身につけられるよう、基本的な生活習慣や望
ましい食習慣の確立に、家庭や関係機関と連携して取り組みます。

■	 基本事業４　読書活動・文化芸術活動の推進
　子どもたちが本を身近なものと感じ、読書を楽しむことができるよう、公立図書館、学校図書館
における読書環境の充実や、学校図書館を活用した授業、全校一斉読書、ビブリオバトル、家庭
読書など多様な読書活動を促進します。また、子どもたちが本物の文化芸術にふれる機会を充実
させることなどを通じて、豊かな感性や情操、生涯にわたり文化芸術に親しむ態度を養います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

自分には、よいところがあると
思う子どもたちの割合

小学生� 80.1％
中学生� 74.9％

小学生� 86.1％
中学生� 80.5％

「自分には、よいところがあると思う」という質問
に対して、肯定的な回答をした公立小中学生の割
合（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「全国学力・学習状況調査」にお
ける本県の子どもたちの学力の
伸び

小学生� 100.2
中学生� 98.3

小学生� 104
中学生� 102

「全国学力・学習状況調査」において文部科学省
が示す正答数分布の４階層（ＡＢＣＤ層）におけ
るＡＢ層の公立小中学生の割合（全国を100とし
た場合の本県の値）

道徳科の授業で家庭や地域と連
携した取組を行っている小中学
校の割合

小学校� 78.7％
中学校� 48.7％

（30年度）

小学校� 100％
中学校� 100％

道徳科での子どもたちの学ぶ姿を保護者や地域の
人びとに紹介するなど、家庭や地域社会と連携し
た取組を行っている公立小中学校の割合

体力テストの総合評価が「Ａ」・
「Ｂ」・「Ｃ」の子どもたちの割合 75.1％ 80.0％

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」におけ
る総合評価が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」・「Ｄ」・「Ｅ」の
５段階のうち上位３段階である「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」
の公立小中学生の割合（スポーツ庁「全国体力・
運動能力、運動習慣等調査」）

授業時間以外に読書をする子ど
もたちの割合

小学生� 63.9％
中学生� 45.5％

小学生� 65.7％
中学生� 50.4％

「学校の授業時間以外に、１日あたりどれくらいの
時間、読書をしますか」という質問に対して、「10
分以上」と回答した公立小中学生の割合（文部科
学省「全国学力・学習状況調査」）

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：教育委員会



第
２
章

第
２
編

第
２
節　

Ⅱ
「
創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

110

注） １　ＳＴＥＡＭ教育：�科学（Science）、技術（Technology）、工学（Engineering）、リベラルアーツ・教養（Arts）、数学（Mathematics）
等の学習を実社会での課題解決に生かしていくための教科横断的な教育。

注） ２　プログラミング教育：�子どもたちが、コンピュータに意図した処理を行うよう指示することができるということを体験しながら、
発達の段階に即した、コンピュータを主体的に活用するための資質・能力を育む教育。

注） ３　ＥｄＴｅｃｈ：教育におけるＡＩ、ビッグデータ等のさまざまな新しいテクノロジーを活用したあらゆる取組。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　子どもたちに、社会の一員として新しい時代を担っていく力を育むためには、これまで以上に、地域や企

業、ＮＰＯ等の様々な主体と協働して、実際の社会で多様な人々と協力しながら実践的に学ぶ取組を推進

します。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会、異なる個性や能力を持つ一

人ひとりが尊重され、誰もが自分らしく参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現が求

められている中で、これからの教育においては、子どもたちにこうした社会づくりに向け

て小さなことでも変化を起こし試行錯誤してやり切ろうとする素養を育んでいくことが必

要です。

■	� 平成 28（2016）年から選挙権年齢が 18 歳以上に、令和４（2022）年４月からは成年

年齢が 18 歳となる中で、学校教育において、子どもたちが早い段階から自由・権利や責

任・義務に向き合い、社会を形成していく力を育んでいくことがより重要となっています。

■	� 社会が急速に変化し雇用形態の多様化等が進む中、子どもたちが、将来、自らの能力等を

発揮し、自立した社会人として活躍することができるよう、自らの生き方や働き方につい

て考えを深め、職業生活に必要な知識や技能を育むことや、学習内容と社会のつながりを

意識した教育の必要性が一層高まっています。

■	� グローバル化や人口減少が進む中、子どもたちに、異なる文化に対する理解や英語コミュ

ニケーション力、地球的な視野で考え行動できる態度を養うとともに、郷土の豊かな自然

や歴史、文化等について理解し、郷土への誇りや愛着を持ち、世界や地域で活躍できる力

を育んでいくことが求められています。

■	� ＡＩ、ビッグデータ等をはじめとする技術革新が進み、これらの先端技術を社会生活等に

取り入れ、社会的課題の解決等を図る超スマート社会（Society 5.0）が進展する中、子ど

もたちに先端技術を使いこなしながら人間ならではの考え方で課題を解決していくことが

できる力を育むことが必要です。

　子どもたちが、急速な技術革新等により変化が激しく予測困難な社会にあっても、変

化を前向きに受け止め、社会の一員としての自覚と責任を持ち、自らの感性や創造性を

発揮して、他者との絆を大切にしながら、豊かな未来を創っていく力を身につけていま

す。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 222 個性を生かし他者と協働して未来を
創造する力の育成
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取
組
方
向

■	 基本事業１　主体的に社会を形成する力の育成
　子どもたちに、社会の形成者としての自覚と責任を持ち、自ら考え判断し課題の解決に向けて主

体的に行動する力を育むため、発達段階に応じた主権者教育、消費者教育、環境教育、地域と連

携した課題解決型学習等に取り組みます。

■	 基本事業２　キャリア教育の充実
　子どもたちが、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら学び、進路を決定する力や人間

関係を築く力を身につけ、将来社会的・職業的に自立できるよう、発達段階に応じたキャリア教育

を推進するとともに、インターンシップ等実社会で多様な人びとと関わりさまざまな経験を重ねる取

組を進めます。

■	 基本事業３　グローカル教育の推進
　子どもたちが、世界にあっても地域にあっても異なる文化や多様な価値観を持つ人びとと互いに

尊重し合いながら協働していく力を身につけられるよう、海外留学の支援、国際的な諸課題を題材

としたディスカッションやディベート、郷土教育等の取組を推進します。

■	 基本事業４　知識を活用して新たな価値を創り出す力の育成
　子どもたちに、ＡＩやビッグデータ等の先端技術を活用する力、人間ならではの感性や論理的・

科学的に思考・吟味し活用する力等のこれからの社会で必要となる力を育むため、ＳＴＥＡＭ教

育注） １、プログラミング教育注） ２ 、EdTech注） ３ を活用した教育についての研究と実証等の取組を

推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

自立した主体として、社会にお
いて権利を行使し責任を果たそ
うと考える高校生の割合

62.3％ 74.3％

「社会の一員として権利を行使し、義務と責任を
果たそうと考えていますか」、「地域や社会をよく
するために何をすべきかを考えることがあります
か」という質問に対して肯定的な回答をした県立
高校生の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

社会的な課題について話し合う
活動を行っている高等学校の数

20校
（30年度） 56校

政治的事象や環境問題、持続可能な消費と生産な
ど、社会的課題の解決に向けた考えを深める話し
合い活動を実施している県立高等学校の数

目標を持って学習や活動に取り
組んでいる子どもたちの割合

小学生� 88.2％
中学生� 86.6％
高校生� 65.9％

小学生� 92.0％
中学生� 90.0％
高校生� 75.0％

「目標の達成をめざして、学習や活動ができてい
ますか」という質問に対して、肯定的な回答をし
た公立小中学生および県立高校生の割合

「困難だと思うことでも、前向き
に考えて挑戦している」と答え
た高校生の割合

71.8％ 76.0％
「困難だと思うことでも、前向きに考えて挑戦して
いますか」という質問に対して、肯定的な回答を
した県立高校生の割合

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：教育委員会
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注） １　�パーソナルファイル：�本人および保護者が必要な支援情報を記入して作成し、学校や医療、保健、福祉、労働等の関係機関から提
供を受けた情報（個別の教育支援計画、個別の指導計画、母子手帳、お薬手帳等）を綴じ込んでいくファイ
ル。学校と保護者が支援情報を共有するとともに、進路先等と支援情報を共有することで円滑かつ確実な引
継ぎに活用します。（平成24（2012）年度から支援情報ファイルとして活用してきた「パーソナルカルテ」
について、より使いやすいものになるよう内容を充実したもの。）

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　障がいのある子どもたちが、その個性や能力を発揮し、自分らしくいきいきと暮らしていくために必要な

力を身につけることが望まれています。子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導・支援が行わ

れ、必要な支援情報が切れ目なく確実に引き継がれるとともに、地域との交流や職場実習等地域で活動す

ることで、自立や社会参画する力が育まれるよう、学校、家庭、地域、企業等、医療・福祉等の関係機関

が連携して取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加しており、それぞれの学びの

場において、一人ひとりに応じた早期からの一貫した指導・支援を充実する必要がありま

す。

■	� 特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校にも在籍していることから、全ての教職員

が特別支援教育に関する知識・技能を高めることが求められます。

■	� 特別支援学校においては、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を行ってい

ます。卒業後も地域の中で自分らしくいきいきと生活していくことができるよう、職業教

育や職場開拓などを含めたキャリア教育の一層の充実が必要です。

■	� 共生社会の実現に向けて、障がいの有無に関わらず、誰もが互いに理解を深め尊重し合い

ながら生活していく態度を育むことが大切です。

■	� 特別支援学校に在籍する子どもたちが増加している地域もあることから、施設の狭隘化等

への対応が必要です。

　障がいのある子どもたちが、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において、

継続的な指導・支援を受けることにより、自立と社会参画のために必要な力を身につけ

ています。また、障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、授業で共に学

ぶことや行事等の交流などをとおして、互いに理解を深め、尊重する態度を身につけて

います。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 223 特別支援教育の推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　一人ひとりの学びを支える教育の推進
　幼稚園・認定こども園・保育所、小・中・高等学校、特別支援学校の間で、「パーソナルファイ

ル注） １」を活用して必要な支援情報の確実な引継ぎを進めます。また、「個別の教育支援計画」お

よび「個別の指導計画」に基づき、きめ細かな指導・支援を一層充実します。

　学校においては、障がいの有無に関わらず、グループ活動や学校行事等で共に学ぶことを通じ

て、互いに尊重し合い、よさを認め合える学級づくりを進めます。

　全ての子どもたちが「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感し達成感を得られるよう、教材や指導方

法の工夫等の授業のユニバーサルデザイン化を進めるとともに、教職員の指導力の向上に取り組み

ます。

　特別支援学校のセンター的機能を活用し、小中学校等への教育相談や特別支援教育に関する

研修会等を実施するなど、教職員の専門性の向上に向けて取り組みます。三重県立かがやき特別

支援学校では、三重県立子ども心身発達医療センターとの連携により、医療、福祉、教育が連携

した専門性の高い発達障がい支援を行うとともに、他の特別支援学校に指導・支援に関する助言

および情報提供を行います。

■	 基本事業２　自立と社会参画に向けた教育の推進
　特別支援学校において、発達段階に応じた組織的なキャリア教育を進めるとともに、地域生活

への円滑な移行に向けた支援を行います。特別支援学校高等部においては、本人の適性を十分に

把握し、早期からの計画的な職場実習や農福連携等を活用した職域の拡大に取り組むとともに、

関係機関と連携した職場への定着支援を充実します。

　障がいのある子どもと障がいのない子どもが、近隣の学校や子どもが居住する地域の学校にお

いて、共に尊重し合いながら学ぶ交流及び共同学習を進めます。

　特別支援学校に在籍する子どもたちの増加や車両の老朽化に対応して、スクールバスの計画的

な配備と更新を進めるとともに、地域の実情をふまえ、施設の狭隘化や個別の教育的ニーズに対

応していきます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

特別支援学校高等部の一般企
業就職希望者の就職率

100％
（30年度） 100％

一般企業への就職を希望している県立特別支援学
校高等部の生徒の就職率（就労継続支援Ａ型事業
所を除く）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

小中学校の通常の学級において個
別の教育支援計画および個別の
指導計画を作成した学校の割合

支援計画
小学校� 86.0％
中学校� 70.2％

指導計画
小学校� 91.5％
中学校� 85.1％

（30年度）

支援計画
100％

指導計画
100％

通常の学級において、個別の教育支援計画および
個別の指導計画を作成した公立小中学校の割合

特別支援学校における交流及び
共同学習の実施件数

845回
（30年度） 950回 県立特別支援学校と小中学校、高等学校等との交

流及び共同学習を実施した回数

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：教育委員会
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　子どもたちが安心して学ぶことができる環境が求められていることから、学校、家庭、地域、関係機関

等が連携を一層充実し、いじめや暴力行為への対応、通学路等の安全対策や不登校児童生徒等への支援等

のさまざまな課題に対して、社会総がかりで取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 平成 30（2018）年４月に施行された「三重県いじめ防止条例」に基づき、学校の内外を

問わずいじめがなくなることをめざして社会総がかりで取り組んでいく必要があります。

■	� いじめや暴力行為については、未然防止とともに、早期に発見し、早期に解決することが

重要です。子どもたちにいじめや暴力を許さない心を育むとともに、学校全体で組織的に

対応することや、学校内外の教育相談体制を充実し、適切かつ迅速に対応することが必要

です。

■	� スマートフォン等の急激な普及に伴い、ＳＮＳ等でのトラブルやいじめの事案が多く発生

していることから、子どもたちのインターネット利用に関わる情報モラルの向上や、家庭

と連携した取組が必要です。

■	� 子どもたちが巻き込まれる痛ましい事故や事件が発生しています。今後も引き続き、さま

ざまな主体が連携し、通学路等の安全確保に取り組むとともに、子どもたちの交通安全や

防犯に対する意識を高めていく必要があります。

■	� 本県における小中学校の不登校児童生徒は年々増加傾向にあり、不登校の要因・背景はよ

り多様化・複雑化しています。子どもたちが安心して学ぶことができる居心地のよい学校

づくりを進めるとともに、不登校の子ども一人ひとりの状況に応じた支援を行う必要があ

ります。

　子どもたちにいじめや暴力を許さない心や、危険予測・危険回避能力が育まれるとと

もに、いじめや暴力行為の防止の取組やその解決に向けた組織的な対応、通学路等の安

全対策や不登校児童生徒等への支援が進み、子どもたちが安心して学ぶことができる環

境が整っています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 224 安全で安心な学びの場づくり
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方
向

■	 基本事業１　いじめや暴力のない学校づくり
　「三重県いじめ防止条例」に基づき、いじめ防止応援サポーターの活動やいじめ防止強化月間の取
組等を通じて、社会総がかりで取り組む機運を醸成します。学校においては、道徳教育・人権教育
など教育活動全体を通じ、子どもたちに生命を大切にし、いじめや暴力を許さない態度等を育みます。
また、日ごろの子どもたちの言動から兆候を察知し適切かつ迅速に対応できるよう、教職員の資質向
上に取り組みます。さらに、いじめを認知した場合には、いじめ防止委員会等において迅速に状況を
把握し、組織的に対応するとともに、必要に応じてスクールカウンセラー等の専門家と連携した支援
を行います。加えて、学校における教育相談や教職員による子どもたちの見守り、「いじめ電話相談」、

「子どもＳＮＳ相談みえ」など専門的な教育相談の実施などにより、いじめ問題等の未然防止および
早期発見・早期解決に取り組みます。

■	 基本事業２　子どもたちの安全・安心の確保
　子どもたちに危険予測・危険回避能力を育成し、交通事故や不審者事案などから守るため、参加・
体験型の交通安全教室や防犯教室、「交通安全マップ」や「地域安全マップ」づくり等による交通
安全・防犯教育を推進します。また、子どもたちが安全に登下校できるよう、「登下校防犯プラン」や

「通学路交通安全プログラム」に基づく通学路の合同点検や安全対策を関係機関が連携・協働し
ながら実施します。

■	 基本事業３　不登校児童生徒への支援
　学校行事の運営等での子どもたちの自主的・自律的な活動をとおして、「絆づくり」、「居場所づく
り」を進め、魅力ある学校・学級づくりに取り組みます。また、教育支援センターが地域の不登校
支援の拠点となるように支援するとともに、不登校児童生徒の社会的自立に向けて、学校外での多
様な学びを関係機関等と連携して支援します。さらに、不登校の未然防止や早期対応を図るため、
スクールカウンセラーを活用した教育相談体制を充実するとともに、スクールソーシャルワーカーによ
る福祉等の関係機関と連携した取組を推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

学校生活に安心を感じている子
どもたちの割合

小学生� 92.0％
中学生� 96.5％
高校生� 88.9％

小学生� 95.4％
中学生� 98.7％
高校生� 92.3％

「学校で、いじめや暴力の心配がなく、安心して
学習することができますか」という質問に対して
肯定的な回答をした公立小中学生および県立高校
生の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

いじめ防止応援サポーターとして
いじめの防止に取り組む団体数 450団体 650団体

いじめ防止応援サポーターとして、県いじめ防止
条例の趣旨に賛同し、いじめの防止に取り組む事
業所・団体・個人の数

いじめの認知件数に対して解消
したものの割合

96.7％
（30年度） 100％

当該年度中に発生したいじめの認知件数のうち、
国の「いじめの防止等のための基本的な方針」で
示された解消要件（認知後少なくとも３か月経過）
を満たすものの割合

不登校児童生徒が、学校内外の
機関等での相談・指導等を受け
た割合

小学生� 74.1％
中学生� 68.1％
高校生� 50.7％

（30年度）

小学生� 89.1％
中学生� 88.1％
高校生� 60.7％

校内のスクールカウンセラーや、校外の教育支援
センター等に相談や指導等を受けたことのある公
立小中高等学校の不登校児童生徒の割合

学校安全ボランティアの中心と
なるスクールガード・リーダー
の登録者数

5人 29人

通学路の見守りボランティアを行うスクールガー
ド（学校安全ボランティア）の活動に対して専門
的な指導・助言等を行うとともに、学校における
防犯教室等を支援するスクールガード・リーダー
の登録者数

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：教育委員会
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　子どもたちを取り巻く環境が変化する中で、子どもたちが地域に愛着を持ち、将来の夢や希望を持つた

めには、学校と保護者や地域の方々が協力して、子どもたちの教育を行うことが大切です。そのため、学

校・家庭・地域が目標や課題を共有し、地域の特色を生かした学校づくりを進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 子どもたちを取り巻く環境が変化し、教育課題が多様化・複雑化する中で、学校・家庭・

地域の関係者が目標や課題を共有し、地域の実情に合わせてコミュニティ・スクール等に

取り組み、地域全体で子どもたちの豊かな育ちを支える必要があります。

■	� 幼児期から小学校、中学校、高等学校への進学時においては、生活環境や学習環境の著し

い変化から、子どもたちが学校に十分に適応できない状況が生じやすい傾向があります。

■	� 少子化の進行により、学校の小規模化が急速に進行しており、活力ある教育活動が維持し

にくくなっている状況があります。

■	� 地域の活性化が求められている中で、県内大学や企業、地域住民や職業人等と連携した教

育を一層推進し、地域社会の課題を解決する活動等を通じて、子どもたちに将来地域を担っ

ていく力を育む必要があります。

■	� 多様化・複雑化する教育課題に組織的に対応できるよう、教職員が専門性をより高めると

ともに、教職生活全体を通じて探究心を持って学び続ける必要があります。また、多くの

経験豊かな教職員が退職する中で、力量のある教職員の確保、知識等の継承、若手および

中堅・中核教員の計画的な育成を進める必要があります。

■	� 子どもたちにどのような資質・能力を身につけさせる必要があるのかを教育課程において

明確にするとともに、教育課程に基づき学校全体で子どもたちの状況に応じた教育活動の

質の向上を図っていく必要があります。

　学校と保護者・地域の方々が、目標やビジョンを共有し、一体となった教育活動が進

められ、子どもたちの学びと育ちを地域全体で支える体制が整っています。また、学校

の特色化・魅力化が進むことや、教職員が指導力を高め意欲的な指導を実践すること

で、子どもたちが自分の興味・関心や将来の目標に応じて主体的に学び、豊かな人間性

や学ぶ力を身につける教育が行われ、県民からの信頼を得ています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 225 地域との協働と信頼される学校づくり
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■	 基本事業１　地域とともにある学校づくり
　保護者や地域の方々 が学校運営に参画し、一体となって子どもたちを育むコミュニティ・スクール
の仕組みを導入する市町や学校の拡充に取り組むとともに、これまでの学校支援地域本部の活動
を基盤として市町が進める地域学校協働本部への移行を支援し、地域とともにある学校づくりを推
進します。また、「学校マネジメントシステム」による教育活動および学校運営の質的向上を図ります。

■	 基本事業２　学校の特色化・魅力化
　幼稚園・認定こども園・保育所と小学校が連携した取組、小中一貫教育を進める市町への支援、
中高一貫教育の検討、高大連携等に取り組みます。また、少子化の進行により生徒数が減少する
中で、子どもたちの社会性を育み、活力ある教育活動が展開できるよう、望ましい高等学校の規模
や配置等を検討します。グローバル化や地域の活性化等の社会のニーズに対応した高等学校のあ
り方を検討するとともに、地域の特色を生かした学校づくりを推進します。

■	 基本事業３　教職員の資質向上
　教職員の経験等に応じて、授業力の向上、生徒指導、特別支援教育等に係る研修を実施し、多
様化・複雑化する教育課題に対応できる専門性や指導力の向上に取り組みます。教科等の枠を超
えた横断的な視点での授業づくり、教育効果の評価および改善、地域等の人材・施設等を活用し
た豊かな学びなどの充実に向け、「カリキュラム・マネジメント」に関する研修を実施します。

■	 基本事業４　私学教育の振興
　私立学校に対して、経常的経費等への補助を行うとともに、学校訪問等において、学校が抱え
る課題等に効果的な助言等を行うことにより、個性豊かで多様な教育の推進および健全な学校運
営を支援します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

コミュニティ・スクールに取り
組んでいる小中学校の割合 36.3％ 50.0％

コミュニティ・スクールまたはこれに類似した仕
組みを導入している公立小中学校の割合（文部科
学省「コミュニティ・スクール及び地域学校協働
活動実施状況調査」）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

授業で主体的・対話的に学習に
取り組んでいると感じる子ども
たちの割合

小学生
主体的� 77.5％
対話的� 73.4％

中学生
主体的� 77.6％
対話的� 74.2％

高校生
主体的・対話的

73.5％

小学生
主体的� 82.5％
対話的� 78.4％

中学生
主体的� 82.6％
対話的� 79.2％

高校生
主体的・対話的

78.5％

「授業で主体的・対話的に取り組んでいる」とい
う質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学
生および県立高校生の割合

地域や産業界等と連携し、学校
の特色化・魅力化に取り組んで
いる県立高等学校の数

35校 56校
地域等の課題に対して、地域や産業界等と連携し
て課題解決型学習や人材育成等に取り組んでいる
県立高等学校の数

新たな時代の要請に応えた私立
学校における特色ある教育・学
校運営の取組数

66件
（30年度） 106件

新学習指導要領への対応や持続可能な学校運営
の実現などに向け、私立中学校・高等学校が実施
する特色ある取組数

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：教育委員会
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注） １　�大学収容力指数：�県内外からの県内大学への入学者数／前年度に県内高等学校を卒業した者のうち国内大学への入学者数×100。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　本県で学び、成長したいという若者の希望の実現に向けて、高等教育機関の魅力向上や学びの選択肢の

拡大に取り組みます。

　「高等教育コンソーシアムみえ」や「みえ地方創生多分野産学官連携推進協議会」等の高等教育機関、産

業界、市町など地域のさまざまな主体と連携しながら、一体となって課題解決に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 平成 28（2016）年に県内の高等教育機関と県で構成する「高等教育コンソーシアムみえ」

を創設し、高等教育機関の魅力向上につながる取組を進めているものの、県内高等学校か

ら県内高等教育機関への進学者数は増加しておらず、県内高等教育機関のより一層の魅力

向上およびその魅力を学生等に伝えていくことが求められています。

■	� 平成 30（2018）年度の本県の大学収容力指数注） １ は、47.7 で全国 46 位と低く、県内の

高等学校を卒業した大学進学者が県内大学へ入学した割合も約２割と低くなっており、大

学収容力の向上や、魅力ある学部・学科の設置など学びの選択肢の拡大が求められていま

す。

■	� 県内高等教育機関の卒業生が県内企業に就職した割合は５割に満たないことから、就職時

の若者の県内定着が課題となっています。

■	� 平成 28（2016）年度に創設した県内の過疎地域などの指定地域に居住すること等を条件

に、大学生等の奨学金返還額の一部を助成する制度については、若者の県内定着を促進す

るとともに、県外へ進学した学生等が再び三重県に戻り定着する流れをつくるため、より

効果的な制度とすることが必要です。

■	� 平成 30（2018）年に県内の産業界、高等教育機関、県および市町で構成する「みえ地方

創生多分野産学官連携推進協議会」を創設し、産学官による連携に取り組んでいます。地

域での若者の活躍につなげるためには、共同研究などの推進による若者から選ばれるしご

との創出や働く場の魅力向上が必要です。

　県内の高等教育機関における教育や研究等の充実により、一層魅力が高まるととも

に、学びの選択肢の拡大により、三重県で学び、働き、住み活躍する若者が増えていま

す。

　また、県内高等教育機関と産業界等地域との連携が進み、共同研究や地域の課題解決

に向けた取組が活発化し、若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上が実現し

ています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 226 地域の未来と若者の活躍に向けた
高等教育機関の充実
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取
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■	 基本事業１　県内高等教育機関の魅力向上・充実
　三重県で学び、働き、住み活躍する若者を増やすため、「高等教育コンソーシアムみえ」の取組

等を推進し、選ばれる高等教育機関として一層の魅力向上、学びの選択肢の拡大を図ります。

　若者の県内定着を促進するため、大学生等の奨学金返還額の一部を助成します。

■	 基本事業２　県内高等教育機関と取り組む産学官連携の推進
　若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上を図るため、県内高等教育機関相互や産学

官により構築したネットワークを活用して、高等教育機関に蓄積されている研究成果、企業ニーズな

どの情報を共有し、分野の枠を越えて連携した取組を推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内高等教育機関入学者の県内
からの入学者の割合

（県内入学率）

58.1％
（30年度） 63.0％ 県内高等教育機関に入学した者のうち、県内から

の入学者の割合（県内入学率）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内高等教育機関卒業生の県
内就職者の割合（県内就職率）

48.9％
（30年度） 54.0％ 県内高等教育機関を卒業し就職した者のうち、県

内に就職した者の割合（県内就職率）

県内高等教育機関と取り組む産
学官連携の件数（累計） － 190件

「みえ地方創生多分野産学官連携推進協議会」や
「高等教育コンソーシアムみえ」等のネットワーク
を活用して、県内高等教育機関と連携して取り組
んだ産学官連携の件数

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：戦略企画部

「三重を知る」共同授業の「食と観光実践」のフィールドワークで、
漁業体験をする学生
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　世界に誇る歴史的・文化的資産を磨き上げ、国内外へ情報発信していくことにより、三重の知名度を向

上させ、郷土への誇りと愛着を感じられるようにするとともに、市町等との連携を一層強化し、文化活動を

通じた幅広い交流を進め、新たなみえの文化を創造します。

　また、県民の皆さんが自分らしい生き方を選択できる環境を整備するため、高等教育機関等との連携を

強化し、ライフステージ等に応じた学習機会や成果を生かす場の充実を図っていきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「新しいみえの文化振興方針」に基づき、「人材の育成」や「文化の拠点機能の強化」など

５つの方向で取組を展開し、年齢や障がいの有無、国籍などに関係なく、全ての県民の皆

さんが主体的に文化にふれ親しむ機会を提供するとともに、多様な分野と連携することに

より、新たなみえの文化を創造することができる環境を整備していく必要があります。

■	� 過疎化・少子高齢化の進行、気候変動等に伴う自然環境の変化により、文化財の滅失や散

逸等の防止が課題となっています。こうした中、特色ある歴史や風土に育まれ、地域の中

で守り伝えられてきた多くの有形・無形の文化財の適切な保存・活用と未来への継承を地

域社会総がかりで進めていく必要があります。

■	� 「人生 100 年時代」の到来を見据え、県民の皆さんが人生をより豊かに過ごすことができ

るよう、ライフステージ等に応じた多様な学習ニーズを把握し、魅力的な学びの場や学ん

だ成果を発表できる場の提供など、生涯を通じて学ぶことができる環境づくりが必要です。

■	� 生涯教育の推進に重要な役割を担う社会教育においては、地域コミュニティ、ＮＰＯ、企

業などさまざまな主体が持つ知識や経験を、学校教育や家庭教育と連携し、地域の課題解

決、学習環境の整備に生かしていくことが求められています。

　年齢や障がいの有無、国籍などにとらわれず、全ての県民の皆さんが文化や地域の歴

史等に学び親しみ、豊かな感性や創造性等を育みながら、心豊かな生活を送っていま

す。

　また、生涯にわたって、あらゆる世代の県民の皆さんが、あらゆる機会に学習するこ

とができ、その成果が社会に生かされています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 227 文化と生涯学習の振興
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■	 基本事業１　文化にふれ親しみ、創造する機会の充実
　展覧会・公演や調査研究等を通じて文化のおもしろさや価値等を伝えるとともに、人材育成や顕

彰制度の運用、発表の場づくりなどにより、さまざまな主体の文化活動を促進します。また、文化

交流ゾーンを形成することにより、知的な刺激を受けられるよう文化にふれる機会を充実します。さ

らに、観光、まちづくりなど多様な分野との連携を通じ、新たなみえの文化を創造します。

■	 基本事業２　文化財の保存・活用・継承
　歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、特に重要なものについては指定するなど、文化財

を将来にわたって守り伝えるための取組を推進します。また、市町における文化財保存活用地域計

画の策定などによる文化財の積極的な保存・活用・継承の取組への支援や、防災および災害発生

時における文化財保護等のための県内情報ネットワークの整備に取り組みます。

■	 基本事業３　学びとその成果を生かす場の充実
　県立生涯学習施設において、高等教育機関との連携やさまざまな主体との交流等を通じて、県

民の皆さんのさまざまなライフステージやライフスタイルに応じた一層魅力的な講座やセミナー等の

学習機会を提供するとともに、生涯学習に係る情報発信や学びの成果を発表する場を充実します。

■	 基本事業４　社会教育の推進と地域の教育力の向上
　地域において社会教育の推進に取り組む関係者の協働による情報共有・情報交換や地域の課

題解決、学習環境の整備に向けた相互学習を行う場を提供するなど、社会教育・学校教育・家庭

教育の連携を促進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

参加した文化活動、生涯学習に
対する満足度

73.7％
（見込） 77.7％

県立文化・生涯学習施設が実施した展覧会、講
座、公演事業および歴史・文化資源を活用した事
業におけるアンケート調査で、「満足」「やや満足」

「やや不満」「不満」のうち、その内容について「満
足」と回答した人の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県立文化施設の利用者数 152.0万人
（見込） 153.2万人 県立の図書館、博物館、美術館、斎宮歴史博物館

および三重県総合文化センターの利用者数

新たな文化財保存活用地域計
画のもと、地域社会が一体と
なって保存・活用・継承に取り
組む国・県指定等文化財数

０件 160件
地域社会総がかりで保存・活用・継承を図るため、
市町が新たに策定する文化財保存活用地域計画
に位置づけられた国・県指定等文化財の数

公民館等の社会教育活動とし
て、地域課題の解決に向けた取
組を行っている市町数

11市町
（30年度） 29市町

公民館等の事業に関する調査において、「地域に
おける課題の解決に向けた取組を行っている」と
いう質問に対して、「行っている」と回答した市町
の数

政策　Ⅱ－２　学びの充実

主担当部局：環境生活部
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注） １　�イクボス：�職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、その人のキャリアと人生を応援しながら、組織の
業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司（経営者・管理職）。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんや企業・団体、関係機関と少子化等の現状とその対策の必要性について認識を共有すると

ともに、さまざまな主体との協働により、従来の血縁、地縁、社縁にとどまらない、「縁を育み、縁で支え

る」といったより幅広いつながりづくりを進めていきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 結婚や妊娠、出産、家族のあり方などについては、個人の考えや価値観が尊重されること

が大前提ですが、県民の結婚や出産等について、理想と現実にギャップが生じていること

から、さまざまな主体の参画を得ながら、「希望がかなうみえ　子どもスマイルプラン」に

基づき少子化対策の取組をさらに進めていく必要があります。

■	� 子どもの権利を尊重する「三重県子ども条例」に基づき、企業や団体等のさまざまな主体

と連携し、イベントの実施等を通じて子どもが豊かに育つことのできる地域社会づくりに

取り組んできました。引き続き、取組を継続するとともに、子どもの自己肯定感を高め、

「生き抜いていく力」を育む必要があります。また、子どもの携帯電話・スマートフォンの

所有率が高まっており、インターネットを通じて有害情報にふれたり、犯罪やトラブルに

巻き込まれる事案が発生していることから、子どもが適正にインターネットを利用できる

よう啓発を進める必要があります。

■	� 地域のつながりの希薄化や少子化の進行など家庭をめぐる環境が変化するとともに、共働

き家庭の増加や家庭の小規模化など家庭のあり方が多様化し、子育てに悩みや不安を感じ

る保護者が増加している中、平成 28（2016）年度に「みえ家庭教育応援プラン」を策定

し、市町や三重県ＰＴＡ連合会と連携して家庭教育の応援に取り組んできました。今後も

各家庭の実情に応じた家庭教育応援の取組を社会全体のつながりの中で進めていく必要が

あります。

■	� イクボス注） １ の推進や「みえの育児男子プロジェクト」等の取組により、企業等で働く男

性の育児休業取得への関心が高まっている中、仕事と子育ての両立支援制度は整いつつあ

るものの、男性が育児休業を取得しやすい職場風土となっておらず、実際の取得が進んで

いない現状があります。一方、パートナーの家事・育児の参加時間が長いと、第２子以降

の出生割合が増えるという調査結果等があり、職場や地域社会の中で、男性の育児参画が

大切であるという考え方をより広めていく必要があります。

　「希望がかなうみえ　子どもスマイルプラン」に基づき、県をはじめとするさまざま

な主体が連携して少子化対策の取組を進めることにより、企業や団体等のさまざまな主

体との協創が進み、結婚・妊娠・子育てなどの希望がかない、全ての子どもが豊かに育

つことのできる環境づくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 231 県民の皆さんと進める少子化対策
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■	 基本事業１　子ども・子育てを応援する気運醸成
　さまざまな主体で構成される「少子化対策推進県民会議」で情報共有等を図るとともに、企業

や団体、関係機関等と連携した少子化対策の気運醸成やウェブサイトによる情報発信を進めます。

■	 基本事業２　子どもの育ちを支える地域社会づくり
　「三重県子ども条例」の基本理念をふまえ、企業、団体、県民等、さまざまな主体と連携し、子

どもの育ちを見守り、子育て家庭を支える取組を進めます。また、「三重県青少年健全育成条例」に

基づく立入調査の適正な実施や、青少年のインターネットの適正な利用が進むよう啓発活動等に取

り組みます。さらに、自然体験を通じて、子どもの「生き抜いていく力」を育むため、幼児期からの

自然体験の普及啓発を市町や関係機関と連携して進めます。

■	 基本事業３　家庭教育応援の充実
　「みえ家庭教育応援プラン」に基づき、妊娠期から学齢期の子を持つ親同士の交流をはじめ、教

育の原点である家庭教育を応援する取組を進めます。

■	 基本事業４　男性の育児参画の推進
　男性の育児参画が進むよう、「みえの育児男子プロジェクト」の取組による普及啓発や情報発信、

ネットワークづくりを進めます。また、男性の育児休業の取得が進むといった、仕事と育児を両立で

きる職場環境づくりについて企業等に働きかけるなど、社会全体に男性の育児参画が大切であると

いう考え方が広まるよう気運の醸成に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

男性の育児休業取得率（育児休
業制度を利用した従業員の割合

（県、男性））

4.4％
（30年度） 11.2％

三重県内事業所労働条件等実態調査（雇用経済
部雇用対策課実施）において、育児休業を取得し
た男性従業員の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「みえの子ども応援プロジェク
ト」に参加した企業・団体数

（累計）
－ 160

企業・団体

「みえの子ども応援プロジェクト」の活動に参加
（人的、資金的、物的支援の全て）した企業・団
体数

県が関わって実施した「みえの
親スマイルワーク」の実施市町
数

4市町 29市町 申込みの受付から実施までの間に県が関わって
「みえの親スマイルワーク」を実施した市町の数

「みえの育児男子プロジェクト」
に参加した企業・団体数

100
企業・団体
（30年度）

180
企業・団体

男性の育児参画の普及・啓発やイクボスの推進等
に関わる企業・団体数

政策　Ⅱ－３　希望がかなう少子化対策の推進

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　結婚や出産を個人や家族だけの問題と捉えることなく、行政や学校、企業、ＮＰＯ等さまざまな主体が

連携し、それぞれの地域資源を活用しながら、学童期から結婚、出産、育児に至るまで、ライフステージ

に応じた切れ目ない支援を提供する体制を整備します。

● 

現
状
と
課
題

■	� 子どもたちが家族の大切さや自らのライフデザインについて考える機会が少なくなってい

ることから、子どもたちを含めた若い世代が妊娠・出産や性に関する正しい知識を習得し、

自らのライフデザインを考える機会を提供することの必要性が高まっています。

■	� 未婚の人が結婚していない理由として「出会いがない」、「理想の相手に出会えていない」

が上位を占めており、さまざまな出会いの機会の情報提供が必要です。また、結婚後には

現在と同じ、または近隣の市町に住みたいと考えている人が多く、各地域において出会い

や結婚を応援する取組が広がることが必要です。

■	� 晩婚化に伴う妊娠・出産年齢の上昇により不妊に悩む夫婦が増加していることから、妊娠・

出産についての希望がかなうよう、特定不妊治療等に対する経済的支援を行うとともに、

精神的な負担を軽減するための専門的な相談等の取組が必要です。また、仕事をしながら

不妊治療を受ける人も増加していることから、不妊治療と仕事の両立支援のための取組が

必要です。

■	� 核家族化や地域社会でのつながりの希薄化等により育児の負担感や不安感を解消できない

親が増加しており、地域において妊産婦・乳幼児やその家族が必要な時に必要なサービス

が受けられるような出産支援体制の構築が求められています。

　結婚・妊娠・出産の希望がかなう地域社会の実現に向けて、社会全体で結婚や家族形

成を希望する人を応援する取組が進んでいます。また、不妊に悩む夫婦の負担が軽減さ

れ、妊産婦やその家族が安心して子どもを産み育てることのできる環境づくりが進んで

います。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 232 結婚・妊娠・出産の支援
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■	 基本事業１　思春期世代におけるライフデザインの促進
　家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自らのライ

フデザインを考える基盤ができるよう、思春期世代を対象とした教育や普及啓発に取り組みます。ま

た、思春期の性の悩みや計画していない妊娠、妊婦健診未受診など妊娠等に悩みを抱える若年

層に対して、相談しやすい体制整備を進めます。

■	 基本事業２　出逢いの支援
　結婚を希望する人等に対して市町や企業などが行う出会い支援の取組を活性化させるなど、社

会全体で結婚を希望する人を応援する気運を醸成します。

■	 基本事業３　不妊に悩む家族への支援
　特定不妊治療や男性不妊治療の助成のほか、不育症治療等県独自の経済的支援や不妊専門相

談センター事業における相談体制の強化に取り組みます。また、若年がん患者が治療を終えた後、

子どもを産み育てることができるよう妊孕性温存治療注） １ を支援します。さらに、不妊治療と仕事の

両立に向けて、企業の不妊治療への理解を深め、不妊治療を受けやすい環境づくりを推進します。

■	 基本事業４　切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実
　各市町が、妊娠・出産・育児における地域の強みを生かした切れ目ない母子保健体制を整備で

きるよう、人材育成や、関係機関の連携促進等の支援を行います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

母子保健コーディネーター養成
数（累計）

132人
（30年度） 270人 県の研修等により養成した母子保健コーディネー

ターの数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

出会い支援の取組について連携
した企業・団体数

24
企業・団体
（30年度）

64
企業・団体

「みえの出逢い応援団体」の実施する出会い支援
に係る取組のうち、複数団体が連携して実施され
た取組における関わった企業や団体数

不妊治療に職場の理解があると
感じている人の割合 48.6％ 60.0％

仕事をしながら不妊治療を受けている人のうち不
妊治療に関して職場の理解があると感じている人
の割合

産婦健診・産後ケアを実施して
いる市町数 19市町 29市町 産婦健診・産後ケア事業の両方を実施している市

町の数

政策　Ⅱ－３　希望がかなう少子化対策の推進

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部

注） １　�妊孕性温存治療：�小児、思春期・若年でがんと診断された方が、がん治療により生殖機能が低下または失うおそれがあると医師に
診断された場合、がん治療前に将来の妊娠のために、精子、卵子、胚（受精卵）、卵巣組織を採取し、凍結保存す
る治療。
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注） １　�ＣＬＭ：保育所等に通う発達障がい児等の行動等を観察し、「個別の指導計画」を作成するためのアセスメントツール。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　未来の宝である子どもたちの健やかな成長を支えるため、必要な子育て支援サービスが全ての子育て家

庭に対して提供されるよう、行政・企業・団体と連携するとともに、地域のさまざまな人材の参画を得な

がら、社会全体で支える取組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 施設整備などにより保育所等の定員は増加していますが、共働き家庭や女性の継続就業率

の増加などにより、保育所等への入所希望者が増え、保育所等における待機児童数は高止

まり状態となっています。また、幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を

培う重要なものであることから、幼稚園・認定こども園・保育所が家庭や地域と一層連携

し、就学前教育の充実を図っていくことが求められています。

■	� 平成 30（2018）年度に新しい保育所保育指針等が実施されるとともに、令和元（2019）

年 10 月には幼児教育・保育の無償化が実施されました。今後も、保育人材の確保等によ

る待機児童の解消や幼児教育・保育のより一層の質の向上、幼稚園等の子育て支援の充実

を図っていく必要があります。

■	� 就学前の保育ニーズの増加とともに、小学校入学後に放課後児童クラブの利用を希望する

家庭が増えており、施設整備などにより利用できる小学校区の割合は増加していますが、

一部の地域において十分な受け皿が確保されておらず、待機児童は解消されていません。

引き続き、放課後児童クラブの施設整備や従事する人材の確保、安定的な運営への支援が

必要です。また、必要とする時に病児・病後児保育が利用できる環境整備が必要です。

■	� 令和２（2020）年度から高等教育の無償化が始まり、低所得者層の教育支援の充実が図ら

れます。子どもたちが生まれ育った環境に左右されることなく、未来に希望を持ち、夢や

志に向かっていけるよう、より実効的な子どもの貧困対策を推進することが必要です。

■	� 県立子ども心身発達医療センターにおいて、専門的な診療機能を充実させるとともに、市

町の総合相談窓口の中心となる人材育成や、発達障がい児の支援ツールである「ＣＬＭ

（Check List in Mie）注） １ と個別の指導計画」の保育所等への導入を促進してきました。し

かし、地域の専門医の不足といった状況も相まって、初診診療の待機期間が長期化してい

ます。そのため、発達支援が必要な子どもとその家族に対する適切な医療・福祉・教育サー

ビスが、身近な地域において途切れることなく提供される体制の整備が必要です。

　生まれ育った環境に関わらず、全ての子どもが健やかに、夢と希望を持って育つこと

のできる環境が整っています。また、子育て支援サービス等が地域のニーズや実情に応

じて提供されることにより、安心して子育てのできる体制整備が進んでいます。さら

に、就学前教育・保育を担う幼稚園、認定こども園、保育所の機能向上が図られ、全て

の子どもが質の高い幼児教育・保育を受けることのできる環境が保障されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 233 子育て支援と幼児教育・保育の充実
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■	 基本事業１　幼児教育・保育の充実
　「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、待機児童の解消に向けて保育所等の整

備への支援や低年齢児保育の充実を図る市町への支援、幼稚園教諭・保育教諭・保育士等の資

質向上を図るための研修などを実施します。また、人材確保のため、保育所等が働きやすい職場

環境となるよう支援し、就労促進や早期離職防止を図ります。幼児教育の充実に向けて「三重県保

幼小の円滑な接続のための手引き」等を活用した実践事例の普及に努めるとともに、質の高い幼児

教育・保育を一体的・総合的に推進するための体制整備に取り組みます。

■	 基本事業２　放課後児童対策の推進
　新・放課後子ども総合プランを推進するため、放課後児童クラブ等の整備や運営への支援を行

うとともに、放課後児童クラブ等に従事する人材の確保や資質向上に取り組みます。また、病児・

病後児保育事業の充実を図るため、施設整備等への支援を行います。

■	 基本事業３　子どもの貧困対策の推進
　「三重県子どもの貧困対策計画」および「三重県ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、学

校・地域の連携による学習支援などの教育の支援、子どもたちが安心できる居場所の拡大、経済

的支援、身近な地域での支援体制の整備など、親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの

切れ目のない支援に、市町や関係団体等と連携して総合的に取り組みます。

■	 基本事業４　発達支援が必要な子どもへの支援
　県立子ども心身発達医療センターにおいて、専門的な治療・療育を行うとともに、地域の医療機

関を対象とした研修会の実施、市町等の専門人材の育成支援、保育所・幼稚園等への発達障が

い児支援ツールの導入等をより一層進めます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

保育所等の待機児童数 109人
（30年度） ０人 翌年４月１日現在における保育所等の待機児童の数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

保育士等キャリアアップ研修の
修了者数（累計）

2,066人
（30年度） 11,000人 県が実施するキャリアアップ研修における各分野

で定められた全ての講座（時間）の修了者数

放課後児童クラブの待機児童数 55人 ０人 ５月１日現在における放課後児童クラブの待機児
童数

子どもの貧困対策計画を策定し
ている市町数

２市
（30年度） 22市町

子どもの貧困対策について、計画の策定または子
ども・子育てに関連する計画の一部として位置づ
けている市町の数

「ＣＬＭと個別の指導計画」を導
入している保育所・幼稚園等の
割合

53.8％
（30年度） 67.5％

県内の保育所・幼稚園等のうち、発達支援が必要
な子どもに対し、「ＣＬＭと個別の指導計画」を利
用して支援を行っている保育所・幼稚園等の割合

政策　Ⅱ－３　希望がかなう少子化対策の推進

主担当部局 ：子ども ・ 福祉部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　本県アスリートが個性や能力を発揮して夢の実現につなげるとともに、本県アスリートの活躍が県民の皆

さんに夢や感動を与えることにより、一体感と活力のある地域社会をつくっていくことが重要です。

　三重とこわか国体・三重とこわか大会での本県選手の活躍を通じて高まった県民の皆さんのスポーツへ

の関心を生かし、競技団体などさまざまな主体が一体となって本県の競技スポーツを支え、安定的な競技

力の維持と向上に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 平成 25（2013）年に三重県競技力向上対策本部を立ち上げ、計画的に競技力向上対策を

進めてきたところ、令和元（2019）年の第 74 回国民体育大会（いきいき茨城ゆめ国体）

では、天皇杯順位（男女総合成績）は 14 位、皇后杯順位（女子総合成績）は 20 位まで順

位を上げることができました。

■	� 令和３（2021）年の三重とこわか国体での天皇杯・皇后杯獲得に向けて、さらに競技力向

上を図るとともに、三重とこわか国体での本県選手の活躍や地域の盛り上がりが、その後

の安定的な競技力の維持や、スポーツを通じた人づくりに生かされるよう、取組を進めて

いく必要があります。

■	� 平成 30（2018）年のインターハイ開催の成果を生かすとともに、スポーツの楽しさや躍

動感を共有する「応援村 OUEN-MURA」の取組をはじめ、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック開催の気運を三重とこわか国体・三重とこわか大会につなげる必要がありま

す。

■	� 三重県では 46 年ぶりの開催となる国内最大のスポーツの祭典である国民体育大会「三重

とこわか国体」と三重県では初めての開催となる全国障害者スポーツ大会「三重とこわか

大会」の成功に向けて、市町や競技団体等と連携しながら、県民力を結集した大会となる

よう、オール三重で着実に準備を進めていく必要があります。

■	� 三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて必要なスポーツ施設の整備と、大会

後においても引き続き必要となる施設の受入れ環境を向上させる必要があります。

　令和３（2021）年の三重とこわか国体で天皇杯・皇后杯を獲得するとともに、その後

も安定的な競技力を維持しスポーツの魅力を発信し続けることで、本県選手の活躍をと

おして、県民の皆さんが夢、感動、勇気を得るとともに、郷土を愛する意識や一体感が

醸成されています。

　スポーツ施設の整備により競技環境が向上することで、競技スポーツを通じた人づく

りが進んでいます。また、一般利用者も快適に施設を利用できるようになっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 241 競技スポーツの推進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　競技力の向上
　三重とこわか国体での天皇杯・皇后杯獲得に向けて、選手やチームの強化活動や、選手の県内

定着への支援を行うことで、成年選手の育成・強化を進めるとともに、指導者の資質向上、指導体

制の充実を図り、少年選手の育成・強化を進めます。

　また、三重とこわか国体の後も安定的な競技力が維持されるよう、引き続き、成年・少年選手の

育成・強化などに取り組むとともに、未来の三重の競技スポーツを支えるジュニア選手等の発掘・育

成や、選手が競技生活を終えた後も指導者として活躍でき、次代を担う選手が生み出されるよう支

援を進めます。

■	 基本事業２　三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催
　三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて、創意工夫を凝らしつつ、簡素・効率化が

図られた大会となるよう、会場地市町や競技団体等と緊密に連携し、開催準備を進めるとともに、

県民力を結集した両大会とするため、とこわか運動（県民運動）の展開や運営ボランティア、情報

支援ボランティア等の養成を行うなど、両大会の成功に向けて県民の皆さんと共にオール三重で開

催準備に取り組みます。

■	 基本事業３　スポーツ施設の充実
　三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて、スポーツ施設における競技環境の整備

と、施設職員のおもてなしやサービスの改善・強化など施設への受入れ環境の向上に取り組みま

す。

　また、両大会後においても、施設の機能を最大限に生かし、新たな大会の誘致などに取り組む

とともに、施設を快適に利用できるよう適切な維持管理に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

国民体育大会の男女総合成績 14位 10位台

国民体育大会における正式競技の参加点（ブロッ
ク大会を含む）と冬季大会および本大会の競技得
点の合計による都道府県ごとの男女総合順位
※�三重とこわか国体が開催される令和３年度は、

１位（天皇杯獲得）を目標とします。

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

全国大会の入賞数 162 150
国民体育大会、全国高等学校総合体育大会、全国
中学校体育大会において、ベスト８以上に入った
団体・個人の数

とこわか運動（県民運動）の取
組数（累計）

130取組
（30年度） 1,000取組

三重とこわか国体・三重とこわか大会の自発的な
県民運動の取組であるとこわか運動の取組数
※�両大会が令和３（2021）年に開催されること

から、令和３（2021）年度までの取組としま
す。

県営スポーツ施設年間利用者数 1,181,289人
（30年度） 1,065,200人

県営スポーツ施設（三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴
鹿、三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢、県営松阪野
球場、県営ライフル射撃場）の年間利用者数

政策　Ⅱ－４　三重とこわか国体 ・三重とこわか大会の成功とレガシーを生かしたスポーツの推進

主担当部局 ：地域連携部国体 ・全国障害者スポーツ大会局
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　本県では、スポーツは人生を豊かにし、私たちに幸福

を実感させるものととらえています。スポーツを通じて、

個人が個性や能力を発揮し、夢や希望の実現に挑戦で

き、生きがいを実感できる活力ある地域社会づくりが重

要です。

　スポーツの持つ多面的な価値を県民の皆さんや市町、

競技団体等のさまざまな主体が共有しながら、県民の力

を結集した元気な三重県をめざし、取組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「第２次三重県スポーツ推進計画」に基づき、スポーツを「する」「みる」「支える」ための

機会の提供や機運醸成に取り組むことにより、県民の皆さんが日常的にスポーツにふれ親

しむための環境づくりを進め、スポーツを通じた地域の活性化につなげていく必要があり

ます。

■	� 大規模大会の開催を一過性のものとせず、「する」人だけでなく「みる」「支える」人も含

めたスポーツへの関心を持続させるとともに、大会のレガシーをスポーツによるまちづく

りにつなげていく必要があります。

■	� 日本で初めての開催となる「ボッチャ国際大会」（平成 30（2018）年３月）や日本パラ

水泳選手権大会（平成 30（2018）年 12 月）の開催誘致など、障がい者スポーツを「す

る」「みる」「支える」ことへの関心や理解を高める取組を進めました。三重とこわか大会

の開催を好機ととらえ、障がいのある人への運動・スポーツの参加機会の提供や障がい者

スポーツを支える人材の育成等、障がい者スポーツの裾野の拡大により一層取り組む必要

があります。

　スポーツを「する」「みる」「支える」といったさまざまな形で参画している人が増

え、日常にスポーツがあることによって、スポーツを通じた地域の活性化が図られ、地

域が持続的に発展しています。

　また、大規模大会で培われたレガシーが次世代に継承されることによって、交流と活

気にあふれる人づくり、まちづくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 242 地域スポーツと障がい者スポーツの推進

カナダレスリングチームと県内ジュニア選手との交流
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● 

取
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向

■	 基本事業１　地域スポーツ活動の推進とスポーツを通じた地域の活性化
　県民の皆さんが運動・スポーツにふれ親しむための機会を創出し、あらゆる世代が運動・スポー

ツに参画（「する」「みる」「支える」）するための機運醸成に取り組みます。また、平成29（2017）

年からの５年間にわたる「みえのスポーツイヤー」をスポーツ推進の好機ととらえ、市町等とさらに連

携を強化しながらさまざまな取組を進め、スポーツを通じた地域の活性化を図ります。

■	 基本事業２　大規模スポーツ大会のレガシーを活用したまちづくりの推進
　大規模大会の開催を通じて培われた有形・無形のレガシーを活用することにより、大会で活躍し

た選手が地域スポーツの場で活躍するための環境づくりや、大会に関わった皆さんが地域を担い、

大会誘致や交流促進に取り組むための支援など、スポーツによる活気あるまちづくりをあらゆる関係

機関と連携しながら進めます。

■	 基本事業３　障がい者スポーツの裾野の拡大
　障がい者スポーツを「する」「みる」「支える」ことへの関心や理解をより一層高めるため、三重と

こわか大会を好機ととらえ、障がいのある人が運動・スポーツに取り組む機会の充実や、障がい者

スポーツを支える人材の育成等、障がい者スポーツの裾野の拡大に取り組み、運動・スポーツを通

じた障がいのある人の自立と社会参加を促進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

成人の週１回以上の運動・ス
ポーツ実施率

52.8％
（30年度） 71.0％

「みえ県民意識調査」で、「週１回以上、運動やス
ポーツ（散歩、ぶらぶら歩き、ジョギング、キャ
ンプ、野球、テニスなど（日常生活での工夫した
運動も含む））を実施している」と回答した県民

（成人）の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内スポーツ大会等への参加者数 194,938人
（30年度） 218,000人

県、市町が主体となって実施するスポーツ大会や
スポーツイベントにおける「する」「みる」「支え
る」人の数

県が主催する障がい者スポーツ
大会等への参加者数

3,800人
（30年度） 4,050人

県が主催する障がい者スポーツ大会や障がい者ス
ポーツイベントにおける「する」「みる」「支える」
人の数

政策　Ⅱ－４　三重とこわか国体 ・三重とこわか大会の成功とレガシーを生かしたスポーツの推進

主担当部局 ：地域連携部国体 ・全国障害者スポーツ大会局
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　人びとが南部地域の魅力や価値に気づき、主体的に

活性化に取り組むことで、定住を促進していく必要があ

ります。そのため、南部地域が持つ「らしさ」や「なら

では」の魅力を生かし、磨き上げ、発信するとともに、

人と人、人と地域などの「つながり」を創出することで、

地域住民、団体などさまざまな主体が相互に作用し、新

たな活動が生まれてくるような環境づくりを進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 南部地域は、第一次産業の衰退に加え、大規模な工場誘致による雇用の場の確保も難しい

ことなどから、若者世代の人口の流出と高齢化に歯止めがかからない状況が続いています。

定住につながるよう、南部地域活性化基金を活用し、より直接的な働く場の確保に向けた

取組や住民の生活に寄り添った取組を支援することで、持続可能な地域社会の実現を図る

ことが求められています。

■	� 若者の定着には、若者に魅力的な働く場が必要であり、民間企業の進出等による雇用創出

を図るため、市町と民間事業者等が連携して、働く場の確保に取り組む必要があります。

■	� 進学等のタイミングで多くの若者が南部地域を離れていることから、一旦は南部地域を離

れたとしても将来的に戻ってくるために、地域の魅力や仕事を知る取組が必要です。

■	� 生まれ育った地域に住み続けたいという思いがあるものの、日々の生活における不便さや

地域の課題から、地域を離れる住民がいます。市町やさまざまな主体が行う生活サービス

の維持、確保のための取組を支援し、生まれ育った地域に住み続けたいという思いがかな

う地域の実現が必要です。

■	� 南部地域は過疎・高齢化により地域を支える世代の人口流出が進み、地域の活力の維持が

課題となっています。地域づくりに関わる関係人口の取組を進めるとともに、地域おこし

協力隊のネットワーク化を図り、隊員の定住・定着を進めていく必要があります。

　南部地域において働く場の確保が図られ、定住が促進されているとともに、生まれ

育った地域に住み続けたいというあらゆる世代の地域住民の思いがかなう地域社会が

創られています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 251 南部地域の活性化

関係人口（度会県民）と地域住民による活動
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■	 基本事業１　住み慣れた地域で暮らし続けるための取組
　持続可能な地域社会の実現を図るため、南部地域活性化基金を活用し、若者に魅力的な働く

場の確保に取り組むとともに、新たに、地域で暮らし続けるための生活サービスの維持、確保に関

する取組を支援します。また、若者に地域の魅力や仕事を知ってもらう取組を進めます。

■	 基本事業２　地域で暮らしたくなる取組
　地域の活力の向上を図るため、南部地域の魅力を生かして移住・定住を促進するとともに、関係

人口の拡大を図り、地域住民が主体となった取組を支援します。また、地域おこし協力隊等の地域

づくりをサポートする人材の育成やネットワーク化に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

南部地域における若者の定住率 55.6％
（30年度） 50.0％

南部地域における若者の定着率を測るため、25
歳～34歳人口を20年前の５歳～14歳人口で
割った値

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県の取組を通じて、暮らしの改
善や仕事の創出に結びついた件
数（累計）

－ 30件
県の取組を通じて、生活サービスの維持、確保な
どの地域の暮らしの改善および創業、事業拡大な
どの仕事の創出に結びついた件数

県および市町の施策を利用した
県外から南部地域への移住者数

（累計）

504人
（30年度） 1,350人 平成27（2015）年度以降に県および市町の施策

を利用した県外から南部地域への移住者数

＜対象地域の考え方＞
　県南部に位置し、地理的・経済的に条件が不利な地域、若者の流出などによる生産年齢人口の減少の著しい地域を中心
に、一定のまとまりを持った以下の市町を対象とします。

＜対象市町（南部地域13市町）＞　三重県南部地域活性化基金条例第１条で規定
　伊勢市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、大台町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町、紀北町、御浜町、紀宝町

政策　Ⅱ－５　地域の活力の向上

主担当部局：地域連携部南部地域活性化局
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　東紀州地域が、人々にとって、より魅力的で活力ある

個性豊かな地域となるためには、世界から認められた地

域の宝である熊野古道をはじめとする東紀州地域ならで

はの価値や魅力を未来へ守り伝えるとともに、地域経済

の活性化につなげていく必要があります。そのために、

地域住民、団体、市町などさまざまな主体と連携して、

地域資源を生かした観光地域づくりや産業振興などの

取組を進めます。 地元高校生による熊野古道ツアーの様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 東紀州地域では、過疎・高齢化の進行や若年層の流出などに伴い、県内でも特に人口減少

が懸念されており、持続可能な地域社会の形成に向けた方策が求められています。

■	� 伝統文化の担い手の高齢化が進み、その継承が危ぶまれつつあります。地域の大切な財産

である伝統文化を次世代に継承し、地域の活力向上につなげるため、新たな担い手を発掘

し、創出しようとする地域の機運醸成が必要となっています。

■	� 令和元（2019）年度の熊野古道世界遺産登録 15 周年の取組により、従来の圏域や世代を

超えた一体感が生まれ、交流人口の増加、地域の賑わいにつながってきています。こうし

た成果を一過性のものとせず、住む人にも訪れる人にも魅力的で個性豊かな地域づくりを

進める必要があります。

■	� 今後、国内旅行市場の縮小が懸念され、外国人旅行者の増加が見込まれる中、東紀州地域

が選ばれる観光地となるために、旅行者のニーズを的確にとらえ、国内外からの誘客促進

等の取組をさらに進める必要があります。

■	� 東紀州地域は、地理的条件もあって地域経済が低迷しており、また、観光関連産業を含め

た産業分野には小規模な事業者も多いことから、さまざまな主体が連携して、商機拡大に

向けた取組を進めるなど、地域経済の活性化を図る必要があります。

　東紀州地域は、多様で豊かな自然や歴史風土の中で、豊かでゆとりある暮らしが実現

できる地域です。地域の人びとだけでなく、都市部の人びとにとっても魅力的な地域を

めざして、地域のさまざまな主体が連携し、地域の自然や歴史と共に生きる暮らしを大

切にしながら、地域経済が活性化され、持続可能な地域社会が維持されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 252 東紀州地域の活性化
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　持続可能な地域社会に向けた基盤づくり
　地域のコーディネーターとしての役割を担う東紀州地域振興公社を軸に、東紀州地域の５市町と

連携して、観光振興、産業振興、まちづくりなどの取組を進めます。また、地域の伝統文化の担い

手づくりに向けて、東紀州地域の生活の中に息づく価値や魅力を次世代に伝える取組を進めます。

■	 基本事業２　地域資源を生かした観光地域づくり
　熊野古道をはじめとする東紀州地域ならではの地域資源を生かすとともに、世界遺産登録15周

年のネットワークを活用し、伊勢から熊野を結ぶ環境づくり、国内外への情報発信、外国人旅行者

の受入れ環境整備などの取組をさらに進めます。また、集客交流の拠点となる施設を十分に活用

し、交流人口の拡大に向けて取り組みます。

■	 基本事業３　地域資源を生かした産業振興
　地域産品のブランド力強化や販路拡大などの取組を支援するとともに、観光関連産業が東紀州

地域をけん引する産業となることをめざし、観光の産業化に向けた取組を進めます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

東紀州地域における観光消費額
の伸び率

100
（30年） 112以上

観光旅行者が東紀州地域において支出した観光消
費額の平成30（2018）年を100とした場合の伸
び率

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

熊野古道の来訪者数 331千人
（30年） 430千人 熊野古道伊勢路を訪れた人数の推計値（延べ数）

東紀州地域の事業者等が商品や
サービスの改良、業務拡大に取
り組んだ件数

83件
（30年度） 160件

県等によるセミナー、商談会等の商機拡大等に向
けた支援をきっかけに、東紀州地域の事業者等が
商品やサービスの改良、業務拡大に取り組んだ件
数

政策　Ⅱ－５　地域の活力の向上

主担当部局：地域連携部南部地域活性化局
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　農山漁村において、豊かな自然などの地域資源を生

かした交流の促進、農地の保全に向けた共同活動など

をとおして、市町および県民の皆さんと共に、次代を担

う若者が地域に定着し活力を向上させる持続的な取組

を進めるとともに、強くしなやかで魅力ある農山漁村の

構築に取り組みます。

志摩自然学校カヌーの様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 農山漁村は、豊かな自然環境、良好な景観や食文化など多彩な地域資源を有していますが、

地理的・経済的条件を背景とした人口減少や高齢化に伴う人材不足などから、その魅力を

十分に生かしきれていない状況となっています。農山漁村の振興を図るため、これまで「三

重まるごと自然体験構想」に基づき三重が誇る豊かな自然を「体験」という形で生かし、

都市住民との交流の拡大を図ってきた結果、新たなビジネスが生まれる等、農山漁村の活

性化につなげることができました。引き続き、「自然体験」を推進するとともに、「食べる」

「泊まる」といった魅力を組み合わせるなど、さらなる交流の拡大等を図り、農山漁村の活

性化に取り組む必要があります。

■	� 農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下に伴い、農業および農村の持つ国土の

保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承など多面的機能の

維持に支障が生じています。大切な財産である農山漁村の多面的機能を維持・発揮させる

ためには、地域内外のさまざまな主体の参画・協働による農地・水路・農道など地域資源

の適切な保全管理などにより、農業を継続させることが必要です。

■	� 頻発・激甚化する自然災害に伴い、農業用ため池における堤体の決壊や、老朽化が進んで

いる排水機場の機能低下などから、農村地域に被害を及ぼすおそれがあります。持続可能

な農村における安全で安心な暮らしを守るためには、ハード・ソフトの両面から防災・減

災対策などを進めることが必要です。

　地域の魅力を最大限に活用し、心豊かで安心できる農山漁村に、多くの人が住みた

い、住み続けたい、あるいは訪れたいと感じ、農山漁村の活性化が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 253 農山漁村の振興
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　人や産業が元気な農山漁村づくり
　農山漁村地域に国内外から多くの人を呼び込み、より長い滞在・交流の促進を図るため、さまざ

まな主体と連携し農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出の取組などを加速化します。また、

健康の視点を加えリニューアルした「三重まるごと自然体験構想2020」に基づき、市町を越えた

連携による「食べる」「泊まる」を組み合わせた滞在交流の促進や、効果的な情報発信などに取り

組みます。

■	 基本事業２　農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮
　農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農村地域における農地・水路・農道等

の地域資源の保全や景観形成などに向けた共同活動や、中山間地域等における持続的な農業生

産活動、環境保全効果の高い営農活動を支援します。

■	 基本事業３　安全・安心な農村づくり
　農村の安全・安心を確保するため、農業用ため池、排水機場等の豪雨・耐震化対策および長

寿命化等のハード対策と併せて、管理体制の強化等のソフト対策を計画的に進めることで防災・減

災対策を推進し、地域防災力の向上に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

農山漁村の活性化につながる新
たな取組数（累計） － 70取組 農山漁村地域における豊かな地域資源を生かした

新たな経済活動につながる取組数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

多面的機能維持・発揮のための
地域活動を行う農業集落率 53.7％ 58.5％

農業集落のうち、農業および農村の有する多面的
機能の維持・発揮を図るための地域活動に取り組
む集落の割合

ため池および排水機場の整備に
より被害が未然に防止される面積 3,357ha 4,376ha

豪雨・耐震化対策および長寿命化の緊急性が高い
農業用ため池および排水機場の被害想定面積のう
ち、それらの整備が進められることにより、被害
が未然に防止される面積

政策　Ⅱ－５　地域の活力の向上

主担当部局 ：農林水産部



第
２
章

第
２
編

第
２
節　

Ⅱ
「
創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

138

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　移住希望者がそれぞれのライフステージやライフシー

ンにおいて自らの夢や希望に沿った暮らしができるよう、

三重の美しい自然や多様な暮らしなど三重の魅力の情報

発信に取り組むとともに、市町や地域等と連携し、移住

希望者が三重で新しい活躍の場を見つけることを支援し

ていきます。

移住フェアでの相談の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 平成 27（2015）年４月から東京有楽町に設置している「ええとこやんか三重　移住相談

センター」や、大阪および名古屋での移住相談デスク等において、市町と連携し、きめ細

かな移住相談や三重の暮らしの魅力発信に取り組んでおり、県および市町の施策を利用し

た三重県への移住者数は、平成 27（2015）年度から平成 30（2018）年度までの４年間

で 1,000 人を超えています。

■	� 東京での移住相談件数は全体の８割を超えていますが、関東からの移住者数は全体の３割

にとどまっているため、東京での移住相談が移住の実現につながるよう、より効果的な情

報提供や取組が必要です。

■	� 移住相談者のうち、約半数を 20 代・30 代の若者が占めていることから、地方で活躍した

いと考えている若者を対象にした効果的な取組が必要です。

■	� 市町においては、全ての市町に移住相談窓口が設置され、空き家バンク制度が 25 市町で

運用されるなど、移住者の受入体制の整備が進められてきています。そうした中、県では

空き家の利活用等について独自のネットワークを持つ民間団体と協定を結び、空き家を活

用した移住の取組事例などの情報提供を市町に行っています。移住希望者が安心して三重

に移住し、自分に合った暮らしを続けていけるよう、市町の受入体制の充実とともに、地

域において移住者を受け入れる気運の醸成が必要です。

　移住を考える人が一人でも多く三重県に移住し、自分に合った新しい暮らしを実現す

るとともに、地域の人びとと交流を深めていくことで、地域に活力が生まれています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 254 移住の促進
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　きめ細かな移住相談と総合的な情報発信の推進
　移住希望者から選ばれる三重となるよう、「ええとこやんか三重　移住相談センター」を中心に、

きめ細かな移住相談を行うとともに、具体的な就労情報や住まいに関する情報の提供、多様な暮

らし方のできる三重の魅力等、移住希望者のニーズに沿ったさまざまな情報の発信に取り組みます。

また、地方で活躍したいと考えている首都圏の若者を中心に、地域の人たちや移住者と継続的に関

わりを持ち、移住につながっていく仕組みづくりに取り組みます。

■	 基本事業２　移住受入体制の充実
　移住希望者が安心して三重に移住できるよう、市町や地域と連携し、地域で移住者を受け入れ

る気運の醸成を図ります。また、県内の求人情報を掲載するマッチングサイトを運用し、東京圏から

移住・就職した人を対象に、市町と連携して移住に必要な費用を支援するとともに、市町が実施す

る空き家バンクが効果的に活用されるよう、民間団体の知見を生かした人材育成や情報発信に取

り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県および市町の施策を利用した
県外からの移住者数（累計）

1,022人
（30年度） 3,070人 県および市町の施策を利用した県外からの移住者

数（平成27（2015）年度以降の累計）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

移住相談件数 1,414件
（30年度） 1,600件 「ええとこやんか三重　移住相談センター」や移

住セミナー等での移住相談件数

移住支援事業による移住就業
者数 － 60人

就業マッチングサイトを通じて、東京圏から移住・
就職した人の三重県への移住にかかる費用を支援
する移住支援事業を利用した移住就業者数

政策　Ⅱ－５　地域の活力の向上

主担当部局 ：地域連携部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　住民に最も身近な自治体である市町と広域的な自治体で

ある県が、それぞれの役割を分担しながら連携を強化し、

県民の皆さんと共に地域の特性や実情に応じた地域づくり

を推進します。

都市的土地利用を進める木曽岬干拓地

● 

現
状
と
課
題

■	� 人口減少および少子高齢化が進展する中で、コミュニティの維持や生活サービス機能の確

保等、さまざまな課題が顕在化しています。持続可能で活力ある地域社会を実現するため、

県と市町が連携し、県民の皆さんと共に地域づくりに取り組んでいく必要があります。

■	� 人口減少の進展に伴い、地方自治体の経営資源が制約されていくことが予測される中、持

続可能な形で行政サービスを提供し続け、その水準をいかに維持・向上していくかが課題

となっています。市町においては、基礎自治体として自主性、自立性を確保しつつ、新し

い時代に求められる Society 5.0 やＳＤＧｓの視点を取り入れた効率的かつ効果的な行財

政運営が行われる必要があります。また、国から要請のある防災・減災、国土強靱化に向

けた取組、公営企業の経営改革、第２期となる地方版総合戦略の推進等が円滑に行われる

必要があります。

■	� 木曽岬干拓地、大仏山地域等については、関係機関との連携のもと、それぞれの地域の状

況に応じた利活用を図っていく必要があります。また、宮川の流量回復の取組について、

継続して調整・検討を行っていく必要があります。

■	� 三重県の過疎地域における人口は、昭和 45（1970）年から平成 27（2015）年までの

45 年間で約 44％減少しています。今後も人口減少と高齢化が加速する過疎・離島・半島

地域が持続可能な地域社会を構築することができるよう、市町と連携して地域活性化や定

住促進などに取り組むことが必要です。また、現行の過疎対策法が令和２（2020）年度末

で期限を迎えることから、引き続き過疎地域を支援していくため、新たな法制定などにつ

いて、市町と連携し、国に働きかけていくことが必要です。

　県と市町の連携した取組により、地域の誰もがいきいきと活躍し、暮らし続けること

ができる地域づくりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 255 市町との連携による地域活性化
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　市町との連携・協働による地域づくり
　地域・市町の実情に応じた持続可能な地域づくりを推進するため、「県と市町の地域づくり連携・

協働協議会」の取組等により地域課題の解決に取り組みます。

■	 基本事業２　市町行財政運営の支援
　市町が、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート自治体の実現に向け、ＡＩやＲＰＡ注） １ 

などのＩＣＴの活用などにより行政事務をこれまで以上に効率的かつ適正・的確に処理するとともに、

健全で持続可能な財政基盤を確立し安定的な財政運営を行うことができるよう、市町に対する必

要な助言や情報提供等による支援を行います。

■	 基本事業３　木曽岬干拓地等の利活用の推進
　地域の活性化につながるよう、関係機関と連携し、木曽岬干拓地、大仏山地域等のそれぞれ

の利用計画などに基づき利活用を推進します。また、宮川の流量回復については、宮川流域振興

調整会議を活用して取り組みます。

■	 基本事業４　過疎・離島・半島地域の振興
　過疎・離島・半島地域の振興を図るため、地域の活性化・定住促進につながる市町の取組を支

援します。また、過疎地域の振興にあたっては、市町との連携を深め、新たな過疎対策法に基づ

いた支援を的確に行っていきます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県と市町の連携により地域づく
りに成果があった取組数（累計）

19取組
（30年度） 120取組

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」にお
いて、全県的な課題および地域固有の課題の解決
に取り組んだ結果、成果があった取組数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

行財政運営の維持・向上に向け
て行う市町と県の研修会等の
回数

11回
（30年度） 12回

市町の行財政運営の維持・向上を支援するため、
市町を対象として行うＩＣＴ利活用や公営企業の
経営改善などの研修会等の開催数

木曽岬干拓地の利用率 23.7％ 40.0％ 木曽岬干拓地の都市的土地利用区域（第１、２、
３期分譲地）のうち、分譲した面積の割合

過疎・離島・半島地域で県との
連携により実施する地域活性化
に資する事業数

10事業
（30年度） 15事業

市町が県と連携し、過疎・離島・半島地域の活性
化などを目的とした国の制度を活用して実施する
事業数

政策　Ⅱ－５　地域の活力の向上

主担当部局 ：地域連携部

注） １　�ＲＰＡ：�Robotic Process Automationの略。これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウエアのロボットに代行
させ、自動化による生産性の向上、業務効率の改善を図る取組。
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注）１　�SIB：ソーシャル・インパクト・ボンド。民間の活力を社会的課題の解決に活用するため、民間資金を呼び込み成果報
酬型の委託事業を実施する新たな社会的インパクト投資の取組。

政　　　　　　　　策 施　　　　　　　　策

Ⅲ－１　持続可能なもうかる

　　　　　農林水産業

311　�農林水産業の多様なイノベーションの　　
促進とブランド力の向上

312　農業の振興

313　林業の振興と森林づくり

314　水産業の振興

Ⅲ－２　強じんで多様な産業 321　中小企業・小規模企業の振興

322　ものづくり産業の振興

323　Society 5.0時代の産業の創出

324　�戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の
促進

Ⅲ－３　世界の三重、 三重から

　　　　　世界へ
331　世界から選ばれる三重の観光

332　三重の戦略的な営業活動

333　国際展開の推進

Ⅲ－５　安心と活力を生み出す

　　　　　基盤

351　道路網・港湾整備の推進

352　�安心を支え未来につなげる公共交通の充実

353　安全で快適な住まいまちづくり

354　水資源の確保と土地の計画的な利用

Ⅲ－４　多様な人材が活躍できる

　　　　　雇用の推進

341　�次代を担う若者の県内定着に向けた
　　   就労支援

342　多様な働き方の推進

第3節 Ⅲ　「拓
ひ ら

く」
　　 ～強みを生かした経済の躍動を
� 実感できるために～　　
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注） １　ＧＡＰ：�農薬の使い方、土や水などの生産を取り巻く環境、農場の労働者の状況など、あらゆる工程を記録・点検・改善して、安
全な農産物の生産につなげる取組。Good Agricultural Practice（農業生産工程管理）の頭文字。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　三重の食や木の活用を通じて、県民一人ひとりの暮らしの利便性や質の向上等が図られ満足度が高まる

よう、さまざまな主体の連携を強化・高度化し、分野横断的なイノベーションの促進や県産農林水産物の

特徴を生かした高付加価値化を進めます。

　また、地産地消や食育の推進など地域の魅力発信などに取り組むとともに、これらを実践できる多様な

人材の確保・育成を図ります。

● 

現
状
と
課
題

■	� 食のグローバル化の進展をはじめ、東京 2020 オリンピック・パラリンピックを契機とし

た新たな需要やインバウンドの拡大、スマート技術の普及など、農林水産業を取り巻く状

況が大きく変化する中、農林水産物などの地域資源を活用した競争力の高い商品・サービ

スの開発や新たな市場の開拓等を、分野横断的なイノベーションの促進や先端技術の導入

により加速する必要があります。

■	� 農林水産物の効率的な生産や品質向上、利用拡大に向けて、さまざまな知識・情報・デー

タの共有や組み合わせなどを進め、農林水産技術の研究開発に取り組むとともに、開発し

た技術を生産現場等へ移転する必要があります。

■	� 伊勢志摩サミットや東京 2020 オリンピック・パラリンピックを契機としたプロモーショ

ンの実施により、「三重ブランド」をはじめとするストーリー性のある県産農林水産物への

関心・評価が高まっていることから、これらが有する本質的な価値に着目したブランド力

の向上と消費者等に的確に魅力を伝えていく取組を強化する必要があります。

■	� 東京 2020 オリンピック・パラリンピックへの食材供給やその先の取引拡大に向けて、引

き続き、関係者が一丸となってＧＡＰ注） １ 等の認証取得を推進するとともに、供給体制や

プロモーションの強化等を図り、認証取得をビジネスチャンスの拡大につなげる必要があ

ります。

　さまざまな主体によって創出された県産農林水産物の魅力を生かした新たな価値が、

多様な商品・サービスとして広く提供されることで、県民の皆さんの豊かな暮らしや

「持続可能なもうかる農林水産業」の実現につながっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 311 農林水産業の多様なイノベーションの
促進とブランド力の向上
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　新価値創出と戦略的プロモーションの展開
　多分野連携のフードイノベーションの促進やＡＩ・ＩｏＴ注） ２ など先端技術の積極的な活用により、

新たな商品・サービスの創出に取り組みます。また、東京2020オリンピック・パラリンピックの成果

等をフル活用した戦略的なプロモーションを、生産者や企業等との連携を強化しながら展開します。

■	 基本事業２　農林水産技術の研究開発と移転
　農業・畜産・林業・水産の各研究所において、新しい技術・知恵・情報を組み込みながら、農林

水産技術の研究開発に取り組むとともに、開発した技術の農林水産事業者等への移転を進めます。

■	 基本事業３　ブランド力向上の推進
　農林水産物のブランド化支援や６次産業化等を担う人材の育成を通じて、新たなブランド力の向

上に取り組みます。また、さまざまな主体と連携を図りながら、地産地消や食育の推進など県産農

林水産物が有する本質的な価値にふれる機会を提供します。

■	 基本事業４　農林水産業の国際認証取得の促進と活用
　農林水産業の国際認証取得に向けた取組を加速させるとともに、認証を取得した農林水産物の

供給体制やプロモーションの強化等を図り、国内外における販路開拓・拡大を進めます。

政策　Ⅲ－１　持続可能なもうかる農林水産業

主担当部局 ：農林水産部

注） ２　�ＩｏＴ：�Internet of Thingsの略。「モノのインターネット」と呼ばれます。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノが
インターネットにつながり、相互に情報交換、機器制御等が行われる仕組みのこと。ＩｏＴによってモノから集められた
データをもとに、自動化の進展等、新たなサービス・付加価値が生み出されています。

注） ３　�ＦＳＣ認証：�国際的な認証機関である、ＦＳＣ（Forest Stewardship Council：森林管理協議会）による、環境保全に配慮し、地
域社会の利益にかない、経済的にも継続可能な形で適切に管理された森林と、その森林に由来する製品の流通や加工
のプロセスを認証する制度。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「みえフードイノベーション」や
新たなブランド認定から生み出
される県内事業者の商品等の売
上額（累計）

４億円 30億円

農林水産資源を高付加価値化する「みえフードイ
ノベーションプロジェクト」から生み出された県
内事業者の商品等の売上額および新たに「三重ブ
ランド」に認定された事業者の商品等の売上額の
合計

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

企業等と連携したスマート農林
水産業の実践数（累計） 10件 80件 企業等と連携して、生産、加工、流通・販売過程

においてスマート農林水産業を実践した件数

県産農林水産物のブランド力向
上に取り組む事業者数（累計） ７者 57者

農林水産物のブランド化支援や６次産業化等を担
う人材の育成を通じて、新たにブランド力の向上
に取り組んだ事業者数

農林水産業の国際認証等を活
用した新たなマッチングによる
取引件数（累計）

10件 85件
農林水産業の国際認証等（ＧＡＰ、ＦＳＣ認証注） ３ 、
水産エコラベル等）を活用した新たなマッチング
による取引件数
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注） １　�TPP11：�環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定。日本を含む11か国が加盟する、アジア太平洋地域におい
てモノの関税だけでなく、サービス、投資の自由化を進め、さらには知的財産、金融サービス、電子商取引、国有企業の
規律など、幅広い分野で21世紀型のルールを構築する経済連携協定。平成30（2018）年12月に発効。

注） ２　�日欧ＥＰＡ：�経済上の連携に関する日本国と欧州連合（ＥＵ）との間の協定。日本とＥＵとの間で、貿易や投資など経済関係を強
化する目的で締結された経済連携協定。平成31（2019）年２月発効。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんが、多彩な農産物の魅力や農村の美しい景観を身近に感じ、豊かな暮らしを営めるよう、農

業および食を支える皆さんと共に、安全で安心な農産物の生産と供給および農業の有するさまざまな機能

の維持と活用に取り組みます。

　また、農業者の皆さんが、働く場として農業に誇りを持ち、未来に展望を描けるよう、新たなチャレンジ

への支援や地域の皆さんのさまざまな課題に応じたサポートに取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 安全・安心な農産物等の安定供給を図るため、三重県の食料自給力の維持向上に努めると

ともに、本県の強みである豊かな食材や多様な食文化など「食」の魅力と、伊勢志摩サミッ

トや東京 2020 オリンピック・パラリンピック等を契機に高まった評価等を最大限に活用

し、持続可能なもうかる農業の実現につなげていくことが求められています。

■	� 農業就業人口に占める 65 歳以上の割合は 75％（平成 27（2015）年）と高いことから、

本県農業が将来にわたって持続できるよう、効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、

TPP11 注） １ や日欧ＥＰＡ注） ２ 等によるグローバル化に対応しながら、ＡＩ等のＩＣＴの活

用によるスマート化を進めるとともに、雇用力のある農業法人や次世代農業の主軸となる

農業ビジネス人材、新規就農者などの確保・育成に取り組む必要があります。また、家畜

伝染病など地域や産地に大きな影響を及ぼすリスクに適切に対応していくことが必要で

す。

■	� 中山間地域など、担い手が不足している地域では、集落営農など農業経営の共同化や地域

資源を生かした付加価値づくり等を進めることにより、さまざまな地域の関係者が参画す

る地域営農体制の構築につなげていく必要があります。

■	� 効率的かつ安定的な農業経営の実現に向けて、担い手への農地集積・集約化等を通じた生

産コストの削減や高収益作物への転換等を促進することが重要なことから、引き続き、営

農の高度化・効率化に向けた生産基盤の整備を計画的に進めていく必要があります。

　県民の皆さんの「食」に対する多様なニーズに応え、安全で安心な農産物が生産さ

れ、安定的に供給されることにより、本県農業の持続的な発展と県民の皆さんの健全な

食生活の実現につながっています。また、収益性と高付加価値化を意識した農業の戦略

的な振興や多様な担い手が共生する営農体制の構築、若者が魅力を感じる働きやすい農

業の実現のための取組が進められ、次代を担う農業人材が活躍しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 312 農業の振興
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■	 基本事業１　持続可能なもうかる農業の実現
　国内外の新たな需要を取り込みながら、ブランド米や麦・大豆・飼料用米等水田作物の生産拡

大と、野菜の加工・業務用需要や果樹・伊勢茶の輸出への対応など多様なニーズに対応できる戦

略的な園芸産地の育成に、ＩＣＴ等の活用によるスマート化を進めつつ取り組みます。また、稲・麦・

大豆の優良種子の生産と安定供給に取り組むとともに、生鮮食料品の安定的・効率的な供給に向

け、卸売市場の適正運営を図ります。

■	 基本事業２　持続可能なもうかる畜産業の実現
　畜産物の高品質化や生産コストの低減を図るとともに、国内外への販路拡大の促進や食品関連

事業者と連携した高付加価値化等に取り組みます。また、ＣＳＦ等家畜伝染病の発生により影響を

受けた農場等に対する経営支援に取り組むとともに、県産畜産物の消費拡大を図ります。さらに、

基幹食肉処理施設の機能充実と必要な施設整備の検討を進めます。

■	 基本事業３　農業の多様な担い手の確保・育成
　農地中間管理事業を活用し、担い手への農地集積・集約化を加速するとともに、雇用力のある

農業法人や若き農業ビジネス人材、新規就農者の育成等に向けた取組を進めます。また、小規模

農家や高齢農家等が参画した集落営農組織の育成、地域資源の活用による価値創出を目的とした

地域活性化プランの推進などを通じて、地域の実情に即した多様な担い手が共生する営農体制の

構築を促進します。

■	 基本事業４　強い農業のための基盤づくり
　「三重県農業農村整備計画」に基づき、ほ場の大区画化や農業用水路のパイプライン化など高

度な生産基盤の整備を計画的に進めるとともに、農業振興地域制度や農地転用許可制度の適切

な運用により、優良農地の維持・保全を図ります。

政策　Ⅲ－１　持続可能なもうかる農林水産業

主担当部局 ：農林水産部

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

農業産出等額 1,205億円
（30年）

1,222億円
（４年）

農業生産によって得られた農産物、これらを原料
とする加工農産物の生産額の合計（農林水産省生
産農業所得統計・三重県調べ）（経営所得安定対
策等による交付金等を含む）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

米、小麦、大豆の自給率（カロ
リーベース）

78.0％
（30年度）

80.0％
（４年度）

県民の皆さんが食料として消費する米、小麦、大
豆のうち、県内産により供給が可能な割合

認定農業者のうち、他産業従事
者と同程度の所得を確保してい
る者の割合

34.3％
（30年） 40.0％ 認定農業者のうち、所得等が500万円以上の経

営体が占める割合

基盤整備を契機とした農地の担
い手への集積率 43.0％ 55.2％ パイプライン化など高度な基盤整備を実施した地

域における担い手への農地集積率
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　中山間地域の貴重な産業である林業の活性化を通じて、若者やＵ・Ｉターン希望者などの働く場を創出

するだけでなく、そこで生活する人びとのつながりや絆が深まるよう、地域の資源を生かした新たな森林・

林業ビジネスを創造できる人材や地域振興の核となりうる人材の育成に取り組みます。

　また、県民の皆さんによる、森林づくりへのさまざまな形での参画を通じ、森林や木材への親しみが深

まり、次世代に豊かな森林を健全な形で引き継いでいく意識が醸成されるよう、活動や学びの「場」づく

り、家庭や子育てにおける「木づかい」の促進に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 水源のかん養や国土の保全、地球温暖化防止など、森林の持つ公益的機能を十分に発揮さ

せるため、間伐等の森林整備を促進するとともに、市町を主体とした適正な森林の経営管

理を円滑に進める必要があります。また、集中豪雨や台風等による豪雨災害が多発するな

ど、自然災害の発生リスクが高まっており、「災害に強い森林づくり」をより一層進める必

要があります。

■	� 県内の森林資源の大半は、本格的な利用時期を迎えているものの、木材価格の低迷による

採算性の悪化などから、その多くが伐採されず、活用されない状況が続いています。一方

で、大型合板工場や木質バイオマス発電所の稼働によって合板用途や木質チップ原料の需

要は増大しています。このため、森林資源の循環利用による持続可能な森林経営を促進す

るとともに、森林施業の低コスト化や生産体制の強化を図り、素材生産量の増大に取り組

む必要があります。

■	� 住宅着工戸数が伸び悩む中、内装材等木材の建築用途でのさらなる利用促進、公共建築物

や商業施設等中大規模の非住宅建築物等の需要の獲得など、新たな販路の拡大に向けた取

組を推進し、県産材の需要を拡大していくことが必要です。

■	� 林業従事者が減少傾向にある中、森林・林業の振興や地域の活性化につなげるため、「みえ

森林・林業アカデミー」において、新たな視点や多様な経営感覚を持った人材の確保・育

成に取り組んでいます。引き続き、社会状況の変化やニーズに対応した講座を実施し、産

学官の連携のもと、次代を担う林業人材を育成する必要があります。さらに、自伐型林業

などさまざまな主体による自立的な林業活動を促進する必要があります。

■	� 森林は県民共有の財産であるとの認識のもと、森林づくりを社会全体で進めるためには、

森林づくりに取り組む活動団体を増加させ、森林環境教育や木育を推進する必要がありま

す。また、指導者や活動団体と学校などをつなぐコーディネート機能の強化や、森林環境

教育・木育活動のフィールドや施設の整備、活動指導者の確保・育成が必要です。

　循環型資源である県産材が社会のあらゆる場面で活用され、林業活動がビジネスとし

て活発に展開されることにより、森林資源の持続的な活用と育成が進むとともに、県民

の皆さんがさまざまな形で森林づくりに参画しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 313 林業の振興と森林づくり
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取
組
方
向

■	 基本事業１　森林の適正な管理と公益的な機能の発揮
　森林の多面的機能を高度に発揮し、持続可能な森林づくりを行うため、森林ゾーニングに応じた

適正な森林管理を行うとともに、樹種や林分構造が多様な「構造の豊かな森林づくり」を進めます。

また、適切な森林管理を推進するため、森林資源情報の効果的な把握と活用に努めるとともに、

森林経営管理制度を活用した計画的な森林整備を促進します。さらに、頻発する台風や集中豪雨

等から県民の命と暮らしを守るため、「災害に強い森林づくり」を進めます。

■	 基本事業２　「緑の循環」の推進と県産材の利用の促進
　利用期を迎えた森林資源を活用し、「植え、育て、収穫し、また植える」緑の循環を確実に進め

るため、持続可能な林業生産活動を促進するとともに、林業・木材産業の競争力強化と、暮らし

の中のさまざまな場面における県産材の利用の促進に取り組みます。

■	 基本事業３　林業・木材産業を担う人材の育成
　森林の適切な管理や林業・木材産業の競争力強化に資する高いスキルを持った人材、地域を

担う新たな視点、多様な経営感覚を持った人材の育成および新規就業者の確保に取り組みます。

また、市町と共に地域の森林経営を担う、意欲や能力の高い林業事業体の育成に取り組みます。

■	 基本事業４　みんなで支える森林づくりの推進
　「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めるため、さまざまな主体に森林づくりに必要な情

報の提供を行います。また、「みえ森と緑の県民税」を活用し、市町による地域の実情に応じた森

林づくりを促進するほか、森林環境教育・木育の総合窓口である「みえ森づくりサポートセンター」

を核とした連携促進などの「仕組みづくり」、県民の皆さんが森林の役割や大切さを体感できる活

動の「場づくり」、指導者への研修会の開催などの「人づくり」に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県産材素材生産量 395千ｍ３

（30年度） 415千ｍ３ 県内で生産される木材の供給量

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

公益的機能増進森林整備面積
（累計）

1,476ha
（30年度） 11,650ha

森林の公益的機能を高めることを目的として、環
境林を中心に県や市町など公的な主体等が実施し
た間伐等の面積

林業人材育成人数（累計） 54人
（30年度） 320人 「みえ森林・林業アカデミー」などにおいて研修

を受講した人数

地域に密着した森林環境教育・
木育指導者数

85人
（30年度） 200人

地域の実情に応じて実施する指導者養成講座を受
講し、現に活動が可能な森林環境教育や木育の指
導者数

政策　Ⅲ－１　持続可能なもうかる農林水産業

主担当部局 ：農林水産部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　将来にわたって、水産業が安定的に継続されるよう、

県、市町、水産事業者および県民の皆さんが連携して、

水産業や漁村の持つ多様な役割の発揮に向けた取組を

進めます。また、多様な水産業の担い手の確保・育成に

向け、漁村への定着を支援する取組を漁業者や関係機関

と連携して進めます。さらに、地震や頻発・激甚化する

風水害等に対し、漁港で働く人びとが、安心して生産活

動に取り組めるよう、水産基盤の整備を進めるとともに、

水産業ＢＣＰ（事業継続計画）の策定に取り組みます。 藻場でアワビ漁をする海女の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 漁場環境の悪化や資源量の減少、消費者の魚離れなど本県の水産業を取り巻く環境が厳し

い中、将来にわたって、漁業が継続的に行われ、漁業者が一定以上の所得を確保できるよ

う、水域環境の保全を図りながら、水産資源の適切な保存・管理によりその維持・増大を

図るとともに、競争力のある養殖業を確立していく必要があります。

■	� 漁業就業者の高齢化と減少が急速に進む中、さまざまな世代の漁業者がいきいきと働き、

次の世代に継承できる魅力ある水産業・漁村を確立できるよう、多様で意欲のある若者が

漁業に就業し、漁業者自らが高い付加価値を創出するなど、多様な担い手の確保・育成や

水産業者等の経営力の強化を図っていく必要があります。

■	� 南海トラフ地震など大規模地震発生の緊迫度がより高まるとともに、台風や豪雨など頻発・

激甚化する風水害等への対応の強化が求められる中、災害に強く生産性が高い水産業と安

心で快適な漁村を構築できるよう、漁村地域の防災・減災対策や水産業の持続的な発展に

資する基盤整備および活力ある漁村づくりを推進していく必要があります。

　水域環境の保全を図りながら、水産資源の適切な管理や競争力のある養殖業の確立と

ともに、多様な担い手の確保や水産業者等の経営力の強化などにより、水産業が安定的

に継続されることで、県民の皆さんの多様なニーズに応える水産物が供給されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 314 水産業の振興
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■	 基本事業１　水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築
　水産資源の維持・増大を図るため、科学的知見をふまえた新たな資源管理体制の構築、海女の

主要な漁獲物であるアワビ資源の増大など効果的な栽培漁業の推進、地元漁業者と連携した密

漁防止対策等に取り組みます。

　また、安全で安心な養殖水産物の安定供給や養殖業の競争力強化のため、養殖環境の保全、

ＡＩ技術等を活用した養殖業のスマート化による生産性・所得の向上等に取り組むとともに、「三重

県真珠振興計画」や「みえの真珠振興宣言」に掲げた真珠の生産性・品質の向上や海外への情

報発信等の取組を着実に進めます。

■	 基本事業２　多様な担い手の確保・育成と経営力の強化
　多様な担い手確保や水産業者等の経営力向上のため、漁師塾や真珠塾などによる新規就業者の

定着支援、ＡＩ技術等を活用した作業の効率化・省力化等による働き方改革の促進、漁業経営体の

協業化・法人化などによる若者に選ばれる経営体の育成、事業承継の仕組みづくり等に取り組みます。

　また、水産物輸出の促進、首都圏等への県産水産物の販売促進、衛生管理の高度化、海女漁

業の魅力発信等、高い付加価値の創出に向けた取組を進めます。

■	 基本事業３　災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築
　地震や頻発・激甚化する風水害等からの被害を軽減し、安全で生産性の高い水産業や安心で

快適な漁村を構築するため、漁港施設および海岸保全施設の地震・津波対策の実施や、水産業

ＢＣＰ（事業継続計画）の策定、予防保全が必要な施設の計画的な補修・補強、藻場・干潟の

造成、漁場の環境改善、多面的機能の発揮等に取り組みます。また、内水面域の活性化を図るた

め、内水面資源の保全・活用、漁場環境の保全・管理等に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

漁業産出額
50,654
百万円

（29年）

53,147
百万円

（４年）
海面漁業（養殖を含む）の産出額

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

「浜の活力再生プラン」策定地区
における漁業所得の増加率

100
（30年度）

108
（４年度）

漁業所得の向上を掲げる「浜の活力再生プラン」
の策定地区における漁業所得（平成30年度を
100とした場合）の増加率

沿岸水産資源の資源評価対象
種の漁獲量に占める割合

26.0％
（29年）

58.0％
（４年）

本県の沿岸水産資源漁獲量注） １ に占める資源評価
対象種漁獲量注） ２ の割合

拠点漁港における耐震・耐津波
対策を実施した施設の整備延長

（累計）

493ｍ
（30年度） 716ｍ 県管理の生産・流通拠点漁港における耐震・耐津

波対策を実施した施設の整備延長

政策　Ⅲ－１　持続可能なもうかる農林水産業

主担当部局 ：農林水産部

注）１　海面漁獲量からマグロ類、イワシ類、ブリ類など広域回遊水産資源を除外した漁獲量の直近値。
注）２　資源解析モデル等を用いた高精度の資源評価に限定。



第
２
章

第
２
編

第
３
節　

Ⅲ
「
拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

152

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　中小企業・小規模企業の活動は、グローバルなサプライチェーンの形成や生活サービスの提供だけでな

く、地域コミュニティの存続に必要なインフラの一部でもあります。こうした重要な役割が、人口構造の変

化や自然災害などで中断されないよう、中小企業・小規模企業が経営課題に自ら気づいて対応するととも

に、県や市町、大企業、支援機関、金融機関等が連携し、知恵や知識、技術を組み合わせ、あるいはつな

ぎ直していくＫＵＭＩＮＡＯＳＨＩの視点も入れて、これをしっかりとサポートする体制を構築します。

● 

現
状
と
課
題

■	� 中小企業・小規模企業は、県内企業数の 99.8％を占め、本県の経済をけん引し、地域社会

の持続的な形成および維持に寄与しています。こうした重要性の認識のもと、平成 26

（2014）年４月に施行した「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づき、中小企業・

小規模企業の振興に取り組んでいます。条例施行前と比べ、県内の経済指標は改善傾向に

ありますが、中小企業・小規模企業にとっては、景気回復の実感は乏しい状況にあります。

また、社会構造が変化し、中小企業・小規模企業が新たな課題に直面する中、より一層き

め細かな支援を行うことで、成長を続ける三重県経済をさらに発展させ、厚みを増してい

く必要があります。

■	� 人口減少等の大きな構造変化により、本県の有効求人倍率は高止まりしています。また、

中小企業・小規模企業と大企業とは、依然として収益性に格差があります。こうした中、

中小企業・小規模企業には、人材の確保・育成に加えて、ロボットやクラウドシステム、

キャッシュレス決済、ＡＩ等のＩＣＴを活用した生産性の向上が求められています。

■	� 平成 30（2018）年における県内企業の経営者の平均年齢は 58.5 歳となり、今後 10 年

の間に団塊世代の経営者の大量引退が想定されています。一方、県内中小企業・小規模企

業のうち、事業承継に具体的に取り組んでいる企業は３割以下にとどまっており、早急な

対策が必要です。

■	� 自然災害が頻発する中、県内中小企業・小規模企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定割合

は１割以下で、他県と比べても低い割合となっています。中小企業・小規模企業が防災・

減災対策に取り組むメリットは、被災時の被害低減だけでなく、平時の業務の標準化や効

率化を進めるきっかけにもつながることから、これを推進する必要があります。

　「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づく施策・事業に取り組むことにより、

中小企業・小規模企業が、直面する経営課題に自ら気づいて対応し、ＩＣＴの利活用を

はじめとした生産性の向上や、円滑な事業承継、防災・減災対策等が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 321 中小企業・小規模企業の振興
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　中小企業・小規模企業の経営力の向上
　「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づき、関係機関と連携しながら、三重県版経営

向上計画や三重県中小企業融資制度を活用し、中小企業・小規模企業が自ら気づいて行う経営課

題の克服や、ＩＣＴの活用、強みを生かした新商品・新サービスの開発等の取組を支援するなど、中

小企業・小規模企業の生産性向上を図ります。

■	 基本事業２　事業承継の円滑化
　事業承継の段階に応じて、①プレ承継支援（経営者の気づきを促す事業承継診断や準備のきっ

かけづくり）、②事業承継支援（事業承継計画の作成、特例承継計画の承認、後継者マッチング

（Ｍ＆Ａ等）の強化、事業承継支援資金の供給、税制活用の促進）、③ポスト承継支援（再成長

に向けた経営革新、人材育成）を行います。

■	 基本事業３　防災・減災対策による事業継続力の強化
　関係機関と連携しながら、中小企業・小規模企業の事業継続計画（ＢＣＰ）や事業継続力強化

計画の策定を支援します。また、商工団体の経営指導員等と連携し、特に小規模企業の身近な防

災・減災対策を促進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

三重県版経営向上計画の認定を
受けた中小企業・小規模企業の
うち、収益等が向上または維持
した企業の割合

66.8％
（30年度） 71.0％

三重県版経営向上計画の認定を受けた中小企業・
小規模企業のうち、「営業利益」が認定前と比較
し「増加傾向」または「横ばい」と回答した企業
の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

三重県版経営向上計画や経営
革新計画の認定を受けた件数

（累計）

2,579件
（30年度） 4,455件 商工団体等の支援により、三重県版経営向上計画

や経営革新計画の認定を受けた件数

事業承継計画の作成件数および
特例承継計画の確認件数の合
計（累計）

－ 400件
三重県事業承継ネットワークの支援により県内企
業が事業承継計画を作成した件数および県が特例
承継計画を確認した件数の合計

県内中小企業・小規模企業にお
けるＢＣＰ等の策定件数（累計） － 2,500件

中小企業庁指針等に基づく事業継続計画（ＢＣＰ）、
「中小企業強靱化法」に基づく事業継続力強化計
画および三重県版経営向上計画（経営課題を防
災・減災対策とした計画）の策定件数

政策　Ⅲ－２　強じんで多様な産業

主担当部局 ：雇用経済部
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注）１　�コネクテッド：�自動車関連産業でのキーワードとして使用される「コネクテッド」は、車両の状態や周囲の道路状況等のデータを
車両同士やインフラとネットワークを介して双方向に通信を行うことで、安全性や利便性等の価値を生み出すこと。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　本県の活力あるものづくり産業の発展に向け、県内ものづくり企業が今後も高い技術力や競争力を保ち、

さらに成長産業分野への参入を進めていけるよう、研究機関、高等教育機関、産業支援機関などの産学官

等が連携することにより、企業の技術的課題の解決や技術力の向上を支援し、新たな価値の創出に取り組

みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 本県では、北勢地域を中心として、我が国の基幹産業である自動車産業、電機・電子産業、

石油化学産業等の大企業やそれを支える中小企業・小規模企業が数多く立地しています。

今後、第４次産業革命やグローバル競争の激化、人口減少による国内市場の縮小や生産年

齢人口の減少等に対応するためには、県内ものづくり企業が新たな技術等を積極的に取り

入れ、イノベーションによる新しい価値の創出につなげるための支援が必要です。

■	� 新技術の開発、技術の高度化、コスト削減、人材育成など、ものづくり企業にとって大き

な課題に対応するため、企業の状況に応じた中長期的な視点に基づいた支援を行うととも

に、行政をはじめ、研究機関、高等教育機関、産業支援機関が一層の連携を図り、新たな

製品開発や事業化等につなげる必要があります。

■	� 「コネクテッド」注） １ 、「自動化」、「電動化」など自動車関連産業は「100 年に一度」の大変

革期を迎えています。本県の基幹産業である自動車関連産業が構造変化に迅速に対応でき

るよう、県内ものづくり企業の技術開発や技術人材育成等の取組を進める必要があります。

■	� 国産航空機の完成による新たな市場や今後の技術動向等もふまえ、引き続き、本県が強み

を発揮できる分野を生かして、県内ものづくり企業の航空宇宙分野への挑戦を支援する必

要があります。

■	� 国内市場の縮小や厳しい国際競争に晒されている石油化学産業において、今後とも四日市

コンビナートが競争力を維持・強化できるよう、ビッグデータ、ＩｏＴ・ＡＩ等を活用し

たコンビナートのスマート化による生産性向上を促すとともに、それを担う技術人材を育

成する必要があります。

■	� 技術革新への対応や海外生産へのシフト、国内需要の低下等から、ものづくり企業は業種

にとらわれない、新たな事業展開や取引拡大が求められていることから、多様な産業分野

でのマッチングの機会を創出していく必要があります。

　第４次産業革命等が進展する中、県内ものづくり企業が、産学官連携や自社の特徴・

強みを生かし、技術的な課題解決をはじめ、自動車産業の構造変化に対応し、航空宇宙

等の新たな分野・事業にチャレンジするなど、時代の変化に適応することで、引き続き、

本県経済をけん引しています。また、それを支える技術人材の育成が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 322 ものづくり産業の振興
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　ものづくり基盤技術の強化・産学官連携の促進
　県内ものづくり企業が抱える技術的課題の解決や基盤技術の強化のため、県工業研究所が「町

の技術医」としてきめ細かな支援を行うとともに、みえ産学官技術連携研究会の活動を通じた共同

研究等に取り組みます。また、高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）を中心に、本県の産業

集積の強みを生かし、東京大学や三重大学等の先端的な研究を行う高等教育機関と県内企業との

産学官連携による共同研究等を通じた新たな製品開発や高付加価値化等を促進します。

■	 基本事業２　次世代ものづくり産業の振興に向けた人材育成と事業環境整備
　本県のものづくり産業の競争力強化を図るため、次世代自動車や航空宇宙等をはじめとする次世

代ものづくり産業をけん引する技術人材を、関係機関と連携しながら育成します。また、県内企業の

次世代ものづくり産業への参入や事業拡大を促進するため、次世代自動車等で必要とされる技術、

素材、部品の開発等を支援するとともに、「みえ航空宇宙産業振興ビジョン」に基づき、商談機会

の提供や技術習得支援等により、航空宇宙分野への参入促進、事業環境整備等に取り組みます。

■	 基本事業３　四日市コンビナートの競争力強化
　本県のものづくりを支える四日市コンビナートの今後を見据え、コンビナートのスマート化による生

産性向上や技術人材育成等、競争力の強化や先進化に向けた取組を支援します。

■	 基本事業４　ものづくり企業の販路開拓の促進
　県内ものづくり企業の新分野への進出等を促進するため、大手企業等との技術交流会等を開催

し、中小企業等が大手企業の開発・技術動向を知る機会を創出するとともに、販路開拓や新製品

の設計・試作、技術力の高度化等への支援に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内ものづくり企業の新たな製
品開発や事業化等につながった
件数（累計）

－ 110件

次世代自動車や航空宇宙等の次世代ものづくり産
業をはじめとする県内ものづくり産業の振興に向
け、県内企業が、県の技術支援や技術交流会等を
活用し、新たに製品開発や事業化等につなげた件
数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

技術開発や技術課題解決に向
けた共同研究等に取り組んだ企
業数（累計）

－ 150社
県工業研究所やＡＭＩＣの支援を受けて、技術開
発や技術課題解決の共同研究等に取り組んだ企
業数

技術人材育成講座等の参加企
業数

77社
（30年度） 100社 県が実施する技術人材育成講座等に参加した企

業数

四日市コンビナートの競争力強
化・先進化に向けた取組数

４件
（30年度） ５件

コンビナート企業と県・四日市市等が連携し、コ
ンビナートの競争力強化や先進化に向けて取り組
んだ件数

政策　Ⅲ－２　強じんで多様な産業

主担当部局 ：雇用経済部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　Society 5.0時代の到来を見据えるとき、ＩｏＴ・ＡＩ・5G等ＩＣＴの利用を進め、集積したデータの活

用等による地域や企業の課題解決や新価値の創造に、積極的に取り組んでいく必要があります。そうした

観点から、県内産業の活性化や今後の三重県経済をけん引する産業の創出・育成、環境に配慮した効果的

なエネルギー利用等、産学官をはじめ、さまざまな関係機関との連携により取組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 産業を取り巻く社会経済情勢等は、目まぐるしく変化し、従来の社会モデルが通用しない

時代に入っています。また、生産年齢人口が減少し、若者の県外流出が課題となっている

中、クリエイティブな視点や新たなテクノロジーを活用して、新しい価値や事業等を生み

出すことにより、新たな産業や若者にとって魅力的なしごとを創出することが求められて

います。

■	� 世界の産業の主戦場が、ビッグデータを取得してＩｏＴやＡＩと組み合わせ、市場を獲得

していくような領域にシフトし、産業構造や就業構造さえも転換させていく中では、

Society 5.0 時代の到来を見据え、ＩｏＴ・ＡＩ等ＩＣＴの導入活用およびデータ活用を

進め、産業振興や課題解決につなげていく必要があります。

■	� 今後の食品市場規模は、国内市場が縮小していく一方で、世界市場は大きく拡大すること

が想定されており、消費者のライフスタイルの変化や海外現地ニーズを的確にとらえ、新

商品の開発や魅力あるサービスの提供など、新たな価値を創出できる人材の確保・育成を

進める必要があります。

■	� 高齢化が進展する中、ヘルスケア（医療・健康・福祉）分野の製品・サービスに対するニー

ズも多様化しています。このため、研究開発等の促進やヘルスケア産業の活性化をめざす

ライフイノベーションの取組を推進する必要があります。

■	� 環境や住民生活に十分配慮し、地域との共生が図られた安全で安心な新エネルギーの導入

が求められています。ＩｏＴ・ＡＩの活用等により、さらなる省エネ推進とともに、需要

に対応したエネルギーの安定供給が必要です。

　Society 5.0 時代につながる新しい視点・発想やデータの利活用等により、さまざま

な産業分野において、新しい商品・サービスが創出され、将来の地域社会の担い手であ

る若者にとって魅力があるしごとが増えています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 323 Society 5 .0 時代の産業の創出
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　新たな発想や技術による新事業の創出
　クリエイティブな視点や新しい技術による新たな価値・事業の創出を促進するなど、若者が将来

に向かい希望を持って働くことのできる県内企業の創出や育成をめざし、ＫＵＭＩＮＡＯＳＨＩによる

協創を通じた空の移動革命やスタートアップ支援等に取り組みます。

■	 基本事業２　ＩＣＴやデータの利活用による産業振興
　ＩｏＴ等ＩＣＴの導入活用を促進するため、経営者の理解促進や人材育成に取り組みます。また、

データ活用を推進するため、「みえデータサイエンス推進構想（仮称）」に基づき、産学官連携によ

るデータ活用プロジェクトの推進やリカレント教育の支援等に取り組みます。

■	 基本事業３　「食」の産業振興
　「みえ食の産業振興ビジョン」に基づき、商品開発や販路開拓等に取り組む事業者を関係企業・

団体等と連携して支援するとともに、商品やサービスに新たな価値を創出できる「みえの食」の将

来を担う人材育成に取り組みます。

■	 基本事業４　ライフイノベーションの推進
　ヘルスケア分野の産学官民が連携し、地域資源・ＩＣＴなどの活用や医療機関等における実証

等をとおして、ものづくり技術などを活用した先進的な製品・サービスや、ニーズの高い予防・健康

管理等の新たな製品・サービスの研究開発や販路開拓などの支援に取り組みます。

■	 基本事業５　新エネルギーの導入促進とエネルギー関連技術の開発
　地方から安全で安心なエネルギーの確保に貢献するため、地域との共生が図られるよう新エネ

ルギーの導入を促進するとともに、エネルギー関連技術の開発を支援します。また、県民や事業者

に対してエネルギーに関する啓発等を行います。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

今後、三重県経済をけん引する
ことが期待される産業分野にお
ける商品・サービスの創出等の
件数（累計）

－ 138件
県の支援を受けて、さまざまな産業分野において、
新たな発想やＩＣＴ等の利活用による新事業展開
や、商品・サービスの創出等につながった件数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

今後、三重県経済をけん引する
ことが期待される産業分野にお
ける人材の育成数

－ 405人
新たな発想やＩＣＴ等の利活用による新事業展開
等を促進するための、県の人材育成事業への参加
者数

産学官連携プラットフォームを
活用したプロジェクト数（累計） － 12件

「みえデータサイエンス推進構想（仮称）」に基づ
く産学官連携プラットフォームを活用して取り組
んだデータ活用による地域課題解決や新事業の創
出に係るプロジェクト件数

新エネルギーの導入量（世帯数
換算）

668千世帯
（30年度）

747千世帯
（４年度）

県内に導入された新エネルギーによって家庭で消
費されるエネルギーを賄ったと仮定した場合の世
帯数

政策　Ⅲ－２　強じんで多様な産業

主担当部局 ：雇用経済部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　経済のグローバル化の進展や人口減少・超高齢化という課

題に直面する中、地域においては、自律的で継続的な産業の

創出が必要です。このため、市町や関係機関と連携して、国内

外の企業による県内への投資を呼び込むことにより、雇用の維

持・創出を図るとともに、さらなる地域経済の活性化につなげ

ます。 四日市港の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� グローバル競争が激化する中でも県内産業が持続的に発展していくため、航空宇宙や次世

代自動車関連、「食」関連など、今後成長が期待される分野の投資に加え、マザー工場化等

を促進していく必要があります。一方、少子高齢化の加速や若者の流出による生産年齢人

口の減少に対応するため、スマート工場化や本社機能の移転、県南部地域における投資な

どを促進していく必要があります。

■	� 経済のグローバル化が進展する中、新たなノウハウや最新技術を取り込み、県内企業の技

術力向上やイノベーション創出につなげるため、市町や国、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）

など関係機関と連携して、外資系企業の立地を促進していく必要があります。

■	� 国内外における操業環境の優位性を保つため、操業に関する規制の合理化や法手続きの迅

速化を図る必要があります。また、県内の産業用地が減少傾向にあることから、新たな企

業誘致や県内企業の再投資を促進するため、産業用地を確保する必要があります。

■	� 背後圏の産業を物流面で支える総合港湾として、四日市港がその機能を十分に発揮する必

要があります。

　成長が期待される産業や国際競争力のある産業など多様な産業において、活発に事業

活動を行える環境づくりが進むとともに、国内外の企業による県内への投資が持続的に

行われ、雇用の維持・創出や地域経済の活性化につながっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 324 戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進



第
３
節　

Ⅲ
「
拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

第
２
章

第
２
編

159

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　付加価値創出に向けた企業誘致
　企業投資促進制度の活用やワンストップサービスの提供などにより、航空宇宙、次世代自動車関

連、「食」関連など成長産業分野への投資や、マザー工場化、スマート工場化、研究開発施設な

ど高付加価値化や生産性の向上につながる投資を促進します。また、サービス産業や県南部地域

における地域資源を活用した産業、中小企業・小規模企業の高付加価値化につながる投資を促進

します。

　さらに、国やＪＥＴＲＯなど関係機関との連携を密にしながら、外資系ホテルなども視野に入れた

外資系企業の誘致に取り組みます。

■	 基本事業２　操業しやすい環境づくり
　操業に関する規制の合理化や法手続きの迅速化など操業環境の向上を図ることにより、企業の

新たな事業展開を支援します。

　また、産業用地の確保に向けて、新たな候補地および開発手法の検討や、工場跡地等の未利

用地の情報収集を行い、企業誘致を推進します。

■	 基本事業３　四日市港の機能充実と活用
　四日市港が背後圏産業の競争力の維持・強化に物流面から貢献できるよう、四日市港管理組合

による港湾施設等の機能強化や、国内外の企業や船会社に対するポートセールスを支援し、四日市

港の利用促進に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内への設備投資目標額に対す
る達成率 － 100％ 県が関与した企業による県内への設備投資の目標

額2,940億円に対する達成率

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

企業立地件数（累計） － 200件 県が関与した企業立地件数と工場立地動向調査
における企業立地件数の合計（重複除く）

操業環境の改善に向けた取組件
数（累計） － 28件 規制の合理化など企業のニーズに応じた操業環境

の改善に向けた取組件数

政策　Ⅲ－２　強じんで多様な産業

主担当部局 ：雇用経済部
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注） １　�観光地域づくり法人（ＤＭＯ）：�観光地のブランドづくり、情報発信・プロモーション、マーケティング、戦略策定等を担う観光地
域づくりの推進主体のこと。

注） ２　�デジタルマーケティング：�インターネットやＩＣＴ等「デジタル」を活用したマーケティング手法で、収集されたデータの活用・
分析を行うことで、多様化するニーズに対応した戦略的な観光資源の開発やサービスの提供につなげる
ことができます。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　観光産業の持続的な成長につなげるため、県民の皆さん、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、観光関連事業

者、市町等と連携し、三重県観光のブランディングや三重が世界に誇る観光資源を生かした新たな観光の

魅力を創造することで、国内外からの観光客の流れを創出するとともに、観光産業の高付加価値化や観光

産業を担う人づくりを進めるなど、観光産業の振興に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 観光産業は、県内総生産の３％（平成 28（2016）年）を超えており、本県経済の稼ぎ手
として、持続的に成長することが期待されています。

■	� 本県では、伊勢志摩サミットやお伊勢さん菓子博 2017、インターハイ等の好機を生かし、
オール三重で観光振興に取り組んだ結果、平成 30（2018）年の観光入込客数は４年連続
で増加し、過去最高の 4,261 万人を記録しました。また、観光消費額についても 5,338
億円と４年連続で増加し、神宮式年遷宮のあった平成 25（2013）年に次ぐ過去２番目と
なるなど、観光で地域の稼ぐ力を伸ばす「観光の産業化」に向けた取組が着実に実を結び
つつあります。

■	� 日本の観光を取り巻く状況は、人口減少および少子高齢化の進展、旅行ニーズの多様化、
インバウンドの急増、キャッシュレス化の進展、ＩＣＴの進歩、観光産業の担い手不足等
大きく変化しており、本県の観光の発展のためには、こうした新たな課題にもしっかりと
対応していく必要があります。

■	� 令和２（2020）年の東京 2020 オリンピック・パラリンピック、令和３（2021）年の第
９回太平洋・島サミット、三重とこわか国体・三重とこわか大会、令和７（2025）年の大
阪・関西万博等のイベント、令和９（2027）年のリニア中央新幹線東京・名古屋間先行開
業、令和 15（2033）年の次期神宮式年遷宮等を見据え、オール三重で観光振興に取り組
むことが必要です。

■	� 旅の目的地として世界から選ばれ、持続的に成長する三重の観光の実現に向けて、国内外
の観光客の多様なニーズを的確にとらえるためのデジタルマーケティング注） ２ の仕組みを
確立し、三重県観光のブランディングや観光地の魅力づくりに取り組むとともに、観光産
業の高付加価値化や観光産業の生産性向上、受入れ環境整備に向けた取組を進めていくこ
とが必要です。

　県民の皆さん、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）注） １ 、観光関連事業者、市町等と一体

となって、オール三重で戦略的な観光マーケティングの仕組みを確立し、三重の強みを

生かした観光ブランディングや観光の魅力づくり、観光産業の基盤づくり、快適な旅行

環境整備に取り組むことにより、三重が旅の目的地として世界から選ばれ続け、観光産

業が三重県経済をけん引する産業の一つとして持続的に成長するとともに、地域全体の

発展につながっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 331 世界から選ばれる三重の観光



第
３
節　

Ⅲ
「
拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

第
２
章

第
２
編

161

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり
　世界の人びとから旅の目的地として選ばれるよう、三重が世界に誇る観光資源を生かしたブラン

ディングに取り組みます。あわせて、データ収集・分析に基づいた戦略的な観光マーケティングの

仕組みを構築し、旅行者の目線に立った体験等観光の魅力づくりや新たな価値の創造、国内外か

らの誘客拡大に向けた戦略的なプロモーションにオール三重で取り組み、「客が客を呼ぶサイクル」

を確立します。

　また、第９回太平洋・島サミットをはじめとしたＭＩＣＥ注） ３ をオール三重で成功させることでＭＩＣＥ

開催地としてのブランド価値をさらに向上させ、三重ならではの特色を生かした戦略的なＭＩＣＥ誘致

につなげます。

■	 基本事業２　人にやさしい観光の基盤づくり
　三重を訪れる全ての観光客に満足していただける、質の高い観光地を実現するため、「地域ＤＭＯ」

や観光関連事業者、市町等、さまざまな主体との連携強化や産業間連携の促進、観光産業を支

える人材の育成・確保等により三重の観光を変革し続けるとともに、誰もが快適でストレスフリーに

旅行ができる旅行者目線に立った受入れ環境整備にオール三重で取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

観光消費額 5,338億円
（30年）

6,000億円
以上

観光客が県内において支出した観光消費額（交通
費、宿泊費、飲食費、入場料、土産代等）

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

観光客満足度 94.9％
（30年度）

95.0％
以上

県内の観光地を訪れた観光客の７段階の満足度評
価で、「大変満足」「満足」「やや満足」の上位３
項目を回答した割合

県内の延べ宿泊者数 890万人
（30年） 950万人 「観光庁宿泊旅行統計調査」に基づく、県内の宿

泊施設における延べ宿泊者数

県内の外国人延べ宿泊者数 34万人
（30年） 68万人 「観光庁宿泊旅行統計調査」に基づく、県内の宿

泊施設における延べ外国人宿泊者数

政策　Ⅲ－３　世界の三重、 三重から世界へ

主担当部局 ：雇用経済部観光局

注） ３　�ＭＩＣＥ：�企業等の会議（Meeting）、企業等が行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団
体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市・イベント（Exhibition／Event）の頭文字のことであり、
多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称のこと。
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　三重が誇る観光資源や食材、伝統工芸品等の地域資源が持つ個

性や優位性を生かして、国内外における営業活動を展開すること

により、三重の魅力発信に取り組むとともに、県民の皆さん、市

町、県内事業者、関係機関等と連携し、三重の魅力づくり、認知

度向上に取り組みます。

フランスで開催された、ヨーロッパ最大級
の日本酒イベント「SALON DU SAKE」

● 

現
状
と
課
題

■	� 令和２（2020）年に東京 2020 オリンピック・パラリンピック、令和３（2021）年に第

９回太平洋・島サミット、三重とこわか国体・三重とこわか大会、令和７（2025）年に大

阪・関西万博、令和８（2026）年に愛知県でアジア競技大会が開催されます。これら国

内・県内で開催されるビッグイベントの機会を生かして、県産品の販路拡大や観光客の増

加に向けた戦略的な営業活動を行う必要があります。また、これまでの取組によりつながっ

た三重ファンと協働して魅力発信していくことが必要です。

■	� 三重テラスは、第２ステージ（平成 30（2018）年度から令和４（2022）年度まで）に

入り、首都圏における認知度向上、三重の応援団等のネットワーク構築、販路開拓のノウ

ハウの蓄積、首都圏メディアとの関係構築等の第１ステージ（平成 25（2013）年度から

29（2017）年度）の成果の活用が求められています。また、集客に向けた取組を強力に

進めるとともに、魅力的なイベント内容・商品・メニューや店員のおもてなしにより、お

客様の満足度を高めるよう、運営の質をさらに向上させることが必要です。

■	� 関西圏においては、近年インバウンドが急増しており、令和７（2025）年には大阪・関西

万博も開催されることから、これらの動向を的確にとらえ、三重の魅力発信、観光誘客、

県産品の販路拡大につなげていくため、営業活動をさらに強化していく必要があります。

■	� 伝統産業・地場産業等は、地域の伝統や技術、原料など、三重の風土に根づいた魅力（特

性）を生かした貴重な産業です。あらためてその魅力を再認識し、昨今のライフスタイル

の変化や消費者ニーズに対応できる新たな魅力や価値を創出し、広く発信することが必要

です。

　戦略的な営業活動により、三重が世界に誇る産業の持つ魅力や価値に国内外から共感

が集まり、本県の認知度が高まることで、県産品等の販路拡大や観光客の増加、県内へ

の企業誘致など、産業・地域経済の活性化につながっています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 332 三重の戦略的な営業活動
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■	 基本事業１　営業本部の展開
　三重県営業本部では、県、市町、県内事業者、関係機関等とのオール三重体制により、ビッグイ
ベントの機会を生かして、三重の魅力を発信することで、認知度向上に取り組みます。また、首都
圏、関西圏および中部圏にターゲットを絞った営業活動を行うほか、包括協定を締結した企業等と
も連携しながら、物産観光展や商談会を開催し、県産品の販路拡大や観光客の増加につなげま
す。さらに、三重ファンと連携した取組を拡大し、重層的な三重の魅力発信に取り組みます。

■	 基本事業２　首都圏営業拠点の強化
　三重テラスにおいて、三重の応援団や、首都圏メディア・ＳＮＳを活用した情報発信に取り組み、
三重の認知度をさらに向上させます。商品・食材の背景や生産者の思い、三重の自然や伝統、伊勢
志摩サミットのレガシーを来店者に伝えることで、新たな三重ファンの獲得につなげます。
　また、東京2020オリンピック・パラリンピック開催の機会を生かし、「応援村　OUEN－MURA」
等との連携により、世界の人びとに三重の魅力を発信します。

■	 基本事業３　関西圏営業活動の強化
　関西圏営業戦略に基づき、県、市町、県内外の事業者、関係機関など官民一体となって、ター
ゲットを絞った三重の魅力発信に取り組み、関西圏の経済団体や県人会など多様なパートナーとの
ネットワークを生かしながら、関西圏からの観光客の増加や県産品の販路拡大に向けた取組を効果
的に展開します。
　また、令和７（2025）年大阪・関西万博開催のチャンスを生かし、三重を知って、選んで、来て、
リピーターになっていただけるよう、オール三重による取組を進めます。

■	 基本事業４　伝統産業・地場産業、地域資源の魅力増進
　伝統産業・地場産業等の事業者の創意工夫や、他事業者等との連携による商品づくり、体験メ
ニューの開発等、新たな魅力や価値を創出する取組を支援するとともに、伝統工芸品と日本酒や食
材など他の産品と一体となったプロモーションにより、広く情報発信します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

三重県産品を購入したい・観光
旅行で三重へ行きたいと考えて
いる人の割合

66.6％
（30年度） 70.0％

首都圏・関西圏におけるアンケートで、「購入した
い三重県産品がある」、「観光旅行で三重に行きた
い」と考えている人の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

営業活動に関するネットワーク
を生かしたイベント実施件数（累
計）

－ 2,370件

三重テラス、関西事務所等において、これまでの
営業活動でネットワーク化した応援企業、応援店
舗や、市町・関係機関等と連携して実施したイベ
ントの件数

首都圏営業拠点「三重テラス」
の利用者数

18.5万人
（30年度） 20.2万人

三重テラス来館者のうち、県産品の購入や、県産
食材の飲食、観光案内の利用、イベント参加など、
三重テラスの利用により、三重の魅力を体験して
いただいた人数

伝統産業・地場産業の技術等の
活用、連携により商品開発、販
路開拓、情報発信に取り組んだ
事業者数（累計）

－ 460件

伝統産業・地場産業の技術や地域資源を活用し、
他事業者等との連携により新たな価値を見出し、
商品開発、販路開拓、情報発信に取り組んだ事業
者数

政策　Ⅲ－３　世界の三重、 三重から世界へ

主担当部局 ：雇用経済部
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注） １　三重タイ　イノベーションセンター：�三重県とタイ政府が協力してバンコクに設置した食などの産業連携の拠点。平成30（2018）
年11月開所。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　本県の有する強みや海外とのネットワークを生かしつつ、「み

え国際展開推進連合協議会」や県内大学等との連携を通じて、

産学官が一体となってオール三重で国際展開の推進に取り組

みます。

三重タイ　イノベーションセンター開所式の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� グローバル化の進展に加え、人口減少による国内市場の縮小が見込まれることから、企業の

海外展開は喫緊の課題となっています。県内中小企業の海外展開は他県と比べ遅れている

傾向にあることから、タイや台湾をはじめ、これまで本県が関係を構築してきた国や地域と

のネットワークを生かしながら、海外展開をめざす中小企業を積極的に支援していく必要が

あります。とりわけ、タイではバンコクの「三重タイ　イノベーションセンター注）  １」を拠

点として、食関連のビジネスを展開する好機を迎えています。

■	� 伊勢志摩サミットでは、三重県の魅力が国内外に発信されるとともに、海外留学や海外研

修等に参加する高校生が２割以上増えるなど、県内の若者が海外に目を向ける絶好の機会

となりました。こうしたサミットのレガシーを生かし、県民が主体的に行う国際的な活動

をさらに広げていくことで、グローバルな視野を持って将来地域で活躍する人材の育成に

取り組んでいく必要があります。

　平成 28（2016）年の伊勢志摩サミット開催で大きく向上した本県の知名度や、これ

まで培ってきたさまざまな強みを生かし、産学官が一体となった取組により、ものづく

り産業や食・観光など県内企業の海外展開が進むとともに、優れた企業の誘致や、グ

ローバル人材の相互交流により地域に新たな活力と価値が創造されています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 333 国際展開の推進
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方
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■	 基本事業１　海外事業展開の推進
　「みえ国際展開に関する基本方針」や「みえ国際展開推進連合協議会」での意見をふまえなが

ら、産学官が一体となったオール三重による海外ミッションを派遣します。また、「三重県国際展開支

援窓口」を活用するなど、中小企業の海外展開支援に取り組みます。

　「三重タイ　イノベーションセンター」では、本県の食の魅力発信や食品加工技術のPR、県産

食材の利用促進、タイ製造業の技術力向上支援によるタイ進出県内企業の競争力強化に取り組み

ます。

　また、県内企業の海外人材獲得を促進するため、県内大学等と連携し、国際インターンシップの

受入れを推進します。

■	 基本事業２　国際交流の推進
　若者への交流機会の提供など、県民が世界に目を向けるきっかけとなるよう働きかけを行うととも

に、各国友好団体や公益財団法人国際環境技術移転センター（ICETT）など、関係機関と連携

した交流活動に積極的に取り組んでいきます。また、姉妹・友好提携先とは長期的視野に立って交

流を継続し、周年事業の機会等をとらえた関係強化を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

海外展開に取り組んでいる県内
企業の割合 19.9％ 24.0％

「三重県事業所アンケート」において、「輸出」、「海
外拠点の設立」または「外国人観光客の受入」を
行っていると回答した企業の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県が海外展開の支援・関与を
行った企業数（累計） － 80社

本県がこれまで構築してきた海外の政府・自治体
等との関係を活用したり、海外ミッションや「三
重県国際展開支援窓口」等を通じて海外展開に取
り組んだりした企業数

国際的な視野を持つ若者の育成
に取り組んだ件数 ８件 20件

みえ国際ウィークの取組や、学生の自主的な活動
の支援、民間の交流団体と連携した交流活動など、
県が国際的な視野を持つ若者の育成に取り組んだ
件数

政策　Ⅲ－３　世界の三重、 三重から世界へ

主担当部局 ：雇用経済部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　次代を担う若者は、その能力を発揮しながら、安定した

就労により経済基盤を確立し、県内企業は、必要な人材

を確保できるよう、企業、国、市町、関係団体などさまざ

まな主体と連携して、地域の実情に応じた支援に取り組み

ます。

津高等技術学校での曲げ板金作業の様子

● 

現
状
と
課
題

■	� 人口減少・高齢化の進行や、若者・子育て世代の転出超過などにより、県内中小企業では、

労働力不足が深刻化しています。特に若者の県外流出が大きな課題となっており、県内高

等教育機関卒業生の県内企業への就労を促進するとともに、県外の大学へ進学した学生を

就職時に三重県へ呼び戻す取組が必要です。

■	� 県外の大学へ進学した学生やＩターン希望の学生が県内企業でのインターンシップや就職

を希望しても、どのような企業があるのか、県内企業にはどのような魅力があるのかなど

を知ることが難しい状況です。

■	� 労働力不足を解消するためには、新規学卒者に加え、離職者・転職希望者等の幅広い人材

の県内企業への就職・定着が必要であるとともに、無業者などの潜在的な労働力を確保す

ることが重要です。

■	� いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った世代であり、現在

も、本意ではない非正規雇用や無業の状態である人が一定数存在します。こうした状況に

ある人を対象に、安定した就労に向けた支援の充実が求められています。また、若年無業

者の職業的自立が課題となっており、就労に向けて、地域で包括的に支援する仕組みが求

められています。

■	� 生産性向上や競争力の強化など、県内産業界のニーズをふまえながら、新規学卒者や離転

職者、在職者等を対象とした多様な職業訓練を実施していくことが求められています。

　県内で働きたいという意欲のある若者が、その能力を発揮しながら、いきいきと働き

続けることができるとともに、安定した就労により経済基盤を確立することで、安心し

て次世代を育てることのできる環境が実現しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 341 次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援
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■	 基本事業１　若者等の雇用支援
　若者の安定した就労に向けて、その支援拠点である「おしごと広場みえ」を中心として、総合的

な就労支援サービスを提供するとともに、就職支援協定締結大学や経済団体等と連携した、県内

企業の情報発信や県内企業へのインターンシップ、合同企業説明会の開催などにより、U・Iターン

就職を促進します。

　また、県内における就職氷河期世代の実態を把握し、当該世代の安定した就労を希望する人を

対象に、相談から就職までの切れ目ない支援等に取り組みます。

■	 基本事業２　人材の育成・確保支援
　若者をはじめとした多様な人材の育成・確保、さらには企業が行う生産性向上や新たな事業展開

などを支援し、地域の産業政策と一体になった雇用機会の拡大に取り組みます。

　また、産業界のニーズをふまえ、新規学卒者や離転職者などさまざまな人材を対象とした多様な

職業訓練を実施して、修了生の就職促進を図るとともに、県内企業の技術者等の技能向上を図る

ため、引き続き在職者訓練に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内外の高等教育機関卒業生
が県内に就職した割合

44.8％
（30年度） 50.0％

県内高等教育機関の新卒就職者および県外の就
職支援協定締結大学の新卒就職者（三重県出身者
に限る）のうち、県内企業等へ就職した人の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

おしごと広場みえ等に登録した
求職者の就職率

57.6％
（30年度） 64.0％

おしごと広場みえおよび地域若者サポートステー
ションに登録した求職者のうち、就職に至った人
の割合

インターンシップ実施率 － 52.0％

インターンシップ受入れ可能企業（インターンシッ
プ情報サイト掲載企業）のうち、実際に学生等を
受け入れてインターンシップを実施した企業の割
合

政策　Ⅲ－４　多様な人材が活躍できる雇用の推進

主担当部局 ：雇用経済部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　誰もが夢や希望を持って自己実現し、個人の能力や適性を生かして活躍できるよう、企業、関係団体、

国・市町等と連携しながら、めざす仕事に就き、いきいきと働くことができる環境整備に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 働く意欲のある全ての人が、多様な働き方を選択し、自らの能力・スキルを発揮すること

により、いきいきと働き、地域の中で活躍できるよう、柔軟な就労形態の導入など、企業

における働き方改革の取組を促進し、企業の生産性向上や人材確保・定着につなげる必要

があります。

■	� 安心して働き続けるためには、雇用等に不安を抱える労働者に対する労働相談等のセーフ

ティネット機能の充実が求められています。

■	� 働く意欲のある女性が、妊娠・出産・子育て等のさまざまなライフイベントを迎えても、

希望する形で就労することができるよう支援する必要があります。

■	� 生産年齢人口が減少する中、働く意欲のある高齢者がこれまで培ってきた経験や能力を発

揮できるよう、高齢者の心身の状況等に応じた多様な就労機会を提供することが求められ

ています。

■	� 県内の民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合は、近年改善しているもの

の、一層の雇用促進に向けて、ステップアップカフェなどを活用した気運の醸成や働きや

すい職場づくりの支援に取り組むとともに、多様な働き方についての検討を進める必要が

あります。

■	� 外国人労働者は、日本語能力や仕事上のルールに関する知識等が十分でないことが多い中

で、外国人に対する受入れ環境が十分整っていない企業が一定数存在すると見込まれるた

め、安心して就労できるよう、環境を整備することが必要です。

　誰もが働き続けられる職場環境づくりに向けて、企業、経済団体、労働団体、行政等

が主体的に取り組むことにより、性別や年齢、国籍、障がいの有無等に関わりなく、意

欲や能力を十分発揮していきいきと働いているとともに、家庭生活も充実し、仕事と生

活を調和させています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 342 多様な働き方の推進
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■	 基本事業１　働き方改革の推進
　働く意欲のある全ての人が働き続けられるよう、職場環境の整備を進めるとともに、生産性の向

上や人材の確保・定着につながる働き方改革に取り組みます。また、働く意欲のある女性や高齢者

が就労できるよう、女性の再就職支援や就労継続支援に取り組むとともに、市町と連携し、ＩＣＴ

を活用するなど、高齢者の心身の状況等に応じた多様な働き方の提供に取り組みます。

　相談内容が複雑・多様化する中、さまざまな労働相談に対して的確なアドバイスができるよう、関

係機関と連携しながら、相談体制の充実を図ります。

■	 基本事業２　障がい者の雇用支援
　障がい者が希望や能力、適性を生かして働き、障がい者と共に働くことが当たり前の社会を実現

するため、職業訓練の機会を提供するとともに、ステップアップカフェや「三重県障がい者雇用推

進企業ネットワーク」などの取組を通じて、企業や県民の理解を促進します。また、障がい者が働

く可能性を広げる新たな雇用の仕組みやＩＣＴなどを活用した多様な働き方の普及を進めます。

■	 基本事業３　外国人の雇用支援
　外国人材の受入れを円滑に行うため、企業における受入体制の整備を促進し、適切な労働環境

の確保を図ります。また、外国人が安心して就労できるよう、相談支援体制や、職業訓練・職場体

験の提供に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

多様な就労形態を導入している
県内事業所の割合

72.6％
（30年度） 81.4％

「三重県内事業所労働条件等実態調査」における
調査対象事業所（従業員規模10人以上300人未
満の県内事業所から抽出）のうち、「多様な就労形
態を導入している」と回答した県内事業所の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

民間企業における障がい者の法
定雇用率達成企業の割合 58.3％ 69.5％

毎年６月１日現在の県内民間企業（県内に本社が
ある45.5人以上規模の企業）における障がい者
の法定雇用率達成企業の割合

外国人雇用に係るセミナー等を
活用した事業者の満足度 － 95.0％

県が実施するセミナーおよび相談会に参加した事
業所や、三重県労働相談室に相談を寄せた事業所
のうち、外国人雇用に関する課題の解決につな
がった、または有用な情報が得られたなど、県の
取組が役に立ったとする事業所の割合

政策　Ⅲ－４　多様な人材が活躍できる雇用の推進

主担当部局 ：雇用経済部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　道路施設の機能向上にあたり、通学路の安全対策について、「通学路交通安全プログラム」に基づき、

ＰＴＡなど地域の皆さんと連携しながら進めていくとともに、滋賀県大津市における園児の死亡事故を受

け、未就学児の安全対策として園外活動の経路にある危険箇所の現地点検とその対策を講じていきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 新名神高速道路の県内区間全線開通をはじめ、多くの幹線道路等の整備が進み、地域間の

交流・連携が促進されるとともに、地域の安全・安心が高まるなどの整備効果があらわれ

てきていますが、都市部における慢性的な渋滞の発生、近い将来に発生が懸念される南海

トラフ地震等の大規模自然災害への備えなど多くの課題があります。このため、引き続き

道路整備や新たな道路ネットワークの検討を進める必要があります。道路整備については、

地域のニーズにきめ細かに応えるため、バイパス整備等の抜本的な整備に加え、待避所の

設置など柔軟な対応を織り交ぜた整備を推進していく必要があります。また、令和３

（2021）年の三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向け、県内外からの来場者の

安全、利便性の向上を図るため、道路整備が急務となっています。さらに、県内への誘客

促進や地域活性化のため、東海環状自動車道および令和元（2019）年に全線事業化が実現

した近畿自動車道紀勢線の早期整備に向けた取組を進める必要があります。

■	� 交通事故対策や交通弱者への対策を進める中で、通学児童や未就学児の安全確保が全国的

な課題となっており、道路利用者の安全確保に向けた道路施設の機能向上を図る必要があ

ります。また、道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、老朽化の進行により維

持管理コストの増大が予想されている橋梁等道路施設の効果的・効率的な修繕や、剥離が

進んだ区画線の引き直しを実施する必要があります。さらに、道路施設の老朽化対策等を

可視化する「維持管理の見える化」を進める必要があります。

■	� 県管理港湾については、老朽化した施設について、利用者の安全性や港湾の機能を確保する

ため、施設の維持管理を行ってきました。しかし、建設後 50 年を経過する施設が今後、急

速に増加することから、老朽化対策が喫緊の課題となっています。このため、引き続き、施

設の適切な維持管理と老朽化対策が必要です。また、港湾は大規模地震発生時に防災上の

拠点となることから、緊急物資輸送ルートの機能を確保する取組を進める必要があります。

　東海環状自動車道や近畿自動車道紀勢線など高規格幹線道路の整備が進み、幹線道路

やこれらにアクセスする道路等の整備、道路・港湾施設等の適切な維持管理に取り組む

ことで、県民の皆さんの安全・安心が高まるとともに、地域間の交流・連携が広がり、

地域の経済活動が活性化しています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 351 道路網・港湾整備の推進
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取
組
方
向

■	 基本事業１　高規格幹線道路および直轄国道の整備促進
　産業活動や観光交流の拡大に伴い増加する交通需要への対応や交通渋滞の解消、地域のさら

なる安全・安心の向上、活性化をめざし、高規格幹線道路および直轄国道の整備促進を図るとと

もに、国・県・市町等が連携し、未事業化区間の早期事業化に向けた取組や、新たな道路ネット

ワークの構築をめざし、鈴鹿亀山道路、名神名阪連絡道路の事業化に向け、国等と連携して調査・

検討を進めます。

■	 基本事業２　県管理道路の整備推進
　高規格幹線道路や直轄国道の整備効果を最大限に生かす道路ネットワークの形成や、地域ニー

ズへの的確な対応に向けて、早期に効果を発現できる柔軟な対応を織り交ぜながら、計画的かつ

効果的・効率的な県管理道路の整備を進めます。

■	 基本事業３　適切な道路の維持管理
　通学児童や未就学児の安全確保を図るため、危険箇所の現地点検および対策を実施し、道路

施設の機能向上を図ります。また、道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、橋梁等道

路施設について、予防保全の考え方を取り入れながら、計画的な点検、効果的・効率的な修繕を

実施するとともに、剥離が進んだ区画線については継続的に引き直しを実施するなど、適切な維持

管理を進めます。さらに、道路施設の老朽化対策等を可視化する「維持管理の見える化」の取組

を一層進めます。

■	 基本事業４　県管理港湾の機能充実
　港湾施設が将来にわたり必要な機能を十分発揮するよう、点検・補修等の維持管理を実施する

とともに、計画的かつ効果的な岸壁等の老朽化対策を進めます。また、大規模地震に備え、緊急

物資輸送ルートの機能を確保するため、臨港道路橋梁の耐震対策を進めます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県民生活の安全性・利便性の向
上や地域の経済活動等を支援す
る道路の新規供用延長（累計）

－ 29.6km 高規格幹線道路、直轄国道およびこれらと一体と
なった県管理道路の新規供用延長

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

橋梁の修繕完了率 100％ 100％
定期点検で早期措置（健全性区分Ⅲ）と診断され
た橋梁のうち、次回点検までに修繕を完了した橋
梁の割合

県管理港湾における岸壁等の更
新実施延長（累計） 240ｍ 470ｍ 県管理港湾において、更新を実施した岸壁等の延

長

政策　Ⅲ－５　安心と活力を生み出す基盤

主担当部局 ：県土整備部
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注）１　�ＭａａＳ：�出発地から目的地まで、利用者にとっての最適経路を提示するとともに、複数の交通手段やその他のサービスを含め、
一括して提供するサービス。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　バス、鉄道などの公共交通の維持・活性化に向けた取組に加え、高齢者をはじめとする車を持たない県

民の皆さんが円滑に移動できる環境づくりに向けて、市町をはじめとする関係機関と連携し、地域の実情に

応じた持続可能な移動手段を確保する取組や、自動運転技術やＭａａＳなど新しい仕組みを導入する取組を

進めます。また、国内外との交流を生む広域交通網の充実を図るため、関係自治体、事業者、経済団体等と

連携しながら、中部国際空港等の機能強化やリニア中央新幹線の開業などに向けた準備を着実に進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� バスについて、人口減少や運転士不足などにより減便や縮小が進む中、複数市町等をまたぐ
幹線バス等を国と協調して支援するとともに、利用者の少ない路線の利用促進等による収支
改善を図る必要があります。また、市町の地域公共交通会議等に参加するなどにより、路線
バスやコミュニティバス等公共交通の維持・活性化に向けた検討を進める必要があります。

■	� 鉄道について、人口減少などにより厳しい経営環境が続いていることなどから、路線の維
持・活性化を図るため、地域鉄道事業者が実施する安全対策等を国等と協調して支援する
とともに、沿線市町や関係府県等と連携し在来線や地域鉄道の利用促進に取り組む必要が
あります。

■	� 車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、市町等と連携を図りながら、制度
の垣根を越えた取組を進める必要があります。また、高齢者の多様なニーズや地域の実情
に応じた自動運転技術やＭａａＳ（Mobility as a Service）注） １ 等の次世代モビリティの
導入、新たな移動手段の確保に関係機関と連携して取り組む必要があります。

■	� モビリティ・マネジメントの推進を図るため、高齢者を対象としたセミナーやバスの乗り
方教室を実施するなど、公共交通への理解と活用を促す取組を市町や企業等と連携して進
めていく必要があります。

■	� 「三重県自転車活用推進計画」に基づく施策等を、着実に進める必要があります。

■	� 中部国際空港の機能強化に向けて、引き続き、「中部国際空港利用促進協議会」等関係者と
の連携を図りながら、空港の利用促進に取り組む必要があります。

■	� リニア中央新幹線の一日も早い全線開業の実現や、名古屋・大阪間のルート・駅位置の早
期確定に向けた取組を進める必要があります。そのため、リニア中央新幹線の名古屋・大
阪間の環境アセスメントの円滑な着手や、その後の速やかな工事着手に向けた事前準備を
進めるとともに、県内の気運醸成を図る必要があります。

　誰もが行きたいところへ移動できる社会の実現をめざし、地域の実情に応じた持続可

能な移動手段の確保や、新技術を活用した次世代モビリティの導入等に、国、市町、事

業者、関係者等と連携して、取り組むことで、高齢者をはじめとする県民の皆さんや来

訪者の安心感や利便性が高まっています。

　また、国内外とのさらなる交流を促すため、中部国際空港や関西国際空港の機能強化

や、リニア中央新幹線の早期整備に向けた取組が進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 352 安心を支え未来につなげる公共交通の充実
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　持続可能な移動手段の確保と次世代モビリティの導入支援
　バス、鉄道の維持・活性化に向け、国と協調し市町や事業者への支援を行うとともに、地域の実

情に応じた具体的な取組が進むよう、市町の地域公共交通会議などで検討を進めます。

　車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、地域の実情に応じた、福祉をはじめとす

る関係分野と連携した取組や次世代モビリティ等を活用した取組などを市町、事業者等と進めると

ともに、ＭａａＳ等の新技術を活用した新たな移動手段の導入について検討を行う地域や市町の取

組に参画し、支援します。また、これらの取組を核としながら、円滑な移動手段の確保に取り組む

地域の拡大を図ります。

　さらに、自動運転の導入検討や、交通データのオープン化等に取り組む交通事業者等に対して

積極的に支援します。

■	 基本事業２　モビリティ・マネジメント力の向上
　運転免許返納後、円滑に公共交通を活用した移動が可能となるよう、返納前から公共交通の乗

り方等の啓発活動や、返納時に移動情報の提供などを行います。

　「三重県自転車活用推進計画」に基づく施策等が着実に進められるよう、関係機関等と連携します。

■	 基本事業３　国内外との交流を生む広域交通網の充実
　中部国際空港について、「中部国際空港利用促進協議会」の事業を活用し、企業や若年層の利

用促進に取り組むほか、ＬＣＣなどのエアライン、鉄道やバス、高速船と連携して、広域周遊を促

進するための取組や利便性の向上を継続して行います。

　リニア中央新幹線について、「三重・奈良・大阪リニア中央新幹線建設促進会議」および「リニア中

央新幹線東海三県一市連絡会議」の２つの枠組みを通じ、一日も早い全線開業の実現に向けた取組

を進めます。また、ＪＲ東海との連携を密にし、必要な情報の収集・整理等を進めるとともに、県民の

皆さんのリニア事業に対する理解や協力を得られるよう、効果的な啓発を行い、気運醸成を図ります。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県内の鉄道とバスの利用者数
116,975

千人
（29年度）

116,975
千人

県内の鉄道（ＪＲと私鉄の全線）とバス（三重交
通バス、三岐バスおよび八風バスの全路線）の利
用者数の合計

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

地域公共交通会議等において、
生活交通の確保に向け、新たな
交通手段の導入について検討を
開始した件数（累計）

５件 13件

生活交通の確保に向け、自動運転技術等新たな技
術を活用した移動手段、デマンドタクシー等地域
の実情に応じた移動手段、スクールバス等への混
乗等関係機関が連携して取り組む移動手段等、新
たな交通手段の導入の検討を開始した件数

高齢者を中心としたモビリティ・
マネジメントの取組を行った地
域数

６地域 14地域

運転免許返納後に公共交通を活用した移動が可
能となるよう、市町や事業者等との連携による公
共交通の利用拡大に向けた取組など、高齢者を中
心としたモビリティ・マネジメントの取組を行っ
た地域数

リニア中央新幹線に関する啓発
活動の実施件数（累計） － 60件 リニア事業に対する県民等の気運醸成につながる

啓発活動を実施した件数

政策　Ⅲ－５　安心と活力を生み出す基盤

主担当部局 ：地域連携部
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注）１　�集約型都市構造：�人口の減少や超高齢社会などの社会情勢に対応するため、都市の無秩序な拡散を抑え、多様な都市機能と公共
サービスを拠点となる市街地に集約することで、高齢者をはじめとする全ての人が暮らしやすく、市街地を中心
として内外の交流が進み、魅力ある都市空間となることを可能とする都市構造。

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　誰もが安心して快適に暮らせるよう、都市における効果的な医療・福祉・子育て支援・商業等生活サー

ビス提供のための都市機能の拠点への集約、持続的な生活サービスやコミュニティ確保のための周辺部等

への居住の誘導を一体的に取り組み、市町や事業者等と共にコンパクトなまちづくりを進めます。

　また、頻発・激甚化する水害や土砂災害、発生が懸念される大規模地震等をふまえ、地域に即した災害

に強いまちづくりを進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 人口減少・超高齢社会に対応した持続可能性が高い集約型都市構造の形成に向けて、土地

利用や都市施設等に関する都市計画決定や、街路の歩道整備等、都市基盤の整備を進めて

きました。引き続き持続可能性の高い集約型都市構造の実現とともに、発生が懸念される

南海トラフ地震等の大規模災害に対応したまちづくりに向けて、都市計画の策定や都市基

盤の整備が求められています。また、県や市が景観計画を策定するなど、良好な景観づく

りに向けた取組を進めてきました。地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくり

を推進するため、引き続き、市町が主体となった景観づくりの取組や、地域の景観特性に

配慮した公共事業等の推進が求められています。

■	� 県営住宅の適切な維持管理を進めるとともに、耐久性・省エネ性能等を備えた長期優良住

宅の普及促進と認定を行ってきました。また、住宅の確保に特に配慮を要する高齢者等へ

の支援の充実を図っています。引き続き、誰もが安全・安心で豊かな住生活を享受できる

良質な住宅への転換や高齢者をはじめ住宅の確保に特に配慮を要する方々への支援が求め

られています。

■	� 建築物の安全性確保に向けて、建築主事を置く市と連携して、適法な新築建築物の確保と

ともに、既存建築物の適正な維持保全の促進に努めてきました。引き続き、「建築基準法」

や「都市計画法」等に基づく許認可や指導・助言を行うことにより、安全・安心な建築物、

宅地の確保を図ることが求められています。

　新都市計画区域マスタープランに示す都市計画の目標や方針に沿って人口減少・超高

齢社会に対応した集約型都市構造注） １ の形成（コンパクトなまちづくり）が進んでいま

す。また、都市基盤の整備や、地域の個性を生かした景観形成、住環境の整備、建築物

の安全性確保の取組が進むことにより、誰もが魅力を感じ、安全で快適な住まいまちづ

くりが進んでいます。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 353 安全で快適な住まいまちづくり
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　安全で快適なまちづくりの推進
　人口減少・超高齢社会等に対応したまちづくりの形成に向けて、新都市計画区域マスタープラン

を定めるとともに、それに沿った都市計画の策定を進めます。また、街路における通学路等の安全

対策や電線類の地中化等による都市基盤の整備を実施します。さらに、地域の個性豊かで魅力あ

る景観を生かしたまちづくりを進めるため、地域住民と連携した市町の景観づくりの取組の支援、景

観に配慮した建築物や公共施設等への誘導、屋外広告物の設置の適正化や安全対策の充実に取

り組みます。

■	 基本事業２　安全で快適な住まいづくりの推進
　県営住宅および市町営住宅の安全性を確保し、適正な維持管理を推進するとともに、長期優良

住宅の普及や空き家対策等による既存住宅のストックの活用を促進します。さらに、民間賃貸住宅

の活用により住宅確保要配慮者への支援体制の充実を図ります。

■	 基本事業３　適確な建築・開発行政の推進
　新築建築物等の完了検査の徹底や、不特定多数の者が利用する既存建築物を対象とした定期

報告制度注） ２ により、「建築基準法」の遵守を促すとともに、「都市計画法」に基づき適確な開発

行為の許認可を行うことなどにより、安全・安心な建築物および宅地の確保に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

新都市計画区域マスタープラン
の内容に沿って都市計画決定

（変更）が行われた都市計画区
域の数（累計）

－ ７区域

改定後の新都市計画区域マスタープランで示され
た土地利用規制（区域区分）の基本方針および土
地利用（用途地域、地域地区）や都市施設などに
関する都市計画の決定方針に沿って都市計画決定

（変更）を行った都市計画区域の数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

街路における歩道整備および電
線共同溝整備の合計延長（累計） － 1,290ｍ 計画期間内に街路における歩道および電線共同溝

の完成が見込まれる箇所の合計延長

県営および市町営住宅の長寿命
化工事達成割合 － 100％

県および市町が策定する「公営住宅等長寿命化計
画」に基づく県営および市町営住宅の長寿命化工
事を実施した割合

政策　Ⅲ－５　安心と活力を生み出す基盤

主担当部局 ：県土整備部

注）２　�定期報告制度：�一定規模・用途の建築物や昇降機等について、所有者等が専門技術を有する資格者に、その建築物の構造、建築設
備、避難施設等を定期に調査・検査をさせて特定行政庁（県知事や建築主事を置く市長）に報告する制度。
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　南海トラフ地震等の大規模地震の発生に伴う断水や

渇水時の水不足が危惧されるとともに、水道用水・工業

用水の施設の老朽化が進行する中で、県民生活や経済

活動の基盤となる水がいつでも安定して利用できるよう

に、市町や関係機関等と連携して取り組みます。

　また、豊かな県土を次世代に引き継ぐため、市町等と

連携して、計画的かつ適正な土地利用や、自然環境等

を保全する土地利用を進めるとともに、円滑な土地利用

や災害時の迅速な復旧・復興等につながる地籍調査を

推進します。

播磨浄水場

● 

現
状
と
課
題

■	� 水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化に対応するため、経営安定化への取

組が必要となっているとともに、大規模地震による被害発生時などにおいては、水の供給

等、行政区域を越えた連携の重要性が高まっています。また、県が供給する水道用水、工

業用水の施設についても、地震による被害や経年による老朽化が懸念されています。こう

した中で、将来にわたって県民の暮らしの安全・安心の確保と地域経済の発展に寄与して

いくため、持続可能な水の安全・安定供給の実現に向けて、引き続き取り組んでいく必要

があります。さらに、渇水時における水不足を解消するため、安定的な水資源の確保に取

り組む必要があります。

■	� 土地は限られた貴重な資源であることから、計画的かつ適正な土地利用を図る必要があり

ます。また、円滑な土地利用を図るため、地籍調査を市町等と連携し推進していますが、

地籍調査の進捗率は、平成 30（2018）年度末において 9.6％で全国平均 52％と比べて

低い状況にあることから、県内の地籍調査を着実に進めていくという考え方のもと、効果

的かつ効率的に地籍調査を進める必要があります。

　水や土地は、限られた貴重な資源であり、県民の皆さんの生活や経済活動にとって不

可欠な基盤です。安全で安心な水資源がいつでも安定して使用できる基盤整備が進むと

ともに、市町、関係機関等と連携した供給体制が確保され、水が大切に使用される社会

が構築されています。

　また、計画的かつ適正な土地利用が図られ、自然環境と調和のとれた豊かな県土が次

世代に引き継がれています。

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標）

施策 354 水資源の確保と土地の計画的な利用
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　水資源の確保と水の安全・安定供給
　県が供給する水道用水、工業用水の安全・安定供給の確保に向けて、施設の適切かつ計画的

な改良を継続して進めるとともに、経営基盤の強化に取り組みます。また、県内の水道事業につい

て、県民の皆さんに安全な水道水を安定的に供給するため、持続可能な事業運営ができるよう、水

道事業体の経営安定化の促進、協定による災害発生時における県内市町および近隣府県市との応

急給水、応急復旧等の応援体制の連携推進に取り組みます。さらに、渇水時の水不足に対処する

ため、利水者および関係機関と連携して、必要な水資源の確保に取り組みます。

■	 基本事業２　土地の基礎調査の推進
　「国土利用計画法」に基づく土地取引の届出制度の運用など、県土が計画的かつ適正に利用さ

れるよう取組を進めます。また、地籍調査の進捗率は、全国平均を大きく下回っていることから、市

町と連携して地籍調査を効果的かつ効率的に行っていく必要があり、災害時の迅速な復旧・復興

等に向け、緊急性の高い南海トラフ地震などによる被災想定区域等での地籍調査を進めるとともに、

新技術の導入や国直轄事業の成果を活用した地籍調査などに取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

被災想定区域等で地籍調査に
取り組む市町数 21市町 25市町

大規模災害時の浸水想定区域や土砂災害警戒区
域などの被災想定区域等で地籍調査を推進する
市町の数

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

管路の耐震適合率 62.9％ 66.3％
企業庁が管理する水道用水・工業用水の管路総延
長780ｋｍのうち、耐震適合性のある管路延長の
割合

地籍調査の効率化に取り組んだ
市町数 18市町 22市町

地籍調査の推進に向けて、新技術を用いた調査の
実施や、国の直轄事業の成果の活用など効率的な
手法の導入を行った市町の数

政策　Ⅲ－５　安心と活力を生み出す基盤

主担当部局 ：地域連携部



Column 2 ・

　大会がきっかけとなって全ての人が夢と感動、喜びと充実感を味わい、大会後も元気であり続け

ていくような未来になるようにとの願いを込めています。

スローガン

　「いつも若々しいこと。いつまでも
若いさま。」を表現した言葉で、県民
や来訪者が活力に満ち、元気になるよ
うにとの願いを込めています。

　県民の皆さんの力で両大会を盛りあげる
「とこわか運動」への参加を募集しています！
　皆さんも一緒に「とこわか運動」の輪を広
げていきましょう！

● 「とこわか（常若）」とは
県民力結集！

　令和３（2021）年に三重県で第21回全国障害者スポー
ツ大会「三重とこわか大会」が開催されます。
　全国障害者スポーツ大会は、障がいのある選手が競技
等を通じ、スポーツの楽しさを体験するとともに、国民
の障がいに対する理解を深め、障がい者の社会参加の推
進に寄与することを目的とした障がい者スポーツの祭典
です。

ボッチャの競技風景

　重度の障がいのある方の参加促進を目的に、三重とこわか大会から新しく実施されます。
　ジャックボール（目標球）と呼ばれる白いボールに、赤・青のそれぞれ６球ずつのボールをい
かに近づけるかを競うスポーツで、パラリンピックの正式競技にもなっています。

ボッチャ

トピック

令和３（2021）年９月25日（土）から
令和３（2021）年10月５日（火）

　令和３（2021）年に三重県で第76回国民体育大会「三
重とこわか国体」が開催されます。
　国体は国内最大のスポーツの祭典で、広く国民の間に
スポーツを普及し、健康増進と体力の向上を図り、地方
スポーツの振興と地方文化の発展に寄与することを目的
に毎年開催されています。  
　三重県では、昭和50（1975）年の三重国体以来の開催
となっており、「オール三重」でこの祭典を盛り上げて
いきます。 昭和50年三重国体（開会式）の様子

　オリンピック３連覇という偉業を成し遂げた吉田沙保里さんの父親　故・栄勝
さんは、昭和50（1975）年の三重国体で三重県代表として活躍されました。その後、
津市でレスリング道場を開き、沙保里さんや土性沙羅選手など世界で活躍する選
手を誕生させました。

昭和50年国体
（三重県開催）

トピック

申込は
こちら

開催期間

令和３（2021）年10月23日（土）から
令和３（2021）年10月25日（月）

開催期間
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第１章 地方創生の現状と課題

１　総人口の推移と将来推計
三重県の総人口は、全国より１年早い平成19（2007）年をピークに減少が続いています。平成30

（2018）年10月１日現在の人口は179万１千人となり11年連続で減少し、地域別に見ると、南部地域

では昭和30（1955）年にピークを迎え、その後減少が続いており、北中部地域では、平成20（2008）

年を境に減少に転じています。国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によ

ると、三重県の総人口は、令和27（2045）年には143万人まで減少することが見込まれています。全

国では令和27（2045）年には１億642万人まで減少し、平成30（2018）年からの減少率は15.8％

と見込まれており、三重県における減少率20.1％は全国平均を上回っています（図１）。

図１　三重県および全国の５年ごとの人口および将来推計人口の推移

２　年齢別人口の推移
三重県の平成30（2018）年の老年人口（65歳以上）は52万７千人で、老年人口比率は29.4％と

過去最高を記録しています。社人研の推計では令和27（2045）年には54万７千人と38.3％に増加

すると予測されています。これは同年における全国の老年人口比率36.8％を上回る比率となります。

三重県では、生産年齢人口（15～64歳）は戦後から1990年代半ばまで増加を続けましたが、平

成12（2000）年に減少に転じ、現在まで減少が続いています。

また、三重県の年少人口（０～14歳）は、第二次ベビーブーム時には増加しましたが、その時期

以外は減少傾向が続いており、1990年代後半には、老年人口が年少人口を上回りました。

第１節 三重県の人口動向

※ピーク人口は全国および三重県は総務省「人口推計」、北中部地域は三重県統計課「人口・世帯の動き」、南部地域は「国勢調査」
による。

北中部地域：津市、四日市市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、
　　　　　　菰野町、朝日町、川越町、多気町、明和町
南 部 地 域：伊勢市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、大台町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町、紀北町、
　　　　　　御浜町、紀宝町

1950
０

60

80

100

120

140

160

1955 1960 20452040203520302025202020152010200520001995199019851980197519701965

南部地域 200 千人

三重県 1,431 千人

北中部地域 1,230 千人
全国 106,421 千人

全国

北中部地域

三重県

南部地域

ピーク 1955 年 444 千人

国勢調査人口 社人研将来推計人口

ピーク 2007 年 1,873 千人

ピーク 2008 年 1,517 千人

ピーク 2008 年 128,084 千人指数（1950 年＝100）



第
１
章

第
３
編

182

第
２
節　

こ
れ
ま
で
の
取
組

３　出生・死亡、転入・転出の推移
三重県の出生数は昭和49（1974）年以降、減少の一途をたどり、平成17（2005）年には死亡数

が出生数を上回る「自然減」の時代に入っています。

合計特殊出生率は昭和40（1965）年から低下傾向にありましたが、平成16（2004）年を底に上昇

傾向に転じ、平成30（2018）年には1.54となっています。

転入・転出については、戦後から昭和46（1971）年までは転出が転入を上回る転出超過（「社会減」）

が続き、昭和54（1979）年から平成10（1998）年までの20年間は、昭和59（1984）年を除き、転

入が転出を上回る転入超過が続いていましたが、平成20（2008）年以降、転出超過が続いています

（図２）。

図２　三重県における出生・死亡、転入・転出の推移

第２節 これまでの取組

平成27（2015）年10月に策定した第１期「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総

合戦略」という。）」（平成27（2015）年度～令和元（2019）年度）に基づき、「希望がかない、選

ばれる三重」をめざし、自然減対策と社会減対策の両面から、人口減少に関する課題に取り組んできま

した。

自然減対策については、結婚・妊娠・出産の希望をかなえるため、ライフプラン教育の推進、若者の

安定した経済基盤の確保、出会いの支援、不妊に悩む家族への支援、周産期の医療体制の充実等に取

り組むとともに、保育・放課後児童対策、男性の育児参画の推進、ワーク・ライフ・バランスの推進な

ど子育て家庭を支える取組を進めてきました。

社会減対策については、地域に愛着を持ち三重県で進学・就職したいという方の希望がかなうよう、

高等教育機関の魅力向上、雇用の創出、産業人材の育成・確保を進めるとともに、働く場の魅力向上や

選択肢拡大に資する取組を推進してきました。また、県内外の方に三重県で暮らしたい、暮らし続けた
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いという思いを持ってもらえるよう、暮らしを営む場としての安全・安心の確保や魅力の向上を図るとと

もに、地域のよさを発信し、移住の促進や交流人口の拡大に取り組んできました。

こうした取組の結果、自然減対策に係る一つ目の数値目標である「県の合計特殊出生率」について

は、平成30（2018）年は３年ぶりに増加に転じる（図３）とともに、出生数の減少幅も前年より大幅

に抑えることができました。二つ目の数値目標である「地域社会の見守りの中で、子どもが元気に育っ

ていると感じる県民の割合」は、平成27（2015）年度以降減少傾向にあり、数値目標は、目標水準と

かい離が生じています。各取組の達成状況を見ると、結婚支援に取り組む市町数が増加するなど、さま

ざまな主体と連携した出会いや結婚の支援が進み、また、全ての市町で妊娠期から子育て期にわたる総

合的な相談窓口が整備されるなど、切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実が図られました。さらに、

みえの育児男子プロジェクトに参加した企業、団体数が年々増加するなど、男性の積極的な育児参画へ

の気運が高まっています。一方で、保育所等の待機児童数について、施設整備支援などにより、保育所

等の定員を増やしていますが、共働き家庭の増加などにより、待機児童は解消されていません。令和元

（2019）年10月には「幼児教育・保育の無償化」が実施され、今後ますます保育ニーズの高まりが想

定されることから、引き続き待機児童の解消に向けて取り組む必要があります。さらに、男性の育児休

業の取得について、仕事と子育てが両立できる支援制度は整いつつあるものの、活用が十分にされてい

ない状況にあります。

少子化対策は、成果があらわれるまでに一定の期間を要しますが、これまでの取組やこれまでに培わ

れてきたさまざまな主体との連携を礎に、結婚や子どもを持つことに希望を持ち、安心して働くことの

できる「結婚・妊娠・子育てなどの希望をかなえる三重」を社会全体で実現していくことが必要です。

社会減対策について、各取組の達成状況を見ると、農業産出等額や企業立地件数などの増加をはじ

め、平成30（2018）年には、観光消費額が神宮式年遷宮のあった平成25（2013）年に次ぐ過去２

番目の数値となり、「観光の産業化」が進むなど、働く場の創出が図られました。また、働き方改革に先

行的に取り組み、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる県内事業所の割合も年々増加する

など、働く場・働き方の質の向上が進められました。さらに、移住の促進についても県および市町の施

策を利用した県外からの移住者数は年々増加し、平成27（2015）年度から平成30（2018）年度まで

の４年間で1,000人を超えています。

数値目標である「県外への転出超過数」については、近年４千人前後で推移していましたが、令和

元（2019）年は、6,251人に拡大しました。地域別に近年の転出超過数を見ると、北中部地域は増加

傾向にあり、南部地域では増減があるものの1,500人から2,000人程度の幅で推移しています（図４）。

年齢別では、若者の県内定着等に取り組んできた結果、転出超過数における15歳から29歳の若者の

割合は縮小傾向にあるものの、依然として転出超過数の約６割を占めており、「若い世代を中心にひとの

流れをつくる」ことが課題となっています。大学に進学した県内高校卒業生のうち約８割が県外大学に

進学することや県内高等教育機関卒業生の約５割が県外に就職することなどから、若者の転出は、大学

等への進学や就職などがその背景にあると考えられます。

令和元（2019）年６月から７月に実施した「『これからのみえづくり』に向けた高校生、大学生等意

識調査」によると、三重県への愛着について、高校生等の81.2％、大学生等の73.7％が「愛着があ

る」、「まあまあ愛着がある」と回答しています。また、「将来どんな暮らしができる社会（三重県）が望

ましいか」との問いには、高校生、大学生等ともに「不安を感じることなく、安心して暮らすことができ

る」、「自分に合った暮らし方・自分らしい生き方ができる」社会と回答した割合が上位２項目を占め、重

要と考える政策分野についての問いに「医療」、「防災・減災」と回答した割合が上位２項目になりまし

た。
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本県が自立的かつ持続的に発展していくためには、次代を担う若者の力が重要です。このため、若者

の県内定着をはじめとする取組を推進し、不安を感じることなく、自分らしい生き方ができる社会を実現

していくとともに、さまざまな人が三重に思いを寄せ、三重で進学・就職したい、三重で暮らしたいと

いう希望をかなえることができる地域にしていくことが必要です。

また、30代から50代の働く世代の転出超過数も増加しています。やりがいを感じる魅力ある働く場

の創出や、暮らしの豊かさや安全・安心が実感できる地域づくりを進め、移住・定住につなげていくこ

とや、子どもの頃から地域への愛着を育み、一旦県外に転出したとしても、そこで得た経験を生かし県

内で活躍できる環境づくりを進めるとともに、若者、高齢者、女性、障がい者、外国人、就職氷河期世

代の方々など、一人ひとりの個性と多様性が尊重され、誰もが活躍できる地域社会をめざしていくこと

が重要です。

図３　三重県および全国における合計特殊出生率の推移
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図４　三重県における地域別転出超過数の推移
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第３節 人口の将来展望

平成27（2015）年10月に策定した「三重県人口ビジョン」（以下「人口ビジョン」という。）の将来

推計では、人口減少が進むと2060年時点には県全体で120万人まで落ち込むことをお示ししました。

また、転出超過数を毎年280人ずつ改善し、合計特殊出生率を2020年代半ばに1.8台に引き上げるな

ど必要な対策を講じ、合計特殊出生率や転出超過数が改善された場合、2060年には県全体では142

万人を確保することを見込んでいました。

その後４年が経過し、2060年の人口の将来推計に動きはありませんが、近年の転出超過の状況をふ

まえ、転出超過が０になる時期をあらためて検討し、人口ビジョンの設定時期を５年後に見直すことと

し、試算を行いました。それによると、令和元（2019）年の県外への転出超過数6,251人を、毎年608

人ずつ改善するなど必要な対策を講じ、合計特殊出生率や転出超過数が改善された場合、2060年に

は北中部地域で117万人、南部地域で17万人、県全体では134万人を確保できることが見込まれます。

図５　三重県の将来人口のベース推計と将来展望
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【三重県の人口の将来展望における設定値】

2019 2020 2025 2030 2035 2040

～

2060

合計特殊出生率 1.54 1.65 1.80 1.90 2.00 2.1 2.1

転出超過数 6,251 5,643 2,603 1,064 524 0 0

うち北中部 3,999 3,499 999 0 0 0 0

うち南部　 2,252 2,144 1,604 1,064 524 0 0

● �合計特殊出生率は、北中部地域、南部地域とも、人口ビジョンの設定から変更しません。

● �三重県の「転出超過数」については、北中部地域と南部地域の設定値を合計し、2022年まで毎年

280人ずつ（北中部200人、南部80人）、2023年から2035年まで毎年80人（南部80人）ずつ

転出超過数を改善し、人口ビジョン策定当時現在3,000人の転出超過数を2035年までに０にする

としていました。

● �しかし、2015年の県全体の転出超過数が人口ビジョン策定当時の見込み3,000人から2019年には

6,251人に増加しています。

● �こうした変化を勘案し、転出入を均衡させる時期を５年見直し、北中部ではおおむね2022年から５

年後の2027年までに転出超過数を０、南部地域では2035年から５年後の2040年までに転出超過

数を０にすることとしました（2027年まで毎年608人ずつ（北中部500人、南部108人）、2028

年から2040年まで毎年108人ずつ（南部108人）転出超過数を改善）。
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第１節 基本的な考え方

■ 「量」と「質」を重視した地方創生
地方創生とは、人口の減少に歯止めをかけるとともに、それぞれの地域で住みよい環境を確保し

て、地域の自立的かつ持続的な活性化を実現していくことです。

このため、第２期「総合戦略」の推進にあたっては、第１期で取り組んできた成果を土台に、地域

を支える人材を確保するという量的な視点だけでなく、それぞれの地域が持つ独自性を生かし、魅力

ある地域を創りあげ、そこに暮らす一人ひとりの希望をかなえるという「質」を重視した取組を進め、

県内外のさまざまな人から選ばれ、人びとの交流が深まり、豊かに暮らすことができる三重をめざし

ていきます。

■ 施策を総動員した地方創生の推進
人口が減少してきた背景には、これまでの社会システムによって生み出された個々の課題がさまざ

まな形で関わっており、その解決には個々の施策による対症療法的な取組ではなく、多岐にわたる分

野の取組を有機的かつ効果的に結びつけ、相乗効果を発揮しながら、挑んでいくことが必要です。こ

のため、「総合戦略」と「第三次行動計画」との一体化を図り、人口減少対策について、施策を総動

員し、オール三重で新たなステージとなる第２期（令和２（2020）年度～令和５（2023）年度）の

取組を「第三次行動計画」とともに進めていきます。

■ 課題解決に向けた「対策」の再編
「結婚・妊娠・子育てなどの希望をかなえる」、「若い世代を中心にひとの流れをつくる」という課

題を解決していくためには、地域に「しごと」をつくり、「しごと」が「ひと」を呼び、「まち」を活性

化し、誰もが安心して生活を営むことができる社会環境をつくり出していくことが重要です。そこで、

第１期「総合戦略」の「自然減対策」、「社会減対策」の２つの対策を「活力ある働く場づくり」、「未

来を拓くひとづくり」、「希望がかなう少子化対策」、「魅力あふれる地域づくり」の４つに再編し、そ

れぞれのアプローチから人口減少に関する課題にさまざまな施策を分野横断的に活用し、一体的に取

り組むことで、課題解決を図るとともに、地域の自立的かつ持続的な活性化を実現していきます。

■ 新しい技術、新しい考え方の活用
将来の地方創生をめぐる動きとして、国全体でSociety 5.0の実現に向けた歩みが進められる中で、

これまで地方にとって不利とされてきた時間や距離の制約が少なくなり、地方にとってチャンスが広

がる時代が到来しようとしています。Society 5.0を支えるIoT、ビッグデータ、AI、５G、ロボット、

自動運転等の技術は、医療、教育、農林水産業、働き方改革、モビリティなど、さまざまな分野への

活用が見込まれており、労働力不足や生産性向上、防災・減災、生活交通等地域交通の維持充実な

ど、現在地方が抱える課題を解決していくことが期待されています。第２期「総合戦略」では、これ

らを積極的に取り入れ、施策の推進を図っていきます。また、「誰一人取り残さない（no one will be 

left behind）」ことを理念とし、持続可能で、多様性と包摂性のある社会の実現をめざすこととされ

第２章 地方創生の実現に向けて
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ているＳＤＧｓの考え方は、さまざまな主体との連携や多角的な視点に基づき課題解決を図り、地方

創生を実現していく中で、大きな原動力となります。こうした新しい時代の流れや考え方も視点に加

え、今後の取組を進めていきます。
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『希望がかない、選ばれる三重』
県内外のさまざまな人から選ばれ、人々の交流が深まり、

豊かに暮らすことができる三重

活力ある働く場づくり

「地域の強み」を生かした「しごと」をつくり、生産性の高い新たな価値を生み出すことが

必要です。また、個性と多様性が尊重され、誰もが活躍できる、活力ある「働く場」の創出

を図っていくことが必要です。

このため、「活力ある働く場づくり」の基本目標を「地域の強み」を生かし、活力ある「働

く場」を創出する三重とします。

未来を拓くひとづくり

地域を支えるのは人であり、三重の未来を拓く人材の育成・確保は、極めて重要です。

また、若い世代を中心に挑戦できる可能性を広げるとともに、地域で活躍し続けることが

できる「ひとづくり」に取り組んでいくことが必要です。

このため、「未来を拓くひとづくり」の基本目標を若い世代が未来に向けて挑戦し、自ら

の可能性を広げ、地域で活躍できる三重とします。

希望がかなう少子化対策

結婚や家族を持つことに希望を持ち、安心して結婚・妊娠・子育てをすることができる地

域社会をつくっていくことが必要です。

また、これまで培ってきたさまざまな主体との連携を礎に、社会全体で子どもの育ち、子

育て家庭を見守り、次代を担う全ての子どもが豊かに育つ環境をつくっていくことが必要で

す。

このため、「希望がかなう少子化対策」の基本目標を結婚・妊娠・子育てなどの希望がか

ない、全ての子どもが豊かに育つことのできる三重とします。

魅力あふれる地域づくり

三重での暮らしの豊かさや安全・安心が実感できる地域づくりを進め、暮らし（続け）た

いという希望がかなう地域をつくるとともに、それぞれの地域が持つ多様な魅力を県内外に

発信し、移住・定住につなげていくことや、特定の地域に継続的に多様な形で関わる関係人

口の創出・拡大を図っていくことが必要です。

また、新たな人と人、人と地域のつながりが、新たな価値を創出し、さらに地域の魅力を

高めていくことが必要です。

このため、「魅力あふれる地域づくり」の基本目標を暮らしの豊かさや安全・安心が実感

でき、ひとや地域のつながりが新たな力を生み出す三重とします。

第
１
節　

基
本
的
な
考
え
方



第
２
章

第
３
編

190

第２節 具体的な取組の方向

「地域の強み」を生かし、活力ある「働く場」を創出する三重

活力ある働く場づくり

１　基本的方向
●	�Society 5.0時代につながる新しい視点・発想やデータの利活用等により、さまざまな産業分野にお

いて、生産性の向上を進めるとともに、新しい商品・サービスを創出し、将来の地域社会の担い手で

ある若者にとって魅力ある「働く場」を増やしていきます。

●	�国内外の企業による県内への投資を呼び込み、成長が期待される産業や国際競争力のある産業など

多様な産業において、活発に事業活動を行える環境づくりを進め、新たな「働く場」の創出を図って

いきます。

●	�誰もが働き続けられる職場環境づくりを進め、個人の能力や適性を生かした活力ある「働く場」を増

やしていきます。また、生産性の向上や人材の確保・定着につながる働き方改革を進めていきます。

２　数値目標
●	�県内総生産（実質）

〔現状値〕７兆9,701億円（29年度）→［目標値］８兆5,018億円（４年度）

●	�県内就業者数

〔現状値〕912,527人（29年度）→〔目標値〕90万人（３年度）

３　主な具体的な施策
●	�農林水産業の多様なイノベーションの促進とブランド力の向上（施策311）

●	�農業の振興（施策312）

●	�林業の振興と森林づくり（施策313）

●	�水産業の振興（施策314）

●	�中小企業・小規模企業の振興（施策321）

●	�Society 5.0時代の産業の創出（施策323）

●	�戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進（施策324）

●	�多様な働き方の推進（施策342）

４　主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）
●	�「みえフードイノベーション」や新たなブランド認定から生み出される県内事業者の商品等の売上額

（累計）（施策311）

●	�農業産出等額（施策312）

●	�県産材素材生産量（施策313）
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●	�漁業産出額（施策314）

●	�三重県版経営向上計画の認定を受けた中小企業・小規模企業のうち、収益等が向上または維持した

企業の割合（施策321）

●	�今後、三重県経済をけん引することが期待される産業分野における商品・サービスの創出等の件数

（累計）（施策323）

●	�企業立地件数（累計）（施策324）

●	�多様な就労形態を導入している県内事業所の割合（施策342）
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若い世代が未来に向けて挑戦し、
自らの可能性を広げ、地域で活躍できる三重

未来を拓くひとづくり　

１　基本的方向
●	�三重県で学び、成長したいという若者の希望の実現に向けて、高等教育機関の魅力向上や学びの選

択肢の拡大に取り組みます。

●	�高等教育機関、産業界などさまざまな主体と連携して、学びたい時にいつでも学べる環境をつくると

ともに、地域から求められる能力を身につけ、地域で活躍し続けることができる人材を育成していき

ます。

●	�子どもたちが郷土の豊かな自然や歴史、文化等について理解し、郷土への愛着や誇りを育む機会を

つくっていきます。また、地域課題の解決を図る学びの場をとおして、地域の成長・発展に貢献しよ

うとする思いを育み、三重の未来を担う人材を育成していきます。

●	�一人ひとりの個性や多様性が尊重され、それぞれの能力を発揮しながら、いきいきと働き続けられる

環境づくりを進めていきます。

２　数値目標
●	�県内外の高等教育機関卒業生が県内に就職した割合

	 〔現状値〕44.8％（30年度）→［目標値］50.0％（５年度）

●	�若者の定住率

	 〔現状値〕87.37％（30年）→［目標値］87.37％（５年）

３　主な具体的な施策
●	�個性を生かし他者と協働して未来を創造する力の育成（施策222）

●	�地域との協働と信頼される学校づくり（施策225）

●	�地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関の充実（施策226）

●	�次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援（施策341）

４　主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）
●	�社会的な課題について話し合う活動を行っている高等学校の数（施策222）

●	�コミュニティ・スクールに取り組んでいる小中学校の割合（施策225）

●	�県内高等教育機関入学者の県内からの入学者の

割合（県内入学率）（施策226）

●	�県内高等教育機関と取り組む産学官連携の件数

（累計）（施策226）

●	�おしごと広場みえ等に登録した求職者の就職率（施

策341）

●	�インターンシップ実施率（施策341）

第
２
節　

具
体
的
な
取
組
の
方
向



第
２
章

第
３
編

193

結婚・妊娠・子育てなどの希望がかない、
全ての子どもが豊かに育つことのできる三重

希望がかなう少子化対策

１　基本的方向
●	�子どもたちや若い世代が家族の大切さや妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自ら

のライフデザインを考える機会の創出や、結婚を希望する人たちへの出会いの支援、不妊に悩む家族

への支援など、結婚や妊娠・出産を希望する人を応援する取組を進めていきます。

●	�生まれ育った環境にかかわらず、全ての子どもが健やかに夢と希望を持って育つことができるよう、

さまざまな主体とともに子育て家庭を社会全体で支える環境づくりに取り組んでいきます。

●	�保育所等や放課後児童クラブの待機児童の解消をはじめ、子育て支援サービスが地域のニーズに応

じて提供されるなど、地域の実情をふまえた安心して子育てができる地域づくりを進めていきます。

また、職場や地域社会の中で、男性の育児参画が大切であるという考え方を広めるとともに、仕事と

育児を両立できる職場環境づくりを進めていきます。

２　数値目標
●	�県の合計特殊出生率

	 〔現状値〕1.54（30年）

	 �2020年代半ばに、県民の結婚や出産の希望がかなった場合の水準（「希望出生率」）である1.8台に

引き上げます。

●	�地域社会の見守りの中で、子どもが元気に育っていると感じる県民の割合

	 〔現状値〕51.5％（30年度）→［目標値］61.5％（５年度）

３　主な具体的な施策
●	�児童虐待の防止と社会的養育の推進（施策133）

●	�県民の皆さんと進める少子化対策（施策231）

●	�結婚・妊娠・出産の支援（施策232）

●	�子育て支援と幼児教育・保育の充実（施策233）

４　主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）
●	�里親・ファミリーホームでケアを受けている要保護児童の割合（施策133）

●	�男性の育児休業取得率（育児休業制度を利用した従業員の割合（県、男性））（施策231）

●	�「みえの子ども応援プロジェクト」に参加した企業・団体数（累計）（施策231）

●	�不妊治療に職場の理解があると感じている人の割合（施策232）

●	�産婦健診・産後ケアを実施している市町数（施策232）

●	�保育所等の待機児童数（施策233）

●	�放課後児童クラブの待機児童数（施策233）
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暮らしの豊かさや安全・安心が実感でき、
ひとや地域のつながりが新たな力を生み出す三重

魅力あふれる地域づくり

１　基本的方向
●	�県民の皆さん一人ひとりが安心して豊かに暮らせるよう、AI、IoTなどの新技術を積極的に取り入れ、

医療、介護、福祉、生活交通などのサービスが確実に受けられるとともに、災害に強く、犯罪や交通

事故のない地域づくりを進めていきます。

●	�人生100年時代を迎えるにあたり、いくつになっても誰もがいきいきと健康的に暮らせるとこわかの

三重の実現に向けて、Society 5.0やSDGsなどの新しい考え方も取り入れながら、県民の皆さん一

人ひとりの主体的な健康づくりやスポーツを通じた健康増進、企業等の経営力向上にもつながる健康

経営に向けた取組を進めていきます。

●	�暮らしを営む場としての三重の魅力を発信し、移住・定住につなげていくとともに、地域の活性化や

将来的な移住者の拡大等に寄与することが期待される関係人口の創出・拡大を図っていきます。

●	�三重が誇る食材、伝統工芸品等の地域資源や観光資源が持つ個性や優位性を生かし、国内外におけ

る営業活動を展開することにより、三重の魅力発信に取り組み、三重の魅力づくり、認知度向上に取

り組んでいきます。

●	�観光産業の高付加価値化などを進めるとともに、三重県観光のブランディング、三重が世界に誇る観

光資源を生かした新たな観光の魅力を創造することで、世界からの観光客の流れを創出していきます。

●	�新たな人と人、人と地域のつながりが、新たな価値を創出し、さらに地域の魅力を高めていけるよう、

積極的な情報発信やさまざまな立場の人や組織、地域を結びつける取組を進めていきます。

２　数値目標
●	�県外への転出超過数

	 〔現状値〕6,251人（元年）→〔目標値〕3,819人（５年）

●	�健康寿命

	 〔現状値〕男性78.5歳、女性80.9歳（29年）→〔目標値〕男性79.6歳、女性81.4歳（４年）

３　主な具体的な施策
●	�災害から地域を守る自助・共助の推進（施策111）

●	�健康づくりの推進（施策124）

●	�多文化共生社会づくり（施策213）

●	�南部地域の活性化（施策251）

●	�農山漁村の振興（施策253）

●	�移住の促進（施策254）

●	�世界から選ばれる三重の観光（施策331）

●	�道路網・港湾整備の推進（施策351）

●	�安心を支え未来につなげる公共交通の充実（施策352）
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４　主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）
●	�率先して防災活動に参加する県民の割合（施策111）

●	�特定健康診査受診率（施策124）

●	�多文化共生の社会になっていると感じる県民の割合（施策213）

●	�県の取組を通じて、暮らしの改善や仕事の創出に結びついた件数（累計）（施策251）

●	�農山漁村の活性化につながる新たな取組数（累計）（施策253）

●	�県および市町の施策を利用した県外からの移住者数（累計）（施策254）

●	�観光消費額（施策331）

●	�県民生活の安全性・利便性の向上や地域の経済活動等を支援する道路の新規供用延長（累計）（施

策351）

●	�県内の鉄道とバスの利用者数（施策352）
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第３節 推進にあたっての視点

地方創生を実現するため、国の「まち・ひと・しごとの創生」に向けた政策５原則をふまえるととも

に、次の本県独自の視点に基づき、施策を総動員し、オール三重で取り組んでいきます。

県独自視点

（１）緩和と適応
人口減少の抑制を進め、担い手不足や地域経済の縮小など人口減少の影響を少しでも軽減させてい

く「緩和」の側面と、人口減少に伴う変化に柔軟に対応し、引き続き地域の持続的な活性化を図って

いく「適応」の側面の２つをバランスよく組み合わせて、人口減少の課題に的確に対応していきます。

（２）「三重県ならでは」と「三重県らしさ」
他県との差別化を図る「三重県ならでは」を追求するとともに、本県の持つ潜在力を引き出し、他

にはない多様な地域社会をつくり出していきます。

また、本県の持つ特性「三重県らしさ」に即して、本県が抱える課題の解決に取り組んでいきます。

（３）条件不利地域への対応
地域コミュニティの維持が極めて厳しい状況になっている地域などは、市町等の主体的な取組に

対する県の支援が重要となっています。特に、北中部地域と比較し人口減少率の大きい南部地域につ

いては、これまでの県の南部地域活性化の取組をふまえた対応を進めていきます。

（４）「県内圏域」「県境」「分野」を越えた連携
政策パッケージの構築にあたっては、政策効果を高めるため、「県内圏域」・「県境」・「分野」を越

えた連携を進めていきます。
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参考：国の「まち・ひと・しごとの創生に向けた」政策５原則　

（１）自立性
地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組む。

（２）将来性
施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的に取り組む。

（３）地域性
地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的に取り組む。

（４）総合性
施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携を進めるなど、総合的

な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、直接的に支援する

施策に取り組む。

（５）結果重視
施策の結果を重視するため、明確なPDCAメカニズムの下に、客観的データに基づく現状分析や将来予

測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に取り組む。その後、政策効果を客観的な

指標により評価し、必要な改善を行う。
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点



いせえび漁獲量

さつき出荷数量

全国シェア

24.0%
全国シェア

50.9%

【農林水産省】H29漁業・養殖業生産統計

258トン
第1位

2位
3位

千 葉 県
和歌山県

177トン
125トン

液晶パネル出荷金額

【経済産業省】H29工業統計調査

549,115百万円

第1位

2位
3位

大阪府
石川県

168,224百万円
61,456百万円

全国シェア

64.1%4,108千本第1位

2位
3位

東京都
福岡県

880千本
316千本

Column 3 三重のPR　～全国に誇る三重県のベスト３～

　三重県では、たくさんの製造品、農林水産物などがあります。しかし、意外と知られていない

全国に誇るものがあります。今回はこの一部を紹介します。

三重県のベスト3 全国に
誇る

【農林水産省】H30畜産統計調査

145.9頭
第1位

2位
3位

北海道
大分県

128.8頭
100.0頭

乳用牛飼養頭数 農家 1 戸あたり
飼養頭数

【農林水産省】H28花木等生産状況調査

健康寿命（女性）

76.30歳
1位
3位

愛知県
山梨県

76.32歳
76.22歳

茶 生 産 量

全国シェア

7.7%6,240トン第3位

1位
2位

静 岡 県
鹿児島県

33,400トン
28,100トン 【農林水産省】H30農林水産統計

まいわし漁獲量

48,604トン第2位

1位
3位

茨城県
千葉県

153,618トン
46,866トン 【農林水産省】H29漁業・養殖業生産統計

第2位
【厚生労働省】
H28国民生活基礎調査
（大規模調査）の結果を
基に厚生労働科学研究
の研究班において算出

さざえ漁獲量

全国シェア

7.8%475トン第3位

1位
2位

長崎県
山口県

1,306トン
624トン 【農林水産省】H29漁業・養殖業生産統計

真珠収穫量

4,138kg第3位

1位
2位

愛媛県
長崎県

7,664kg
6,894kg 【農林水産省】H29漁業・養殖業生産統計

全国シェア

9.7%

全国シェア

20.6%
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行政運営の取組第１章
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第
１
章

県の政策体系に位置づけて推進することとしている58の〈施策〉は、いずれも県民の皆さんを直

接の対象としてサービスを提供するなどの取組です。ここでは、そうした〈施策〉の推進を支援する

取組をまとめて掲載しています。

行政運営の取組は、〈施策〉に準じて、進行管理をします。行政運営の取組についても、それぞれ

の取組をより適切に評価するとともに、県民の皆さんに成果をわかりやすくあらわす指標（「主指標」）

と、取組を適切に評価する際に、「主指標」を補足するのにふさわしい代表的な指標（「副指標」）を

複数設定しています。毎年、目標値を設定して取組結果についての評価を行い、「成果レポート」と

して取りまとめ、改善方向とあわせて翌年度に公表します。

政策体系に位置づけた〈施策〉を推進するために行う効果的な行政運営の取組内容

（「第１節　施策の推進を支えるために」）と、行政委員会（教育委員会、公安委員会を除

く）の取組（「第２節　民主的かつ公正中立な行政運営（行政委員会）」）を政策体系に準

じて記載しています。

第１節 施策の推進を支えるために

１

２

３

４

５

６

７

「みえ県民力ビジョン」の推進

行財政改革の推進による県行政の自立運営

行財政改革の推進による県財政の的確な運営

適正な会計事務の確保

広聴広報の充実

スマート自治体の推進

公共事業推進の支援

行政運営

行政運営

行政運営

行政運営

行政運営

行政運営

行政運営
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　県民の皆さんが「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを進め、三重県らしい、多様で、包容力ある持

続可能な社会の実現につながるよう、新しい豊かさ・協創の視点に加え、Society 5.0およびＳＤＧｓの視

点を取り入れて、施策を展開するとともに、施策の的確な進行管理を行います。

● 

現
状
と
課
題

■	� 「みえ県民力ビジョン」に基づく施策の進行管理は、「みえ成果向上サイクル（スマートサ

イクル）」により行ってきましたが、各施策の「県民指標」の達成割合は目標に到達してい

ない状況です。引き続き、各施策や事業の成果を県民の皆さんに届けられるよう、新たな

課題への対応も含め、着実に取組を進めていく必要があります。

■	� 「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、自然減対策と社会減対策を車の両輪

として人口減少に係る課題に取り組んできました。しかしながら、人口減少に歯止めがか

かっておらず、多岐にわたる分野の取組を有機的かつ効果的に結びつけ、相乗効果が発揮

されるよう、あらゆる施策を総動員していく必要があります。

■	� 県民の皆さんの幸福実感を把握し、今後の県政運営や各種計画の策定に活用するため、「み

え県民意識調査」を実施しています。引き続き、県政運営の方向性の決定にあたって参考

となるよう、「みえ県民意識調査」の調査内容・方法を検証、検討していく必要がありま

す。

■	� 県境を越えて取り組むべき課題の解決に向けて、他の自治体等と連携し、各種取組を進め

てきました。引き続き、全国知事会はもとより、共通の課題を有する自治体等と連携し、

県単独では解決することが難しい課題に効果的・効率的に取り組んでいく必要があります。

■	� 県民の皆さんのＮＰＯ活動（市民活動、ボランティア活動等を含む）に対する理解、参画

を促すことで協創の裾野を広げる取組を進めてきました。公益的活動を行うＮＰＯ（市民

活動団体、ボランティア団体等を含む）やそれらを支援する中間支援団体が、さまざまな

主体との協創を図りながら、多様化、複雑化する地域の諸課題に対応していく必要があり

ます。

行政運営
１ 「みえ県民力ビジョン」の推進

　第三次行動計画に基づく施策を通じて、「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを

県民の皆さんとの協創により進めることで、三重県らしい、多様で、包容力ある持続可

能な社会が実現し、取組の成果が県民の皆さんに届き、幸福実感が高まっています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　「みえ県民力ビジョン」の進行管理
　第三次行動計画に基づく施策や事業が着実に推進されるよう、計画の的確な進行管理と各部局

への支援を行い、「成果レポート」をとおして、県民の皆さんにわかりやすく情報提供します。また、

人口減少に係る課題解決に向けて、第三次行動計画と一体的に「三重県まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の取組を推進します。

■	 基本事業２　広域連携の推進
　県境を越えて取り組むべき共通の課題や広域的な課題に関し、知事と他の自治体等の長が、調

査・研究や提言・提案、連携事業等の実施について協議する場を設けることによって、各部局の施

策推進上必要な他の自治体等と連携した取組を進めます。

■	 基本事業３　県民の社会参画の促進
　県民一人ひとりが自らを社会の担い手として認識し、ＮＰＯ活動について理解、参画し、さまざま

な主体との協創によって地域課題の解決に向けた取組を促進するため、「みえ県民交流センター」を

拠点として、NPOに関する県民への情報発信、ＮＰＯや中間支援組織の基盤や機能強化に取り組

みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

各施策の「主指標」の達成割合 50.8％
（30年度） 70.0％ 「主指標」の目標値を達成した施策が全施策に占

める割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

各施策の「副指標」の達成割合 66.2％
（30年度） 80.0％ 各施策の「副指標」のうち、目標値を達成した項

目が全体に占める割合

広域的な課題解決に向けた新た
な連携取組数（累計） － 40件 広域的課題解決に向け、他の自治体等と連携し、

新たに開始した取組数

地域活動を行っている県民の割
合

21.5％
（30年度） 26.5％

「みえ県民意識調査」で、ＮＰＯ活動・ボランティ
ア活動・市民活動などの地域をより良くするため
の活動への参加について、「している」、「どちらか
といえばしている」と回答した県民の割合

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：戦略企画部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実現に向けて、県民の皆さんとの「協創」の視点を持

ち、「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりに積極的に取り組む人材の育成や、仕事の進め方改革、コン

プライアンスの推進に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 自治体においても働き方改革を進め、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート

自治体をめざしていく必要があります。また、県民の皆さんの信頼を損なうような不適切

な事務処理等が発生しており、一層のコンプライアンスの推進が求められています。こう

した現状をふまえつつ、県政を取り巻く社会経済情勢の変化や厳しい財政状況等に的確に

対応するためには、さらなる行財政改革に取り組む必要があります。

■	� 行政ニーズの複雑化・高度化や厳しい行財政環境の中で、引き続き、現場を重視し、県民

の皆さんと共に「協創」の取組を進めるとともに、自ら考え、未来を切り開くための取組

にも果敢に挑戦できる人材育成を進める必要があります。また、職員の能力が最大限に発

揮できる職場づくりに一層取り組み、県民サービスの向上につなげていく必要があります。

■	� 職員の危機管理意識の向上を図るため、研修等を実施していますが、危機への対応に改善

を要するケースもあることから、引き続き意識向上を図ることで危機の未然防止の実効性

を高めるとともに、危機の対応能力の向上を図る必要があります。

■	� 職員が心身ともに健康で、職場においてその能力を十分に発揮することが求められている

ため、職員自身のこころと体の健康への関心を喚起し、セルフケアに対する意識の向上を

図る必要があります。

行政運営
２ 行財政改革の推進による県行政の自立運営

　県民の皆さんからの信頼回復と、「挑戦する風土・学習する組織」への取組がさらに

進み、高い意欲と能力を持つとともに、コンプライアンス意識が向上した職員が育ち、

日本一、幸福が実感できる三重、働きやすい県庁となっています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）
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施策の推進を支えるために

主担当部局 ：総務部

注） １　ＲＰＡ：�Robotic Process Automationの略。これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウエアのロボットに代行
させ、自動化による生産性の向上、業務効率の改善を図る取組。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

行財政改革取組の達成割合 － 100% 「第三次三重県行財政改革取組」における全ての
具体的取組のうち、達成した取組の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

事務改善取組の実践（「ＭＩＥ職
員力アワード」への応募） 84.9% 92.0% 「ＭＩＥ職員力アワード」に応募した所属の割合

「コンプライアンス」の徹底に取
り組んだ所属（知事部局等、教
育委員会、警察本部）の割合

－ 100%
各所属において、コンプライアンスの徹底に向け
て掲げた全ての目標について、達成した所属の割
合

● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　県民の皆さんに成果を届けるための仕事の進め方改革の推進
　適切かつ確実な危機管理の実施に向けた取組を引き続き進めます。行財政改革の取組を的確に

進行管理するとともに、改善・改革が意欲的に行われる組織風土づくりを進めます。とりわけ、ス

マート自治体をめざし、ＡＩやＲＰＡ注） １ 等、ＩＣＴの新しい技術の活用に取り組みます。また、職員

一人ひとりの「ワーク」と「ライフ」の高度な両立を実現させるために、ワーク・ライフ・マネジメント

を推進します。

■	 基本事業２　不適切な事務処理および不祥事０（ゼロ）をめざすコンプライアンスの推進
　県民の皆さんからの信頼回復に向けて、コンプライアンスの推進体制を確立するとともに、職員

一人ひとりのコンプライアンス意識や事務処理能力を高め、的確な業務の進め方を徹底するなど、

不適切な事務処理および不祥事０（ゼロ）をめざし、コンプライアンスの推進に取り組みます。

■	 基本事業３　人材育成の推進
　時代の変化に的確に対応できる多様な人材の育成や、「挑戦する風土・学習する組織」への取組

を進めるとともに、職員のこころと体の健康保持・増進に努めます。
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注） １　経常収支適正度：�予算編成の段階で経常的支出の規模が適正かどうか判断するための指標として三重県独自に設定。

<算出式>

経常的支出（人件費、公債費、社会保障関係経費、庁舎管理経費等）
×100

経常的収入（県税、地方交付税等の一般財源）

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実現には、将来世代に負担を先送りすることがない持続

可能な行財政運営の維持が不可欠です。このため、県財政の基盤強化と機動的かつ弾力的な財政運営の確

立に向けた取組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県財政は、これまで公債費の抑制など財政健全化の取組を進めてきた結果、第二次行動計

画の県民指標に掲げた県債残高や「三重県財政の健全化に向けた集中取組」の数値目標で

ある経常収支適正度注） １ が順調に改善するなど、成果があらわれつつあります。しかしな

がら、引き続き公債費が高水準にあること、社会保障関係経費が増加すると見込まれるこ

となどから、今後も、財政の健全化に向けた取組を進める必要があります。

　【参考】県債（臨時財政対策債等を除く。）の令和元（2019）年度末残高見込：

� 7,677 億円（目標：7,684 億円）

　　　　  令和元（2019）年度の経常収支適正度：99.8％（目標：100％以下）

■	� 税収確保対策については、個人住民税の特別徴収義務者の指定を徹底するなど市町と連携

した取組を実施した結果、県税収入未済額の縮減、徴収率の向上等の成果をあげることが

できました。今後も一層の税収確保対策を進める必要があることから、引き続き県民の皆

さんが納税しやすい環境の整備拡充や滞納整理の強化に努めるなど、効果的な取組を行う

必要があります。

■	� 公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、「みえ公共施設等総合管理基本方

針」に基づき、県有財産の有効活用や未利用財産の売却等による歳入確保に一層取り組む必

要があるとともに、引き続き公共施設等の適切な質と量の確保に取り組む必要があります。

　将来世代に負担を先送りすることなく持続可能な財政運営が行われ、県の政策が効果

的に展開されています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）

行政運営
３ 行財政改革の推進による県財政の的確な運営
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■	 基本事業１　持続可能な財政運営の推進
　一般財源の規模に見合う適正な歳出規模を堅持し、過度に県債に依存することのない持続可能

な財政運営をめざして、県債発行の抑制に配慮した予算編成に努めるなど財政運営の改革に取り

組みます。

■	 基本事業２　公平・公正な税の執行と税収の確保
　納税者および特別徴収義務者が税に関する重要性の理解を深め、適正に自主申告・自主納税

されるよう、公平で適正な賦課徴収を行うとともに、市町と連携した滞納額の縮減や納税環境の

一層の整備に取り組みます。

■	 基本事業３　最適な資産管理と職場環境づくり
　「みえ公共施設等総合管理基本方針」に基づき、県の公共施設等について、未利用財産の売却

や貸付、有料広告事業等の利活用を進めるとともに、予防保全的な維持管理による長寿命化や将

来の利用見込み等を見据えた適切な配置と規模の確保に取り組みます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

経常収支適正度 99.8% 99.0% 当初予算における経常的支出額を経常的収入額で
除した率

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県債残高 7,722億円
（30年度） 7,645億円

一般会計における県債残高（ただし、国の地方財
政対策により決定される臨時財政対策債や災害に
対応するための災害復旧事業債等、発行について
県の裁量の余地がないものおよび国の「防災・減
災、国土強靱化のための３か年緊急対策」等に係
るものを除く）

県税徴収率 98.80%
（30年度） 99.05% 個人県民税を含む県税収入額を調定税額で除し

た率

新規歳入確保取組数（累計） 18件
（見込） 90件

「みえ県有財産利活用方針」に基づく未利用財産
等の利活用（売却、貸付等）や有料広告、ネーミ
ングライツ、クラウドファンディング等により歳
入確保を図った件数

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：総務部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　会計事務に対する県民の皆さんの信頼を高めるため、担当職員の能力と会計事務のコンプライアンス意

識の向上に取り組みます。

　県民の皆さんの利便性を向上させるため、県歳入金の収納方法について、キャッシュレス決済の導入な

ど収納方法の多様化を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 適正な会計事務の確保のため、きめ細かな相談、事前・事後の検査とフォローアップ、会

計事務の基礎から専門的な業務に係る各種研修を実施し、担当職員のさらなる能力向上や

会計事務におけるコンプライアンスの徹底を図る必要があります。

■	� 公平・公正で透明性の高い入札・契約制度を確保するため、国の会計制度、社会情勢の変

化などをふまえ、必要な会計規則等の見直しを行うとともに、適正な財務会計制度の運用

を行う必要があります。

■	� 厳しい財政状況が見込まれる中、資金を適正に管理するとともに、極めて低い金利水準が

続く状況においても、運用益確保のため、より効率的な運用について検討していく必要が

あります。

■	� 会計事務職員が担当する業務を適正かつ円滑に実施するため、電算システム（財務会計シ

ステム、電子調達システム（物件等））を安定的に稼働させる必要があります。

　会計事務の担当職員一人ひとりが、高いコンプライアンス意識を持って、法令や規則

に基づいた適正な会計事務を行うとともに、財務会計制度を取り巻く動向を把握し的確

に対応することにより、県の会計事務に対する県民の皆さんの信頼が高まっています。

また、県歳入金の収納方法が多様化し、県民の皆さんの利便性が向上しています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）

行政運営
４ 適正な会計事務の確保
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■	 基本事業１　会計事務の支援
　会計事務の担当職員が適正に事務を行えるよう、業務に関する相談などの日常的なサポートを行

います。会計事務に対するさまざまな知識の習得およびコンプライアンスの徹底を図るため、各種

研修や事前・事後の検査を実施し、担当職員の能力向上を支援します。

　また、公平・公正で透明性の高い入札・契約制度を確保するため、国の会計制度、社会情勢の

変化などをふまえ、会計規則等の見直しを行うとともに、適正な財務会計制度の運用を行います。

■	 基本事業２　公金の適正な管理・執行
　公金の適正な管理を行うとともに、支払資金の安定的な確保や資金の安全で効率的な運用を

行います。また、電算システムの安定稼働に取り組むことにより、会計事務を担当する職員を支援す

るとともに、公金を適正に執行します。

　さらに、県民の皆さんの利便性を向上させるため、県歳入金の収納方法について、キャッシュレ

ス決済の導入など収納方法の多様化に向けた検討を進めます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

出納局が実施する事後検査によ
る指導件数および県の会計事務
に是正・改善を求める監査意見
数（実施１か所あたり）

0.74件 0.66件

出納局が実施する事後検査による指導数を実施箇
所で除した数値と、定期監査結果の財務事務の執
行に関する意見を監査実施箇所数で除した数値の
平均値

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

出納局が行う会計支援の有益度 92.6％ 95.0％
出納局が各所属の会計事務職員に対して行う研修
等の会計支援事務について、アンケート調査によ
り有益と回答した職員の割合

出納局が所管する電算システム
の利用満足度 80.0％ 90.0％

出納局が所管する電算システム（財務会計システ
ム、電子調達システム（物件等））について、ア
ンケート調査により満足と回答した職員の割合

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：出納局
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　必要な情報が県民の皆さんに正しく正確に伝わることを基本として、暮らしの安全・安心、多様化する

価値観の中での生き方の選択、支え合いの取組など、県民の皆さんの選択を支えることのできる広聴広報

活動に取り組んでいきます。

　また、地域の魅力への気づきや新しい価値を、県民の皆さんと共に創り、共に伝える取組など、地域の

魅力向上につながる広聴広報活動に取り組んでいきます。

● 

現
状
と
課
題

■	� ＩＣＴの普及拡大による広報媒体・コミュニケーション構造の多様化や、激化する地域間

競争に対応していくため、令和元（2019）年度に改訂した「三重県広聴広報アクションプ

ラン」に基づき、戦略的・計画的な広報活動および政策形成につながる広聴活動の実現に

取り組む必要があります。

■	� 戦略的・計画的な広報活動を展開していくためには、県広報紙をはじめ、テレビやラジオ、

新聞、フリーペーパー、インターネット等、さまざまな広報媒体を効果的に組み合わせた

メディアミックスでの情報発信を行うとともに、報道機関への資料提供の質を高め、発信

するコンテンツの品質管理を徹底する必要があります。また、県民の皆さんの理解、共感

が得られ、県民の皆さんの行動につながる情報発信を進めるため、身近で親しみやすい「拡

散性の高い情報コンテンツづくり」の視点での取組が必要です。

■	� 県政に対する幅広い「県民の声」を集約して県政に反映していくためには、県民の皆さん

からの声に誠実に答え、改善を図るとともに、提言、意見などを求めていくことが必要で

す。

■	� 県民の皆さんや、企業、団体等のさまざまな活動に生かせるよう、基礎資料となる各種統

計情報を積極的かつ正確に、わかりやすく提供することが必要です。

■	� 県民の皆さんの参加による公正な県政を推進していくためには、行政情報を積極的に公開

し、情報公開制度を適正に運用していくとともに、保有する個人情報を適正に管理してい

くことが必要です。

　県民の皆さんの行動につながる県政情報が発信され、県政に対する意見や評価が適切

に把握されるなど、充実した広聴広報活動が行われています。これにより、県民の皆さ

んの県に対する理解や共感、信頼が深まり、県政への積極的な参画や提案など、協創の

三重づくりが進み、県民の皆さんとの接点の拡大と充実が図られています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）

行政運営
５ 広聴広報の充実
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■	 基本事業１　効果的な広聴広報機能の推進
　県広報紙やテレビ、ラジオ、新聞、インターネットなど、多様な広報媒体のベストミックス、質の

高いパブリシティの実現により、県民の皆さんが必要とする県政情報を適切かつ確実に伝えるととも

に、県民の声相談やIT広聴事業（ｅ－モニター）などの手法を活用して広聴活動を展開します。

■	 基本事業２　戦略的なプロモーションの推進
　本県の知名度・認知度向上から、次のステップとして、本県の強みを生かし、移住促進、Ｕ・Ｉ

ターン促進、観光誘客、企業誘致、県産品の販路拡大など、多くの人びとの行動につながるプロ

モーション活動を展開します。

■	 基本事業３　統計情報の効果的な発信と活用の促進
　県民の皆さんや企業・団体等が必要な統計情報をインターネット等から自由に入手、加工・分析

して、社会状況の判断や行動・活動の基礎とするなど、さまざまな意思決定に利用できるよう、各

種の統計情報を提供していきます。

■	 基本事業４　行政情報の積極的な公開と個人情報の適正な保護
　県政の透明性を高め、公正で民主的な行政運営を推進するため、情報公開制度を適正に運用

するとともに、保有する個人情報を適正に管理していきます。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県からの情報が伝わっていると
感じる県民の割合 － 50.0%

「みえ県民意識調査」で、県の広報活動により県
の情報が伝わっていると「感じる」「どちらかとい
えば感じる」と回答した県民の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

県が行っている広聴広報活動の
実施件数

5,944件
（30年度） 6,600件

多様な広報媒体（紙媒体、電波広報媒体、イン
ターネット媒体）への情報発信件数、パブリシ
ティ活動件数および広聴活動件数の合計

県広報プロモーションのファン
数

43,490人
（30年度） 55,000人

戦略的な県広報プロモーションとして、県の情報
を横断的に情報発信しているソーシャルメディア
のフォロワー件数

公文書や個人情報の開示決定
等における開示・非開示判断の
適正度

0.25%
（30年度） 0.5%以下

公文書および保有個人情報の部分開示決定件数
等（部分開示・非開示・存否応答拒否・不存在）
のうち、情報公開・個人情報保護審査会に審査請
求に伴う諮問があり、審査会で認容（一部認容を
含む）と判断された件数の割合

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：戦略企画部



第
４
編

第
１
章

第
１
節　

施
策
の
推
進
を
支
え
る
た
め
に

212

● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　生産性の向上と正確性の確保や県民の皆さんの利便性の向上につなげるため、ＡＩやＲＰＡ等の新たな

技術の活用に取り組むとともに、安心して県の情報システムを利用できるよう、適正なＩＣＴ投資管理を行

い、情報通信基盤の安定運用と改善を図ります。

　県民の皆さんが多様なＩＣＴを活用できる環境づくりのため、電子申請・届出システムの利用促進、オー

プンデータの提供など、ＩＣＴ環境の向上や整備に取り組みます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 県民ニーズに的確に対応しつつ、多様でかつ柔軟な働き方を推進していくため、働き方改

革を進め、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート自治体をめざして、ＩＣＴ

の新しい技術の活用に積極的に取り組んでいく必要があります。

■	� ＩＣＴを活用して、より多様で、使いやすい行政サービスやオープンデータ等による行政

情報の提供を行い、県民・行政相互の情報交流を進めていく必要があります。

■	� スマート自治体を支える情報通信基盤の安定運用に取り組むとともに、費用対効果や信頼

性のさらなる向上に向けて、効率的に業務を遂行できる情報通信基盤の整備を進めていく

必要があります。また、高度化・巧妙化しているインターネット等からの脅威に対し、情

報セキュリティの確保に取り組む必要があります。

　ＩＣＴの新しい技術の活用により、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマー

ト自治体に向けた取組が進み、職員の働き方の質が高まるとともに、県民サービスの向

上につながっています。

　また、スマート自治体を支える情報通信基盤の整備と情報セキュリティの確保が進

み、安心かつ快適に利用できる環境が整っています。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）

行政運営
６ スマート自治体の推進
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■	 基本事業１　スマート自治体に向けた新しい技術の活用
　職員が、企画立案業務や県民の皆さんへの直接的なサービスの提供など、職員でなければでき

ない業務に注力することで、県民サービスの向上につなげるため、スマート自治体に向けた推進体

制の構築に取り組むとともに、ＩＣＴ、とりわけＡＩやＲＰＡ等の新たな技術の活用やペーパーレス化

等による業務改善、柔軟かつ弾力的な働き方に向けたモバイルワーク導入等の取組を進めます。

■	 基本事業２　ＩＣＴを活用した行政サービスの提供
　行政手続きや各種の募集事業等で有効活用するために、電子申請・届出システムのさらなる利用

促進に取り組みます。

　地域情報をわかりやすく提供するために、地理情報システムの活用を促進します。また、県有デー

タのオープンデータ化を進めます。

■	 基本事業３　情報通信基盤の整備とセキュリティの確保
　行政ＷＡＮやグループウェア等の情報通信基盤の安定運用に努めるとともに、効率的に業務を

遂行できるよう、システムの最適化を図りながら整備を進めていきます。

　また、情報セキュリティ意識の向上を図り、情報化の基盤となる人材の育成を推進します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

スマート自治体の進展を実感す
る職員の割合 － 60.0%

スマート自治体に係る「職員アンケート」で、
ＩＣＴを活用したスマート自治体の取組により、効
率的な業務環境の整備が進展し、働き方が変わっ
たと実感する職員の割合

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

テレワーク（モバイルワークや
サテライトオフィス等）を利用
した所属数

－ 167所属 外出先等からテレワーク（モバイルワークやサテ
ライトオフィス等）を利用した所属数

電子申請・届出システムによる
申請件数

18,765件
（30年度） 22,000件

電子申請・届出システムにより県が提供する多様
な行政サービスの利便性が広く浸透した結果、県
民等が同システムを利用した件数

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：総務部
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● 新しい豊かさ・協創の視点 ●

　公共事業の実施プロセスの公正性、透明性の確保など、公共事業の適正な実施に加えて、災害時の緊急

対応や社会基盤の適切な維持管理を担う地域の建設企業を育成する取組を進めます。

● 

現
状
と
課
題

■	� 公共事業評価については、「三重県公共事業評価審査委員会」における調査審議により公共

事業の適正化に取り組んできました。引き続き、公共事業を取り巻く状況の変化に対応し

た評価を行い、公共事業の適正な執行に取り組む必要があります。

■	� 入札契約制度については、「三重県入札等監視委員会」の調査審議をふまえ、制度の改善、

適正な運用に取り組んできました。引き続き、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した

制度の改善等に取り組む必要があります。

■	� 地域経済を取り巻く環境が厳しく、人口減少・高齢化の流れが加速する中、将来にわたり、

地域の社会基盤の整備・維持管理や災害対応を担う建設企業の育成に取り組む必要があり

ます。

■	� 令和元（2019）年６月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」、「建設業法」および

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の担い手三法が改正され、働き方

改革の推進や生産性の向上などに取り組む必要があります。

　公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業を適正かつ着実に実施する

ことにより、公共事業の成果が県民の皆さんに届き、公共事業への信頼感が向上してい

ます。

めざす姿（令和５年度末での到達目標）

行政運営
７ 公共事業推進の支援
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● 

取
組
方
向

■	 基本事業１　公共事業の適正な執行・管理
　「三重県公共事業評価審査委員会」の調査審議を受け、公共事業を取り巻く状況の変化に対応

した事業の評価を行い、公共事業の適正な執行に取り組みます。

　また、「三重県入札等監視委員会」の調査審議を受け、公共事業の公正性・透明性を確保しつ

つ、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な運用に取り組みます。

■	 基本事業２　公共事業を推進するための体制づくり
　「三重県建設産業活性化プラン」に基づき、入札契約制度の改善と適正な運用に取り組み、公共

工事の品質を確保するとともに、技術力を持ち地域に貢献できる建設企業の育成に取り組みます。

　また、週休二日制の拡大、施工時期の平準化およびＩＣＴの活用などを進めることにより、働き

方改革の推進や生産性の向上に取り組むとともに、各種取組の拡大を市町へ要請します。

主　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

公共事業の適正化率 100％ 100％
「三重県公共事業評価審査委員会」と「三重県入
札等監視委員会」の調査審議において適正とされ
た割合の平均値

副　指　標

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

公共事業の平準化率 75.0％
（30年度） 80.0％ 稼働契約額の月平均と４～６月期の平均稼働契約

額の比率

入札参加者の地域・社会貢献度 84.0％ 88.0% 総合評価方式における入札参加者の地域・社会貢
献度を評価する評価項目の取得率

施策の推進を支えるために

主担当部局 ：県土整備部
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公正中立な行政運営や権利調整などの準司法的権限に関する行政委員会の取組を掲載しています。

第２節 民主的かつ公正中立な行政運営
（行政委員会）

１

２

３

４

５

６

７

適正な選挙の管理執行

勤務条件の確保と職員の採用

監査の充実

労働関係の調整

適正な公共事業用地の収用と私有財産との調整

海面の総合利用

漁業権設定河川における水産動植物の増殖の推進

基本事業

基本事業

基本事業

基本事業

基本事業

基本事業

基本事業

基本事業１

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

全県を対象とする選挙の投
票率 52.0％ 52.0％

全県を対象とする選挙（衆議院議員総選挙、参議
院議員通常選挙、知事選挙、県議会議員一般選
挙）の過去５年間の平均投票率

■	 適正な選挙の管理執行（主担当：選挙管理委員会事務局）

　選挙の適正な管理執行や投票率向上のための啓発活動等に取り組みます。
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基本事業２

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

勤務条件に関する職員の満
足度 62.3％ 66.0％

「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケー
ト」のうち、「正当な評価」、「仕事に見合った給
与」、「昇任のしくみ」、「休暇」、「総勤務時間」、「ハ
ラスメントを許さない雰囲気」、「ワークとライフ
の両立」の勤務条件に関係する７項目の満足度

■	 勤務条件の確保と職員の採用（主担当：人事委員会事務局）

　県職員が勤務条件に満足することをめざすとともに、優秀で多様な人材の確保に努めます。

基本事業３

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

定期監査実施率 100％ 100％ 全箇所数に対する定期監査（実地・書面）の実施
箇所数の割合

■	 監査の充実（主担当：監査委員事務局）

　県の財務事務や事業が適正に執行されるよう監査を充実します。

基本事業４

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

不当労働行為事件の平均処
理日数の目標達成率

100%
（30年度） 100％

申立てから終結までの目標審査期間（１年６か月
＝548日以内）に対して、当該年度中に終結した
事件の平均処理日数の割合

労働争議調整事件の円満解
決率

20.0%
（30年度） 70.0％ 当該年度中に終結したあっせん等の総件数に対す

る実質的に円満解決した事件数の割合

■	 労働関係の調整（主担当：労働委員会事務局）

　労働組合や労働者と使用者の健全な労使関係を築くため、中立・公正な立場で紛争の早期解決を

図ります。
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基本事業５

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

6か月以内終結率 100％
（30年度） 100％

裁決申請があり審理を開始した事件のうち、審理
を開始してから６か月以内に裁決を行った事件の
割合

■	 適正な公共事業用地の収用と私有財産との調整（主担当：収用委員会）

　公共事業に必要な土地等の収用または使用に関し、適正な補償を定めた裁決を迅速に行います。

基本事業６

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

操業協定の締結件数 ２件 ２件 漁場利用に係る紛争等を防止するため他県と締結
した漁業操業協定の件数

■	 海面の総合利用（主担当：海区漁業調整委員会事務局）

　漁業者を主体とした海の利用に関係する者が、漁場利用に係る紛争もなく、海面を総合的に利用で

きるように漁業調整を進めます。

基本事業７

目 標 項 目 現 状 値 令和５年度の 
目 標 値 目 標 項 目 の 説 明

目標増殖量の達成率 96.0％ 100％ 河川ごとに定めている目標増殖量を達成している
比率

■	 漁業権設定河川における水産動植物の増殖の推進（主担当：内水面漁場管理委員会事務局）

　内水面漁業協同組合による漁業権魚種の増殖の向上を図ります。
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計画の進行管理第２章

第１節 基本的な考え方

１　「みえ県民力ビジョン」の進行管理
「みえ県民力ビジョン」の推進にあたっては、ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）のサイクルに基づ

き、常に県民の皆さんに成果が届いているかを意識しながら、「行動計画」の目標達成に向けた的確な

進行管理に努めます。

①計画（PLAN）
長期的な戦略計画である「みえ県民力ビジョン」と中期の「行動計画」に基づく単年度の方針として

「経営方針」を策定し、当該年度の政策課題や行動指針を明確にします。

②実行（DO）
部局長、副部長、課長等は、自身のマネジメント方針や所管する事業の目標等を定め、各所属組織

において経営方針を具体的に展開します。

③評価（CHECK）
計画に基づき、取り組んだ施策等の進捗状況について評価を行います。

④改善（ACT）
評価によって明らかになった施策等の成果や課題、翌年度への改善方向については、「成果レポート」

として取りまとめ、県民の皆さんにわかりやすくお伝えします。

図１　「みえ県民力ビジョン」進行管理の仕組み
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「みえ県民力ビジョン」では「幸福実感日本一」の三重をめざすことから、政策分野ごとに「幸福実感

指標」を設定しています。第三次行動計画では、15の政策分野ごとに「幸福実感指標」を設定し、「主

指標」、「副指標」に加えて、「幸福実感指標」の推移を把握することで、行動計画全体としての進行管

理に努めるとともに、「成果レポート」に記載して公表します。

なお、「幸福実感指標」は、県民の皆さんを対象に「みえ県民意識調査」を実施することで、毎年把

握することとします。

施策ごとに設定する「主指標」が県をはじめとしたさまざまな主体の活動による県民の皆さんにとって

の成果を、数値目標を設けて評価するための指標であるのに対して、「幸福実感指標」は、一人ひとり

が生活している中で感じる政策分野ごとの実感の推移を調べ、全体としての幸福実感を把握するための

指標であり、目標値の設定はしません。

第２節 県民の幸福実感の把握

幸 福 実 感 指 標幸 福 実 感 指 標

　

Ⅰ　
「
守 

る
」

政策分野 指　　　　　　標

Ⅰ－１
防災・減災、国土強靱化

災害の危機への備えが進んでいると感じ

る県民の割合

Ⅰ－２
命を守る

必要な医療サービスを利用できていると

感じる県民の割合

Ⅰ－３
支え合いの福祉社会

必要な福祉サービスを利用できていると

感じる県民の割合

Ⅰ－４
暮らしの安全を守る

犯罪や事故が少なく、安全に暮らせてい

ると感じる県民の割合

Ⅰ－５
環境を守る

身近な自然や環境が守られていると感じ

る県民の割合
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Ⅱ
　「
創 

る
」

　

Ⅲ　
「
拓ひ
ら 

く
」

政策分野 指　　　　　　標

Ⅱ－１
人権の尊重とダイバーシ
ティ社会の推進

性別や年齢、障がいの有無、国籍などに

とらわれず、誰もが社会に参画できてい

ると感じる県民の割合

Ⅱ－２
学びの充実

子どものためになる教育が行われている

と感じる県民の割合

Ⅱ－３
希望がかなう少子化対策の
推進

結婚・妊娠・子育てなどの希望がかなっ

ていると感じる県民の割合

Ⅱ－４
三重とこわか国体・三重と
こわか大会の成功とレガ
シーを生かしたスポーツの
推進

スポーツをしたり、みたり、支えたりす

る環境や機会が整っていると感じる県民

の割合

Ⅱ－５
地域の活力の向上

自分の住んでいる地域に愛着があり、今

後も住み続けたいと感じる県民の割合

政策分野 指　　　　　　標

Ⅲ－１
持続可能なもうかる農林水
産業

三重県産の農林水産物を買いたいと感じ

る県民の割合

Ⅲ－２
強じんで多様な産業

県内の産業活動が活発であると感じる県

民の割合

Ⅲ－３
世界の三重、三重から世界
へ

国内外に三重県の魅力が発信され、交流

が進んでいると感じる県民の割合

Ⅲ－４
多様な人材が活躍できる雇
用の推進

働きたい人が仕事に就き、必要な収入を

得ていると感じる県民の割合

Ⅲ－５
安心と活力を生み出す基盤

道路や公共交通機関等が整っていると感

じる県民の割合
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県民の信頼を
より高めるために

「みえ県民力ビジョン」の推進
基本理念︓県民力でめざす「幸福実感日本一」の三重

第三次三重県行財政改革取組
令和２（2020）年度～令和５（2023）年度

スマート改革の推進

～県財政の健全化に向けて～

持続可能な行財政運営の確保コンプライアンスの推進

～県民の信頼をより高めるために～

「県政運営の基本姿勢」に基づく変革の促進

県民に成果を
届けるために

県民との「協創」の
取組を進めるために

～「協創」の取組を進め、
県民に成果を届けるために～

１　行財政改革取組
　　（行財政改革取組）

行財政改革においては、県民サービスの向上に向けて、「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」

という基本理念を実現するため、県政の展開として「みえ県民力ビジョン」で掲げる「県政運営の基本

姿勢」に基づくさらなる変革を促進する取組を、ポイントを絞って重点的に進めることとします。

具体的には、協創の取組を進め、県民の皆さんに成果を届けるために、働き方改革やスマート自治体

をめざす取組など「スマート改革」を積極的に推進します。また、県民の皆さんの信頼をより高めるた

め、コンプライアンスの取組を徹底するとともに、県財政の健全化に向けて、持続可能な行財政運営

を確保していきます。

２　計画期間中の財政見通し
　　（計画期間中の財政見通し）

第三次行動計画期間中の本県の財政規模について、一般会計の歳出額の合計は、2兆9,633億円

程度と推計され、また、歳入額の合計は、2兆9,395億円程度と推計されます。これによる要調整額

（財源不足額）は、238億円程度と見込まれます。

なお、国の地方財政対策や景気の動向等により、財政見通しが変わる場合があります。

第３節 行政経営資源の見通し
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計画期間中の財政見通し（一般会計）

区　　　分
2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

2022年度
（R4）

2023年度
（R5）

備　　　　考

歳
　
　
　
　
　
　
出

人件費 2,136 2,132 2,131 2,132 令和２年度当初予算の現員現給を基に、退職手当
の見込みを反映して推計退職手当 198 193 192 194

社会保障関係経費 1,131 1,153 1,184 1,212 医療・介護等の増加要因を勘案して推計

公債費 1,099 1,134 1,165 1,141

・�過去及び将来の発行状況により推計
・�県債管理基金への積み立てを見送っている

153億円については、令和４年度～８年度に
おいて積み立てるものとして推計

税収関連交付金 1,080 1,153 1,171 1,188 県税の伸び率と連動させて推計

一般行政経費 1,960 1,870 1,750 1,710

・�三重とこわか国体・三重とこわか大会（令和
３年）開催経費は個別に推計

・�国の「防災・減災、国土強靱化のための３か
年緊急対策」を活用する公共事業は事業期間
を考慮のうえ推計

・�その他の経費については令和２年度と同程度
の水準で推移するものと推計

計　Ａ 7,407 7,441 7,401 7,384

歳
　
　
　
　
入

県税 2,556 2,584 2,617 2,646
税制改正影響分を考慮の上、原則として名目経
済成長率により推計

地方消費税清算金 759 801 814 826

地方譲与税 342 345 351 356

地方交付税
（臨時財政対策債、減
収補てん債を含む）

1,732 1,744 1,714 1,683
地方財政対策と本県の県税収入、公債費の交
付税措置額等を勘案して推計

国庫支出金 800 738 742 742

歳出に連動させて推計県債 747 681 673 647

その他 470 441 423 423

計　Ｂ 7,406 7,333 7,333 7,323

要調整額（Ａ－Ｂ） 0 108 68 61

県債管理基金への積立
見送り額（累計）

153 153 143 113

年度末地方債残高見込 14,304 14,251 14,151 14,048

臨時財政対策債等 6,624 6,593 6,503 6,402

※�国の地方財政対策により決定される臨時財政
対策債や災害に対応するための災害復旧事業
債等、発行について県の裁量の余地のないも
のおよび国の「防災・減災、国土強靱化のた
めの３か年緊急対策」等に係るもの。

建設地方債等 7,679 7,659 7,649 7,645
参考：平成30年度末現在高　7,722億円（最
終補正後）

当初予算計上 591 586 598 576

補正予算計上 48 48 48 48

元金償還金 679 655 656 628

＊�この試算は、備考欄に示した考え方により試算しています。なお、名目経済成長率については、内閣府試算（令和２年１月17日「中長期の
経済財政に関する試算」（ベースラインケース））で用いられた率を使用しています。
＊数値は、四捨五入によるため、各区分の合計と歳出計欄、歳入計欄の数値等が一致しない場合があります。

（単位：億円）



三重とこわか国体・
三重とこわか大会

みえ県民力ビジョン・
第二次行動計画スタート！

みえ県民力ビジョン・
第三次行動計画スタート！

Column 4 三重県未来年表
  　～ 2012 年（みえ県民力ビジョン策定）から明日の未来へ～
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2012 みえ県民力ビジョン・行動計画スタート！

第63回 神宮式年遷宮
（遷御の儀）（見込）

熊野古道
世界遺産登録10周年

2013
第62回
神宮式年遷宮

（遷御の儀）

伊勢志摩サミット開催

お伊勢さん
菓子博2017開催

インターハイ
「2018 彩る感動 東海総体」の開催

熊野古道世界遺産登録15周年
元号改正「令和」

第９回 太平洋・島サミット

2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）
次回式年遷宮行事のスタート

東海環状自動車道
全線供用開始（見込）

リニア中央新幹線　品川～名古屋開業（見込）

SDGs（持続可能な開発目標）

三重県政
150周年
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参考資料
１	県議会、市町、有識者、県民の皆さんからの意見反映

２	�「これからのみえづくり」に向けた高校生、大学生等意識

調査結果（概要）

３	�「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の施策とＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）との関係

	 ～ 関連する主なＳＤＧｓの目標（ゴール） ～

４	�「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の施策と地方創生

の対策との関係

５	個別計画一覧
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１  県議会、市町、有識者、県民の皆さんからの意見反映
　「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の策定を進めるにあたっては、県議会から知

事に申し入れをいただきました。また、市町や有識者の方々をはじめ、県民の皆さんから

パブリックコメント等の機会を通じて、ご意見やご提案をいただきました。

（１）県議会からの申し入れ

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年11月、

令和2（2020）年１月

全員協議会や各行政部門別常任委員会において詳細な調査が行われ、11月

1日に「『みえ県民力ビジョン・第三次行動計画』（仮称）中間案及び次期の

『三重県行財政改革取組』（素案）に基づく今後の『県政運営』等に関する

申入書」により、また、１月21日に「『みえ県民力ビジョン・第三次行動計

画』（仮称）最終案及び『第三次三重県行財政改革取組』（仮称）中間案に

基づく今後の『県政運営』等に関する申入書」により、ご要望、ご意見を

いただきました。

（２）市町からのご意見等

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

７月、10月

県内の市町職員を対象とした説明会や市町と県との勉強会、「まち・ひと・

しごと創生セミナー」等において、ご意見等をいただきました。

（３）有識者の方々からのご意見やご提案

◆三重県経営戦略会議

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

７月、10月

県政における政策課題に関し、専門的かつ総合的な知見を有する方々と意見

交換を行うことを目的として設置した、「三重県経営戦略会議」において議

論いただきました。

◆三重県地方創生会議

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

６月、７月、８月、11月

三重県におけるまち・ひと・しごと創生を効果的かつ効率的に計画し、推進

することについて、総合的かつ専門的な見地から意見を聴取することを目的

として設置した、「三重県地方創生会議」および「同検証部会」において議

論いただきました。
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（４）県民の皆さんからのご意見やご提案

◆パブリックコメント

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

９月～10月

中間案に対してパブリックコメントを実施し、県民の皆さんからご意見等を

いただきました。	 ＊114件

◆各種団体等からのご意見等

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

９月～10月

県内の高等教育機関、各種団体等からご意見等をいただきました。

	 ＊８件

◆若者の皆さんとの意見交換

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

７月、８月、11月

県内の高等学校を対象とした出前講座や関東在住の若者を対象とした「U35

みえNext Action Meeting」等において、ご意見等をいただきました。

◆高校生等へのアンケート

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

６月～７月

次代を担う若者の意識を把握するため、県立学校および私立高校の卒業1

年前の生徒を対象として、アンケート調査を実施しました。	 ＊4,888人

◆大学生等へのアンケート

時　　期 内　　　　　容

令和元（2019）年

６月～７月

次代を担う若者の意識を把握するため、県内14の高等教育機関（大学、短

期大学、高等専門学校）の卒業1年前の学生を対象として、アンケート調査

を実施しました。	 ＊4,617人

※�これまでに、いただいたご意見等の反映状況については、県のホームページでも公表していますの

で、ご参照ください。（http://www.pref.mie.lg.jp/VISION/index.htm）
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２ 「これからのみえづくり」に向けた
高校生、大学生等意識調査結果（概要）

　次代を担う若者の意識を把握し、「これからのみえづくり」の指針となる計画づくりに

つなげるため、県内の高校生、大学生等を対象にした意識調査を実施しました。

　その概要は、次のとおりです。

● 対　象
　県立学校および私立高校の卒業1年前の生徒（原則2クラス） 

　（以下「高校生等」という。）…………………………………………………………………………… 4,888人

　県内14の高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校）の

　卒業１年前の全ての学生（以下「大学生等」という。）… …………………………… 4,617人

● 有効回答率
　高校生等 ……… 98.9％　　大学生等 ……… 75.6％

● 調査期間 ……… 令和元（2019）年６月～７月

● 質問項目	 ・幸福感について　（Q１～Q３）
　　　　　	 ・政策の重要度について　（Q４）

	 ・新しい豊かさについて　（Q５）

	 ・協創について　（Q6～Q８）

	 ・三重県への思い（愛着、印象）について　（Q９～Q10）

	 ・若者の県内定着について　（Q11～Q15）

● 概　要

Q１　現在、あなたはどのくらい幸せですか。（10点満点）

　高校生、大学生等に日ごろ感じている幸福感について、10点満点で質問したところ、高校生等の

平均値が6.74点、大学生等の平均値は6.62点となりました。また、高校生、大学生等ともに、男性

より女性の方が高く、第８回「みえ県民意識調査」（以下「意識調査」という。）と同じ傾向がみられ

ました。

6.746.74 6.746.74 6.786.78

6.626.62

6.56.5

6.756.75
6.696.69

6.586.58

6.856.85

6

6.2

6.4

6.6

6.8

7

全体 男性 女性

高校生等

大学生等

第８回意識調査
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Q２　幸福感を判断する際に、重視した項目は何ですか。（複数回答）

　高校生、大学生等に幸福感を判断する際に重視した事項について質問したところ、高校生、大学生等とも

に、「友人関係」や「自由な時間」と回答した割合が上位２項目を占めました。一方で、第８回意識調査で

は、「健康状況」や「家族関係」と回答した割合が上位２項目を占め、若者が重視した項目と異なることが明

らかになりました。
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80（％）

１ ２ ３ ４ ６ ７ ８ ９ 10 12

高校生等 大学生等  第８回意識調査
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54.757.8

68.2

35.9
40.6 42.3

22.2

35.8

51.0

38.7

28.5

38.5

25.9

39.7
33.7

12.8
5.2 3.8

7.4

65.5

32.032.5

42.8

31.9

１．家計の状況（所得・消費）（高校生等：家庭の経済状況）　２．健康状況　３．自由な時間
４．充実した余暇（高校生等：充実した休日）　５．学業の充実度　（第８回：仕事の充実度）
６．精神的なゆとり　 ７．趣味、社会貢献などの生きがい（高校生等：趣味や社会貢献活動）
８．家族関係　９．友人関係　10．学校での人間関係（第８回：職場の人間関係）　
11．地域コミュニティとの関係（高校生等：学校外での人間関係）　
12．政治、行政　13．就業状況（第８回のみ）　※５、11、13 は集計上除外

 

Q３　あなたの幸福感を高めるために有効な手立ては何ですか。（複数回答）

　高校生、大学生等に幸福感を高める手立てについて質問したところ、高校生、大学生等ともに「自分自身

の努力」と回答した割合が最も高くなり、次いで「友人や仲間との助け合い」となりました。一方で、第８

回意識調査では、「家族との助け合い」、「自分自身の努力」と回答した割合が上位２項目を占めました。この

ことから、どの世代においても「自分自身の努力（自助）」に加えて、友人、仲間、家族など、「人と人との

助け合い、つながり（共助）」が幸福感を高めるために有効な手立てであると考えていることが明らかになり

ました。

62.1
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3.4 6.9
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 高校生等 大学生等  第８回意識調査

１．自分自身の努力　２．家族との助け合い　３．友人や仲間との助け合い　
４．社会（地域住民、NPO 等）の助け合い（高校生等：ご近所や地域の助け合い）
５．学校からの支援（第８回：職場からの支援）
６．国や地方の政府からの支援（高校生等：国や県、市町からの支援）

（％）

 

２　

「
こ
れ
か
ら
の
み
え
づ
く
り
」
に
向
け
た

　
　
　

高
校
生
、
大
学
生
等
意
識
調
査
結
果
（
概
要
）



参
考
資
料

230

Q４　�あなたは、次の政策分野について、どれが重要だと考えますか。（複数回
答）（高校生、大学生等と第７回意識調査　※この問は、意識調査のうち第７回意識調査のみ実施）

　高校生、大学生等に重要だと考える政策分野について質問したところ、高校生等では「防災・減災」と回

答した割合が最も高く、次いで「医療」、「防犯・交通安全」となり、大学生等では「医療」が最も高く、次

いで「防災・減災」、「結婚・妊娠・出産・子育て支援」となりました。一方で、第７回意識調査では「医療」

が最も高く、次いで「介護・高齢者福祉」、「防災・減災」となっています。このことから、どの世代におい

ても、「防災・減災」、「医療」等、安全・安心に係る分野を重要であると考えていることが明らかになりまし

た。

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
  高校生等 大学生等  第７回意識調査
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１．防災・減災　２．医療　３．介護・高齢者福祉　４．福祉（障がい者福祉・生活保護等）　
５．防犯・交通安全　６．自然・環境保全　７．人権尊重・ダイバーシティ社会の推進　
８．子どものための教育　９．文化振興　10．結婚・妊娠・出産・子育て支援　
11．児童虐待防止・社会的養護の推進・子どもの貧困対策　12．スポーツの推進　
13．中山間・過疎地域等の振興　14．農林水産業の振興　15．商工業の振興　16．観光の振興
17．雇用対策・働き方改革　18．道路・港湾整備等のインフラ整備　19．公共交通

（％）

Q５　将来どんな暮らしがしたいですか。（複数回答）（高校生等と大学生等）

　高校生、大学生等に将来どんな暮らしができる社会（三重県）が望ましいかについて質問したところ、

高校生、大学生等ともに「不安を感じることなく、安心して暮らすことができる」、「自分に合った暮らし

方・自分らしい生き方を選択できる」社会と回答した割合が、上位２項目を占めました。

１．不安を感じることなく、安心して暮らすことができる　　２．自分に合った暮らし方・自分
らしい生き方を選択できる　　３．ライフステージに応じて多様な働き方ができる　　４．より
高い目標に向けてチャレンジができ、失敗しても何度でも挑戦できる　　５．家族の絆や地域
のつながりを感じ、支えあって暮らすことができる　　６．地域に、愛着や誇りを感じながら
暮らすことができる　　７．さまざまな産業が発展する中で、いきいきと働くことができる
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Q６　�今までに、自治会やボランティア、サークル、団体などで行う地域活動
に参加したことがありますか。（大学生等と第８回意識調査）

　大学生等に自治会やボランティア、サー

クル、団体などで行う地域活動への参加

について質問したところ、「参加した経験

がある」と回答した割合が50.8％と最も

高くなりました。一方で、第８回意識調査

では、「参加したことはないが、機会があ

れば参加したい」が37.4％と最も高く、

県民全体と比べ、大学生等の方が実際に

参加した経験がある割合が高いことが明ら

かになりました。

Q７　あなたが参加した地域活動は何ですか。（大学生等と第８回意識調査）

　自治会やボランティア、サークル、団体などで行う地域活動に「ふだん参加している」「参加した経験

がある」と回答した大学生等に、参加した地域活動を質問したところ、「環境美化、自然保護、リサイク

ル運動など環境保全の活動」（35.7％）と回答した割合が最も高く、次いで「まちづくり、地域振興の活

動」（33.4％）という結果になりました。一方で、第８回意識調査では、「まちづくり、地域振興の活動」

が最も高く（43.3％）、次いで「環境美化、自然保護、リサイクル運動など環境保全の活動」（33.9％）

となっています。

１．教育を助ける活動（学校支援ボランティアを含む）
２．結婚支援や子育てを助ける活動
３．防犯・防災・交通安全の活動
４．要介護のお年寄りや障がい者の方などを助ける活動
５．まちづくり、地域振興の活動（祭りや地域の行事

を含む）
６．環境美化、自然保護、リサイクル運動など環境保

全の活動
７．運動・スポーツ活動（健康づくりのための活動を含む）
８．文化芸術・趣味・娯楽活動（団体やサークルに所

属する人たちの楽しみや研さんなどが目的の活動）

（％）

大学生等 第８回意識調査

0

10

20

30

40

50

２１ ３ ４

33.433.4

43.343.3
35.735.7 33.933.9

５ ６ ７ ８

Q８　あなたが参加したい地域活動は何ですか。（高校生等）

　自分の住んでいる地域のために「積極的に活動したい」、「どちらかといえば活動したい」と回答した高校

生等に、参加したい地域活動を質問したところ、「まちづくり、地域振興の活動」（45.4％）と回答した割合

が最も高く、次いで、「運動・スポーツ活動」（36.2％）という結果になりました。

（％）

0

10

20

30

40

50

２１ ３ ４ ５ ６ ７ ８

22.622.6
18.418.4

23.823.8 23.723.7

35.435.4 36.236.2

24.524.5

45.445.4
１．教育を助ける活動　２．子育てを助ける活動　
３．防犯・防災・交通安全の活動
４．介護が必要なお年寄りや障がい者の方などを助ける活動
５．まちづくり、地域振興の活動（祭りや地域の行事を含む）
６．環境美化、自然保護、リサイクル運動など環境保全
の活動

７．運動・スポーツ活動（健康づくりのための活動を含む）
８．文化芸術・趣味・娯楽活動（団体やサークルに所属
する人たちの楽しみや研さんなどが目的の活動）

（％）

0

20

40

60

20.820.8 24.624.6
30.730.7

12.912.9

50.850.8

11.611.6
6.16.1

37.437.4

１ ２ ３ ４

１．ふだん参加している　２．参加した経験がある
３．参加したことはないが、機会があれば参加したい
４．参加したことはなく、参加したいとも思わない

大学生等 第８回意識調査
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Q９　あなたは、三重県に愛着がありますか。（高校生等と大学生等）

　高校生、大学生等に三重県への愛着について質問したところ、「愛着がある」「まあまあ愛着がある」と回

答した割合を合わせると、高校生等では81.2％、大学生等では73.7％となりました。

高校生等 大学生等

愛着がある
32.2%

まあまあ愛着がある
49.0%

あまり
愛着がない
13.6%

愛着がない
5.2%

愛着がある
28.1%

まあまあ愛着がある
45.6%

あまり
愛着がない
19.5%

愛着がない
6.7%

Q10　あなたの三重県に対する印象を教えてください。（高校生等と大学生等）

　高校生、大学生等に三重県に対する印象を質問したところ、「非常に良い」「良い」と回答した割合を合わ

せると、高校生、大学生等ともに「食文化」、「人間関係」、「伝統文化」の順で、8割以上と高くなりました。

一方で、「非常に悪い」、「悪い」と回答した割合を合わせると、高校生、大学生等ともに「都会的な施設や

イベントなどの充実度」、「趣味や遊びに取り組める環境」、「交通面」の順で高くなりました。

０ 20 40 60 80 100
（％）

０ 20 40 60 80 100

１
２
３
４
５
６
７

高
校
生
等

大
学
生
等

非常に良い 良い 悪い 非常に悪い

肯定的 否定的

１ 64.2%

２

35.8%

75.1%

３

24.9%

90.8%

４

9.2%

92.2%

５

7.8%

90.6%

６

9.4%

52.4%

７

47.6%

58.0% 42.0%

肯定的 否定的

１

２

３

４

５

６

７

49.6%

70.9%

91.5%

91.7%

88.4%

41.8%

47.6%

50.4%

29.1%

8.5%

8.3%

11.6%

58.2%

52.4%

１．交通面（県内・県外へのアクセス）　２．住環境（気候や店舗、公共施設の立地に伴う暮らしやすさ）
３．人間関係（今まで築いてきた人間関係）　　４．食文化（県内特有の食材、名物料理など）　
５．伝統文化（県の歴史、文化（祭りや伝統工芸品など））
６．都会的な施設やイベントなどの充実度　　　７．趣味や遊びに取り組める環境

１
２
３
４
５
６
７
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Q11　将来進学または就職する際、どの地域で進学または就職を希望しますか。（高校生等）

　高校生等に将来進学または就職する際、どちらの地域で

進学または就職を希望するかを質問したところ、「県外」と

回答した割合が51.8％と最も高く、「北勢地域」（23.8％）、

「中勢地域」（15.6％）の順に高くなりました。

Q12　選んだ地域へ進学または就職を希望する理由は何ですか。（高校生等）

　高校生等にQ11で回答した、進学または就職したい地域を希望する理由を質問したところ、「希望する進

学先、就職先があるから」と回答した割合が54.5％と最も高く、次いで「買い物、通勤、進学など生活が

便利だから」、「自分のやりたいことが実現できるから」の順で高くなりました。

１．希望する進学先、就職先があるから
２．買い物、通勤、進学など生活が便利だから
３．自分のやりたいことが実現できるから
４．都会での生活にあこがれがあるから　
５．魅力あるイベント、コンサート、レジャー

施設などが多いから　
６．周りの若い人たちが就職や進学で県外に

出て戻ってこないから
７．親と離れて住みたいから
８．家族と暮らしたいから
９．友人・知人がいるから
10．近所や地域のつきあいがわずらわしいから
11．地域に貢献したいから　 12．その他

（％）

37.037.0
40.3

54.554.5

15.715.7 14.2

1.2

12.3 11.6 13.2

2.1 4.0 3.93.9
0

10

20

30

40

50

60

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12

Q13　将来就職する際、どの地域で就職を希望しますか。（大学生等）

　大学生等に将来就職する際にどの地域で

就職を希望するかを質問したところ、「中部」

と回答した割合が23.2％で最も高く、次い

で「わからない」（22.1％）という結果に

なりました。このことから、就職する地域

について迷っている層に対して、アプロー

チをかけていくことが重要であると考えら

れます。

中勢地域
15.6%

伊勢志摩地域
5.6%伊賀地域

2.4%
東紀州地域
0.7%

県外
51.8%

北勢地域
23.8%

北勢地域
13.2%

中勢地域
12.5%

伊勢志摩地域
4.2%

伊賀地域
1.3%

東紀州地域
0.6%

中部
23.2%

関西
11.5%

東京圏
7.0%

その他
2.7%

海外
1.7%

わからない
22.1%
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Q14　選んだ地域での就職を希望する理由は何ですか。（大学生等）

　大学生等にQ13で回答した、就職したい地域を希望する理由を質問したところ、「地元（出身地）の企業

に就職したいから」が50.3％と最も高く、次いで「就職したい企業があるから」（18.1％）、「自分の能力・

知識・資格を活かせる機会が多いから」（14.6％）という結果になりました。

（％）
１．就職したい企業があるから
２．地元（出身地）の企業に就職したいから
３．大手企業に就職したいから
４．自分の能力・知識・資格を活かせる機会

が多いから
５．選んだ地域の企業の情報が多いから
６．待遇や福利厚生が良い企業が多いから
７．地域に貢献したいから
８．家業を継ぎたいから　　９．その他

18.118.1

50.3

11.2
14.6

7.17.1

6.8

9.5
1.0

10.4
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20

40

60

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

Q15　�三重県にもっと多くの若い人が住んでもらうためには、何が必要と思いま
すか。（自由意見）（高校生等のみ）

● 回答者数：約2,800人

● 都会的な施設やイベント等の充実
都会的な施設やイベント等の充実度についての意見が約半数を占めました。

具体的には、「『オシャレなカフェ』、『大きな商業施設』、『レジャースポット』、『Ｊリーグに利用できるサッ

カー場』、『ライブのできるドーム』等の建物を増やしてほしい」、「三重県全体を巻き込むイベントを開催

してはどうか」、「イベントの回数を増やしてほしい」などの意見が挙げられました。

● 公共交通、道路インフラ
「県外との移動を便利にしてほしい」、「電車やバスの本数を増やしてほしい」などが多数挙げられました。

このほか「終電の時間が早い」、「交通費を安くしてほしい」、「公共交通機関（新幹線、リニア、空港、鉄

道）を整備してほしい」、「全ての駅でＩＣカードを使えるようにしてほしい」、「市街地以外の道路を整備

してほしい」、「車の渋滞の緩和をしてほしい」などの意見も挙げられました。

● 教育
「大学、専門学校を創ってほしい」、「勉強する場を整備してほしい」、「保育所をつくってほしい」、「子ど

もが遊べるような公園をつくってほしい」などの意見が挙げられました。

● 広報
「もっと三重のいいところをアピールしてほしい」、「インスタ映えを増やす」などの意見が多く挙げられま

した。また、宣伝方法としては、ラジオ、ＴＶ、ポスター、動画、インターネット広告、ＣＭ、アニメ、

漫画、ＳＮＳ（Twitter、インスタグラム）などの意見が挙げられました。

● その他
「今のままでいい」という意見も挙げられるなど、現状に満足している回答もみられました。 
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ま
ち
づ
く
り

を つ
く
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任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な

対
策
を

海
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豊
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を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
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守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
で
目
標

を
達
成
し
よ
う

Ⅰ－１

防災・減災、

国土強靱化

111	�災害から地域を守る自助・共助
の推進 ○ ○ ○ ○ ○

112	�防災・減災対策を進める体制づくり ○ ○ ○ ○ ○

113	�災害に強い県土づくり ○ ○ ○ ○ ○

Ⅰ－２

命を守る

121	�地域医療提供体制の確保 ○ ○ ○ ○

122	�介護の基盤整備と人材の育成・確保 ○ ○ ○ ○

123	�がん対策の推進 ○ ○ ○ ○

124	�健康づくりの推進 ○ ○ ○ ○

Ⅰ－３

支え合いの

福祉社会

131	�地域福祉の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

132	�障がい者の自立と共生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

133	�児童虐待の防止と社会的養育の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅰ－４

暮らしの

安全を守る

141	�犯罪に強いまちづくり ○ ○ ○ ○

142	�交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼ
ロ）をめざす安全なまちづくり ○ ○ ○

143	�消費生活の安全の確保 ○ ○ ○ ○

144	�医薬品等の安全・安心の確保と
	 動物愛護の推進 ○ ○

145	�食の安全・安心の確保 ○ ○ ○

146	�感染症の予防と拡大防止対策の推進 ○ ○

147	�獣害対策の推進 ○ ○ ○ ○

Ⅰ－５

環境を守る

151	�環境への負荷が少ない持続可能な
	 社会づくり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

152	�廃棄物総合対策の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

153	�豊かな自然環境の保全と活用 ○ ○ ○ ○

154	�生活環境保全の確保 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　ＳＤＧｓの17の目標（ゴール）は、経済・社会・環境の３つの側面を一体不可分なものととらえ、
相互のつながりを深く理解し、紐解くことで、地域が取り組むべき複数の課題の同時解決をめざす
ものであり、こうしたＳＤＧｓの考え方は、私たちがめざす社会の姿である「三重県らしい、多様
で、包容力ある持続可能な社会」の実現に大きく寄与するものと考えられる一方、第三次行動計画

３ 「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の施策とＳＤＧｓ（持続

３　
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の各施策の取組を進めることが、ＳＤＧｓの17の目標（ゴール）の達成にも寄与するものとも考えられます。
　第三次行動計画の58の施策と、施策の取組が達成に寄与すると考えられるＳＤＧｓの17の目標（ゴール）と
の関係を以下のとおり整理しました。
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さ
を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
で
目
標

を
達
成
し
よ
う

Ⅰ－１

防災・減災、

国土強靱化

111	�災害から地域を守る自助・共助
の推進 ○ ○ ○ ○ ○

112	�防災・減災対策を進める体制づくり ○ ○ ○ ○ ○

113	�災害に強い県土づくり ○ ○ ○ ○ ○

Ⅰ－２

命を守る

121	�地域医療提供体制の確保 ○ ○ ○ ○

122	�介護の基盤整備と人材の育成・確保 ○ ○ ○ ○

123	�がん対策の推進 ○ ○ ○ ○

124	�健康づくりの推進 ○ ○ ○ ○

Ⅰ－３

支え合いの

福祉社会

131	�地域福祉の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

132	�障がい者の自立と共生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

133	�児童虐待の防止と社会的養育の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅰ－４

暮らしの

安全を守る

141	�犯罪に強いまちづくり ○ ○ ○ ○

142	�交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼ
ロ）をめざす安全なまちづくり ○ ○ ○

143	�消費生活の安全の確保 ○ ○ ○ ○

144	�医薬品等の安全・安心の確保と
	 動物愛護の推進 ○ ○

145	�食の安全・安心の確保 ○ ○ ○

146	�感染症の予防と拡大防止対策の推進 ○ ○

147	�獣害対策の推進 ○ ○ ○ ○

Ⅰ－５

環境を守る

151	�環境への負荷が少ない持続可能な
	 社会づくり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

152	�廃棄物総合対策の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

153	�豊かな自然環境の保全と活用 ○ ○ ○ ○

154	�生活環境保全の確保 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可能な開発目標）との関係　～関連する主なＳＤＧｓの目標（ゴール）～
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Ⅱ　

「創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　　策 施　　　策

貧
困
を
な
く
そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

す
べ
て
の
人
に

健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教
育
を

み
ん
な
に

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を

実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な

に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

住
み
続
け
ら
れ
る

ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ
を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で

目
標
を
達
成
し
よ
う

Ⅱ－１

人権の尊重と

ダイバーシティ社会

の推進

211	�人権が尊重される社会づくり ○ ○ ○ ○ ○

212	�あらゆる分野における女性活
躍とダイバーシティの推進 ○ ○ ○ ○ ○

213	�多文化共生社会づくり ○ ○ ○ ○

Ⅱ－２

学びの充実

221	�子どもの未来の礎となる
	 「確かな学力・豊かな心・
	 健やかな身体」の育成

○ ○ ○ ○

222	�個性を生かし他者と協働して
未来を創造する力の育成 ○ ○ ○ ○

223	�特別支援教育の推進 ○ ○ ○

224	�安全で安心な学びの場づ
くり ○ ○ ○ ○ ○

225	�地域との協働と
	 信頼される学校づくり ○ ○

226	�地域の未来と若者の活躍に
向けた高等教育機関の充実 ○ ○ ○ ○

227	�文化と生涯学習の振興 ○ ○ ○ ○

Ⅱ－３

希望がかなう

少子化対策の推進

231	�県民の皆さんと進める
	 少子化対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○

232	�結婚・妊娠・出産の支援 ○ ○ ○ ○ ○

233	�子育て支援と
	 幼児教育・保育の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅱ－４

三重とこわか国体・

三重とこわか大会

の成功とレガシーを

生かしたスポーツの

推進

241	�競技スポーツの推進 ○ ○ ○

242	�地域スポーツと
	 障がい者スポーツの推進 ○ ○ ○

Ⅱ－５

地域の活力の向上

251	�南部地域の活性化 ○ ○ ○ ○

252	�東紀州地域の活性化 ○ ○ ○ ○ ○

253	�農山漁村の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

254	�移住の促進 ○ ○

255	�市町との連携による
	 地域活性化 ○ ○
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Ⅱ　

「創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　　策 施　　　策

貧
困
を
な
く
そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

す
べ
て
の
人
に

健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教
育
を

み
ん
な
に

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を

実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な

に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

住
み
続
け
ら
れ
る

ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ
を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で

目
標
を
達
成
し
よ
う

Ⅱ－１

人権の尊重と

ダイバーシティ社会

の推進

211	�人権が尊重される社会づくり ○ ○ ○ ○ ○

212	�あらゆる分野における女性活
躍とダイバーシティの推進 ○ ○ ○ ○ ○

213	�多文化共生社会づくり ○ ○ ○ ○

Ⅱ－２

学びの充実

221	�子どもの未来の礎となる
	 「確かな学力・豊かな心・
	 健やかな身体」の育成

○ ○ ○ ○

222	�個性を生かし他者と協働して
未来を創造する力の育成 ○ ○ ○ ○

223	�特別支援教育の推進 ○ ○ ○

224	�安全で安心な学びの場づ
くり ○ ○ ○ ○ ○

225	�地域との協働と
	 信頼される学校づくり ○ ○

226	�地域の未来と若者の活躍に
向けた高等教育機関の充実 ○ ○ ○ ○

227	�文化と生涯学習の振興 ○ ○ ○ ○

Ⅱ－３

希望がかなう

少子化対策の推進

231	�県民の皆さんと進める
	 少子化対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○

232	�結婚・妊娠・出産の支援 ○ ○ ○ ○ ○

233	�子育て支援と
	 幼児教育・保育の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅱ－４

三重とこわか国体・

三重とこわか大会

の成功とレガシーを

生かしたスポーツの

推進

241	�競技スポーツの推進 ○ ○ ○

242	�地域スポーツと
	 障がい者スポーツの推進 ○ ○ ○

Ⅱ－５

地域の活力の向上

251	�南部地域の活性化 ○ ○ ○ ○

252	�東紀州地域の活性化 ○ ○ ○ ○ ○

253	�農山漁村の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

254	�移住の促進 ○ ○

255	�市町との連携による
	 地域活性化 ○ ○
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「
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Ⅲ　

「拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　　策 施　　　策

貧
困
を
な
く
そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

す
べ
て
の
人
に

健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教
育
を

み
ん
な
に

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を

実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な

に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

住
み
続
け
ら
れ
る

ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ
を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で

目
標
を
達
成
し
よ
う

Ⅲ－１

持続可能なもうかる

農林水産業

311	�農林水産業の多様な
	 イノベーションの促進と
	 ブランド力の向上

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

312	�農業の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

313	�林業の振興と森林づくり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

314　水産業の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－２

強じんで多様な産業

321	�中小企業・小規模企業の
	 振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

322	�ものづくり産業の振興 ○ ○ ○ ○ ○

323	�Society 5.0時代の
	 産業の創出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

324	�戦略的な企業誘致の推進
と県内再投資の促進 ○ ○ ○ ○

Ⅲ－３

世界の三重、

三重から世界へ

331	�世界から選ばれる
	 三重の観光 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

332	�三重の戦略的な営業活動 ○ ○ ○ ○ ○

333	�国際展開の推進 ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－４

多様な人材が

活躍できる雇用の

推進

341	�次代を担う若者の県内定着
	 に向けた就労支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○

342	�多様な働き方の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－５

安心と活力を

生み出す基盤

351	�道路網・港湾整備の推進 ○ ○ ○ ○ ○

352	�安心を支え未来につなげ
る公共交通の充実 ○ ○ ○ ○

353	�安全で快適な
	 住まいまちづくり ○ ○ ○ ○ ○

354	�水資源の確保と
	 土地の計画的な利用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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Ⅲ　

「拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　　策 施　　　策

貧
困
を
な
く
そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

す
べ
て
の
人
に

健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教
育
を

み
ん
な
に

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を

実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な

に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

住
み
続
け
ら
れ
る

ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ
を

守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で

目
標
を
達
成
し
よ
う

Ⅲ－１

持続可能なもうかる

農林水産業

311	�農林水産業の多様な
	 イノベーションの促進と
	 ブランド力の向上

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

312	�農業の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

313	�林業の振興と森林づくり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

314　水産業の振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－２

強じんで多様な産業

321	�中小企業・小規模企業の
	 振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

322	�ものづくり産業の振興 ○ ○ ○ ○ ○

323	�Society 5.0時代の
	 産業の創出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

324	�戦略的な企業誘致の推進
と県内再投資の促進 ○ ○ ○ ○

Ⅲ－３

世界の三重、

三重から世界へ

331	�世界から選ばれる
	 三重の観光 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

332	�三重の戦略的な営業活動 ○ ○ ○ ○ ○

333	�国際展開の推進 ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－４

多様な人材が

活躍できる雇用の

推進

341	�次代を担う若者の県内定着
	 に向けた就労支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○

342	�多様な働き方の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ－５

安心と活力を

生み出す基盤

351	�道路網・港湾整備の推進 ○ ○ ○ ○ ○

352	�安心を支え未来につなげ
る公共交通の充実 ○ ○ ○ ○

353	�安全で快適な
	 住まいまちづくり ○ ○ ○ ○ ○

354	�水資源の確保と
	 土地の計画的な利用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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Ⅰ　

「守
る
」
～
命
と
暮
ら
し
の
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　策

地方創生を実現するための対策

働く場
づくり

ひ　と
づくり

少子化
対　策

地　域
づくり

Ⅰ－１

防災・減災、

国土強靱化

111	�災害から地域を守る
	 自助・共助の推進 ○ ●

112	�防災・減災対策を進める
	 体制づくり ○ ○

113	�災害に強い県土づくり ○

Ⅰ－２

命を守る

121	�地域医療提供体制の確保 ○ ○ ○

122	�介護の基盤整備と
	 人材の育成・確保 ○ ○ ○

123	�がん対策の推進 ○ ○

124	�健康づくりの推進 ○ ●

Ⅰ－３

支え合いの

福祉社会

131	�地域福祉の推進 ○ ○ ○ ○

132	�障がい者の自立と共生 ○ ○ ○

133	�児童虐待の防止と
	 社会的養育の推進 ○ ● ○

Ⅰ－４

暮らしの

安全を守る

141	�犯罪に強いまちづくり ○

142	�交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）
をめざす安全なまちづくり ○

143	�消費生活の安全の確保 ○

144	�医薬品等の安全・安心の
	 確保と動物愛護の推進 ○

145	�食の安全・安心の確保 ○

146	�感染症の予防と
	 拡大防止対策の推進 ○

147	�獣害対策の推進 ○

Ⅰ－５

環境を守る

151	�環境への負荷が少ない
	 持続可能な社会づくり ○ ○

152	�廃棄物総合対策の推進 ○

153	�豊かな自然環境の
	 保全と活用 ○ ○

154	�生活環境保全の確保 ○

●：対策の主な具体的な施策に掲げる施策　　　○：対策と関係性がある施策
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　人口減少に関する課題の解決を図るとともに、地域の自立的かつ持続的な活性化を実現していくためには、
さまざまな施策を分野横断的に活用していくことが必要であることから、第三次行動計画の58の施策と、「活
力ある働く場づくり」、「未来を拓くひとづくり」、「希望がかなう少子化対策」、「魅力あふれる地域づくり」の
地方創生の実現に向けた４つの対策との関係を以下のとおり整理しました。

●：対策の主な具体的な施策に掲げる施策　　　○：対策と関係性がある施策

Ⅱ　

「創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　策

地方創生を実現するための対策

働く場
づくり

ひ　と
づくり

少子化
対　策

地　域
づくり

Ⅱ－１

人権の尊重と

ダイバーシティ

社会の推進

211	�人権が尊重される
	 社会づくり ○ ○

212	�あらゆる分野における女性活
躍とダイバーシティの推進 ○ ○ ○

213	�多文化共生社会づくり ○ ●

Ⅱ－２

学びの充実

221	�子どもの未来の礎となる
	 「確かな学力・豊かな心・
	 健やかな身体」の育成

○ ○

222	�個性を生かし他者と協働し
て未来を創造する力の育成 ● ○

223	特別支援教育の推進 ○ ○

224	�安全で安心な
	 学びの場づくり ○ ○

225	�地域との協働と
	 信頼される学校づくり ● ○

226	�地域の未来と若者の活躍に
向けた高等教育機関の充実 ○ ● ○

227	�文化と生涯学習の振興 ○ ○

Ⅱ－３

希望がかなう

少子化対策の

推進

231	�県民の皆さんと進める
	 少子化対策 ○ ○ ● ○

232	結婚・妊娠・出産の支援 ○ ○ ● ○

233	�子育て支援と
	 幼児教育・保育の充実 ○ ○ ● ○

Ⅱ－４

三重とこわか国体・

三重とこわか大会の

成功とレガシーを生か

したスポーツの推進

241	�競技スポーツの推進 ○ ○

242	�地域スポーツと
	 障がい者スポーツの推進 ○ ○

Ⅱ－５

地域の活力の

向上

251	�南部地域の活性化 ○ ○ ●

252	�東紀州地域の活性化 ○ ○ ○

253	�農山漁村の振興 ○ ●

254	�移住の促進 ●

255	�市町との連携による
	 地域活性化 ○ ○

４　
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Ⅲ　

「拓ひ

ら

く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～

政　　策 施　　　策

地方創生を実現するための対策

働く場
づくり

ひ　と
づくり

少子化
対　策

地　域
づくり

Ⅲ－１

持続可能な

もうかる

農林水産業

311	�農林水産業の多様な
	 イノベーションの促進と
	 ブランド力の向上

● ○ ○

312	�農業の振興 ● ○ ○

313	�林業の振興と森林づくり ● ○ ○

314　水産業の振興 ● ○ ○

Ⅲ－２

強じんで

多様な産業

321	�中小企業・小規模企業の
	 振興 ● ○ ○

322	�ものづくり産業の振興 ○ ○ ○

323	�Society 5.0時代の
	 産業の創出 ● ○ ○

324	�戦略的な企業誘致の推進
と県内再投資の促進 ● ○

Ⅲ－３

世界の三重、

三重から

世界へ

331	�世界から選ばれる
	 三重の観光 ○ ○ ●

332	�三重の戦略的な営業活動 ○ ○ ○

333	�国際展開の推進 ○ ○ ○

Ⅲ－４

多様な人材が

活躍できる雇用

の推進

341	�次代を担う若者の県内定着
	 に向けた就労支援 ○ ● ○ ○

342	�多様な働き方の推進 ● ○ ○ ○

Ⅲ－５

安心と活力を

生み出す基盤

351	�道路網・港湾整備の推進 ●

352	�安心を支え未来につなげ
る公共交通の充実 ●

353	�安全で快適な
	 住まいまちづくり ○ ○

354	�水資源の確保と
	 土地の計画的な利用 ○

●：対策の主な具体的な施策に掲げる施策　　　○：対策と関係性がある施策

４　

「
み
え
県
民
力
ビ
ジ
ョ
ン
・
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次
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動
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の
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と
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施　　策
関連する個別計画

計画の名称 計画期間 計画の主担当部

111
災害から地域を守
る自助・共助の推
進

三重県地域防災計画 令和２年３月～ 防災対策部

三重県防災・減災対策行動計画 平成30年３月～令和５年３月 防災対策部

三重県復興指針 平成28年３月～ 防災対策部

三重県建築物耐震改修促進計画 平成28年４月～令和３年３月 県土整備部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

三重県の学校における今後の防災対策・
防災教育の在り方について〈指針〉 平成23年12月～ 教育委員会

112 防災・減災対策を
進める体制づくり

三重県地域防災計画 令和２年３月～ 防災対策部

三重県防災・減災対策行動計画 平成30年３月～令和５年３月 防災対策部

三重県復興指針 平成28年３月～ 防災対策部

三重県職員防災人材育成指針 令和２年３月～ 防災対策部

三重県広域受援計画 平成30年３月～ 防災対策部

三重県国民保護計画 平成30年３月～ 防災対策部

三重県消防広域化及び連携・協力に
関する推進計画 平成31年３月～ 防災対策部

三重県石油コンビナート等防災計画 令和２年３月～ 防災対策部

三重県医療計画（第７次） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

三重県の学校における今後の防災対
策・防災教育の在り方について〈指針〉 平成23年12月～ 教育委員会

三重県立学校施設長寿命化計画 令和２年４月～令和17年３月 教育委員会

113 災害に強い県土づくり 三重県国土強靱化地域計画 平成27年７月～（おおむね10年間） 戦略企画部

121 地域医療提供体制
の確保

三重県医療計画（第７次） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県医師確保計画 令和２年４月～令和６年３月 医療保健部

県立病院改革の基本方針 平成22年３月～ 医療保健部

第三期三重県医療費適正化計画 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県国民健康保険運営方針 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県病院事業中期経営計画 令和２年度策定予定 病院事業庁

122 介護の基盤整備と
人材の育成・確保

第7期三重県介護保険事業支援計画・第8次高齢
者福祉計画（みえ高齢者元気・かがやきプラン） 平成30年４月～令和３年３月 医療保健部

123 がん対策の推進

三重の健康づくり総合計画「ヘルシー
ピープルみえ・21」 平成25年４月～令和５年３月 医療保健部

三重県がん対策推進計画（第4期三
重県がん対策戦略プラン） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県医療計画（第７次） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

124 健康づくりの推進

三重の健康づくり総合計画「ヘルシー
ピープルみえ・21」 平成25年４月～令和５年３月 医療保健部

三重県医療計画（第７次） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

第2次みえ歯と口腔の健康づくり基本計画 平成30年４月～令和５年３月 医療保健部

第三期三重県医療費適正化計画 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

131 地域福祉の推進

三重県地域福祉支援計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

三重県再犯防止推進計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

第4次三重県ユニバーサルデザイン
のまちづくり推進計画 平成31年４月～令和５年３月 子ども・福祉部

第3次自殺対策行動計画 平成30年４月～令和５年３月 医療保健部

５ 個別計画一覧
　「関連する個別計画」は、法定計画や条例に基づき議決を経て策定された計画、「みえ

県民力ビジョン・第三次行動計画」に記載されている計画等を施策ごとに記載しています。

５　

個
別
計
画
一
覧
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施　　策
関連する個別計画

計画の名称 計画期間 計画の主担当部

132 障がい者の自立と共生

みえ障がい者共生社会づくりプラン 平成30年４月～令和３年３月 子ども・福祉部

三重県医療計画（第７次） 平成30年４月～令和６年３月 医療保健部

三重県アルコール健康障害対策推進計画 平成29年４月～令和4年３月 医療保健部

三重県ギャンブル等依存症対策推進計画（仮称） 令和２年度策定予定 医療保健部

三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

三重の農福連携等推進ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 農林水産部

133 児童虐待の防止と
社会的養育の推進

三重県社会的養育推進計画 令和２年４月～令和12年３月 子ども・福祉部

第二期希望がかなうみえ　子どもス
マイルプラン 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

健やか親子いきいきプランみえ（第2次） 平成27年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

141 犯罪に強いまちづくり
安全で安心な三重のまちづくりアク
ションプログラム・第2弾 令和２年４月～令和６年３月 環境生活部

三重県犯罪被害者等支援推進計画 令和２年４月～令和６年３月 環境生活部

142
交通事故ゼロ、飲酒
運転０（ゼロ）をめざ
す安全なまちづくり

第10次三重県交通安全計画 平成28年４月～令和３年３月 環境生活部

第11次三重県交通安全計画 令和３年度策定予定 環境生活部

第2次三重県飲酒運転0（ゼロ）をめ
ざす基本計画 平成28年４月～令和３年３月 環境生活部

第3次三重県飲酒運転0（ゼロ）をめ
ざす基本計画 令和３年度策定予定 環境生活部

安全で安心な三重のまちづくりアク
ションプログラム・第2弾 令和２年４月～令和６年３月 環境生活部

143 消費生活の安全の確保
三重県消費者施策基本指針 令和２年４月～令和7年３月 環境生活部

三重県消費者教育推進計画 令和２年４月～令和7年３月 環境生活部

144 医薬品等の安全・安心の
確保と動物愛護の推進 第2次三重県動物愛護管理推進計画 平成26年４月～令和３年３月 医療保健部

145 食の安全・安心の確保
三重県食の安全・安心確保基本方針 平成15年1月～ 農林水産部

三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

146 感染症の予防と拡
大防止対策の推進

三重県新型インフルエンザ等対策行
動計画 平成25年11月～ 医療保健部

147 獣害対策の推進
三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

第12次鳥獣保護管理事業計画 平成29年４月～令和4年３月 農林水産部

151
環境への負荷が
少ない持続可能な
社会づくり

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部

三重県地球温暖化対策実行計画 平成24年４月～令和３年３月 環境生活部

三重県地球温暖化対策総合計画（仮称） 令和２年度策定予定 環境生活部

152 廃棄物総合対策の推進

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部

三重県廃棄物処理計画 平成28年４月～令和３年３月 環境生活部
廃棄物対策局

三重県災害廃棄物処理計画 平成27年３月～ 環境生活部
廃棄物対策局

ごみゼロ社会実現プラン 平成17年４月～令和8年３月 環境生活部
廃棄物対策局

三重県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画 平成19年４月～令和9年３月 環境生活部
廃棄物対策局

153 豊かな自然環境の
保全と活用

三重県自然環境保全基本方針 平成16年３月～ 農林水産部

みえ生物多様性推進プラン 令和２年４月～令和６年３月 農林水産部

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部

５　

個
別
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施　　策
関連する個別計画

計画の名称 計画期間 計画の主担当部

154 生活環境保全の確保

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部

三重県自動車排出窒素酸化物及び自
動車排出粒子状物質総量削減計画 平成25年３月～令和３年３月 環境生活部

化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん
含有量にかかる総量削減計画（第8次） 平成29年６月～ 環境生活部

生活排水処理アクションプログラム
（三重県生活排水処理施設整備計画） 平成28年６月～令和18年３月 環境生活部

三重県海岸漂着物対策推進計画 平成24年３月～ 環境生活部

三重県流域下水道事業経営戦略 令和２年４月～令和11年３月 県土整備部

211 人権が尊重される
社会づくり

三重県人権施策基本方針（第二次改定） 平成27年12月～ 環境生活部

第四次人権が尊重される三重をつくる行動プラン 令和２年４月～令和６年３月 環境生活部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

三重県人権教育基本方針 平成29年３月～ 教育委員会

212

あらゆる分野に
おける女性活躍と
ダイバーシティの
推進

第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版） 平成29年４月～令和３年３月 環境生活部

第3次三重県男女共同参画基本計画 令和２年度策定予定 環境生活部

ダイバーシティみえ推進方針 

～ともに輝
き ら り

く、多様な社会へ～
平成29年12月～ 環境生活部

三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支
援基本計画第6次計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

213 多文化共生社会づくり
三重県多文化共生社会づくり指針（第2期） 令和２年４月～令和６年３月 環境生活部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

221

子どもの未来の礎
となる「確かな学
力・豊かな心・健や
かな身体」の育成

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

第四次三重県子ども読書活動推進計画 令和２年４月～令和7年３月 教育委員会

第2次三重県スポーツ推進計画 平成31年４月～令和５年３月
地域連携部
国体・全国障害者
スポーツ大会局

222
個性を生かし他者
と協働して未来を
創造する力の育成

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

県立高等学校活性化計画 平成29年４月～令和4年３月 教育委員会

223 特別支援教育の推進
三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

三重県特別支援教育推進基本計画 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

みえ障がい者共生社会づくりプラン 平成30年４月～令和３年３月 子ども・福祉部

224 安全で安心な学び
の場づくり 三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

225 地域との協働と信
頼される学校づくり

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

県立高等学校活性化計画 平成29年４月～令和4年３月 教育委員会

227 文化と生涯学習の振興
新しいみえの文化振興方針 平成26年11月～（おおむね10年間） 環境生活部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

231 県民の皆さんと
進める少子化対策

第二期希望がかなうみえ　子どもスマイルプラン 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

健やか親子いきいきプランみえ（第2次） 平成27年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

みえ家庭教育応援プラン 平成29年４月～令和4年３月 子ども・福祉部

232 結婚・妊娠・出産の
支援

第二期希望がかなうみえ　子どもスマイルプラン 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

健やか親子いきいきプランみえ（第2次） 平成27年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会

233 子育て支援と幼児
教育・保育の充実

第二期希望がかなうみえ　子どもスマイルプラン 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

第二期三重県子ども・子育て支援事業支援計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

第二期三重県子どもの貧困対策計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

第四期三重県ひとり親家庭等自立促進計画 令和２年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

健やか親子いきいきプランみえ（第2次） 平成27年４月～令和7年３月 子ども・福祉部

三重県教育ビジョン 令和２年４月～令和６年３月 教育委員会
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関連する個別計画

計画の名称 計画期間 計画の主担当部

241 競技スポーツの推進

第2次三重県スポーツ推進計画 平成31年４月～令和５年３月
地域連携部
国体・全国障害者
スポーツ大会局

三重県競技力向上対策基本方針 平成25年5月～令和５年３月
地域連携部
国体・全国障害者
スポーツ大会局

242
地域スポーツと
障がい者スポーツの
推進

第2次三重県スポーツ推進計画 平成31年４月～令和５年３月
地域連携部
国体・全国障害者
スポーツ大会局

みえ障がい者共生社会づくりプラン 平成30年４月～令和３年３月 子ども・福祉部

253 農山漁村の振興
三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

三重県農業農村整備計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

255 市町との連携によ
る地域活性化

木曽岬干拓地土地利用計画 平成13年４月～ 地域連携部

木曽岬干拓地都市的土地利用計画 平成27年４月～ 地域連携部

三重県過疎地域自立促進計画 平成28年４月～令和３年３月 地域連携部
南部地域活性化局

三重県離島振興計画 平成25年４月～令和５年３月 地域連携部
南部地域活性化局

紀伊地域半島振興計画 平成27年４月～令和7年３月 地域連携部
南部地域活性化局

311

農林水産業の多様
なイノベーションの
促進とブランド力の
向上

三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

三重の森林づくり基本計画 平成31年４月～令和11年３月 農林水産部

三重県水産業・漁村振興指針 平成28年４月～令和8年３月 農林水産部

三重県食育推進計画 平成28年４月～令和３年３月 農林水産部

みえ食の産業振興ビジョン 平成27年７月～（平成29年３月改訂） 雇用経済部

三重県水産業及び漁村の振興に関する
条例に基づく基本計画（仮称） 令和２年度策定予定 農林水産部

312 農業の振興

三重県食を担う農業及び農村の活性
化に関する基本計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

三重県農業農村整備計画 令和２年４月～令和12年３月 農林水産部

農業振興地域整備基本方針 平成28年３月～（おおむね10年） 農林水産部

313 林業の振興と
森林づくり

三重の森林づくり基本計画 平成31年４月～令和11年３月 農林水産部

三重県林業労働力の確保の促進に関
する基本計画 平成28年４月～令和8年３月 農林水産部

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部

314 水産業の振興

三重県水産業・漁村振興指針 平成28年４月～令和8年３月 農林水産部

三重県真珠振興計画 平成30年４月～令和10年３月 農林水産部

三重県水産業及び漁村の振興に関する
条例に基づく基本計画（仮称） 令和２年度策定予定 農林水産部

321 中小企業・小規模
企業の振興

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

三重県事業承継支援方針 平成30年３月～ 雇用経済部

三重県キャッシュレス推進方針 令和元年10月～ 雇用経済部

322 ものづくり産業の振興
みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

みえ航空宇宙産業振興ビジョン 平成27年３月～ 雇用経済部

323 Society 5.0時代の
産業の創出

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

みえＩＣＴ・データサイエンス推進構想 令和２年４月～ 雇用経済部

みえ食の産業振興ビジョン 平成27年７月～（平成29年３月改訂） 雇用経済部

三重県新エネルギービジョン 平成28年４月～令和13年３月
（令和２年３月改定） 雇用経済部

三重県環境基本計画 令和２年４月～令和13年３月 環境生活部
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計画の名称 計画期間 計画の主担当部

324 戦略的な企業誘致の推
進と県内再投資の促進 みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

331 世界から選ばれる
三重の観光

三重県観光振興基本計画 令和２年４月～令和６年３月 雇用経済部
観光局

三重県国際会議等ＭＩＣＥ誘致・開
催取組方針 平成28年６月～ 雇用経済部

観光局

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

332 三重の戦略的な
営業活動

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

関西圏営業戦略 令和２年４月～令和６年３月 雇用経済部

333 国際展開の推進
みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

みえ国際展開に関する基本方針 平成25年９月～
（平成27年６月、平成30年３月改訂） 雇用経済部

341
次代を担う若者の県
内定着に向けた就労
支援

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

第10次三重県職業能力開発計画 平成28年12月～令和３年３月 雇用経済部

342 多様な働き方の
推進

みえ産業振興ビジョン 平成30年11月～ 雇用経済部

第10次三重県職業能力開発計画 平成28年12月～令和３年３月 雇用経済部

352 安心を支え未来につな
げる公共交通の充実

三重県総合交通ビジョン 平成27年４月～（おおむね20年間） 地域連携部

三重県自転車活用推進計画 令和２年４月～令和６年３月 地域連携部

353 安全で快適な
住まいまちづくり

都市計画区域マスタープラン 平成23年４月～（令和３年４月改定予定） 県土整備部

三重県住生活基本計画 平成28年４月～令和8年３月 県土整備部

三重県公営住宅等長寿命化計画 令和２年４月～令和13年３月 県土整備部

三重県景観計画 平成20年４月～ 県土整備部

熊野川流域景観計画 平成27年４月～ 県土整備部

三重県無電柱化推進計画 平成30年４月～令和３年３月 県土整備部

354 水資源の確保と土地
の計画的な利用

三重県土地利用基本計画 平成30年12月～ 地域連携部

北部広域圏広域的水道整備計画 平成20年３月～ 環境生活部

南部広域圏広域的水道整備計画 平成22年６月～ 環境生活部

三重県企業庁経営計画 平成29年４月～令和8年３月 企業庁

行政運営の取組
関連する個別計画

計画の名称 計画期間 計画の主担当部

行政運営
１

「みえ県民力ビジョ
ン」の推進

三重県国土強靱化地域計画 平成27年７月～（おおむね10年間） 戦略企画部

三重県教育施策大綱 令和２年４月～令和６年３月 戦略企画部

行政運営
２

行財政改革の推進に
よる県行政の自立運営

第三次三重県行財政改革取組 令和２年４月～令和６年３月 総務部

三重県職員人づくり基本方針 令和２年４月～ 総務部

行政運営
３

行財政改革の推進に
よる県財政の的確な
運営

第三次三重県行財政改革取組 令和２年４月～令和６年３月 総務部

みえ公共施設等総合管理基本方針 平成27年４月～（おおむね20年間） 総務部

第三次みえ県有財産利活用方針 令和２年４月～令和６年３月 総務部

本庁舎及び地域総合庁舎個別施設計画 平成28年４月～（おおむね20年間） 総務部

行政運営
６

スマート自治体の
推進

第三次三重県行財政改革取組 令和２年４月～令和６年３月 総務部

みえ官民データ活用推進計画（仮称） 令和２年度策定予定 総務部

行政運営
７ 公共事業推進の支援 第三次三重県建設産業活性化

プラン
令和２年４月～令和６年３月 県土整備部
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